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インドネシア／松尾 大・後藤乾ー

この「アジアの動向J〈国別シリーズ） 1966年は，月刊「アジ

アの動向」を各国別に 1冊にまとめ．総目次， 1966年の回顧，

年表を追録したものです。

アジア諸国の政治・経済の動きを適確に把握する基礎資料と

して，月刊「アジアの動向jとあわせてご利用ください。
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インドネシア

1966年の回顧

政治体制の動揺一一－66年は政治的にみるならば前年の 9月30日の親共産党

系軍人の武装峰起に端を発したその後の一連の政治的動揺が次第にある方向

にむかつて固定化されつつある過程と見ることができる。この 1年間9・30

事件に関する公的・私的文書が内外でおびただしく発行された。しかし，そ

の歴史を通じてみても，稀有と思われる大変動をもたらしたこの事件を解明

するにはまだまだ時を要するものと思われる。明らかなことはその事件を契

機にインドネシアという一新興国家に何かが起こり，また現に何かが起りつ

つあるということのみである。しかし，これが長期的なパースベクティブに

おいてインドネシアに何をもたらすかということは現在では断定することは

尚早である。以上の点を考慮に入れてこの 1年間の展開過程を追い，まずい

かにして政治ニ権力闘争が進行してきたかを振り返ってみよう。

9・30事件以後，最大の政治的焦点は，同事件を『共産党の反革命』であ

るとする軍特に陸軍と，それを否認するスカルノ大統領を頂点とする指導グ

ループとの対決であった。陸軍が必らずしも一本にまとまっていたとは考え

られないが，ナスチオン，スハルト両将軍の主導権が，スカルノ時代に冷遇

されてきた諸政治勢力・宗教・大衆・学生団体の要求と結び、つくことにより

見解の相違をはらみながらも共通の目的完遂に向って一本化していった。特

にキリスト教，回教系の学生・大衆団体（行動戦線〉は早くから共産党解散

を含むスカノレノ政治の終震を叫び，陸軍の暗黙の支持，むしろ陸軍がその政

治目標達成のための有効な手段とみなしたともいえるがーーの下にその発言

力を強化していった。

これをより具体的にみてみると，まず1月15日にスカルノ大統領はボゴー

ノレ宮殿で、閣議を開催した。その席上，大統領は9・30事件後の主張を変えず

同事件と PK Iの関係について陸軍の主張に妥協しなかったのはもちろん，

政治的には自ら 4軍最高司令官，革命の最高指導者であることを再確認し，

経済的にはいくら困難な状態であろうと新植民地主義諸国からの援助は受け
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入れず，自力更生の原則を堅持する旨演説しその健在ぶりを示し，それに応

じてナスチオン国防調整相以下4軍司令官が大統領支持の声明を出したり，

親スカノレノ的といわれたマフムッド・ジャカノレタ地区軍司令官が同区内での

あらゆるデモを禁ずる布告をだしたり，さらには閣僚92名が大統領を全面的

に支持する旨発表するなど事態がスカルノ大統領にとって有利に展開してい

るかのような現象が起った。しかし，一旦火のついた学生・大衆の反スカノレ

ノ的政治的熱狂を一片の布告で消し去ることは容易でなく， KAMI幹部会の

①PKI解散，②物価引下げ，③内閣改造の 3要求をきっかけとして再び大デ

モが起った。さらに 2月に入るとデ、モは中国大使館を襲うといったふうに明

らかに政治的な色彩を濃厚にしてきた。事実，今年のかなりの時期を通じ学

生デモは陸軍の政治的活動の先兵的役割をはたしてきた感がある。

この傾向は2月21日の大統領による内閣改造が何ら彼らの要求と合致して

いないことが判明した後急に高まり死傷者を出す大衆運動にまで拡大した。

この改造内閣では 9・30事件後の反共運動の先頭にたっていたナスチオンの

名が消え，スパンドリオ， レイメナ，サレーの 3副首相を初めスカノレノ派閣

僚が主要ポストを占めた。結果的にみるとこの内閣改造はスカノレノ大統領が

最高指導者としてその意向を強烈に反映させることができた最後の政治的行

為であった。その一方では学生・大衆団体からの激しい突き上げ，内閣改造

1週間前から陸軍の強い影響力の下で9・30事件関係者を裁判するための特

別軍事法廷を開催するための準備が進行していた。そして皮肉にも 3月11日

スカルノ内閣の閣議開催のその日に大統領は官殿を囲んだ多数のデ、モ隊，陸

軍精鋭部隊の圧力に屈し，スハルト陸相に対し政治上の権限を委譲する文書

に署名し，同陸相の使者に手渡した。これが8・11令と呼ばれるもので後，

MPRS （暫定国民協議会）で法制化され，その後のスハノレト陸相の政治的

権力に大きな根拠を与えた。

“政治的危機に対処する権限”を与えられたスハルト陸相は翌日直ちにP

K しその翼下団体の解散を命じた。 PK I解散は9・30事件後は時間の問

題ともみられていたが，こうして非共産圏最大の規模を誇ったPK Iはすで

にアイデ、イット議長を失い，さらにはその他の有力指導者の逮捕，裁判，全

国的に展開された共産党狩りにより相当数の党員を失っていたが，遂に非合

一一 11 一一 -72-
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法化されるに到ったのである。

こうした背景の下で3月25日に再度内閣改造が行なわれ，ハメンク・ブオ

ノ，スハルト，マリクの 3名が副首相（計6名〉として入閣し，構成的には

大統領との妥協の産物であるとみられながらも，内閣にその足場を築いた。

事実その後のインドネシアの政治・経済・外交政策の理念，具体的政策には

この 3副首相の見解が明確に現われ，その背後にあるといわれるナスチオン

将軍（現内閣で閣僚に復帰），ハッタ元副大統領らと共に新指導体制を形成す

るに到った。この内閣はMPR S後いわゆるアンペラ内閣が成立するまでの

暫定的なものであるが基調は一貫している。この内閣を支持する形で特に軍

は4軍司令官の署名で5月5日に共同声明を発表し，その積極的な政治参加

への決意を表明した。国軍はその後2回にわたり同様の声明を発し， 「イン

ドネシア革命」の有力な担い手であることを宣言していった。さらに中核の

前記3副首相が国会，あるいは記者会見等を通じ基本政策を公表し，その内

容においてはっきりスカルノ政治を否定する方向を打ち出していた。国内政

治・経済・外交面におけるスカlレノ大統領の原則はNASACOM(NAS＝民

族主義勢力， A＝宗教勢力， COM＝共産主義勢力）であり，ブノレデ、カリ（自

力更生〉であり，反ネコリム（反新旧植民地主義・帝国主議）であったが，

新指導層の原則は，共産党の否定であり，現実的な経済政策と対外経済関係

の重視であり，非同盟路線を指向する独立・積極外交路線である。この原則

の大転換は独立以来の理想たるスカルノ大統領によって唱えられた“公正に

して繁栄する社会” “パンチャシラにもとづく社会主義”の目的そのものの

否定ではなくその手段の変化，諸矛盾の克服とみなければならないことは，

明らかであると共にその点に今後の制約があると思われる。

さてこうして発足したいわゆる新体制はその法的有効性がまだ不確定で，

諸国の認知をうけるためにも早急に45年憲法における最高機関たるMPRS 

（本来はMp R二国民協議会）を開催する必要があり，それが6月22日から

7月5日迄2週間にわたり行なわれた。前回63年5月のMPR Sはスカルノ

に終身大統領の称号を与え，スカノレノ体制固定化の意味をもったが，今度は

それと逆の体制承認の役割を果たした。それを直裁に示すものとして，（1）ス

カノレノ大統領から終身大統領の称号をはく奪する，（2)C大統領の強い庇護下
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インドネシア

にあった） PK  I，その翼下団体の解散・禁止令支持，（3)3・11大統領令承

認等々があげられ，かくて法的承認の下で、スハノレト副首相に組閣の主導権が

与えられ， 7月25日24閣僚からなるアンペラ内閣が発足し，本格的にその真

価を問われる局面を迎えた。

経済情況と経済政策

MPR Sは68年7月までに総選挙を実施することを決定した。したがって

新内閣はそれまでの 2年間政権を担当するという意志表示としてこの期間を

「計画調整期」「社会，経済，政治全部門の回復期」「全部門の結実期」「安

定期Jの4期にわける構想を打ち出し，衣食糧問題を中心として経済再建を

最優先をすることを明確にした。では，そうした政策決定を余儀なくさせた

経済情勢はどうなっているか。 1万3千余の島からなる群島国家インドネシ

アを“先進国型基準”で測ることには多大の限界があることはもちろんであ

るが，主な指標によって概観してみたい。

経済情勢把握

付） 財政規模の拡大 57年以降，拡大歩調を続けている財政規模は特に

62年以降その率が高く，通貨供給量増大と併せみると，紙幣増発による不健

全な規模拡大であったといえよう。

年度別歳入歳出規模比較 （単位 10億RP) 

1 歳入｜歳出｜赤字

1 9 6 2 I 7 4. O I 122 .1 I - 48 .1 

196 3 I 162.1 I 329.8 I - 167.7 

1964（実績一暫定）｜ 283 .4 I 681. 3 I ー 397.9 

1 9 6 5 I 923 . 4 I 2 , 526. 3 I -1 , 602 . 9 

（出所） IMF調査団報告（64,5年），財務局。

（ロ）歳出の内訳 部門別歳出比較 （単位 10億RP) 

1962 1963 1964 1965 

一般行政 4.52 19.90 28.91 114.14 

安全保障部門 73.52 119.41 194.80 762.39 

経済部門① 35.13 161. 91 335.80 1,053.98 
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インドネシア

文教部門 i 5. 02 I 13. 59 I 20. 87 I 77 .11 
社会部門｜ 3. go I 9.40 I 20.49 I 31.52 
特別支出②｜ …｜ 5 . 58 I 80. 46 I 487. 18 

（注） ① 政府輸入，米の現物支給， その他の現物補助，借款の償還，政府民間

企業への投資の支出分を含む。

②西イリアンおよび対決政策のための支出。

歳出は経済的要請に基づくものというよりは，政治的判断によって決定さ

れてきたといえる。その結果がマレーシア対決政策を直接の契機とする軍事

費の増加であったといえよう。

州通貨インフレ (1960年二100)

｜ 通貨供給量（M) ｜主要物価（P) I通貨流
各年末卜一一一一一一一一一一一 一i 千 ～一一一一 ｜ 一一
｜協賛1十指 数｜上あ率｜指 数｜上あ率｜通広度

62 f 135.9 I 284 I 101 I 421 I 山 I 1.48 

1963 I 263.4 i 5δ2 I 95 I 980 I 133 I 1. 78 

1964 I 703 . 1 I 1 469 I 166 I 2 07 4 I 112 I 1. 41 

1965 I 2,982.0 I 6,234 I 324 I 13,804 I 569 I 2.21 

1966.3 I 5,432.0 I 11,364 I s2 I C未i 入｜手）

（出所） Tin bergen報告書。

特に 9・30事件直後の65年末において通貨流通速度が上昇し，換物傾向は

通貨供給量の上昇による圧力とあいまってインフレを促進させる要因となっ

ている。

件）貿易収支

貿易収支は63年の5400万ドル黒字から64, 65年それぞれ4200万， 2400万ド

ノレと漸減しており（以上，外国所有の石油会社の収支を含む〉さらに66年は

政治不安も圧迫材料となり，輸出目標も 3億6千万ドノレ（石油を除く〉と例

年より約20%低く押えられるとともに不急の輸入もおさえられているが，外

国貿易が直接国民生活の安定と向上につながるまでには，相当の時間が必要

である。

以上，新政権が直面している経済情勢を概観してみた。そして経済政策を

立案する過程で2度にわたりオランダのティンパーゲン教授， IM F調査団

を受け入れるなど，経済再建に際しては西側諸国に依存する姿勢を明らかに
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している。特にティンパーゲ、ン教授は，インドネシア経済の最大の問題点は

インフレでその原因は，政府の赤字財政と生産の停滞にあることを指摘し適

切な措置を力説した。 11月3日，ブオノ経済・財政担当幹部閣僚により明ら

かにされた“経済復興および安定に関する基本政策”にはこうした勧告，助

言が相当思い切って取り入れられている。この基本政策では従来とられ，今

後とるべき措置が総括的に述べられ，その中で特に緊急に実施する計画とし

て，（1）インフレの抑制，（2）食糧の確保，（3）下部構造の復興，（4）輸出促進，（5)

衣料の確保があげられた。次に，具体化された主な政策を検討してみたい。

a) 67年度国家予算

前述の如く従来は大幅な赤字財政，それを補填するための紙幣乱発が財政

インフレをひき起し経済悪化の最大要因をなしていた。これを重視した政府

はIM F勧告などを受け入れた形で， 1949年独立以来初めての均衡予算をく

んだ。

歳出 813億／レピアは経常部門約667億ノレピア，開発部門約146億ルピアから

なり大統領特別予算が全廃されると共に，国防費の大幅削減が特徴である。

63年以降65年まではマレーシア対決政策のための特別支出を含めると国防費

はそれぞれ約38%,40%, 49.4%でこれに伴う間接的経費を含めるとさらに

大きな割合となる。これに比べて67年度は国軍開発費12億／レピアを含めて約

245億ノレピアで，約30%(67年国防費には在郷軍人省予算を含む）と縮少し

ている。また各部門別の経常予算をみると政治部門約50億ノレピア，国民福祉

部門約38億ルピア，経済・財政部門約345億ルピア，工業建設部門5億ノレピ

アとなっている。

均衡予算を達成するためには上記の軍事費の削減の他，歳出抑制策として

新規事業，現在進行中の事業の中止命令， 150万人といわれる公務員の人件

費削減，冗費節約をはかる一方，積極的な歳入確保が要請されている。 67年

度の歳入財源は，総額813億ルピアの内（1）直接税104億ノレピア，間接税393億

ノレピア，（内，関税96億ノレピア）， (3）外国借款295億ルピア，（5）その他21億ノレ

ピアとなっている。

上記の財源のうちブオノ財政では特に租税および関税の徴税強化を今後の

方針とすることがあげられている。インドネシアにおける租税負担率はNN
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Pの10%という推計もあるが，現状ではとうていそこには及ばない。現に62

年度以降～65年度まで，歳入に占める直接税の比率は約21～33%であった。

67年度は勿論，今後も税収確保をはかるために，まず，徴税観念の強化，脱

税防止，徴税機構の整備等が強調されている。また，米穀税（物納）を実施

することによって農民からの徴税を確保すると同時に，公務員，軍人に対す

る現物給与も検討されており，ブオノ演説もまたその必要を強調している。

また，歳入の約36.3%,295億ノレピアは外国借款を見込んでいるが，これは

2億9500万ドノレに当りこれを確保するためには現状からいって，従来の共産

圏依存から脱却して西欧依存を深めることになると思われる。このことは単

に経済政策上にとどまらず，ひいては国内政治，外交政策のあり方にも大き

な影響を与えずにはおかないであろう。

b) 貿易為替制度の修正

経済の安定をはかるため輸出振興にも力がそそがれたが，その一環として

今年になってからしばしば貿易・為替制度の部分的修正が行なわれていたが

10月3日の内閣幹部会決定によりほぼ大綱がかたまった。その主な狙いは，

輸出ボーナス率の引上げにより輸出促進をはかると共に為替管理を従来より

和らげ，また輸入課金レートを設けることによって為替のデ、イスパリティを

解消することにある。輸出については大要次のような措置がとられることに

なった。

1. 超過利益税 これは9月から実施されたものであるが，第5分類の輸

入品（ぜいたく品，国内消費用完成品）に対し新たに超過利益税を賦課する

もので，乾電池，食器，陶製タイノレ， 自動車についてはCI F価格1ドル当

り20新ノレピア，その他については10新ルピアが課せられることになった。

2. 輸出ボーナスの引上げ輸出促進に必要な為替デ、イスパリティ解消の

ため， BE率を第 1品目（ゴム，コプラ，タバコ，茶，コーヒー，錫等） 20 

%→50%。第2品目（家畜，野獣，食肉） 60%→75%。第3品目（林産物，

石油および錫を除く鉱産物等） 100%→90%と修正した。

3. AD  O制度（地方自動外貨割当） 各地域からの輸出にインセンテイ

ヴを与えるためで，輸出外貨収益の10%は当該輸出を行なった地域に対する

地方自動外貨割当として，外為基金が1ドノレ＝10ノレピアのレートで当該第1
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級自治体（省にあたる〉に売却するものである。このAD Oは第 1級自治体

が自己の輸入に使用することができるほか，輸入業者への転売も認められて

いる。この制度は単に経済的な意義をもつだけでなく，従来外領（特に大き

な外貨獲得地域であり，また反中央感情の強いスマトラ〉が抱いていた不満

を緩和する効果をねらったものである。

対外経済政策

1. 債務問題と新規援助 スカルノ政治の遺産のーっとして総額26億9千

万ドル（西側諸国合計12億3千万ドル，共産圏諸国14億6千万わけの対外債

務がある。対外債務の解決はインドネシアが国際信用を回復するためにも，

経済再建を推し進める上においても極めて大きな比重をもっており，今年は

西側7債権国（アメリカ，イギリス，フランス，西独，イタリ，アオランダ，

日本が中心となり 9月と12月にそれぞれ東京，パリで債権国会議が開催され

た。総額27億ドノレの債務は年間利子だ、けでも膨大な額にのぼり，今年度中の

返済額は5億 3千万ドルで、ある。他方今年の輸出目標（石油は除く〉は3億

6千万ドノレ，外貨保有は9月現在で2千万ドルにすぎず返済能力はほとんど

ないというのが実情である。結局， 2回にわたる会議の結果， 67年末までに

期限切れとなる中・長期債務および現在（12月20日）すでに期限切れとなっ

ている全債務について年間（5年据置き， 8年払い〉の繰りのベとすること

に合意をみた。さらに今後の会議において一層の新規借款などについて意見

の交換を行なうことになった。

債権国会議を通じ経済情勢の悪化を防ぐため債務の繰延べにつとめると共

に，一方ではプオノ幹部閣僚の精力的な外遊等により西側諸国に新規援助を

仰ぐ措置がとられた。スカルノ大統領の自力更生，西欧諸国からの援助は受

けないという経済政策から， 180度転換した新政権の方針がここに如実に示

されているといえよう。なお， 9・30事件後，今秋のブオノ使節団訪問まで

に獲得した新規借款は合計2億6480万ドル（贈与530万ドルを含む〉に達し

Tこ。

2. 外資導入法上述のような急激な政策の転換は，西欧諸国の国家資金

の導入からさらに一歩を進め一国家資金と裏腹の関係にある一民間外資の導

一一 Vlll- -78-



インドネシア

入に門戸を聞き， 12月末には外資導入法（「アジアの動向」12月号所載〉を制

定， 1月27日より施行された。同法によって過去いく度か行なわれてきた一

方的な外資企業の固有化，財産権の没収，管理，経営権の侵害を行なわない

旨を表明すると同時に5年間を限度として外資企業に種々の特典を与え，民

族資本との協力を積極的に打ち出したのである。

外交政策の転換

インドネシアの新時代を何よりも明確に示すのは，その外交路線の変化で

ある。スカルノ大統領は昨年初め国連脱退通告以来，急速に中国接近外交を

すすめジャカノレタ＝北京を軸にした第2国連のヴィジョンすら描くようにな

った。しかしこの反ネコリム，親中国外交路線も 9・30事件という大きな国

内的体質変化によりもろくもくずれさり，新政権の下で再び本来の非同盟外

交路線が打ち出されてくるにいたった。その具体的な政策として 8月半ばの

マレーシアとの平和協定調印と 9月末の国連復帰があげられるであろう。マ

レーシアに対しては， 3月の第2次内閣改造後，新たに外相に就任したマリ

クが和解を示唆して以来，数回にわたり両国で使節団の相互交換が行なわれ

アンペラ内閣成立後，その最初の成果として平和協定が調印されるにいたっ

た。技術的な点で若干問題も残っているが，結局大勢としてはスカルノ大統

領が63年9月，マレーシア連邦成立と同時に打ち出した対決政策も 2年11カ

月にして終息のはこびとなった。 9月に入ってからは債権国会議と日を併せ

国連に復帰要請を行ない，同月28日の国連総会で正式にそれが承認された。

経済外交を国内政治問題あるいは外交関係とリンクして行なっているのが新

政権の一つの特徴で、あり，その背景には経済再建＝西側依存という図式が明

瞭に窺われる。さらにほぼ時を同じくして IM F，世界銀行への復帰，アジ

ア開発銀行への参加を表明し，マリク外相がたびたび力説してきた非同盟路

線に基づく独立・積極外交が前代の反動という形で親西欧的色彩を帯びて発

展してきたのである。

他面， 60年代前半，スカルノ大統領が共産党を後楯として推し進めてきた

対共産圏外交一特に対中国ーは，急速に退潮の方向にむかうことになった。

学生，大衆団体のデモも一層両国関係の悪化を煽り，長年両国間のパイプ役
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を果してきた新華社通信ジャカルタ支局が，あるいは中国入学校が閉鎖され

るなど，本来あまりよくない双方の民族感情も手伝って烈しい非難の応酬を

くり返した。そして 4月にはジャウオト駐北京大使が辞任，北京亡命という

事態が起こり，その直後パンジャランの織物工場建設援助中止により最終的

に中国の援助が打ち切られた。こうした両国の冷たい対立が以前の密月時代

に戻るにはよほどの時と条件を要すると思われる。ソ連に対しては軍事費を

中心に約11億ドノレとインドネシアとしては最大の債務国の立場にある関係か

ら決して対中国関係のような事態を望んではいない。ソ連は2度の債権国会

議には参加しなかったものの個別接衝には応じ，原則的に債権繰延べに同意

を与えた。ソ連が今後の対イ関係において，西側！と歩調をあわせていくこと

はむずかしいとしても，何らかの形で接触を保ち，インドネシアにその足場

を築いていくものと思われる。

以上，外交政策を概観したが，これを約言するならば（親西欧的〕非同盟

外交＝国連中心外交，近隣善隣外交ということになり，マリク外相のことば

なら“国益にもとづいた独立・積極外交”であるということになる。

ニ重権力構造と“新秩序”論

こうして新政権は具体的政策を展開していったが，一方その裏ではスカル

ノ大統領が意気軒昂のところを示し特に8月17日の独立記念日演説以降明確

に新政権一軍主流派との対決姿勢を明確にしていった。そしてこれを抑える

形でナスチオン将軍らの唱導下で“新秩序”論が繰り拡げられ，スカルノ大

統領はじめ旧勢力一掃のキャンベーンが行なわれた。そして結果的には，ス

カルノ時代の有力政治家であったダラム元中央銀行相，スパンドリオ第1副

首相，ダニ空相らが9月以降聞かれた特別軍事法廷で死刑判決を言い渡され

るに及び“新秩序”派の勝利に帰した観がある。またこれを承認する形で年

末に 4軍共同声明が発せられた。

しかし過激派追放の叫びにもかかわらず，スカノレノ大統領その人の勢力が

いまだ温存されていることは，今後の政治情勢に微妙なものを投げかけると

思われる。特に新政権の政策一特に経済政策ーが予期通りに運ばない場合に

は何らかの形で新政権の権力基盤にはねかえらざるを得まい。

ー－ X ーー - 80ー



インドネシア

以上，今年の権力闘争過程，アンペラ内閣の政治・経済・外交の原則を中

心に見てきたが，今年はそれが動きだしたにすぎず，その成功・不成功があ

らわれるのは結局来年以降のこととなるであろう。
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1月の概況

昨年は国連脱退という派手な波紋を投じて幕をあけたインドネシアの 1年

間であったが，今年もまた，それとは異った意味において“揺れる東南アジ

ア”の目として国際社会の耳目を集めつつレパラン（回教暦正月〉を迎えた。

昨年の9.30事件以降3ヵ月が経過したが，政治状況が組織化・制度化するに

はあまりに同事件の持つ意味は大きく複雑であり，未だカオスの状態にある。

fighting economyと対外路線

2 fl，スカルノ大統領開催の閣議から動きはじめた今年の政局は，対外面

で、はハパナでの 3大陸連帯会議の政府代表団の不本意な帰国という事態があ

っただけで，概して政治的には平静であった。一方，国内的要因に目をむけ

ると， 9.30事件以降，特に顕著なインフレによる経済危機の同避という切実

な問題が，この 1ヵ月の動向の目となった。しかし，何といっても 1月の焦

眉は15日，ボゴーノレ閣議で、のスカルノ大統領演説であろう。それまでの通念

として，事件後はナスチオン国防相一一スハノレト陸相の陸軍主流派に政治的

重心があったかに見られていた政権争いも，この日を契機に再びシーソーが

揺れはじめたとの印象を受けた。

また， KAMIを主体とする学生デモ及びNUを中心とする宗教政党・団体

が烈しく攻撃するように，ノレピア・デノミ，公共料金引上げ等一連の新経済

政策に伴う諸物価の騰貴は驚くべきものであった。その端的な例として，庶

民用の中等米6当たりが事件前の 750；レピアから 1月中旬では4000ルピアと

なっているのがあげられよう。その他パス 3倍，鉄道8倍，電報8倍という

値上げが決められ，日常生活に与える不安は深刻である。こういう逼迫した

経済状態，さらには底をついた外貨事情にも拘らず，スカルノ大統領は自立

更生策をすてず，謂う所の帝国主義，新植民地主義国かちの援助を受けずと

いう匂htingeconomyの姿勢を持している。
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内政面でのこうした動きが外交に好影響を与えることはむづかしく，依然

として西側先進国との正式な外交関係は進展していない。のみならず，いわ

ゆる新興国関係においても，中共とは以前の緊密さは見られず，また，スカ

ルノ大統領，スパンドリオ外相が強調しつづけた北京一平壌ープノンベンー

ジャカルタ枢軸も，北京，平壌はこれに沈黙を守りだしたし，カンボジアは

シアヌーク元首が自らそのような枢軸は考えていないと言明するといった具

合にちぐはぐな形になっている。さらに加えると，昨年国連脱退に伴って，

世界銀行，国際通貨基金等国際金融機関から脱退したこともインドネシアの

貿易支払い，対外債務処理をむづかしくしていることは明らかであろう。こ

うしてみてくると，目下のインドネシア情勢は，政治・経済・外交の 3面で

更に困難な局面に置かれつつあるということがいえるのではないか。

多15日閣議前後の政情

1月中旬からジャカルタを中心に再び学生デモが活発化している。 この学生デモは

以前支配的であった“PKIを解散せよ／” “アイディットを殺せ／”といった政治的

色彩の濃いスローガ〆を掲げたデ、モから，どちらかというと，物価問題を中心とする

経済闘争的なそれへと変ったことが特徴である。 この一連の学生デモの内，特に12日

のジャカノレタでのデモは事件後もっとも大規模なものといわれている。 こうした学生

デモに示される経済不安に根を発する混乱状態の中で， 15日ポゴール宮殿でスカルノ

大統領は閣議を開催した。この閣議にはナスチオン国防調整相が事件後初めて出席し，

更に，学生代表の出席も許されるという異例のものだ、った。勿論， PKI閣僚は欠席し

た。席上スカルノ大統領は， 「私こそが全軍の最高司令官であり， インドネシア革命

の最高の指導者である。……重要な経済閣僚の地位を，軍人にでも，学生にでも与え

よう。しかし，その新しい経済閣僚が当面の経済危機克服に成功しなかったら， もし

物価抑制を実現できなかったら，その男を10年間の禁固刑に処するだろう。……イン

ドネシアが新植民地主義諸国から援助を受ければ，経済危機や物価騰貴を克服する手

段は5日以内にみつかるだろう。しかし，私はこの種の援助を好まない。インドネシ

アは依然として新興勢力であり，自力更生の原則を堅持したい。……デ、モがスパンド

リオ，サレ一両副首相らを非難するのは，私自身を非難するのと同じであるO ……昨

年暮の暫定国民協議会で， 私が不必要ならいつでも大統領をやめるといったがあれは

撤回する。私はやめないことにした。今後，われわれはわれわれの力を再編成してい
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く……」と決意を表明する演説を行なった。 この， 9.30事件後には珍しい高調子の演

説及びその後の展開を追ってみると， このボゴール演説は一つの turningpointとも

いうことができるのではないか。その象徴的な出来事として，スカルノ大統領，スパ

ンドリオ外相らは，意識的に9.30事件の呼称をやめ， 10.1事件を口にするようになっ

fこ。

この閣議演説の翌日，軍は4軍共同声明でスカルノ大統領を全幅的に支持する旨発

友した。また20日には92名の閣僚が，スカルノ支持の集会をもち， 3人の副首相の共

同署名による誓言書が発表された。

こうした“何かが変りつつある”雰囲気の枠内で『スカルノ戦線』問題が捉えられ

る。この『スカルノ戦線』は16日のラジオ放送で，スパンドリオ外相が， 前日のスカ

ルノ演説をうけて「スカノレノ戦線設置を待つことはできない。戦線は全国の労働者，

農民，青年，婦人から成るもので，これにより大統領を支持するものである」旨，呼

びかけたことに始まる。続いて20日にはサレー第3副首相も同趣旨の宣言を行なった。

なお，この戦線は PNI，インドネシア党左派が中心となって行なわれている。

これに対し軍主流派では， 20日アジェ西ジャワ第6軍管区司令官が同地区内での戦

線禁止芦明を出し，翌日スハルト陸相もこれに同意を与えた。 こうした状況の中で，

同じ21日『スカルノ支持行動司令部』が設置された。 これは実質上スカルノ戦線と同

じもので，司令官にはサレー第3副首相／NF議長代理がなり，同時に NF常任中央委

員会事務局が同司令部の事務局として動くことになった。 これは26日にスカルノ大統

領の承認を得，さらに翌日にはスカノレノ自ら司令官となった。 また大統領は28日にP

NI左派に属する学生・青年代表との会見で，デモの中心となっている KAMI（その中

核は回教系HMI)とは別に，大統領の指揮下におかれる『インドネシア学生同盟』の

結成を要望した。こうしたスカルノ大統領側の動きに対して，陸軍側は25日以降 KA

MIに対し急進的デモの抑制，ナサコム強調， 9.30事件分子206名の釈放などがスハノレ

ト陸相のイニシアティプでなされているのが注目される。以上， 15日のポゴールで、の

スカノレノ演説以降のインドネシアの勢力関係を鳥敵してみたが， 以前とは異なる形で

の不安定状態＝再編成期に入ったということができる。

場参対イ貿易に対する日本の態度

昨年12月28日，日本政府はインドネシア向け輸出保険停止措置をとった。これは9.

30事件後， 一層混乱した状態にあったインドネシア経済に対する一つの打撃で、あった

こと，また，この措置が， インドネシアがもっとも頼りたいと考えている日本により
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まづ措られたということが， 少なからぬ不満をインドネシア側に与えていることが，

今月の現地報道の端々に示されている。 これに対して，日本でも政・経済界かち再検

討の声がおこっているので，これらを中心に，現下の日本側から見た対インドネシア

経済関係を展望してみたい。

まづここ 2, 3年の両国貿易（通関統計）をみてみると， 38年は日本の輸出 1倍、ド

ノレ，輸入1倍、ドル， 39年輪，1:H1億2000万ドル，輸入I億3000万ド、ル， 40年1月～10月

輸出 1億6000万ドル，輸入1億2400万ドルとなっており， インドネシアはH本にとっ

て重要な東南アジア市場の－ －・つで、あることはもちろん， インドネシアにとっても，日

本への貿易依存度は20%近くと臨めて高く，し、わば不即不離の関係にあるとし、えよう。

こうした間柄の両国だ‘が，昨年12月28日以来， 実質的にH本からのインドネシア向け

輸出が停止しており，これの再開に関する問題， 輸出保険停止の原悶となった対イ債

権の問題， さらに，この2点を包括した広義の援助問題ということが現在の焦点とな

っている。

輸出問題に関しては，輸出保険の停止に伴って，特に綿紡，機械，セメント，紙，

アノレミニウム，化学肥料，自動車タイヤ，薬品，自動車など約l億0500万ドノレの滞貨が

あると見積られている。 これら輸出物資は輸出保険停止のあおりを直接うけているも

のだが，他方，輸出保険がついたまま代金がこげつきとなっているものが約1500万ドル

あり，これも輸出保険からの支払いを全而的に行なうとなると，保険原資が不足してイ

ンドネシア以外より貿易に差支えが生じるという困難も予想されるといった状態であ

る。要するに i億2000万ドル以上の回収不能債権と滞貨をかかえ込んで、いるわけであ

る。こうした窮情に対し日本貿易会の輸出入委員会は17日，政府に貿易関々の努力を

促す次のような趣旨の要望書を提出した。①対イ経済協力を推進するため政府ベース

の借款供与など積極策を考えてほしい，⑨対イ輸出品は他に転売不可能なものが多く，

船舶，車輪，プラント類は注文生産，S/1で， 分割して船積みするものもある。そこで，

特に中小企業に対し，滞貨や支掛品に早急な金融上の特別措置を講じてほしい，③今

回の輸出停止は業界のイニシアティブでなく，政府の判断によりとられたことをイン

ドネシア政府に説明してほしい，といった内容のものである。 また， 21日には大手商

社14社社長会が同様の意図で要望を行なった。 こうした経済界の動きに歩調を併せて

政府内部からの発言も活発化し，三木通産相も記者会見で「インドネシア経済再建の

ためには純経済的判断だけでなく，政治的な配慮をすべき時期に来ているJ(18日〕

「政治ベースの判断に基き，日本が主導権をとって， イ経済に相当思い切ったてこ入

れを行なう必要がある」（25日〉と語っている。こうした政府内部の発言は，日本のア
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ジア外交とも直接つながるものだけに，その具体的対策には十分注目する必要がある。

この前向きの通産相発言の具体例として，債権問題がクローズ・アップされてこよ

う。外務省の調べによると， わが問の対イ債権は昨年末現在で約2億5000万ドノレ，こ

のうち船積のおわっている分が 1億0760万ド、ルある。インドネシアの外貨事情の悪化

でこげつきになるおそれがあるのは， この内賠償担保の借款をのぞいた一般延払い輸

出5100万ド、ルと一般商業ベースによる輸l:H3170万ドルの計8270万ド、ルであり，今年3

月までに同収期限がくるのはJOOO万ド‘ルといわれる c この問題に関して当面日本が考

慮しているものとして債権国会議がある。 これは18日の三木発言のqiでふれられたも

ので， リファイナンス（債権の繰り延べ）方式による援助は日本1国だけでは実施で

きない（輸出入銀行法〉という理由から， 西独・オランダと共同でリファイナンスの

ための国際的協調体制を日ざそうとするものである。 しかし，この提案も政府内部の

積極的姿勢と事務当局の慎重な態度が 1月末において対眠的で、あるのが目につく。 こ

の，いわば広義の意味における援助問題の理想、と現実のギャップを“政治的決断”が

どの程度埋めるか，またどういう方法でどういう方向で行なわれるか， 非常に重要な

問題をはらんでいる。従来のインドネシア援助は，ともすれば“政治的決断”に左右

されがちであったことは事実である。そうしたことも念頭において今後の日本の援助

外交，アジア外交の試金石として， 当面のインドネシア問題に対処していくことが必

要と思われる。

日誌（1月〉

2 日 vス大統領，閣議招集一一スカノレノ大統領は本年度第1回日の閣議を開催。ス

バンドリオ第1副首相は閣議後記者団に， 10月以来の政治・経済情勢を中心に討

議がなされたと語ったり

V実情調査団視察一一スマルノ内相を団司長とする政府派遣の9.30事件実情調査

問は，東部ジャワ，パリ，中部ジャワ視察のためスマランに到着した。

v西ジャワ知事令一一西ジャワ知事は管轄区内の石油価格を布告した。それに

よると，

O石油

2）ガソリン

3）燃料用油

Rp 0.60 ( 1リットノレ）

Rp 1 C 1 " ) 

Rp 0.80 ( 1 " ) 
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3 日 vス大統領メッセージ スカノレノ大統領は，今日からハパナで、開催される三

大陸人民連帯会議に激励のメッセージを送った。

’マレーシア問題討議 スパンドリオ外相とスハルト陸相／KOTI参謀長は

マレーシア問題を討議したが，詳細は公表されなかった。

V 日本大使館談一一一日本大使館スポークスマンは，先頃日本政府が行なったイ

ンドネシア向け輸出保険適用停止と貿易中断は全く一時的なものであり，両国の

友好関係をそこねるものではないと語った。

V蘭代理大使，外相を訪問 ドーノレマン・オランダ代理大使はスパンドリオ

外相を訪問し，高等教育に関する協力問題を中心に，阿国間の文化関係を話合っ

7こ。

4 日 Vデビ夫人訪日一一デピ・インドネシア・日本友好協会会長は，東京に到着し

た。 5日間滞在するが，サリ・アシ病院（同夫人院長〉建設契約が主な目的であ

る。なお，随員はタエブ高等教育文化相ら 6人である。

V 日本への木材輸入一一ヌヌカン島からの日本へのマランティ材輸出実績

(1965年）が発表された。

それによると，第1四半期で2万5520.42ドノレ分の1519.63立方メートル，第2

期5173.93立方メートルである。

V海底電線設置一一日本政府・自民党は，南ベトナム，タイ，マレーシア経由

インドネシアに及ぶ海底電線設置を決定した。日本側の見積りによると，この計

画の総費用は7000万ドルである。

V内閣幹部会議一一スパンドリオ第l，レイメナ第2，サレー第3副首相によ

る内閣幹部会議が聞かれたが，内容は一切秘密である。

v主要政党共同声明－NU, PSII，パルテインド，カトリック党， IP-KL

Pertiならびにこれらの翼下団体とムハマディア， SOKSI,GASBIINDOの諸国

体は，先週末共同声明を発し，スカルノ大統領の指導下の革命遂行に尽力する旨

述べた。

Vサラワクで紛争一一一サラワク第2区国境付近で‘マレーシア軍との小ぜり合が

あった。

5 日 ’政府首脳，ス大統領を訪問一一スパンドリオ第l，レイナメ第2副首相，ま

た，その後アブダルガニ国民関係調整相も，スカルノ大統領を訪問し会談を行な

ったが，内容は，一切不明で、ある。

v英国代理公使，ス外相を訪問一一スパンドリオ外相は，ムレイ英国代理公使
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と両国の貿易関係を中心に会談した。

vシエJl,資産譲渡一一政府，シエノレ会社間の予備協定が結ばれ，同社の資産が

インドネシアに売却されることが決まった。

6 日 vス力ルノ・ナスチオン会談一一スカルノ大統領は90分にわたりナスチオン国

防相と会い， 9.30事件以後の国内情勢を中心に会談を行なった。なお，翌日ナス

チオン国防相は話題となっている副大統領の件に関L，それは大統領自身が決定

すべき問題であると語った。

T NU幹部，ス大統領を訪問一一NU40周年記念委員会の代表（カリッド，ズ

フリ，マリク，ハシム女史〉はスカノレノ大統領を訪問し，同記念式典の模様を報

告した。

vパJl,チンド代表，陸相を訪問一一一パノレチンドのウエノレドヨ議長，イスムウィ

ル書記長はスハルト陸相を訪問し，軍，特に陸軍との協力について話合った。

v対ビJl,マ貿易協定一一一来イ中のピノレマ通商代表団との聞に貿易協定が調印さ

れた。これによると，インドネシアからは香料，ココナット油，砂糖，びんろう

じ，プラスチック製品，靴，マーガリンを輸出し，逆に米10万トンを輸入する。

第1回目の積荷は今月中に行なわれる。

V口サランク地方大洪水一一一4, 5, 6日とロサラング地方に洪水がおき，耕

地が多大の害を受けたが，犠牲者はなかった。

v臨時Gesonef委員会設置一一新興国連帯運動（Gesonef）設立準備委員会は，

7政党，機能団体の代表者との会合で，臨時Gesonef委員会（ヒダヤット女史議

長〉を設置した。

7 日 vス外相戸明一一スパンドリオ外相は，ジャカノレタ，プノンペン，ハノイ，北

京，平壌の反ネコリム枢軸を強調した。これは，先頃シアヌーク・カンボジア元

首の発言に対する反論として行なわれたものである。

8 日 T SEKKIB東京支部一一SEKKIB（西イリアン問題事務局）は，西イリアン開発

に関する対日協力の円滑化の為に東京支部を開くべく代表団を東京に派遣した0

9 日 Vサレー， PKIを非難一一サレー第3副首相は中央青年戦線の代表を引見した

際，政府の経済再建の努力に対し， PKIは常に邪魔をしてきたと語った。

10日 V実情調査委，ス大統領を訪問一－KOTI実情調査委員会（スマルノ国務相議

長〉はスカルノ大統領を訪問し，最近視察をおえた中部・東部ジャワ，ジョグジ

ャカノレタ，パリ，北部スマトラに関する報告を行なった。

vス外相談一一スパンドリオ外相は，インドネシアはマレーシア問題を早急に
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解決しようとは思わないが，マラヤ，サラワク，プノレネイ，サパとの2国間話合

いには，いつでも応じる旨，記者団に語った。

Vサリ・アシ病院建設契約一一日本・鹿島建設との聞に総額330万ドルのサリ・

アシ病院建設契約が結ぼれた。

11日 Vス陸相談一一ースハノレト陸相は，マカッサルで、同地区指導者を前に演説を行な

い，パンチャシラ草命の左翼性を語り，左翼とは反帝，反ネコリム，反封建主義，

反資本主義，反人種主義で、あると規定した。

12日 Vジャ力jしタの学生デモ一一一ジャカルタの学生による第4次デモが聞かれ，経

済安定， PKI解散を要求した。これは9.30事件以来，もっとも激しいデモといわ

れる。

曹内閣幹部会議・スハルト会談一一一スハルト KOTI参謀長は内閣幹部会議と

会談し，経済・対外問題を討議した。

, PWI，政府に要請一一PWI中央執行委員会は政府に対し，物価対策の修正を

要請した。

V米人記者退去令一一外務省は 3名のアメリカ人記者に，インドネシアに敵対

的な記事を書いたかどで帰国命令を出した。

13日 Vナ国防相演説一一ナスチオン国防相は， KAMI主催の講演会で，あらゆる闘

争の戦術と目的は進歩的で、なければならぬ。そうしてこそ，真の戦略も決るもの

であると語った。

vス外相，大統領を訪問一一スパンドリIオ外相は，最近の対日経済関係につい

てスカルノ大統領に報告した。

V内閣改造要求一一【アンペラ実施運動指導者はスカルノ大統領に，直ちに現内

閣を改造してほしv、旨要望書を送ったo

v対パキスタン民間航空協定一一インドネシア・パキスタン両国はカラチで，

2国間民間航空協定に関する話合いを開始した。なお，インドネシア側代表は，

パルトノ空運相である。

’力リマンタンで英人殺害一一ブラウィジャヤ部隊は，カリマンタンのインド

ネシア領に侵入してきたマレーシア軍イギリス人4名を殺害した。これは東ジャ

ワ軍区情報局により公表された。

Vバンドンで‘学生デモ一一バンドンで約2000人の学生・青年のデモが行なわれ，

物価値下げ， PKI解散を要求した。

, KBM，政府に要請一一国民党労働団体（KBM）は政府に，大統領令第17/1965
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号は現実的でないから廃止するよう要請した。

14日 l Serbupi値下げ要望－Serbupi（インドネシア農園労働者組合）は内閣幹部

会議に，ガソリン代を65年12月13日以前の価格に下げるよう要望書を提出した。

Vパス料金改正ー一一物価引下げの学生デモの要求を入れてジャカルタのパス料

金が， 1000；レピアからガソリン代 1g 1000ルピア値上げ以前の200ルピアに下が

ることになった。これはドウィコラ実施担当官， KAMI,Organdaの3者会談が

行なった臨時的措置である。

15日 V閣議開催 スカルノ大統領は閣議で，自力更生の決意，ネコリム対決の姿

勢を表明する演説を行なった。この閣議には，事件後はじめてナスチオン国防相

も出席した。

vス外相，シ首相に弔意一一スパンドリオ外相は，ラトナム・インド大使を訪

問しシャストリ首相の死に対し弔意を述べたυ

V民間精米業者会議一一13日から15日まで，ジャカノレタで民間精米業者会議が

聞かれ，革命への奉仕， 66～67年に 100万トンの米を生産するための政府協力な

どについて決議を行なった。

v南スラウェシのニγケJI.-生産一一マジッド・インドネシア・ニッケル鉱業支

配人は， 65年度の南スラウエシのニッケル生産は，前年の4900トンから 1万トン

にふえたと語った。

16日 V軍，大統領を支持一一一ナスチオン国防相以下4軍司令官の署名入り共同声明

は，スカルノ大統領を全面的に支持する旨述べた。

vス外相提案一一スパンドリオ外相はラジオ演説で，一時もはやくスカルノ戦

線を結成しようと呼びかけた。

17日 V対香港貿易一一65年（11月まで）の対香港貿易の統計が香港通産省で発表さ

れた。それによると，香港からの輸入は 1億7280万香港ドノレ（前年同期は2億

3610万香港ドル），香港への輸出は8260万香港ドノレ（前年同期は6260万香港わけ

である。

V 日本国防会議来イ一一日本の国防会議代表団（北村事務局長団長）がW ・プ

スポユド民族防衛委員会議長を訪問し，同委員会の目的などを話し合った。

Vジャカルタ，デモを禁止 マブムード・ジャカルタ地区軍司令官は，ジャ

カノレタとその周辺地域で，あらゆる形のデモを禁止するとの布告を発した。

18日 l PKI解散静観一一スカルノ大統領は， KAMI代表に対し， PKI解散はしばら

く静観すべきであると語った。この席には，アブ「ダ／レガニ国民関係調整相，タイ
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エブ高等教育科学相も同席した。

V内閣改造要求一一軍士官候補生は，スカルノ大統領に内閣改造を促す要望書

を送った。

’学生が禁令無視一一地区司令官によっていっさいのデモを禁止されたジャカ

ルタで，参加者1万人を越す学生の大規模なデモが行なわれた。

'f Kespekri声明一一クリスチャン労働者連盟執行委員会（Kespekri）は，中華人

民共和国との外交関係断絶を要求する声明を出した。

vインド大使来訪一一ラトマン・インド大使は，カノレタウィナタ下院議長を訪

ね，シヤストリ首相死後の両国関係を討議した。

V学生特別集会 インドネシア大学で特別学生集会が聞かれ， KAMI路線の

確認， PKI解散要求などを討議した。

19日 'f Kambada声明一－Kambada(9. 30/PKI反革命粉砕行動委員会）は， PKIの

解散・非合法化，経済の安定化をスカルノ大統領に要望する声明を発表した。

vパキスタン米荷上げ一一パキスタンからの援助米5000トンが荷下ろしを開始

した。

Vガソリン代値下げ一一スカルノ大統領は物価，税の値下げを認める旨語り，

まずさしあたり，ガソリン1£代が1新ノレピアから0.5新ルピアに引き下げられよ

うと，サレー第3副首相を通じて伝えられた。

20日 VスKOTI参謀長談一一スハfレト KOTI参謀長は，スカノレノ大統領支持の声明

はKOTIのG.V局に登録されねばならないと教示した。

V西ジャワ・ス力JI.,ノ戦線禁止 ーアジェ西ジャワ軍司令官は，同地区内での

いかなる形でのスカルノ戦線結成をも禁止すると述べた。

'f KAMI自力更生司令部設置－KAMIは近々，現在の経済不安を克服するた

めに， KAMI自力更生司令部を設立することを決定した。

vス大統領談一一スカルノ大統領は，ネコリムだけでなく，国内でのその下手

人による大統領抹殺の企てを非難すると共に，神のおぼし召しと国民の多数の要

望があれば，革命の指導をつづ、けていこうと語った。

vス外相談一一一スパンドリオ外相は， NU指導者との会談で，インドネシアは

まもなく新しい政治生活をはじめることになろうと語った。

v閣僚，ス大統領に忠誠一一92名の閣僚は，スカルノ大統領に忠誠を誓う集会

をもち，その後3人の副首相の共同署名による誓言書がレイメナ第2副首相によ

って読み上げられた。
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V中部スラウェシ・コブラ生産一一一中部スラウェシ当局は，同地方の66年度コ

プラ生産の達成額を 9万9600トンと決定した。

21日 v行動司令部設置一一スカノレノ大統領を支持する行動司令官官が設置された。

NF常任中央委員会事務局が同司令部事務局として機能する。

vス陸相談一一一スハルト陸相は記者団に対し，西ジャワのスカノレノ戦線結成の

禁止は，国家的統ーを維持する目的のためであると語った。

v新 PKI拒否－KAMI幹部会は，全メンバーに対して，スカルノ大統領，軍，

国民との緊密化を要望すると共に， いかなる形での PKI再建も拒否する旨声明

した。

l PWI抗議－ PWIはAAJAの指導権を動かす全中国ジャーナリスト連盟の

一方的行動を非難する抗議文を出した。

Vガソリン代決定一一サレー第3副首相は，政府がガソリン代をlt当り0.50；レ

ピアに決めたことを発表した。

V三木通産相談一一一三木通産省はハルソノ大使との会談で，日本はインドネシ

アを東南アジアの重要な同と考えているので，その経済安定化のためにあらゆる

可能な措置を考慮している旨語った。

22日 v地下PKI スラエマン・チアミス地方軍管区参謀長は，同地区内に PKI地

下組織がある兆がみえると語った。

V軍戸明 国防省は副大統領設置案について， 1945年憲法の規定があるにし

ても現段階では空位にしておくべきとの見解を発表した。なお，この声明にはナ

スチオン国防相，スハルト陸相，マルタデ、イナタ海相，ヘルラムパン空相が署名

したO

v公共料金引下げ－25日から実施される輸送，郵便，電信代の引下げが次の

ように決定した。

鉄道料金一一乗車料20%，荷物料20%

郵便料金 20% 

電信料金 20% 

これは陸連・郵便・電電省の通達によるものである。

23日 Vス大統領演説一一スカルノ大統領はレパランの祈詩集会で， 9.30事件の政治

的解決は国内治安が回復するまで、行なわないと演説した。

25日 l GASBIINDO抗議一一一GASBIINDOは， AAJA本部をジャカルタから北京に

移した中国ジャーナリスト連盟のー一方的行動を非難した。
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26日 v行動連盟承認一一スカルノ大統領は， NFがスカルノ支持行動司令部として

機能することに承認を与えた。

l SESPENDO 声明――GASBINDO 系の SESPENDO は，中国，キューバと国

交断絶をせよとの要望書をカルタウイナタ国会議長を通じて政府に提出した。

V西部スマトラ開発計画一一スプトロ・西部スマトラ代理知事は，同地区開発

3年計画（66年が初年度）の予算は16億1500万ルピアであると語った。

v物価問題委員会一一西スマトラ・ドウィコラ実施担当官は，物価安定化のた

めの物価問題委員会を制定した。同地方での物価は上昇中で，たとえば， 12月以

前の上質米キロ当り 1250ルピアが今は2750ルピアになっている。

v国警長官，ス大統領を訪問一一ユドディハルジョ国警長官は，スカノレノ大統

領を訪問し，東部ジャワの情勢を報告した。

v新学生団体準備一一一アブダノレガニ国民関係調整相とタイエブ、高等教育科学相

は， 15日にスカルノ大統領により要求されたインドネシア学生全国連盟設立準備

を討議するために会談した。

'G州、H，ス大統領を訪問一一GMNIの代表はスカノレノ大統領を訪問した。大

統領はその教えを守り，革命遂行に貢献するようにと説教した。

27日 v特別軍事法廷一一一スカルノ大統領は9.30事件関係者のための特別軍事法廷の

特別チーム結成を承認した。この席には，サレー第3副首相，ナスチオン国防相，

アブダノレガニ国民関係調整相，カルタウイナタ下院議長が列席した。

’中国米到着一一昨年12月21日の外国貿易相令に基づく計1万0013.787トンの

米が中国から到着した。

28日 v東ジャワ軍司令官，大統領を訪問一一スナノレヤディ東ジャワ軍司令官はスカ

yレノ大統領を訪問した。この席にはスハルト陸相，コドディハルジョ国警長官，

スマノレノ内相も列席した。

’軍参謀会議一一ナスチオン国防相は軍参謀会議を主催し，反革命分子追放問

題を討議したo

vス陸相昇進一一スカルノ大統領は，スハルト陸相兼陸軍司令官を 2月1日付

で中将に昇進させると発表した。

vス外相談一一スパンドリオ外相は，対豪関係はある程度まで進展しよう，だ

が両国はマレーシア観が異っていると語った。

V新華社を非難一－PWI中央委員会は，前PWI事務局長代理が軍により逮捕

されたとの新華社報道を，事実に反するとして非難した。
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l KAMI決議一－KAMI幹部会は，次の声明を行なった。①PKI解散，②物価

引下げ，③内閣改造。

v対日ニッケル契約調印 日本のスラウェシ・ニッケノレ開発KKとの聞に15

万トンのニッケノレ輸出契約が調印された。

29日 V特別軍事法廷開設一一スハノレト陸相は， 9.30事件のための特別軍事法廷のメ

ンパーを任命した。それによると，

議 長一一アリ・サイド陸軍中佐

副議長一一ムルチョソ グ

軍事検察官一一ムリヤ グ

副 議 長一一ハデ、イワlレシト陸軍少佐

書 記一一フレデリック陸軍大尉

副 議 長一一一スガンダ陸軍中尉

’ナ国防相演説一一一ナスチオン国防相は， NU40周年式典で9.30事件粉砕は復

しゅう観に基づいて行なわれるべきでないと警告した。

30日 , 9.30事件粉砕活動一一酉スマトラとリァウ島の草命保全行動司令部は， 9.30

事件分子根絶のための合同キャンペーンを行なうことを決定した。

V各国回教徒，大統領を訪問一－NU40周年式典参加のため来イ中のアラブ諸

国の回教徒代表はスカノレノ大統領を親善訪問した。

31日 V議会，ス大統領を支持一一議会は，第3会期の開会式でスカノレノ大統領に忠

誠を誓う声明を行なった。

円
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インドネシア

2月の概況

スカルノ大統領が反対諸勢力を押し切って自らの意に沿った新内閣を形成

した（21日〉。 しかし事件後最初のピリオドともいうべきこの内閣にもとづ

くスカルノ新体制もその今後は多くの問題をかかえている。当面，年初来K

AMIに代表される反対グループが要求している 3要求が，現在のインドネ

シアの諸問題の要点ともいえるが， 当分これをめぐって，さらに政治状況の

変動が見られよう。

場参ス大統領をめぐる政治状況

スカルノ大統領は先のボゴール演説で，自ら革命の偉大な父たる事を確認し， その

政治生命の継続を宣言し，それまでのナスチオン二スハルト・ラインへいわば挑戦状を

たたきつけた恰好となった。

この大統領の姿勢が， 21日の内閣改造となって現われたとみることができる。内閣改

造問題は930事件以降いわゆる同事件に対する大統領の政治的解決ということとも関

連してインドネシアの権力関係を見る上に注目されるものであったが， ナスチオン国

防調整相の解任スパンドリオ第1副首相，オマルダニ航空機産業相等， 9-30事件との

つながりを云々されてきた閣僚あるいはサレー第3副首相の留任等という結果がでた

ことは当時の状況から判断すると少なくとも十分に予期されたものであるとは言いが

fこい。

しかしながらそれの裏付けとなる事実をふり返ってみると， 1月末のスカルノ戦線

結成， スハノレト陸相による過激学生運動への忠告あるいはスカルノ大統領による KA

MIにかわる親スカルノ的学生団体の結成示唆， 今月にはいってからスハルト陸相懐

柔の観のする同相の中将昇進令（1日〉スカルノ大統領， スパンドリオ外相の度々の

反ネコリム， コネフォ優先演説，などがあげられる。特にコネフォ促進の名の下に13

日ジャカルタで国民戦線主催で聞かれた大衆集会で大統領はスカルの戦線を正式に

宣言すると同時にPKIの草命の歴史への貢献を称賛する演説を行ない，陸軍反共派へ

の対決姿勢を明白にしたことが，大きくクローズアップされてくる。特にこの演説は

翌14日から，陸軍主流派の筋書きで開かれたとしていた特別軍事法廷の直前に行なわ
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れたということに意義がある。すなわち同法廷において， PKIの事件関与を明らかに

するとともに，革命評議会の疑惑を一掃し，制度化されたものとして，自らの権力を

示さんとした陸軍主流派の思惑への立ちはだかりといえる。

しからばこうした大統領の強い姿勢はどこから来るのであろうか。いろいろな要因

があげられようが必須条件ともいうべきはやはり先にのべた軍内部の絶対的規律の欠

如への大統領の注目ではないだろうか。 こういう状況下で軍という物理的力を無視し

ては自らの墓穴をほるだけであることは大統領自身，十分承知であろう。 この大統領

の政治力のあらわれともいうべき陸軍分断作戦の一例としてアジエ第6軍管区司令官

マフムッド第5軍管区司令官の動きが注目される。

まずマフムッド司令官は4日KAMIを暗にさして， その行動の精神は理解できる

が，それは実際上， ジャカノレタ・ラヤの統ーを乱す働きをしているとし，一時的にジ

ャカルタでのデモを禁止する令を出し， これはスカルノ大統領の意向でもあると語っ

た。また， アジエ司令官は内閣改造直前の19日，大統領を訪問し西部ジャワを制圧し

た旨報告するとともに，今後，西部ジャワでのスカノレノ戦線を軍部で推進することを

明らかにした。その後23日には， 5者会議のスタッフを連れて大統領を儀礼訪問してい

る。 さらに26日には西部ジャワ・スカノレノ戦線425万人を代表して大統領に忠誠を誓

うなど反共色の濃い陸軍主流派の中でもニュアンスのちがいのあることを端的に示し

ている。そして結局，新内閣は24日その任命式をおえ，また関連措置として国軍参謀

本部（参謀長ナスチオン大将〉の解散， KOTIのKOGAM（マレーシア粉砕司令部）

への改組が決定された。 しかしこのスカルノ大統領の組閣成功は，勿論，従来からの

反対勢力を納得させるものではなかった。むしろ共産党解散，内閣改造，物価抑制の

三つをスローガンにかかげ1月以降烈しく大統領にその路線修正を要求してきたKA

MIさらに13日設置されたKAPPI（高校生行動連盟〉らの学生団体， NU党，キリスト

教党を中心とする宗教団体， さらにそれらの背後にあるともいわれる陸軍反スカルノ

派らの勢力の政治的熱情に油をそそぐ結果となった。特に今年にはいってから反政府

活動の先峰であったKAMIは，新内閣決定と同時に反対行動を起こし23,4日にわた

り2名の死亡者を出すほどの約5万人の大デモを展開した。この陸軍主流派の声とも

一致すべき KAMIの行動に対しスカルノ大統領は25日のKOGAM会議でKAMI解

散令を発し，ヘルランパン空軍司令官に発表させた。 しかし学生のデモは3月にはい

っても依然衰えず，大統領派対軍主流派の聞の権力帰すう劇において独自の強力なカ

ギの一つを握っていくだろう。

こうした動態的権力闘争を反映しつつ14日から特別軍事法廷が開始された。 これは
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先月24日のスハルト陸相の言明によるものでその構成はアリ・サイド議長（陸軍中

佐〉， ムルチヨソ副議長（陸軍中佐）， ムリヤ軍事検察官（陸軍中佐）， ハデ、イワノレシ

ト副議長（陸軍少佐）， フレデリツク書記（陸軍大尉〉，スガンタ副議長（陸軍中尉）

となっている。 同裁判は2月中にニヨノ PKI政治局員， ウントン元大統領親衛隊隊

長の取り調べをはじめ21日にはニヨノの死刑が決定した。陸軍主流派は先走った行動

に出ないのはこの軍事裁判にすべてをかけているからであるともいわれ， スカルノ大

統領の巻き返しにも拘らず結局裁判は陸軍主流派の筋書きにそって展開される可能性

が強い。

以上が内政面での主な動きであるが他方対外関係，特に中国との応酬が月前半活発

に行なわれた。 ジャカノレタの中国大使館前デモ（3日〉パンジャラマシンの領事館前

デモなどに対し中国政府はジャウォト駐北京大使を通じ厳重抗議を行なった。他方K

AMIら学生団体は根強い反華僑精神， 9-30事件と北京とのつながりについての疑惑

等を背景に，反中国的色彩のデモをくり返し各地で行なっている。議会も11日に中国

は9-30事件以後，北京放送，新華社通信を通じ反インドネシア活動をしていると非難

を行ない翌日には，政府外務省も同様の声明を発表して更に中旬にはジャウォト大使

を帰任させ対中国政策の検討を行なっている。

こうした一連の数ヵ月前までは予想できなかった対中国関係の変化は即スカルノー

スパンドリオ外交の終震であると言い切ることはできまいが，少なくとも従来の対外

路線では国民の経済的不満を解消できないとの認識が内政面での左右を問わず現われ

はじめてくる徴候とはいえないだろうか。

いずれにしても事件後，軍主流派の攻勢， スカルノ大統領の部分的巻き返し成功，

その制度的側面としての新内閣と事件後はじめて一つのピリオドが打たれたわけであ

るが，そのピリオドが永続化するという保証は少ない。あまりにも不確定要素が多す

ぎる。ひとまず結着がついたかにみえる政治状況もこれら要因で再び動き出す可能性

が強いーいや常に動いているというべきかも知れない。

物新内閣形成過程一一スカノレノ大統領は， 21日夜ムルデカ宮殿で、新内閣成立を発表し

た。 この内閣成立をめぐる具体的な動きは20日（日曜日〉大統領がスパンドリオ第1

副首相，レイメナ第2副首相，サレー第3副首相，他二，三の側近閣僚と討議をした

ことから始まる。その後27名に閣僚候補が順次スカルノ大統領と会見を行なった。ま

ずスハルト陸軍司令官が呼ばれ，ついでサノレトノDPA議長，ハメンクブオノ調整相，

スマルノ調整相，スプラギヨ調整相，サノレピニ復員軍人相， タイエブ高等教育・科学
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相，スディピヨ NF事務局長，ハラハツプ歳入相，スパミア国会副議長，ユサフ軽工

業相，スタミ CONEFO計画相，スハルト調整相，ムノレシッド陸軍少将，他である。

この一連の会談後翌21日夜スカノレノ大統領は， 3名の副首相（カリド第4副首相は欠

席〉，アプダノレガニ国民関係調整相，アフマディー情報相，イカサン国務相を伴いつっ

この内閣改造はKAMI, あるいはかつてのようにPKIからなどの外部の圧力による

ものではない。私は以前から改造を考えていたが，その時機がなかった。 しかし私は，

今が良い機会であると考えている旨語り，草命遂行の効果的手段としての新内閣を発

表した。新内閣名簿は以下の通りである。

ポス
閣 僚 名 符合 人員数

ト数

1 首 相 スカノレノ大統領 。 1 

2 第1副首相スパンドリオ 。 2 

3 第2副首相 レイメナ 。 3 

4 第3副首相 ハエノレノレ・サレー 。 4 

5 第4副首相イドハム・カリド 口（人民協議会副議長〉 5 

6 情報相アフマディ少将 。 6 

外関務係調・対整外閣経僚済 スパンドリオ 。

外係務・対・対外外貿経易済相関I スパンドリオ 。

9 司法・内務調整閣僚サルトノ ム 7 

10 内 相 スマノレノ少将 。 8 

11 法 キ目 アストラウイナタ 。 9 

12雲市蘇 ウイノレヨノ・プロジヨデイコロ 。 10 

13 検事総長・閣僚 スタノレディオ准将 。 11 

14 国防調整閣僚サルピニ少将 。（復員軍年安 12 
チオン×

15 国防調整代理閣僚 ムノレシド少将 ム（陸軍司令官第1代理） 13 

16 陸軍司令官・閣僚 スハノレト中将 。 14 

17 海軍司令官・閣僚 ムルヤジ少将 ム（海軍司マ令ノレ官タ第ジ1ナ代タ理×) 15 

18 海軍司令官代理閣僚ノリレトノ少将 ム 16 

19 空軍司令官・閣僚 ムルヨノ・へyレランパン 0 17 

20 国首長官スチプト・ユドデイルジヨ 。 18 
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ポス
ト数

閣 僚 名

インドネシア（ 2月）

符号 人員数

21 財政部門調整閣僚スハルト博士 口（国家企画相〉 19 

22 中央銀行相ユスフ・ムダ・グラム 0 20 

23 中央銀行相補佐アリフィン・ハラハツプ ム 21 

24 中央銀行相補佐ハッサン ム 22 

25 国家予算相 スノレヤジ 0 23 

26 歳入相ゲン・イマン・サントソ 0 24 

27 保険相スチプト・アミダノレモ 0 25 

28 発券民間資金相マシー

29 開発部門調整相閣僚ハメンク・ブウオノ

30 労 相ストモ・マノレトプラドド

。（元の名称、銀行民間資 26
本管理相）

口（財政監察機関閣僚〉 27 

0 28 

31 国家調査相 スハジ・レクソワノレドヨ 6 29 

32 復員軍人・復員相パスキー・ラーマト少将ム 30 

33 石油・ガス相イブヌ・ストゥオ少将 口（幹部会付閣僚） 31 

34 鉱山相アノレムナント 0 32 

35 基幹工業相モハマツド・ユスフ准将 ム

36 観光相ハムング・ブオノ 口

37 人民工業部門調整閣僚 アジス・サレ少将 0 

38 繊維工業相アズハソ少将 ム

39 軽工業相 スハハノコ少将

40 家内工業相ハジ・タエプ

41 自立工業相 パノレデ、デ

42 土木部門調整閣僚スタミ

43 電気・動力相スチアジ

44 給水相ノリレヨスジノレジョ

45 道路建設相ノ、ルタツン准将

46 都市計画省 ダピッド・ゲー・チェン

47 スマトラ公道省プラタナタ

48 農業土地部門調整閣僚 サジヤノレウォ

49 農 相スカノレノ

50 農園相フランス・セダ
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33 

34 

アシヤリ× 35 

ム アミノレ× 36

ム（もと調整相兼任） 37 

0 38 

口（公共事業動力部門付） 39 

0

0

0

0

0

 

A

U

1
ム

ワ

白

q

d

A
品
E

A
唖

A
せ

A
吐

A
吐

A
唖

0 45 

ム（もとは調整相兼任） 46 。 47 
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ポス
ト数

51 森林相スジヤノレウォ

閣 僚 名

52 土地相ヘノレマンセス

53 水利・農村復興相 スラフマン

54 配給部門調整閣僚 レイメナ

55 国内貿易相 アフマド・ユスフ准将

56 陸運相ヒダヤト中将

57 空運相パノレトノ

58 移住・協同組合相 アハジ

59 電気通信相 スノレヤダノレマ大将

60 海事部門調整閣僚 アリ・サジキン少将

61 海運相アリ・サジキン少将 0 

62 漁業海洋開発相ノ、ムザ・アトモハンドヨ少将 0

63 海事工業相 マノレダヌス 0 

64言語離農 ムyレヤジ・ジヨヨマノレトノ
65 社会相ルシア・サノレジョノ

66 保健相サトリヨ少将

67 宗教部門調整閣僚サイフジン・ズフリ

68 宗教相サイフジン・ズフリ

69 ハジ管理相 フアリド・マノレフ

70 政府・聖職者連絡相 マノレズキ・ヤチム

71 宗教問題相 ファター・ヤシン

72 教育・文化部門調整閣僚 プリヨノ博士

73 基礎教育・文化相 スマルジョ

74 高等学術科学相 レイメナ博士

75 スポーツ相マラディ

符合

0 

0 48 

0 (2省が二つになり
49 イピックガンダマナ×）

0 

0 51 

0（一部部門分割） 52 。
。
口（大統領付顧問〉。

×
 
ヨ

×

J
V
J

×
 

ス

ル

ゃ

フ

ヤ

イ

エ

ル

J

ア

イ

イ

ス

タ

0

0

0

0

0

0

ム

O

O

ム

ロ

O

人員数

q
o
a住
民

υ
h
h
v

R

U

F

O

Z

U

F

H

U

 

月

t

只
U

Q

d

o

v

1

h

2

F

h

U

F

O

E

U

P

O

P

O

P

O

 

3

4

5

6

7

 

に
り

p
o
c
u
c
u
c
o

68 

76 国民関係調整閣僚 ノレスラン・アブドルガニ 0 69 

77錯野島験主義語諮 yレマンピ 0 70 

78 国民戦線書記長・閣僚ツマカカ ムスディブヨ内閣付 71 
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ポス
ト数

大統領補佐国務相

79 大統領顧問（動員関係〉 ノトハミプロジョ

80 大統領顧問 スカルノ・ジョヨネゴロ
（治安関係） イ

81 大統領付ムナジャト

82 大統領付 シャフィ中佐

83 内閣付ウィ・チュウ・タト

84 内閣付スケンドロ准将

85 内閣付アミヌジン・アジス

閣 僚 名

86 内閣付スディブヨ

87 内閣付ムジョコ

88 首相代理待遇 、エ1 J サ
人民協議会議長ノ ノノ !I 

調整閣僚待遇

89 人民協議会副議長 アリ・サストロアミジョヨ 0

90 同 同 イドハム・ハリド 0 

91 r司 ｜司 ウイノレヨ・プスポユド

92 国会議長 グスティ・スパミア

インドネシア（ 2月〉

符合 人員数

0

0

ム

2

3

4

 

門

d

司
4

ヴ
’

ム 75

0 76 

0 77 

0 78 

口（国民戦線書記長閣僚） 79 。 80 。
81 

0 82 

（元副議長，前の議長
口 アノレジ・カノレタウィ 83 
ナタ×）

93 最高諮問会議・第1副議長 サノレトノ 0 84 

94 財政管理機関議長スプラヨギ少将 口（公共事業調整相） 85 

95 パベナス議長 スマノレノ 0 86 

96 対外経済関係閣僚 アダム・マリク 0 87 

閣僚待遇

97 国家事務局長イクサン 0 88 

98 国家秩序機関議長 ウイノレヨ・プスポユド

99 原子力機関委員長シワベシイ ム 89 

100 国会副議長シャリフ・タエブ ム 90 

101 同 ムルサリン 0 91 

102 同 シャイフ 0 92 

103 同 アスマラ・ハジ

104 国会第2副議長 スヨノ・ハジノト

105 会計検査官次席 スカノレダン
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ポス
閣 僚 名 符合 人員数ト数

106 同 モフタノレ・ウスマン ム 96 

107 同 ラジウス・プラウイロ ム 97 

108 同 パンデラキ ム 98 

109 航空機工業司令官 オマル・ダニ 口（空軍司令官〉 99 

110 同 支配人 クノレウェ・カノレタアジレジャ ム 100 

111 ジャカノレタ市長 スマルノ ム 101 

112 警察問題大統領顧問 スマルト ム 102 

符号説明：ム印新任，×印辞職，口印ポスト移動

争KOGAM改組一スカノレノ大統領による内閣改造と共に22日KOTIがKOGAMと名

称を変え発足した。その発足式には大統領他，スパンドリオ第1, レイメナ第2，サ

レー第3副首相（カリド第4副首相は欠席）， サノレピニ国防調整相， ムルシッド国防

調整相代理，スハノレト陸相，ュドデ、イノVレジョ国警長官，ヘルランパン空相， ムルヤ

ディ海相が列席した。

その構成は以下の通りである。

最高司令官ースカルノ大統領

副 " ー未定

参謀長一スノリレト陸相

参謀長代理一ヘルランパン空相

陸軍司令部ースハノレト陸相

海軍司令部ームルヤディ海相

空軍司令部ーヘルランパン空相

民間防衛司令部ーユドデイノリレジョ国警長官

また各部局の責任者は

KOGAMG-1ーウィラナタクスマ陸軍准将

G-Ilースネンカノレ海軍少将

一（ 22 ）ー

G-III－未定

G-Nーチプトスデイロ陸軍准将

G-Vースナノレソ陸軍准将

G-VI－未定
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G-VIIースノレヨ陸軍准将

情報局ースナノレヨ陸軍大佐

以上である。

インドネシア（ 2月〉

多西イリアン森林開発－西イリアン森林開発のための協力協定がセキプ社（地域開発

のための地方公共機関〉と日本・三井物産との問に締結された。 (11日発表〉この協

定は西イリアンのアジ島の一部地域で向う 1年間試験的に伐採し， その結果，森林資

源として有望であることが判明すれば， PS方式により来年なかばごろから本格的に

開発輸入に乗り出そうというもので、三井物産は同調査のために7万8000ドルの資金と

技術者を提供する。

その後に本格的な森林開発は三井物産と現地の西イリアン・トレーディング社の共

同事業で進められ開発期間は10年程度と長期にわたる予定で、ある。 この間日本側は開

発のための資金と機材を提供しそれに見合う木材を開発輸入するが条件次第で日本側

の年間取引量は30万立方メートルに達するものと見込まれている。

またセキブ社東京支社が17日ノレゴウォ博士により正式に開設され， パノレタサスミタ

氏が代表に就任した。その発足に当たりノレゴウォ博士は西イリアンは植民地化の結果

未だインドネシア内の後進地域であり政府はそこの住民の生活を引き上げるのに努力

していると述べ，それに協力の手をさしのべてくれる日本に感謝する旨語った。

日誌（2月〉

1 日 Vスハルト昇進一一スカルノ大統領はスハルト陸軍少将（陸相〉を中将に，ユ

ドディハノレジョ国警長官を PoliceCommissioner Generalに昇進させた。

Vス大統領支持声明一一120の政党団体の代表者のスカルノ大統領支持の共同

声明が大統領に送られた。マフムツド・ジャカノレタ軍司令官はこれらはスカルノ

戦線下に入っている政党・団体であると語った。

V青年戦線，ス大統領を訪問一一青年戦線の代表者はスカルノ大統領を訪問

し，青年団体の動向を討議した。

'l PKI西欧に？一一オランダの“DeTelegraaf”は， 10月以降数百人の PKI党

員が西欧に亡命していると伝えた。
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2 日 ’ブオノ演説一一ーハメンクブオノ KOTI経済担当副司令官はフ。ランテーシヨ

ン関係者を前に，経済発展・安定化のために果すべきプランテーションの役割を

強調した。

T CONEFO優先方針一一スカルノ大統領は CONEFOピノレの建設を最重要指令

として7月末までに完成するよう命じた。

T NU，ス大統領に忠誠一一一アミスディンNU事務局長は， NU40周年式典での

スカノレノ大統領への忠誠が確認されたと語った。

V学生代表，ス外相を訪問－KAMI分子を含むインドネシア大学学生はス

パンドリオ外相を訪問し， KAMI中央委員会が採択したPKI解散， 内閣解散，

物価引下げの要求を伝えた。

Vサジャ）（..ウォ談一一サジヤノレウォ農業調整大臣は，プランテーション関係者

を前に，農業問題をはじめ経済問題について演説した。

3 日 V学生スト再行－KAMI所属のジャカノレタの学生は， 3日から授業放棄スト

に再び入ることを決めた。これは以前要求していたPKI解散，物価抑制， 内閣

改造などが実現されていないことを理由としたものである。

V中国大使館前でデモ－KAMIを主体とするデモ隊が中国大使館を襲い抗

議行動を行なった。なお翌日中国政府は北京のインドネシア大使館に抗議を行な

った。

V議会合同会議一一スパミア国会副議長は，内外諸問題に関する議会各派の意

見聴取のための合同会議を開いた。

Vパンチャシラ戦線一一パンチャシラ戦線は，大統領に PKI禁止を要請する

ため第1回会議を聞いた。なお同戦線参加政党は， NU,Perti，クリスチャン党，

カトリック党， IPKI,PNI，ムハマディア， SOKSIである。

V リァウのパ）（..チンド追放一一リアウ・ドゥィコラ実施担当官は，同区内の政

府官吏のパノレテインド党員を追放することを決定した。

V斉藤大使，ス外相を訪問ー一一斎藤駐イ大使はスパンドリオ外相を訪問し，両

国聞の経済貿易問題を協議した。

Vマラディ・スポーツ相，訪べ一一一マラディ・スポーツ相は， GANEFO準備

の為，北ベトナムを訪問し，併せ同国指導者にインドネシア情勢を語った。

T GASBINDO指令一一GASBINDO総会は，全進的労働者に対して，革命にと

って利益である学生運動に干渉しないよう要請した。

4 目 V中国対イ抗議一一中国外務省は駐北京ジャウォト大使を通じ， 3日に中国大
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使館前で行なわれた学生デモを抗議した。

V治安回復令を公布一一スハノレト参謀長は，国内治安回復のため8項目にわた

る指令を公布した。

Vムルパ党復活を一一南スマトラ NU支部は， スカノレノ大統領あて要望書の

中でナサコムの中にムノレパ党を PKIの代りに入れるよう提起した。

V議会，重要問題討議一一議会A委員会（外交・防衛問題担当〉は近々内外の

諸問題に関する声明を発表することを決定した。それらは1月15日のスカルノ演

説， 3大陸人民会議，対中国関係などについてである。

Vマ司令官談一一一マフムッド第5軍司令官は， PNI，パノレテインド， KAMI代

表者との会談で国軍の革命遂行における任務を語ると共に，最近の一連の大衆行

動の行き過ぎを警告した。同時にデモを一時的に禁止すると宣言をした。

V工業製員の輸出に努力一一国内で生産されない工業原料，部品等の輸入には

外貨が必要であるが，外貨獲得のためには今まで輸出されたことのない物資，品

質が改良された製品，完成品，半製品を輸出する必要がある。こうして獲得され

た外貨は，すべて当該生産企業が必要とする原料，補助財の輸入にあてられる。

こうした外貨獲得の第1段階として，いくつかの輸出物資がすでに用意されてい

る。繊維同業組織（OPS-Tekstil）は外国の需要に合せて，ブギス・サロン，マカ

サノレ・サロン，毛布，地方の特産織物を用意しているが，その他にも菊の花，日

本風ゴム・サンダノレ皮靴，えび煎餅，メリンジョ煎餅，えびの塩漬，ケチャップ，

編物細工業を準備中である。その他の輸出をあげるとパノレマ商社は粉コーヒー10

トン，とうもろこし2000トンを輸出した。 ラプダ商社は12；ヵ月間にテンカワン

1000トンとうもろこし2000トン，タピオカ澱紛1万トンを輸出した。皮革同業組

織は皮靴5000～1万ポンド， KembangGula同業組織はKembangGula 5トン，

チヨコレート10トンを， 1日ユニレパ一社は精製食用油350トン，製ノfン用油40

トンを，ブンダ・サフィア商社はタピオカ10トンをそれぞれ輸出した。また一般

食糧同業組織はケチャップ， とうがらし，赤とうがらし， terungトマト等を輸

出した。またC,L Fは紛ローヒー60トン， カンジ紛50トン，米煎餅10トン，

48缶入コーンビーフ50箱，パリ彫像約1万ドノレを輸出した。

V日本製織物到着一一レパラン用の日本製織物がスマトラのベラワンに到着し

た。北スマトラ副知事によれば，これは1ヤード当り 3新ルピアで配布される。

Vパルデデ自力更生相は， 1ヵ月間の予定でヨーロッパ視察に向った。

5 日 Vス外相，中国関係検討一一ースパンドリオ外相は第7警区司令官，第5軍区司
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令官をよび3日に起こった中国大使館前デモとそれに対する中国政府の抗議に対

する態度を検討し，来週返答声明を送ることを決定した。

Vモ司令官談一一モコギンタ・スマトラ軍司令官は，同区のスカルノ戦線を破

壊活動と見なす旨言明した。

V北スマトラ5者会議一一北スマトラ 5者会議が同区内の情勢分析のために開

催された。

V織物技術研究所設置一一パンドンに衣類自給促進の目的で織物技術研究所が

設置された。

6 日 Vタイエブ国務相中部ジャワ視察一一一随員と共に中部ジャワの情勢視察中だっ

たタイエブ高等教育科学相1は週間にわたるスラカlレタ，ジョグジャカノレタ，マ

ゲラン旅行をおえジャカノレタに戻った。

7 日 Vス大統領警告一一スカノレノ大統領は，国民に対し革命の進歩的路線の堅持，

コネフォ計画遂行をした。またフィリヒ。ンのマレーシア承認喚起問題は愉快なこ

とではないと表意した。

vス外相談一一スパンドリオ外相はコネフォ関係者との会合で，衣食問題は大

切であるが，それにもまして帝国主義と対決する強固な新興勢力の結集が必要で

あると語った。

Vタ教育相，ス大統領を訪問一一一タイエブ高等教育科学相は，スカルノ大統領

を訪問し，中部ジャワにおける学生デモの発展を報告し，学生は地方当局に協力

的であり否定的行動はしていなし、と報告した。

Vス大統領，ソ連に祝電一一一スカルノ大統領はソ連のルナ9宇宙船飛行成功に

対してポドゴノレヌイ最高幹部会議長宛祝電を送った。

V対蘭民間航空問題一一アムステルダムで、インドネシア・オランダ民間航空に

関する会合が始まったO

8日 ス外相， 7情報相会談一一スパンドリオ外相は中国政府からの抗議文書への返

答を検討するためにアフマディ情報相と協議した。

V西力リマンタンからの輸出一一西カリマンタンの生産物輸出に関するポンチ

ヤナツク港当局の説明によると， 65年の同港からの最大輸出品は8796万1187トン

のゴムで，その他コプラ cake100トン，コプラ1100トン，木材1719万1026立法メ

ートルなどが主なものであった。

9 日 ’ブ大使，ス外相を訪問一一グリーン米大使はスパンドリオ外相を訪問し両国

関係の現状を討議した。同大使は近々，一時帰国する予定である。
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Vス大統領，首脳会議を開催一一スカルノ大統領は内閣幹部会議との会合で当

面の内外諸問題について意見を表明した。

'f KOTI開催一一スカルノ大統領はKOTIを開催しスハルト参謀長らからマレ

ーシア対決に関する報告をうけた。

Vタワオ周辺で抗争－KKOとマレーシア・パトロール隊がタワオ近辺で武

力衝突しマレーシア側に7人の死者，インドネシア側に2名の負傷者があったと

報告された。

Vバンドン学生デモ一一数万人のKAMI系の学生がPKI解散，物価抑制，内

閣改造を要求しつつデ、モを行なった。

V学生運動現況一一アプダノレガニ国民関係調整相は，最近の学生デモについて，

彼らの行動は理解できるが，その方法はもっと反省させるべきであると記者団に

語った。

10日 v反中国デモー一－KAMI南カリマンタン支部に属する2万人以上の学生がパ

ンジャラマシンの中国領事館の前でデモを行なった。

'f SEKKIB，対日協定一一SEKKIB（西イリアン問題調整事務局）は三井物産と

の聞に生産施設，スタッフなどに関する協定を結んだ。

Vナ国防相演説一一ナスチオン国防調整相は，七つの誓いと軍人の誓いが軍の

パック・ギーンであり，軍をして革命と国民の守護者としているものであると演

説した。

Vユ貿易相ス大統領と協議一一ユサフ貿易相はスカルノ大統領と当面の輸出振

興策を協議した。

11日 ’議会，中共を非難一一議会は， 9-30事件以来，反インドネシア的報道をして

いるとの理由で北京放送，新華社通信を公式に非難した。

v中部ジャワ PKト一一スノレヨスンペノ中部ジャワ軍司令官は，近々中部ジャワ，

ジョグジャカノレタ特別区のPKI，その翼下団体の解散布告が行なわれようと語っ

fこ。

V商イリアン開発問題一一一Sekkibは，三井物産との間に西イリアン木材開発

に関する協定を締結した。これにより三井物産は調査技師と 7万8000ドルの貸付

をすることになる。

V商業省と農園省の協同事業一一フランス・セダ農園相は上記二省の協同事業

等について次のように言明した。

政府はl億3000万ドルの外貨補助によって，二省が現在の諸困難を克服する
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ことを助成しようと考えている。この外貨の内 1億ドルは製品および生産の原

材料輸入に使用される。残りの3000万ドノレは昨年行なわれるはずであった輸入

決済に当てられ，今月の3月末までには実現の見込みである。

3月末までに国営企業は4500万ドルの外貨を醸出で、きるはずである。この醸

出金の内65年の輸入に当てられる3000万ドルを差引いた残りの1500万ドルは今

年の輸入に当てられる。

現在英米系以外に45の外国農園が存在する。これらの農園は毎年2200万ドル

の外貨を獲得している。農園の国別所得は，もっとも多いのはベルギー所有，

第2がフランス，第3がスイスである。

12日 Vスカルノ， スハ）I,卜会談一一一スカルノ大統領はKOT！の改組問題について

スハノレト KOTI参謀長と会談した。

V政府声明 政府は中国政府が最近の学生デモは政府の黙諾の下で行なわれ

ているとの申立てを非難した。

V新華社に抗議一一外務省はジャカルタ新華社支局に対し，同通信者が9-30事

件以来事実に反する報道を送っているとして抗議を行なった。

Vス外相，比大使と会見一一一スパンドリオ外相はレイズ・フィリピン大使とフ

ィリピンのマレーシア承認問題を中心に会談した。

13日 Vス大統領演説一一一スカノレノ大統領はConefo促進を唱える NF主催の大衆集

会でネコリム紛砕のための全世界の新興勢力の結集，革命遂行のためのスカルノ

戦線の必要などについて演説を行なった。 またこの中でPKIが革命に貢献をし

たとしてそれを讃えた。

T KAPPI・・設置一一PPI,GSNI, IPPI, Pantjasila, PERPEKI, Pel. Al Irsjad, 

Pel. Al Washlijah, Pel Ekonomi Indonesia, Pel Potvi-Skkp, Pel Sekolah 

Tehnik, Pel Mathavl Anwarの代表者会談により，革命遂行のためKAPP!

（高校生行動連盟〉を組織することを決定した。

V空軍，武器購入一一一ヘノレランパン空相は空軍は今年中にソ連から新型兵器を

購入するであろうと記者会見で語った。

Vユ貿易相，パキスタンへ一一一ユサフ貿易相は，対ノζキスタン貿易推進の話合

いのためパキスタンを訪問した。

14 B Vス陸相演説一一ースハノレト陸相はパレンパンで聞かれた全スマトラ軍司令官会

議で現在の主要な問題は930事件を含む反革命運動の紛砕であること，国軍は45

年以来革命の忠実な担い手であることなど強調した。
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vス外相演説一一スパンドリオ外相は， NF主催の大衆集会で，全国民はスカ

ルノ大統領に忠誠を誓い進歩的路線を維持するようにと演説した。またサレー第

3副首相／NF副議長も CONEFOの遂進を訴える演説を行なった。

Vニヨノ裁申トー特別軍事法廷が聞かれニヨノ PKI政治局員の第1回，裁判

が行なわれたo

vパンチャシラ戦線， KAMIを支持一一一パンチャシラ戦線は， KAMIの行動を

全面的に支持する声明を出した。

V日本議会代表来イ一一来イ中の日本議会代表団の一行は斎藤大使と共に，ス

カルノ大統領，スパンドリオ外相を訪問し日本情勢，アジアの諸問題について意

見を交換した。

T PSII声明一一西部ジャワ PSIIは，スカノレノ大統領がPKI, その翼下団体を

解散させることが絶対必要であるとの声明を出した。

V公明党議員来イ一一日本公明党の和泉，鈴木両議員は，アストラウイナダ司

法相を訪問した。

V農園作物の輸出見込額1億8000～8500万ドlレ一一Tjibogoで開催された農園

会議は，生産目標高，復旧計画，輸出高等について決議を採択した。まず国営農

園一般指導機関の65年事業報告によると生産目標高に比較して，ゴム 3%，油郁

子2%，コーヒー20%の減少，茶7.5%の増加， タパコもかなりの増産であっ

た。油榔子の生産高は3万2462トン，茶4万3019トン，コーヒー 1万1931トン，

タバコ12万2860トンであった。これらの農産物輸出による外貨獲得高は1億7000

～7500万ドノレで、あった。 1966年には1億8000～8500万ドルに達するものと予想さ

れる。

生産3ヵ年昔画によると， 1969年には少なくとも 2億ドルの外貨獲が見込まれ

ており農園の復旧面積は6万7500ヘクタールとなろう。

15日 T NU，中国を非難－PMIIの集会でシャイチュ NU議長は，最近の中国の反

インドネシア報道を非難すると共にネコリム，ゲスタップに対決しつつスカルノ

大統領を助けることがNUの当面の仕事であると演説した。

Vナ国防相警告一一ナスチオン国防相は， PKI分子が現在の経済的・財政的不

安を利用して政治的ゲリラ戦を行おうとしていると警告した。

Vニヨノ証言一一特別軍事法廷での最初の証言者， パノレデ、デとニヨノ PKI政

治局員は裁判2日目の今日証言を行なった。

Vス大統領警告一一スカルノ大統領は Gerbindo,PPMI, HMI，ブン・カノレノ
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大学代表団に対し，最近革命を右傾化する動きがあるがこれを警戒するようにと

警告した。

l KAMI集会一一約3000人のKAMI所属の学生は，最近，パンジャラマシンの

デモで死亡した仲間の弔をインドネシア大学で行なった。

vス外務次官訪比一一フイリヒ。ン訪問中のスペユ外務次官はラモス比外相を訪

問しフィリピンのマレーシア承認に対するインドネシア側の見解を伝えた。

’PPMI共同声明一一一PPMI所属の学生団体MadjelisMahasiswa Indonesia, 
Germindo, Gema Bung Karnoは共同声明でスカルノ大統領への忠誠，授業放

棄を行なっている他の学生団体を非難した。

Vスマトラ防衛運営会議一一モコギンタ少将司令下で全スマトラ防衛運営会議

がパレンパンで開催された。同少将はこの会議はパンチヤジラ革命の護持にとっ

てより良い方法を検討するものである旨述べた。

Vゴム開発一一ー内閣幹部会議は，インドネシア資本による国立ゴム調査・発展

基金（本部・東京〉にその本来の仕事を続続ずるよう命じた。

16日 Vス大統領政治問題討議一一スカルノ大統領は，内閣幹部会， NU, ムハマデ

イヤ回教連盟代表と会見し現在の政治情況に関して意見を求めた。

vス陸相談一一スハノレト陸相は革命はまだ終っていない，国軍は革命から生ま

れ，その路線からはずれたことはないと，その任務を語ったo

vス外相談一一スパンドリオ外相はサンガ・サンガ・ダラム（カリマンタン〉

解放19周年記念祝福のメッセージの中で，革命の進歩性，ネコリム対決等を声明

した。

Vユ貿易相帰国談一一ユサフ貿易相は，パキスタンから帰国後，インドネシア

はパキスタンとの友好関係を強化する，パキスタン以外の固とのパーター貿易を

行なわない旨語った。

v政治的解決は慎重に一一カリッドNU議長は，スカルノ大統領は9-30事件

の政治的解決は，革命を守る統合的方法により行なわれねばならぬと信じている

昆大統領との会見後発表した。

V ドウィコラ実施合同司令部一一ドウイコラ実施合同司令部が地方軍司令長官

を含む4軍司令官会議でその設置が同意された。

v駐中国大使帰国一一スパンドリオ外相はジャウォト駐中国大使が，政府と協

議のため帰国したと記者団に語った。

v新石油開発会社一一東スマトラ沖の海底油田発掘のための北スマトラ海洋石
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油資源開発会社が東京で，日イ協力の下に創立された。

17日 Vス大統領諸問題を討議一一スカルノ大統領は内閣幹部会議を各省の活動を検

討した。その後3人の副首相はこの席で、は内閣l改造問題が出たかと尋ねられた時

それは大統領の胸次第であると返答した。なおスハノレト陸相も出席した。

Vナスチオン書簡一一ナスチオン国防調整相はソ連駐在のヌルヤディ空軍准将

を通じ，両国ならびに両国軍隊の緊密な協力を希望する旨の書簡をマリノフスキ

ー国防相に送った。

，ス外相談一一一スパンドリオ外相はフィリピン，マレーシアとの外交関係の正

常化は困難が多いと述べた。

,7情報相演説一一アフマディ情報相は，同草命遂行の手段としてスカノレノ戦

線の必要性について伝統的な国旗掲揚式で、演説した。またスタミ・コネフォ計画

司令官はコネフォ精神を強調し同計画は7月31日までに完成されねばならぬと同

式典で演説した。

Vムハマディジャ声明一一ムハマディジャの経済集会は日本との貿易関係を討

議した後，その改善のためには新しい政策が必要であるとの見解を表明した。な

お現在対日債務は8000万ドルありその内3000万ドルは今3月までに支払わなけれ

ばならぬものである。

V中部カリマンタン，ス戦線を禁止一一一ムカタル中部カリマンタン軍司令官は

同区内でのスカルノ戦線を反革命分子に利用されるおそれがあるとの理由で禁止

した。

vア調整相ス大統領を訪問一一東部ジャワ視察をおえたアプダルガニ国民関係

調整相は，スカルノ大統領に同地方は既に同地方は既に平穏であるとの報告を行

なった。

l SEKKIB東京支社一一SEKKIB東京支社が正式に設置され， ルグウォ博士が

支配人に任命された。

V船舶会議協定一一1月31日から2月4日までブラッセルで聞かれていたイン

ドネシアヨーロッパ船舶会議で，輸送船舶割当て等に関する協定が結ぼれた。

18日 v議会，経済問題討議一一カルタウィナタ国会議長は議会指導者と当面の経

済・財政問題について討議した。

V議会，政策声明一一議会は去る 1月15日のスカルノ大統領の閣議演説を支持

満場一致で決定した。なお，その前に議会内4派（PNI系，回教系，キリスト教

系，職能団体系〉は意見調整を行なった。
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Vナ国防相声明一一ーナスチオン国防相は，パムナス会議あてのメッセージで同

会議は経済面での自力更生を推進するための新たな方法を見出さねばならぬと表

明した。

vス外相談一ースパンドリオ外相は，議会でフィリヒ。ンのマレーシア承認問題

を語り，それはインドネシアの対決策を強化することになろうと言明した。

Vハルソノ大使離日一一ーハルソノ駐日大使は， 2年間の任務をおえ帰国した。

帰国に先立ち同大使は両国関係について語った。

T PPMI決議一一一PPMI運営会議はスカノレノ大統領に KAMIの要求を実施する

よう要請した。

’輸出特別報償制度の反響一一一新輸出特別報償証書法の発布後，地方市場はい

ぜん静観の態度をとっている。たとえばRSSIゴムの価格は2月11日以前キロ当

り6600旧ルピアであったが，その後も目だったf直動きを示していない。しかし今

度の制度によって50%の報償を受けることになった輸出産品，たとえばジャカル

タのエテリス油の取引は活発になっている。またパチヨリ香油はすでに2月12日

以前にキロ当り90万旧ルピアを記録し，クナンガ香油，セレ香油はキロ当りそれ

ぞれ22万5000；レピア， 1万8500～2万ルピアを記録し，在庫はからになっている

といわれる。しかし全体としてジャカルタの輸出産品市場は取引が低調である。

2月16日の外貨取引価格は補足外貨（DPA)4万2500～4万2250ルピア， SPP交

換比率は165であった。

19日 ,7情報相談一一一アフマデ、ィ情報相はコーゴ記者の質問に答え9-30事件の政治

的解決はPKI解散だけをいうのではなく行政，教育等広い意味で用いられるも

のであると述べた。

V中部ジャワ起訴委員会設置一一中部ジャワ軍司令官は， 9-30事件関係者追放

を主目的とする起訴委員会を同区内に設置することを決定した。

v経済問題を討議一一スカルノ大統領はマシイ中部銀行相と当面の経済問題を

討議した。会談後同相は当面の経済危機を乗り切るには，資本を生産部門に廻す

ことが非常に重要である旨，語ったo

vア少将，大統領を訪問一一ーアジエ第6軍区司令官はスカノレノ大統領を訪問

し，西部ジャワを制圧したむね報告すると共に，今後西部ジャワでのスカルノ戦

線を軍部で推進することを明らかにした。

20日 V新内閣準備一一スカルノ大統領はボゴーノレ宮殿に政界有力者を個別に招じ，

新内閣構想を練った。まずスハノレト陸相が訪問し，他にサノレトノ調整相，ブオノ
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調整相ら27名が大統領と会談した。

T NU声明一一南スマトラ支部はNUがムルパ党復活， ナサコム体制への導入

を討議したことはないと言明し， 4日の声明は同支部のサレー第1議長の個人的

見解であると強調した。

T KA州， PKI解散要求－KAMI中央委員会は，スカルノ大統領に大統領宣言

でPKIを禁止するようにと緊急電報を送った。なお併せて大統領への忠誠を誓

った。

' 9組合共同声明一一Sarbumusi,KBNI, Kubu Pantjasila, Kongkarby SOK 

SI, KGIM, Gasbindo, Gobsil, SOB Pantjasila, Kespekriの労働組合は930事

件分子追放の内閣， PKI解散等を要求する共同声明をだした。

21日 v新内閣発足一一スカノレノ大統領は新内閣発足を発表し，新閣僚は24日正式に

任命される予定であるo

v二ヨノ死刑確定一一特別軍事法廷で、取調べ中だったニヨノ PKI政治局員の

死刑が確定した。

T PWI，新華社追放を要求一一一PWIメダン支部は反インドネシア報道をして

いる中国新華社通信をジャカノレタから追放するよう政府に進言した。

Vバンドン・レーヨン見本計画一一ストクノ・バンドン・レーヨン見本計画会

長は同計画は年内に完成されようと語った。同年計画は590万マルクの西独援助

によるものである。

T PS計画承認 PS監査委員会議長の資格でスパンドリオ第1副首相は東カ

リマンタン・ヌヌカン地区の第1計画のための契約を承認した。

22日 vス大統領KOTI討議一一スカルノ大統領は，内閣幹部会議， 4軍司令官，国

防調整相とムルデヵ宮でKOTIの再編成を討議した。会議後， スノリレト陸相は

KOTIはKCOGAM（マレーシア粉砕司令部〉に改組されたと語った。

vス大統領支持大衆集会一一ジャカルタ・ベベノレラダ情報局長はジャカノレタの

進歩的団体の指導者に対し， 23日予定のスカノレノ大統領支持の大衆集会に参加す

るよう要請した。

T KOGAM発足一一スカノレノ大統領は 3名の副首相他，有力者との会議で正式

にKOGAMを発足させた。

23日 ス大統領，新閣僚就任式開催一一スカルノ大統領は新たに入閣した閣僚の就任

式を聞き，席上革命の指導者たること，マレーシア対討等を強調する演説を行な

った。
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Vアジエ将軍，ス大統領を訪問一一アジェ第6軍区司令官は5者会議のスタッ

フをつれてスカルノ大統領に訪問した。同司令官は後の記者会見でこの訪問は単

なる儀礼的なものであると語った。

vス大統領支持大衆集会一一ジャカyレタでスカルノ戦線所属の進歩的勢力によ

る大衆集会が聞かれた。マフムッド第5軍区司令官は聴衆に向いスカノレノ大統領

支持，反ネコリム，コネフォの団結等をよびかけた。

Vウントン元中佐裁半トーウントン元陸軍中佐の取調べが，特別軍事法廷で行

なわれた。

V議会委員会，内閣会談一一2日間にわたり議会の法・国内問題委員会，外交

防衛委員会，農業委員会，公共福祉委員会はそれぞれ内閣と所轄問題について討

議した。

V農産物輸出目標一一農産物輸出からの歳入5万0200万ドルが66年の輸出ドラ

イブ目標として， マジッド民族生産会議（Depronas）書記長より発表された。 こ

れらは農業省，森林省，プランテーシヨン相，漁業省管轄の生産物からみるもの

である。

24日 Vナ大将談話一一ナスチオン大将は，西部スマトラのムハマディヤ会議へのメ

ツセージで軍と国民と大統領の緊密なる関係の重要性を強調した。

V対蘭工業契約一一ラリンとオランダのフィリップ社はラジオ部品生産に関す

る契約に調印した。

25日 l NU 3原則一一カリドNU議長はNUの3原則は，（1）神の信仰，（2）革命の父

たるスカルノ大統領への忠誠，（3）宗教的学者への服従であると述べNUの役割

を強調した。

Vス大統領演説一一スカルノ大統領はムルヤディ海軍司令官任命式で，前任の

マルタディナタ司令官の努力を讃えると共に，海軍は革命の重要な担い手である

等，強調したo

v広東領事館設置一一中国政府は先頃閉鎖された上海領事館にかわって広東に

インドネシア領事館を設けることに同意した。

V学生デモ晶まる一一約1万人の学生・青年は先の学生デモで射殺された仲間

の葬儀に参加し改造内閣を非難するデモを行なった。

l KAMI解散一－KOGAMは26日づけでKAMIを解散させることを決定した。

これはKOGAM総会後，ヘルランパン空将により発表されたもので，その他，

デモの禁止等も併せて決定された。
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26日 V西部ジャワ・スカルノ戦線，大統領に忠誠一一アジェ第6軍区司令官は西部

ジャワ・スカルノ戦線425万を代表してスカルノ大統領に忠誠を誓った。

V力第4冨IJ首相談一一カリド第4副首相は，西ジャワ回教師とスカルノ大統領

との懇談会で回教師の役割，神々の信仰などについて強調した。

vスベニ，第3外相代理訪力一一スベニ第3外相代理はカンボジアを訪問し，

シアヌーク元首と会談した。

28日 Vス大統領演説 スカルノ大統領はGSNI7周年式典で，革命の右傾化をい

ましめると共に，青年たちに革命遂行を訴える演説を行なった。またスパンドリ

オ外相もスカルノ路線強調の演説を行なった。

Vパリ情勢平穏一一スティクノ・パリ・ベベノレラダ情報部代理局長は記者会見

で、パリ島の情勢は既に平穏に戻っていると語った。
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資料

〔I〕 輸出特別報償証書の若干の側面

BN紙， 2月16日

輸出業者に与えられる報償に関する政府の解説は，第1品目物資は輸出の90%，第

2品目物資は8%，第3品目物資は2%を占めるものである。周知の通り各品目に対

する報償は外貨取引局に納入される外貨の10%,15%, 50%である。 この解説に述べ

られた各レートに応じて，輸出業者の報償は次の比率で分布する。

第1品目：輸出高の9% (90%×10%) 

第2品目：輸出高の1.2%(8%×15%) 

第3品目：輸出高の 1% (2%×50%) 

したがって，報償額は外貨取引局（BLLD）に納入される輸出額の11.2%となる。 SPP

の形態で輸出業者が取得する15%の奨励証書と比較すると，輸出業者が取得すること

ができる奨励証書は約15%の減少となる。 しかしその一方でかつては存在しなかった

1ドル9.75ルピアの輸出フ。レミアムが与えられる。ところで新報償制度は，報償証書

の総額にかならず影響を与えるような第3品目の諸物資に対して，大きな刺激要因を

包含している。金輸出物資に刺激を与える SPP制度と比較すれば，新報償制度は事

業がより困難な弱い輸出物資の輸出により大きな奨励を与えるのに適している。 もし

輸出の基礎を拡げようとすれば，集荷あるいは外国市場の獲得により多くの活動と必

要とする諸物資の輸出がさらに重視されなければならない。 もし輸出業が若干の品目

にのみ集中されれば，輸出の基礎が狭まるだけでなく，資本が特定の輸出物資に集中

することによって地方市場価格をつり上げることになる。重要なもう一つの側面は，

弱い輸出物資への輸出の重点移行一つまり50%の報償制度が成功した際には，輸出実

施のより広範な分散化をもたらすということである。 この弱物資の源泉は各地に拡が

るのみでなく，外国にいまだ知られていない諸物資の取引価格の決定が当該諸地方で

行なわれることになる。 この輸出奨励の成功はインフレーシヨンの状態にかかってい

る。 この分散化はもちろん起こりうる違法行為に対する監視の必要性を喚起する。地

方における諸決定がその地方の経済的必要性からではなく，個人的な関係により立脚

しているというようなことがあってはならない。 ところで重要なもう一つの側面は，

輸出製品の供給の弾圧性を拡大することである。 これは道路運送手段等の改善によっ
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て達成されよう。 もしこれらの改善が伴われなければ，報償制度はたんに地方価格を

つり上げるだけとなろう。 これとの関係で最大の抜け道と考えられるのは自力更生フ＠

ロジェクトに対してより多額の報償が与えられることである。なぜならプロジェクト

の決定が良くも悪くもすべてが関係官吏の政策に依頼しすぎるからである。

ところで輸出業者に対する報償証書の付与はその報償書による物資の輸入に関係す

る側面を有している。報償証書の売買禁止に関する規定は厳密な強制力をもたないよ

うに考えられる。 SPPの時と同様に公的市場がなくなることによって，報償証書の売

買はより属人化つまり売手と買手との個人的な関係により影響されるようになる。こ

の関係は事実上かつてSPP自由市場にみられた関係と同じようなものである。

かかる状態は売手，買手双方にとって取引が制限されることを意味している。そし

てこのことは，善良な実業家はこの制限された市場の中で生じうる価格隔差を亨受で

きるという意味においては好ましいことである。 またもし投機などが行なわれるにし

ても，その影響は他の商品市場にまでは直接及ばないであろう。しかしながらRIBの

枠内で輸入されうる諸物資の制限に関してはその実施過程を見まもる必要がある。諸

物資の販売は統制されないといわれているが， もしそうであれば，状況はSPPによ

る旧制度といかに異なるかが判然としない。 しかし上述したように今度の改正が効果

を生むかどうかは主として経済状態，インフレ，価格に依存するものである。

〔E〕 新しい輸出奨励制度

BN紙2月14日社説

昨夜我々は輸出制度の改正を知った。 もち論かなり以前から輸出業界では政府が輸

出制度をより現実的なものに改正することを考慮中であるという噂が流れていた。

最近商業省は輸入業者および民間輸出業者を招いて，公開討論を行なった，この会

議の目的は新しい改正のための諸資料を集めるためのものであったと考えられる。同

会議の出席者からの情報によると，新しい問題は提起されなかったようである。この

会議で輸出業者は大むね，輸入権の形での奨励に関する提案を行なった。奨励問題は

以前から輸入とリンクさせて問題にされていたものである。

我国の経済のようにインフレーションがいまだ制御されていない経済においては，

国内価格と国際価格の~離をうめるために輸入権の形での奨励が built in systemと

してえられなければならない。 この奨励制度の存在に刺激されて輸出業者はより大量

の輸出を行なうようになるのである。
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過去数年間かかる輸入権の形による輸出奨励はすでに制度化されていたと我々は結

論することができる。 この制度は我々がインフレーシヨンを克服できない限り継続さ

れなければならない。 このことは Tjipanasにおける首脳会議において討議された法

律によっても証明された。輸出入のためのドル交換レートは 1ドノレ1万ルピアと決定

された。 しかし， 1万ノレピアの交換レートでは輸出は行なわれないことが明らかにな

った。 また最近で、は，新貨幣の発行によって事情はさらに悪化している。

ところで，輸出特別報償証書と名づけられた政府の新法律について検討してみよ

う。輸出特別報償証書は， B.E.（輸出証明〉制度， A.D. 0. （自動外貨割当〉制度，

S. P.P. （輸出奨励証書〉制度と基本的に異なるものではなく，制限規定においてニュ

アンスを異にするのみである。同証書は一定の期間内で売買される。あるいはS.P.P

と同様インドネシア国立銀行を通じて取引される。 HarianBerdikari紙に掲載された

J. Panglaykim教授による新旧 SPP制度の比較論評，およびMadjalaBankdan Ke-

uangan紙の解説によれば，新制度の基本点は次の通りである。

1. 政府は輸出特別報償証書に品目別隔差レートを設定した。第 1品目ゴム，胡栂，

コプラ，タパコ，茶，コーヒ一等〉輸出には輸出業者が政府に譲渡する外貨額の10%の

証書が与えられる。第2品目（ヴァニラ皮草類，種子類等〉輸出には，輸出業者が政

府に譲渡する外貨割の15%の証書が与えられる。第3品目（軽工業製品等〉輸出には

50%の証書が与えられる。 （特に Berdikariプロジェクトには50%以上〉。 Berdikai

（自力更生〉プロジェクトの内容は，余り遠くない将来において外貨取得あるいは外

貨節約となるようなプロジェクトである。

2. この輸出特別報償証書とは別に，政府は1ドノレ1万ルピアの交換レートによる

輸出プレミアムを与える（大統領令No.20/1965)0 

3. 上記2項の他に，輸出業者は5%の外貨割当（A.D）を受ける。 したがっても

しある輸出業者が 1ドルのゴムを輸出したとすれば，その受取分は， (1）対ドノレ交換レ

ートによる31万ルピア，（2）輸出特別報償証書0.1ドノレ，（3）外貨割当 5%となる。

4. 輸出特別報償証書によって輸入することができる物資は， R.I .B 1966に規定さ

れた諸物資に限られる。 しかし流通，価格決定等については，政府の諸法令の規制を

受けない外貨割当（A.D）に関してはその解説によれば物資の選択はより自由であり，

第3,4輸入品目の輸入も許される。

5. 輸出特別報償証書は原則として売買することはできず， RIBに規定された諸物

資の輸入に使用しなければならない。 このことは輸出業者は輸入業者から注文と受取

ることができ，したがって， 事実上は輸出特別報償証書の自由市場が存在するという
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ことを意味している。 したがって輸出特別報償証書の交換レートは，市場における価

格の変化，同証書の準備量にかかっている。

我々の規定によると， 1966年に発行される報償証書の額は，現在の市場・金融，運

輸等の設備を考えて6億ドノレを越えることはないと思われる。特に現在運輸は重大な

陸路となっている。また金融についもしかりである。諸地方においては時として銀行

はルピアによる為替交換を行ないえないことがある。 したがってこのことは輸出業者

の取引を遅らせ国庫に入るべき外貨量に影響を及ぼすことになる。 したがって，国家

の外貨を増加させるための輸出特別報償証書法が成功するか否かは， 同証書の数量だ

けでなく，銀行金融，現金供給の拡大，運輸，港湾（あるいは趣旨は良いが実際には

阻害要因となっている諸機関）その他いかんによるものである。

〔E〕 新しい輸出特別報償証書法に対する反響

BN紙2月14日

周知のように輸出第1品目物資に対するチェックプライスの決定は 1週間に一度行

なわれ先週の土曜日が，今月の第2週のチェックプライズが有効である最終日であっ

た。 しかし先週土曜日の首都の地方市場におけるゴムの交易は事実上取引なしで行な

われた。 これは一般の取引業者が月曜日にはじまるチェックプライスの決定待ちを望

んでいたからであり， また若干の業者は先週金曜日に公布された新輸出特別報償証書

法によってチェックプライスが変更されると考えたためである。

若干の業者によれば2月11日以降に認可される物資に対して適用される輸出特別報

償証書法はすでに外貨契約を結び外貨ストックを保有しているが， 2月11日以降に認

可を受けた輸出業者にとってもかなりの利益をもたらすものである。同筋によればこ

こ数日 RSSIのゴム価格はわずか6.25ノレピアでありその際のチェックプライスはポン

ド当り FOB価格で20セントであった。 (kg当り44セント〉。そして 1ドノレは10ノレヒ。ア

（プレミアム等を含めて〉に相当したので44セントは44ノレピアと等しかった。通常チ

ェックプライスが20セントであるので， 差額は5ドノレとなりこれから輸送費ポンド当

り2.5ドルを差引いても，ポンド当り2.5セント， kg当り， 15.5セントの差額が生じた。

もしこの差額による取得外貨が自由市場で売られるとすれば， これによる取得ノレヒ。ア

は約2ノレピアである。そしてこの差額（2ルピア〉に， 輸出プレミアムその他（44ノレ

ピア〉を加えても， RSSIの輸出による利益は，支出された資金， つまり RSSIがkg

当り6.25ノレピアで取引された時の価格と等しくなる。

-165- 一（ 39 ）ー



インドネシア（ 2月〉

しかしもし10%の輸出特別報償証書が与えられれば輸出業者の利益の増加はkg当り

約4.4セントとなる。もし地方市場における価格が上昇しないとすれば， それは大き

な利益増である。

〔IV〕 輸出特別報償証書に関する臨時インドネシア

輸出企業連盟（G.P.E.I.S）の態度

BN幸氏2月16日

GPISは輸出特別報償制度について次のように考えている。品目別隔差報賞の実施

は現在の輸出商品構成に新しい外貨源を加えるものである。 しかしながら現在の価格

の上に立てば第1品目に対する15%の報償は，極めて少額であって， たとえばゴム輸

出の60%を占める現住民ゴムの場合は， 内外価格差は約18%であるから報償を増額す

べきである。また今度の報償制度は，輸入に際して，部品・原材料輸入に重点をおい

た生産を刺激するものであることが望ましい。

また報償証書の売買禁止に関する規定は，再検討さるべきであり， その際1度限り

の譲歩を認めるのが妥当であろう。ある商品輸出を国営企業のみに許可するようなこ

とをせず民間輸出業者にできるだけ拡範な機会を与えるべきである。 しかしこの目的

は，輸出業を自由化することにではなくあくまで国の外貨取得を増加させることにな

ければならない。

〔V〕 輸出特別報償証書に関する大統領令

（大統領令第4号／1966)BN紙2月14日

第1条輸出プレミアムに関する大統領令第20号／1965第1条の規定を変更するこ

となく外貨による輸出特別報償証書制度は実施される。

第2条

(1）輸出物資は三品目すなわち第I，第2，第3品目に分類される。

(2) 内務大臣／外国貿易担当大臣は，上記の輸出品目に分類すべき諸物資を決定

する。

第3条大統領令第20号／1965の第1条に規定された輸出プレミアムに加えて，本

令第4条の規定にしたがい輸出特別報償証書を与える。

第4条
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(1）輸出特別報償証書は外貨基金に対し輸出業者が譲渡しなければならない外貨

額をもとにして算定される。

(2）輸出特別報償証書は下記の各品目に応じて与えられる。

第1品目一一本条第1項に規定した額の10%

第2品目一一本条第1項に規定した額の15%

第3品目一一本条第1項に規定した額の50%

第5条

(1) 自力更生プロジェクト建設にもとづいて輸出される第3品目の物資に対して

は関係幹部会は当該大臣の諮問を経て，主として当該自力更生プロジェクトの費用

調達のために， 50%以上の輸出特別報償証書を与えることができる。

(2) 自力更生プロジェクトとは，近い将来において外貨基金の負担とならずに国

家の外貨受取を増加させ，外貨節約を行なうプロジェクトである。

第6条

(1）輸出特別報償証書は売買することができない。

(2) 輸出特別報償証書は，自己の生産のためあるいは一般的な需要のために， PI

B物資の輸入に使用されなければならない。

第7条本大統領令は，必要であれば過渡規定を定めて，閣僚幹部会が実施する。

第8条本大統領令は，大統領令第35号／1964(Llembaran Hegara 1964 No. 102) 

に規定される石油企業には通用されない。

第9条本大統領令は制定日をもって発効する。

制定地 ジャカノレタ。 1966年2月11日。輸出特別報償証書に関する大統領令第4

号／1966，実施および過渡規定（閣僚幹部会議決定 No.Aa/D/23/1966) 

〔VI〕 輸出特別報償証書に関する大統領令第4号の実施および過渡規定

（閣僚幹部会議決定 No.Aa/D/23/1966) 

第1章輸出

第1条

(1) 大統領令第4号1966の第3,4, 5条に規定された通り，輸出特別報償証書は

1966年2月11日以後において関税および消費税局長が認可した物資輸出に対して適

用される。

(2) 上記第1項の適用を受ける輸出に対しては，閣僚幹部会決定No.Aa/D/135 
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/1965の第2条第1項に規定する 5%のコミッションを除いていかなる形態におけ

る奨励も与えられない。

第2章輸入

第2条本令の第1条に規定する輸出特別報償証書はR.I.Bの物資一覧表に属する

物資の輸入のみに使用することができる。

第3条

(1）輸出特別報償証書にもとづく輸入は，外貨取引局（BLLP）を経由しない。

(2) 当該輸出による FOB価格の100%が外貨基金の特別会計に納入された後，当

該外為銀行は規定された額の輸出特別報償証書をもって， 当該輸出業者の名前で開

設されている報償証書口座（Rekening-Banus）におり込む。外貨基金は当該外為銀

行の要求に際して上記の金融に対し全面的な補償を行なう。

(3）銀行は輸出業者に対し，中央銀行相が決定する書式にもとづいた“Bonus

Eksqor”証書を与える。

(4) Rekeni昭・Bonus（特別報償証書口座〉にもとづいて，輸出業者は輸出特別報

償証書の有効期間中，すなわち 2ヵ月間中に当該銀行あてに輸入申請書を提出し，

ただちに外貨契約を結び通常のL/Cを開設するものとする。

(5) 目的港への物資の輸入は，現行の諸法令にもとづいて行なわれる。

第3章過渡規定

第4条

(1) 2月11日まで現行の生産奨励証書（SPP）および割当外貨（AD）は有効であり

SPPおよびADにもとづく輸入に関する諸法令はSPPおよびADに対して全面的

に適用される。

(2) 補足外貨（DevisaPelengkap）は現行の諸法令にもとづいて使用することがで

きる。

第4章付則

第5条本決定の諸規定の実施は閣僚幹部会の承認にもとづき国内商業大臣／外国

貿易担当相，中央銀行相，税務相，および各分野の国家予算相がこれを実施する。

第6条本決定は決定日をもって発効する。 1966年2月11日。

輸出製品および農産物の分類に関する閣僚幹部会議決定（閣僚幹部

会議決定No.Aa/D /24/1966) BN紙2月14日

第1条輸出製品および農産物は下記の品目に分類される。
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1. 第1品目：輸出取得外貨の約90%を獲得する輸出製品および農産物。

2. 第2品目：輸出取得外貨の約8%を獲得する輸出製品および農産物。

3. 第3品目：第1品目に属さず，輸出取得外貨の約2%を獲得する物資で， そ

の輸出をさらに振興させる必要がある輸出製品および農産物。

第2条

1. 第1品目の輸出製品および農産物

(1）ゴム (2）コプラ (3）タパコ (4）茶（5）コーヒー (6）胡栂 (7）油榔子の油 郁

子種子 (9）サイザソレ帥錫

2. 第2品目の輸出製品および農産物

(1) 家畜 (a）守二 （防水牛 (c）羊 (d）山羊

(2) 家畜／野獣 (a）水牛の皮 (b）山羊皮 (c）蛇皮 （叫トカゲ皮 (e）鰐皮

(3) 家畜の食肉 （司タピオカ (b）タピオカ澱粉 (c）ガフ。レック (d）油粕 (e）烏

の巣 (f)molasse 

臼）香辛料（a）チヨコレート (b）ヴァニラ (c）キナの皮 但）キナの塩 (e）肉桂

種子 （£）フアリー (g)Cassia Vera (h）丁字

(5) 油子を含む種子類 (a）カポック種子 (b）落花生 (c）大豆

(6）繊維類カポック

3. 第3品目の輸出製品および農産物

(1）林産物 (a）木材 （同ロダン (c）樹脂 (d）コパール (e）テレピン (£)Teng-

kawn (g)Bensok 

(2) 石油および錫を除く鉱産物 (a）マンガン （叫石炭 (c）ニッケノレ (d）ボーキ

サイド

(3) Oteris油（a)Kenanga油（b)Nilam油（c)Serh油（d)akarwangi油（e)

Kaju Putih油

(4）植物および動物油 (a）大豆油 (b）榔子油 (c）亜麻油 (d）豚油 (e）香油

(5) 手工業および工業製品 (a）ノミチック製品 (b）繊維製品 (c）木および銀彫刻

(d）鉄およびタパコの手芸品 (e）家具 （£）経（g)Pandanおよび竹製品 (h) Anjam 

Zan (i）索類 (j）タオカパールおよび種子 （同アラック

(6) ＇植物および花

(7) 果物および野菜

(8）骨および角

(9) 皮革製品 (a）マングロープ樹皮 (b）ガンピノレ (c）ひ、んろう樹 (d）タンギノレ
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(e）ツパのネ艮

帥野生動物およびその製品

ω海産物 (a)Kerang貝の皮 (b）真珠 (c) Trrpang (d) ikan-segar魚 (e) 
Agar tuba 

ω その他 （乱）Biga （叫動物の爪 (c)Katuljdeack (d）ジャワトウガラシ (e) 
薬用しょうが (f) KumisKutjing （到しょうが (h）蕃栂 (i）ヒマシ油種子 (j) 

iles2 （同とうもろこし (I）第1,2品目に属さないその他の輸出物資

第3条物資の分類に関する変更は国内商業相／外国貿易担当相がこれを決定する。

第4条本決定は決定の日をもって発行する。 1966年2月11日。

〔四〕 政府による食糧の一部統制令（食糧会議規則No.001/1966) 

BN紙 1月31日

第1章総則

第1条 ここにいう食糧とは米の他にとうもろこし，タピオカ澱粉，サゴその他食

糧会議が決定するその他の食糧である。

第2条地方の需要とは当該地方に居住する下記の集団の一年間の需要のために供

給されなければならない最大絶対量である。

a.軍人

b.軍隊に働く公務員

C.国家公務員

d.国庫から俸給を得るその他の国家関係職員

e.地方自治体職員

f. PGPN 1961にもとづいて俸給を受ける職員

g.上記の規定にもとづいて年金を受ける退職者

h.国営鉱業関係企業の職員／労働者

i.国営企業その他の国営銀行の職員／労働者

j. 国民の生活必需品に関係するあるいは生産部門で活動する民間企業の職員／労

働者

k.俸給／年金名簿に記載されている上記集団の妻子あるいは夫

原則として米を生産する各第1級地方自治体〈以下地方と略称する〉は食糧の地方需

要量を自給しなければならない。
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第3条 ある地方の供出食糧の余剰は，原則として下記の規定にしたがって他の地

方の援助に回される。

a.アチェは北スマトラを援助する。

b.ランポンはパンカ，ピリトンを援助する。

C.南カリマンタンは東カリマンタンを援助する。

d.南スラウェシは中スラウェシ，北スラウェシ，マルクを援助する。

e.西ヌサトウンガラは東ヌサトウンガラを援助する。

£.西部ジャワ，中部ジャワ，東部クャワは中央政府の需要充足を援助する。

g.西スマトラ，南スマトラ，ジャンピ，パリ，中カリマンタン，および東南スラ

ウェシは自給しなければならない。

最終的に供出食糧の分配を決定するのは，食糧会議である。

第2章統制

第4条食糧需要を充足させ，価格を安定させるため，政府は供出によって食糧生

産の一部を統制する必要がある。

第5条

1. 供出食糧の買付けは現金および市場価格で支払われる。

2. 政府が支払う供出食糧費用はインドネシア国立銀行が融資する。

3. 仲介機関あるいは仲買業に対する支払いは供出規則に準じて， 当該銀行が監

督する。

第3章費用

第6条食糧の買付けに必要な費用は次の機関から融資される。

a.政府

b.政府による食糧配給を受ける国営企業，国立銀行，農園，鉱業，その他の国営

企業。

c.国民の生活必需品に関係しあるいは生産分野で活動し，政府による食糧配給を

受ける民間企業。

d.供出食糧買付けに参加するその他の民間機関（BAMUNAS）あるいは自発的に

参加ことを希望するその他の民間企業。

第4章責任と権限

第7条知事／地方長官はその権限地域の食糧買付け目標の達成に全面的な責任を

有する。

第8条知事／地方長官は下記の事項に関する権限を有する。
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a.食糧の買付け任務を遂行する仲介機関，補助機関，実施者を決定する。

b.公正にして妥当な買付け価格を決定する。

c.買付けの方法を決定する。

第9条 その任務が，食糧の買付け事業と直接関係を有する食糧事業実施委員会

(BPUP）およびその他の政府機関は，技術的実施機関として知事／地方長官を補佐す

る。

第10条知事／地方長官と第9条に規定する諸機関との関係は，戦術的作戦的性格を

有するが，上記諸機関と中央指導機関との関係は機構的行政的関係である。

第5章

第11条本令に規定されていない諸事項は別の法令でこれを定める。

第12条本令に抵触するすべての法令は，効力を失なう。

第13条本令は制定日をもって発効する。 1966年1月3日。

〔咽〕 1966/67年の籾／精米買付け量および地域

（食糧会議長布告 No.001/1966) 

BN紙1月31日

下記の規定に従って， 1966/67年の食糧買付け計画のために，食糧特に糧米を買付

け，管理し統制することを全知事／地方長官に命令する。

買付けは下記の目標高をもって第1級地方自治体において行なわれる。

1.アチェ 6万3000トン， 2.北スマトラ 5万トン， 3.西スマトラ 3万5000トン，

4.内陸部リアウ7000トン， 5.ジャンピ7000トン， 6.南スマトラ 5万トン， 7.ラン

ポン5万8000トン， 8.西カリマンタン1万5000トン， 9.中カリマンタン7000トン，

10.東カリマンタン7000トン， 11.南カリマンタン2万1000トン， 12.西部ジャワ35

万トン， 13.中部ジャワ31万5000トン， 14.ジョクジャカノレタ， 15.東部ジャワ35万

16.パリ 2万8000トン， 17.西ヌサトウンガラ 2万9000トン， 18.北スラウェシ1万

トン， 19.中スラウェシ5000トン， 20.南スラウェシ10万3000トン， 21.中スラウシ

5000トン一一合計135万トン。
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3月の概況一一先月の内閣改造により一時は優位に立ったかに見えたスカノレ

ノ大統領ではあったが，国民一特に反共系学生，宗教団体ーの反政府デモ，

それに暗黙の諒解を与えた陸軍主流派の強い要求により，遂に11日政権委譲

発表を余儀なくされた。こうして政治権力を掌握したスハノレト陸相指導下の

勢力は，暫定閣僚の任命を経， 27日には新内閣を組閣するに至った。かくて

9-30事件以降の中心的勢力がここに初めてその真価を問われるべき立場にお

かれたわけであるが前途は経済の安定，スカノレノ政治からの脱却と新進路へ

のスムースな移行，陸軍内部の団結の維持，内外諸方面からの諸要請等きわ

めて被雑な問題をはらんでいるといえよう。

スカルノ政治の崩壊

先月の内閣改造はナスチオン同防相の解任，スパンドリオ第1副首相ら容

共派と見なされていた閣僚の留任ということを最大理由としその成立当初か

ら従来の反政府活動の刺激するものだった。特に大統領により活動停止令が

だされたKAMI，あるいは KAPPIなどの宗教勢力を背景にしているとし、わ

れる学生団体の反政府，反中共デモは非常な昂まりをみせた。その重要なも

のだけをみても外務省占拠（8日），教育・文化省占拠（9日），さらには新

華社ジャカルタ支局 C9 B), 中国総領事館侵入 (lo日〉 と無政府的状態が

展開された。こうした情勢の中でスカルノ大統領はスパンドリオ，レイメナ，

サレー副首相等側近と対策を練ったり（7日）， 9政党首脳と協議を行ない学

生デモ非難声明を出したりしていたが (10日）遂に11日夜，政治的危機に対

処する権限をスハノレト陸相に与えた。同日朝のスハルト陸相派不在の閣議か

ら委譲発表までのいきさつは報道されている通りだが，結局シリワンギ師団，

KOSRAD （陸軍戦略予備軍）， RPKAD （人民降下連隊）等を直接的背景と

したスハルト陸相らの要求に応じたものといえる。

この委譲芦明書の中で大統領はスハノレト陸相に対し（1）政府と革命の安全を

保障するのに必要な措置をとること，大統領の個人的安全と権威を保証する
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こと，（2）個人的行動をとらないこと，（3）安全と公共秩序の維持，を命令した。

これはスカノレノ大統領の名においてスハノレト陸相により署名されたがこれ以

後の諸命令も同様な手続きを経て発表され，明らかに3月11日はスカルノ政

治に一つの重大な転機をもたらした日といえよう。その象徴的事件として翌

日PKL その翼下団体の解散が宣せられた。 PKI解散は事件後時機の問題と

されながらも大統領の政治的配慮、で引き伸ばされてきたがここに至り遂に結

着がついた形となった。これを第1令として13日までに第4令まで発令し政

治，経済の円滑化を要請した。その後スハルト陸相支持の声の中で16日スカ

ルノ大統領は「政治的権限を全面的に委譲したのではないJ旨言明し陸相も

またこれに呼応するかのような芦明を発し再び混乱の様相を呈した。だが17

日夜以来陸軍側がとった①（デモ隊から守るという名目での〉スパンドリオ

外相ら容共，反陸軍閣僚15名の拘禁，②情報省，国営放送局，中央情報局，

国立銀行の接収，③拘禁閣僚にかわる暫定閣僚の任命によれ新体制への足

周めが築かれた。これをもとに大統領との接衡がすすめられ27日新内閣がス

カルノ大統領により発表された。この内閣は2月内閣に較べると明らかにス

カルノ色がうすいものではあるがパンチャシラ戦線， KAMI, KOSTRAD 

等政治的影響力の強い圧力団体は未だ、新内閣は国民の要求に応え得る内閣で

はないと声明を出した。しかし，ひとまずKAMIなどが要求してきた①PK

I解散，②容共閣僚追放，③物価値下げの内，政治的2項目は一応達成され

たと見てよかろう。だが突き上げ派の十二分な支持を得ていない新内閣とし

てやはり最大の問題は物価問題を中心とする経済政策であり，少なくともそ

れに対する具体的，積極的な意志表示を言動により国民の前に提示しないな

らば再び政治的混乱に陥る可能性が十分考えられる。こうした混乱を避ける

ために新内閣は内部の団結を固め力をーにして効果的な新経済政策，柔軟な

外交路線を打ちたてることが必要となってくる。直ちにこれを満たすことは

困難かも知れぬがスハルトーマリク路線により次第にこうした動きが顕著に

なってこよう。

特にマリク外相は29日，日本人記者との会見の中で①コネフオ年内閣開催

の困難性，②マレーシア問題解決への努力，③中同とは国交断絶をしtr.いが

関係悪化の因は中国にある，④アメリカを含むすべての国と友好関係を結ぶ，
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⑤外国援助は喜んで受け入れる，⑥日本からのひものつかぬ援助を期待する

旨，外交新時代を示唆する発言がなされた。これをもって速断は許されぬが

特に経済援助，国内政治面でのスカルノースパンドリオ・ラインへの批判的

立場等から考えて新内閣が西側世界へ対して窓を聞く時期はそう遠くないも

のと思われる。これに対して対中国関係は悪化の一途を辿り前述のデモに対

する中国外交部の北京駐在インドネシア大使館あての抗議覚書は「……かれ

らの気狂いじみた反中国暴行は，聞くに耐えないほど野蛮であるばかりでな

く国際関係史上で、も稀であり，まさにファシストの行為そのものである……」

と6カ月前までの両国関係からは予想もされない厳しいものとなっている。

先述のマリク外相談話と併せてみても対中国関係の好転にはかなりの時日を

要するであろう。

番多新内閣形成

スカノレノ大統領は27日夜， ムルデカ宮殿で内外記者団を前に新内閣を発表した。大

統領は新任の6名の副首相を伴い“各副首相は行政各部門を分担し，首相であり， M

PRSの最高責任者であり，革命の偉大な指導者である大統領の指導下で政務を行なう

内閣幹部会を構成する。さらに各副首相は大統領の補佐官である”旨語った。

新内閣の構成と役割は以下の通りである。前内閣と比較した新内閣の特色を列挙し

てみると。

(1) 大統領と内閣幹部会の分離。従来は大統領が，内閣幹部会を率いると共に調整

大臣，各大臣に対しでも直接命令を下していたが，今回は， レイヌナ第1副首相が議

長となり幹部会が直接日常事務の決定・運営を行なうことになった。

(2) 名目的には各省は24に縮少されたが， その下に局を設置することにより，実質

的には調整相・閣僚構成と変化がない。

(3) ハリド第2副首相，スハノレト第5副首相という事件後の最大勢力である NU党

陸軍を背景とする副首相の地位が暫定となっている。

(4) 第4, 5, 6副首相に国政の重要部門が集中している。

(5) ナスチオシ大将がKOGAM副司令官・閣僚として内閣に復帰した。

インドネシア内閣構成

内閣幹部会 （首相以下7ポスト）

首 相 スカノレノ大統領
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第 1副首相

第 2 副首相

第 3 副首相

第 4 副首相

第 5副首相

第 6 副首相

ヨハネス・レイメナ 幹部会議長，全般担当（総務3ポスト〉

イドハム・カリド （暫定）最高国家機関担当（4ポスト〉

ルスラン・アブドノレガニ 政治機関担当（ 6ポスト〉

ハメンク・ブオノ 経済，財政，開発担当（ 9ポスト〉

スハ／レト中将 （暫定）国防・治安担当（ 7ポスト〕

アダム・マリク 社会・政治問題担当（ 9ポスト）

0第 7副首相 ハメンク・ブオノ (9ポスト〉

貿 易 相 アズハリ准将

財政相 スマ／レノ

公共事業・コネ
フォ計画相

鉱山・石油・ガ
ス相

基幹・軽工業相

繊維・家内工業
相

農業相

通信相

プロジェクト建
設相

0第 5副首相

陸軍司令官・閣
僚

海軍司令官・閣
僚

海軍司令官閣僚
代理・閣僚

空軍司令官・閣
僚

国警長官閣僚

復員軍人・復員
相

検事総長・閣僚

O第 6副首相

内相

スタミ

イプヌ・ストオ少将

モハメッド・ユスフ准将

ハジ・タエブ、

フランス・セダ

ヤチジャン海軍中将

マツキ・フルダナクスマ空軍少将

スハノレト中4守 (7ポスト）

スハノレト中将

ムルヤジ海軍少将

ハノレトノ少将

（未定）

スチプト・ユドジハノレジョ

サノレピニ少将

スギ・アルト准将

アダム・マリク (9ポスト）

パスキ・ラフマット少将

外 相 アダム・マリク
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基礎教育・文化
相

情報相 ルマンピ
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b圭ェ，
万ミt 教相

会相社

法相・最高裁長
官

労働力相

保健相

O第 1副首相

国家書記・閣僚

大統領特別秘書
官・閣僚

同家副書記・閣
僚

サリノ

サイフジン・ズフリ

ジョマノレトノ 次官ルシヤ・サノレジョノ

ウイルヨノ・プロジョディコロ

アワ／レジン

サトリオ少将

レイメナ

（未定〕

ダヌサフトロ

シヤミン
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国家調査機関

国家開発機関

原子力研究所

同家防衛研究所

革命精神開発研
究所

KOGAM副司令
官・閣僚

スハデ、イ

スハ／レト博士

シワベシイ

ウイノレヨ・プスポユド少将

ルスラン・アブドノレガニ

ナスチオン大将

各省，局および次官待遇者

0貿 易 省 D・アズハリ准将

貿 易 局 ラフマン大佐

協力問題 J;,3 チルトスデイロ准将
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0財政省

財政局

中央銀行局

予算局

保険局

民間・資金規定
局

O公共事業省

電気局

給水局

道路建設局

土木・建設局

O鉱山・石油・ガ
ス省

石油・天然ガス
局

鉱山局

O基幹・軽工業省

基幹工業局

軽工業局

海事工業局

航空機工業局

O繊維・家内工業
省

繊維局

人民工業・家内
工業局

O農業省

農業局

農 園 局

森 林 局

神、 業 局

0通 省、

陸 運 局
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スマノレノ

スマノレノ

ブ。ラウイロ

パンデラキ次官

スチプト・アミダルモ次官

スハ／レデ、インr准将

スタミ

ハ／レトノ准将；次’白

ハノレヨ・スジルジョ

スダノレト少将；次官

ダピッド・チェン次官

イブヌ・ストオ少将

イプヌ・ストオ少将

ヒ。ノレンガジ准将；次官

ユスフ准将

ユスフ准将

スハルノコ・ハ／レパニ空軍少将；次官

マルダヌス次官

サラトン空軍准将；次官

ハジ・タエプ

シャフィウン

ハジ・タエブ

フランス・セダ

スカノレノ次官

フランス・セダ

スジャルウォ次官

ハンザ・アトモハンドヨ海軍少将；次官

ヤチジャン海軍少将

ウトヨ・ウトモ准将；次官
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海 運 局 スサトヨ・マノレジ海軍准将；次官

ニゲ乙ロ 運 局 ノfノレトノ

郵便・電信局 シマト・パン次官

。プロジェクト建 マッキ・フujレダナクスマ空軍少将
設省

スマトラ公道局 ブラタナタ

プロジェクト建
マッキ・フ。ルダナクスマ空軍少将

設局

0第次官4副首相補佐 アリ・サジキンl_y＇ヰi

アリブイン・ハラノ、ップ

マシー

ノレスラン（？）

0内 務 省 パスキ・ラフマト少将

内 務 局 パスキ・ラフマト少将

農村闘発局 アミヌジン・アジス次官

土 地 ）吊 ヘノレマンセス次官

移 民 局 スヨノ・スパノレト海軍少将

0基省礎教育・文化 サリノ

基礎教育局 サイド

高等教育科学局 マスリ

スポーツ局 マラデイ

文 化 局 サリノ

。宗 教 ：省 サイフジン・ズフリ

宗 ． 教 局 サイフジン・ズフリ

巡 ネL 局 ブァリド・マノレブ

。現，の官職宗教占連相補絡牧担次当 マノレズ・キヤチム

0次官待遇

長人民協議会副議

国会副議長

最2高副諮議長問会議第
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金融統制機関・
議長代理

国民戦線副書記
長

アブドノレガニ副
首相補佐次官

多PKI解散

ジャンベク

ヤシン

12日， スカルノ大統領は大統領令No.1/3/1966でPKI解散を決定した。 これはス

ノVレト陸相により署名されたものだが，これにより全国の PKI，その翼下団体は12日

付けで解散させられることになった。その中で， 9-30事件の残党分子による秘密活動

が再び目立ってきており，これは革命進展への障害であり，最近の経済， マレーシア

粉砕に与える影響は害である。従って進歩的・革命的勢力の統一と団結のためにはP

KIに対して迅速かっ断固たる処置の必要があることを強調し， 上記の措置がとられ

たものである。 これにより， 930事件後国内勢力関係を見る上で重大な契機であった

PKI解散が決定されたわけで、ある。

多対日経済関係

11日のスハルト陸相への権限委譲に伴い日本側の対イ援助問題も急速に活発化の兆

がみられる。特に22日には佐藤首相，椎名外相，三木通産相がインドネシア政府から

緊急援助の正式な要請があればいつでも応じられる旨言明し， 23日には外務省構想、と

して‘インドネシアに対する債権保有国である日本，米国，西独， オランダを中心に

共産圏（ソ連・ユーゴ〕をも含めた“東京クラブ”結成が明らかにされた。 これは現

在約20億ドルといわれるインドネシアの債務処理（日本の債権は約2億ドル〉をめぐる

検討機関といえるもので各債権国それぞれの思惑の中でその成り行きが注目される。

こうした動きの中で27日， インドネシア新内閣が発表されたのに対し，翌日，日本

政府は公式に新政権を歓迎する旨声明を発した。 さらに翌29日には緊急援助として，

米1万トン（135万ドル相当），綿糸5000コリ（115万わレ相当）を供与することを決定

し，新政権との具体的提携の第1歩を踏みだした。
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日誌（3月〉

1 日 Vス大統領演説一一スカルノ大統領はGERWAPSIの会議で革命の不断の前

進を強調した。サレー第3，カリド第4副首相，カルタウイナタ前国会議長も他

の閣僚と共に出席した。

, PN州設置一一ジャカルタ・ペペルラダは， インドネシア学生全国連盟（PN

MI)を設置した。

V西独からパス輪入一一500台のパス車体が西独から輸入された。また今後数

年間に2200台が輸入される。

2 日 V議会，軍首脳会談一一議会A委員会は軍の最近の動向について軍首脳と討議

した。軍からスナルソ KOGAM・G-V部長，スハルト准将が出席した。

3 日 v駐日大使決定一一外務省はルクミト少将を駐日大使に任命することを発表し

たo

vチェコ議員来イ←ーチェコスロパキア議会の代表が，スパミア国会議長を訪

問した。

vソ連石油専門家来イ一一ソ連の石油専門家が産油地域調査のためパレンパン

のプラプムリを訪問した。

4 日 V輸出目標一一一貿易省は66年輸出目標は4億ドルで、あると発表した。 （但し，

石油，石油製品，サパン自由港からの出荷は除く。）

’ティンパーゲン教授帰国一オランダのテインパーゲン教授が1週間の滞在

をおえ帰国した。教授は政府の招きで経済政策への提案を行なうために来イして

し、fこ。

5 日 , PNI 3要求支持－－－ PNI中央委員会（オサ・ウセツプ派〉は進歩的・革命的

人々の3要求（PKI解散，内閣改造，物価値下げ）を全面的に支持する声明をだ

した。

7 日 Vス大統領情勢検討一一スカノレノ大統領は，閣僚との会談の席上，最近のジャ

カルタ情勢を学生運動を中心に討議を行なった。この席にはスパンドリオ第l,

レイメナ第2，サレー第3副首相，ムルヤデ、イ調整相，ヤチム政府・聖職者連絡

相，サストロアミジョヨ MPRS副議長， シャフイ中佐， アブドルガニ調整相が

出席した。

’ウントン死刑一一一特別軍事法廷でウントン元中佐の死刑判決を行なった。

Q
d
 
2
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8 日 vス大統領演説一一スカノレノ大統領はl玉l際婦人デーで反革命，反米非難の演説

を行なった。またスパンドリオ，サレ一両副首相も同趣旨の発奇をした。

V米・中抗議一一アメリカ国務省は先頃の米大使館前デモに対して抗議するよ

うグリーン大使に通達した。またq1国外交部は先月のマカッサル領事館事件につ

いて抗議戸IYJをだした。

V密輸業者逮捕 一水上警備隊はマラトア島近海で， 23:r'iの術輸業者を逮捕し

fこO

l KAPPI外務省を占拠一一－KAPPI系の高校生数約千人が，スパンドリオ外相

の解任を要求して外務省の建物を占拠したリ他方組共派の学生デモはアメリカ大

使館を襲／）た。

9 日 ’学生団体声明一一37の学生大衆団体は事態の断［，'i'Iたる解決に関する声明を発

表した。パンチャシラ，マニポーノレの確認，学生3要求等を含んでいる。

V新国営商社設置一一スカルノ大統領は，新3国営商社の設置を承認した。そ

れらはディ yレガ，チプタ，クノレタ商社で、ある。

V 日本漁船だ捕一一一軍警備隊は2隻の日本漁船をだ捕した。サンギル・タラウ

ド海域に無断で入ったためである。

10日 Vス大統領，政党首脳と会談一一スカルノ大統領は9政党首脳と最近の国内情

勢を討議した。会談後声明が発表されたがこれにはPNI（アリ・サストロアミジ

ヨヨ，スラフマン， yレミンクワス〉パlレチンド（アスマラ・ハデ、イ，スパンディ，

イスムウイノレ〉，カトリック党（カシモ， ドルヤット，パラウンスカ）， IPKI （ヒ

ダヤット，スカルマデウィジャ，ヤスケンドロ）， NU （ダラン，シャイチュ，ス

ブカン）， PS11 （カルタウイナタ，チョクロアミノト），パルキンド（シレガル，

シモランキル， ウェナス）， ムハマディヤ（ヤティム，ジョジョマルトノ，サヌ

シ）， Perti （ハリル，マノレジョハン，アブダラフマン）が署名した。

vス大統領ら，外務省視察一一～スカ／レノ大統領はスパンドリオ，サレ一両面1］首

相，外務省高官，駐イ・比大使，駐キューパ大使を伴って8日KAPPIに襲われ

た外務省庁舎を視察した。

V中国領事館襲撃一一数百名の学生・高校生のデモ隊がジャカノレタの中国領事

館，文化センターに押しかけた。

V中国抗議一一中国外交部は9日の新華社ジャカノレタ支局襲撃，今朝のジャカ

lレタ駐在中国総領事館襲撃に対して中国駐在インドネシア大使館に抗議した。

’国会デモ一一数千人の労働者， 学生， 高校生が国会前でデモを行ないPKI
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解散，内閣改造等の要求をスパミア議長に申し入れた。

1 1日 ，ス大統領，閣議開催 スカルノ大統領は先頃の内閣改造の意義は行政の効

能改善である旨等閣議で報告した。

vス大統領権限委譲 スカルノ大統領は政治上の権限をスハルト陸相に委譲

する文書に署名した。

V議会委員会活動 議会のF委員会（財政担当）， C委員会（農業，公共事

業担当） B委員会（法，国内問題担当）は各々関連閣僚と政策検討を行なった。

V 日本商社輸出開始一一一日本商社数社がインドネシア向け輸出を再開した。

12日 Y PKI追放 スカルノ大統領の名でスハルト陸相は， PKIその翼下団体の解

散令を出したo

vス大統領軍司令官会議一一スカルノ大統領は，軍地方司令官を前に革命の遂

行を語った。席と，第I，第2，第3副首相，諸閣僚も列席したo

vス大統領第2令 軍J情報局はスカルノ大統領名のスハノレト陸相令を公表し

た。 (No.2声明）これは主に国常：企業家に対するもので， 経済活動の円滑な進

行を要請している。

vス陸相談 ースハルト陣相は政局に対する姿勢につL，、て演説を行なった。革

命遂行の前途には多難であるが｜叶結をくずさず前進しようとの趣旨であった。

V学生団体共同声明一一12学生団体は11日のスカノレノ大統領を支持する共同声

明を発Lたn これら団体は， PMTI,PMKR 1, HMT，日EMMI,GMKI, SOMAI, 

Pelmasi, T孔1M,GER恥1AHII,G孔1NT,G九1RT,IPMI，であるo

Y KABI活動一一西部ジャワ KAB1（インドネシア労働者行動戦線〕はスカノレノ

大統領に先の内閣改造， KAMI禁止を再検討するよう促した。 なお KABIはス

カノレノ戦線に属しているo

vギンティンゲス議長談 ギンテイングス少将／NF・職能グループ連合事務

局議長は，先のスカノレノ大統領のスハノレト陸相への権限移譲は時機にかなったも

のであると言苦った。

VジャカJI,タの小学校閉鎖一一ジャカノレタ・ラヤ知事は同市区の全小学校を2

週間閉鎖する旨通告した。

V中国入学校占拠一一バンドンで KAPPI学生は反インドネシア的北京放送に

抗議して中国人学校を占拠した。

13日 V大統領第3令，第4令 スカルノ大統領の名においてスハノレト陸相は第；3,

4令をだした。第3令は第I，第2，第3級地方区の行政活動の円滑化，第4令は
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中央行政の円滑化を要請してャる。

V新委員会設置一一インドネシア開発銀行の現状と機能を検討するための委員

会が設置さた。同委員会は内閣幹部会の承認を得ており。スルヤデ、ィ予算相，ユ

スフ中央銀行相，アルウィ開発銀行総裁がスタッフである。

14日 Vス大統領，軍首脳会談開催一一スカルノ大統領は軍首脳と会談したがその内

容は未公表である。なお列席者はサルピニ国防調整相，ムルシッド同代理，各軍

司令官であるが，スハノレト陸軍司令官は欠席した。

’マレーシア対決続行一一スナルヨ KOGAM情報局長はマレーシア対決は最

後まで続行させるであろうと語った。これは前日，ラザ、ク・マレーシア副首相が

インドネシアはマレーシア対決の提唱者たるPKIが禁止されたから，その政策を

かえるであろうとの言明に反対したものである。

V農園相開発計画一一スルヨハンドヨ農園相補佐役は，農園相の 3ヵ年開発計

画は 3年内に自力更生を完成することを狙いとするものであるとセマランで、語っ

た。同計画はいろいろな分野における農園産業の完成が主目的で、ある。

15日 Vス大統領軍首脳と会談一一14日にひきつづきスカルノ大統領と軍首脳との会

談が行なわれた。内容は報道されていないが， 3軍司令官（スハノレト陸軍司令官

は欠席〉，ハルトノ海軍司令官代理， ノリレタワン道路開発相が列席した。 また途

中から，スパンドリオ第I，レイメナ第2，サレー第3副首脳，ユサフ基幹工業相，

ラフマット復員問題相，マフムッド・ジャカノレタ地区司令官が加わった。

’議会開催一議会はIHIのスカルノ大統領令， 930事件以降の教育問題を中

心に討議を行なった。 16日の会期では， 11日以降の一連の大統領令を承認すると

共にスハルノ陸相を支持する旨発表を行なった。

vス陸相警告一一スハルト陸相は，スカルノ大統領から譲られた権限を過大に

報道することのないよう外国記者団に警告した。

vスハJレト支持大衆集会一一一ジャカルタで、スハノレト陸相の実権獲得を祝する大

衆集会が聞かれ学生，青年，労働者，職能団体らの代表が次々に，スハルト支持

の演説を行なった。

v物価統制局設置一一一貿易省は輸出理事会に物価統制局を設置することを発表

した。

16日 Vス大統領声明一一ースカルノl大統領は，自分はまだ議会を代表して人民会議と

神に責任を負う立場にあるとサレー第3副首相を通じて声明した。その中で補佐

官任命の権限はいぜん自分にあることを強調した。
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vス陸相言明一一一スハルト陸相は記者団に対し，スカルノ大統領は依然として

最高権力者としての地位にあると言明し，クーデターの噂を否定した。

T NU幹部談一一唱シャイチュ NU第3議長は， インドネシアの全グループは依

然スカルノ大統領に忠実であると共にスハルト陸相への権限委譲遂行を支援する

つもりであると語った。

V学生団体声明一一学生・青年団体の代表は，議会に内閣の完全改造を要求す

る声明書を提示し，タイエプ副議長がこれを読み上げた。

，在イ印度人声明一一ジャカルタのインド人協会の特別集会で，在イ・インド

人は11日のスカルノ大統領によるスハルト陸相への権限委譲を支持すると声明し

fこO

V蘭航空機購入一一スカノレノ大統領は，国内輸送用の20機のオランダ・フオツ

カ一社の航空機購入契約に調印した。

V西部ジャワ，内閣改造要求一一西部ジャワ・州議会は新しい簡素な内閣を形

成することをスカルノ大統領に要求する決議を満場一致で採択した。またスハノレ

ト陸相を全面的に支持する旨決定した。

18日 V暫定閣僚決定一一スハノレト陸相は大統領名で暫定的調整相等を決定した。こ

れは次の通りである。

内閣幹部会一1. H.ブオノ

2. A・マリク

3. R・アブドルガニ

4. I ・カリド

5. 1・レイメナ

担当大臣

A・マリク一外交／対外経済

W・ プロジョディコロ一司法／最高裁長官

スマルノー中央銀行／財政

セダー労働／農園

ストウォー鉱業／石油

スタミー電力／コネフォ計画

ハルヨスデノレジョー濯蹴／水利

スケンドロー移住・協同組合／国務

タイエプーー基礎教育／高等教育
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シャイチュ－NF書記長／国会副議去

ノレマンピー情報／政府連絡

ラフマット一国内問題／復員問題

ヒダャットー電信，郵便／陸運

, 15閣僚拘禁一一スハノレト陸相はスカルノ大統領名で15閣僚を拘禁した。それ

はスパンドリオ，サレー， アストラウイナタ， ユサフ， スマノレヨ， ステイアデ

ィ，スラフマン，アフマディ，アカディ，ツマカカ，ストモ，タットらである。

V海軍，大統領令支持一一ムルヤディ海相は大統領令による PKl，その翼下団

体の解散，禁止を支持すると発表した。

, PNI派閥関係－PNI執行委員会（オサ・ウセップ派）は同党アリ派はもう

政府・公共団体でマルハヱニスト戦線を代表していないと声明を発した。

V報道機関，軍の下に一一全報道機関は中央軍情報局長スブロト陸軍准将の下

におかれることになった。

’中国入学校管轄一一マフムッド第5軍区司令官は地区内の全中国人学校を当

局下においた。

19日 Vパムナス活動一一パムナスは軽工業品輸出促進，機械増産等4項目からなる

目標達成運動を開始した。

’中部ジャワ輸出目標－－ GPEIS中部ジャワ支部は66年度同地区輸出目標は，

H意4000万／レピアであると語った。

20日 , PNI声明－－PNIは権限を委任されたスハルト陸相を支持する声明書をサノレ

トノ，サストロアミジョヨ両名の署名で発表した。

vスラ力jレタ地方洪水一一第4中部ジャワ警察区は先週スラカyレタ地方で、行な

った洪水で死者76名，負傷者26名が出たと公式発表を行なった。

21日 vア将軍団一一アジェ第6軍区司令官は西部ジャワ州議会で去る11日のスカル

ノ大統領のスハルト陸相への権限委譲は，大統領の自発的意志によるものと言明

した。またメダンでモコギンタ・スマトラ軍司令官も同様の発言を行なった。

vア調整相警告一一アブダlレガニ国民関係調整相は国民に対し大統領と軍の団

結の維持，ネコリム反対の警告を行なった。

v反華橋デモ一一一南スマトラのタンジュンカランとテノレクブトンで青年達によ

る反華僑デモが起り華僑系の学校商店が襲撃された。

v中国大使館非難声明一一ジャカルタの中国大使館は18日マカッサノレでおきた

中国領事館侵入に対する非難声明を外務省に送った。
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22日 Vス大統領，内閣幹部会会談一一スカルノ大統領は，内閣幹部会と会談を行な

ったの席上，ラフマァト陸軍少将，ユサフ，マフムッド両陸軍准将も出席した。

T KABI要求一一進歩的12団体から成る KABIはアジェ第6軍医司令官に対し

西部ジャワにおける PNI・アリ・スラフマン派を解散させるよう要求をだした。

23日 Vス大統領演説一一スカノレノ大統領はパキスタン・デーの式典で自分は依然と

して大統領であり，首相であり，長高司令官で、あり，議会の最高責任者であると

強調する演説を行なった。

V軍首脳・幹部会会談 軍首脳は当 j討の諸問題につき，内閲幹部会と会談し

fこo

V教育資金供給一一南スマトラ地方当局は678万ノレピアを地医内教育機関に支

給した。

Vム海相談一一ムルヤディ海相は、革命遂行のためには帝同主義者の生命線を

分断しなくてはならない，またマレーシアは完全に粉砕されねばならぬと演説し

fこO

T KAPNI設置一－KAPNI（民族企業家行動戦線）が設置された。第1の円的

はスハlレ卜陸相の支持である。

V中部ジャワ NF声明 マ中部ジャワ NF幹部は， スカノレノ大統領への忠誠，

スハルト陸相支持， PKT；解散合支持等tr:決定したjl｛明書を発表したの

Vへ空相辞任一一一ヘルラン〆パン空相は，スカルノ大統領に20付けで辞表を提出

したの

T PSII幹部，ス外交を非難 －－－J¥・チ河クロアミノトP只IT総裁は，スパンドリ

オ外交は全而的失敗におわったと非難した。

T KA州，新内閣を要求－KAMIは国民の希望を達成できる内閣改造，パノレ

チンド党，パペノレキの解散，外交優先より内政優先等を要求する芦明をだした。

vインド人小売商値一一ジャカルタのインド人協会は緊急総会で，インド人小

売商の物価を10%下げる旨決定した。 24日から適用される。

V 日本からの洪水見舞一一斉藤大使は中部ジャワ・スラカノレタ地方の洪水に対

し1万4575！レピアの見舞金をおくった。

24日 T PNI内部団結へ－PNIマノレハヱニスト戦線幹部は，そのアリ派とオサ派の

和解のために尽力してくれたことを，スハノレト陸相に感謝する声明をだした。こ

の2派の共同声明にはサルトノ，オサ・マリキ，アリ・サストロアミジョヨ，ウ

セッフ0 ・ラナウイジャヤ，イスカ・チョクロアディスノレヨが署名した。
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, Perti要求一一一Perti中央委員会は，スカノレノ大統領に対し， 45年憲法にかな

った内閣を形成することなどを要求した。

v国会議長談一一スパミア国会議長は議会でスハルト陸相支持を表明すると共

に内外政策での反帝，反対建路線を強調した。

v国会新内閣要求→ 同会は，スハルト陸相による内閣改造を強く支持する旨

表明した。

, KOSTRAM，ス陸相を訪問一一KOSTRAMの代表団はスハノレト陸相を訪問し，

簡素化された能率の高い新内閣を形成するよう要請した。

V蘭人技師滞イー－2:¥1のオランダ人綿栽培専門家が1ヵ月の予定でヌサテン

ガラ PPNの指導中である。

V民族企業家，値下げ決定一一民間民族企業家はその製品を10%値下げするこ

とを決定した。

25日 Vス陸相・幹部会会談一一内閣幹部会はスハノレト陸相と内閣改造問題を中心に

意見交換をした。

, PNI合同声明一一一PNIのアリ派，オサ・ウセップ派はスハノレト陸相の仲介に

よる数次の会合の後，和解の糸口となる声明を発表した。

’新華社閉鎖一一政府は新華社通信ジャカノレタ支部に閉鎖命令をだした。

v砂糖値下げ一一ジャカルタ消費協同組合は砂糖1kg5000Jレピアから4500ルピ

アに値下げすることを決定した。

, 65年度南スマトラ輸出一一一南スマトラ貿易事務所は65年度の南スマトラから

の輸出は76億ルピアであると発表した。パレンパン港からの主要輸出品はゴム，

3万トン，コーヒー 3万3000トン，ラタン400トン，茶7万7000，樹脂700トン，

その他1万2000トンである。

26日 ’ナ将軍演説一一一ナスチオン将軍はOPS系の船員官吏会議で 2月解任後はじ

めて演説を行ない当而の政治経済情勢を語った。

vス陸部声明一一スハルト陸相は農業は経済の基礎であり，工業は経済の背骨

である旨の声明を発表した。

V中国政府抗議一一中国政府は24日のジャカルタの中国領事館襲撃に対し駐中

国大使を通じ抗議を行なったの

V新華社を非難｝一一ギンティン議会A委員会議長は新華社通信の閉鎖措置は主

権国家としての義務でもあると強調した。

v中部ジャワ予算一一今年度の中部ジャワ歳出原案20万billion／レピアが州E義
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会に提出された。また歳入原案もほぼ同額である。

27日 V新内閣発表一一一スカルノ大統領は6副首相， 24閣僚からなる新内閣を発表し

た。またその直後ナスチオン将軍の KOGAM副司令官任命を発表した。

vス陸相声明一一一スハ／レト陵中日は放送を通じ新内閣の使命を中心にその政見発

表を行なった。

f PSI 1戸明一一PSIIはA・カノレタウイナタ， H・予ヨクロアミノト署名の戸明

書で新内閣は国民の願いを反映していないと語った。

vユ貿易相談一一ユサフ貿易相は政府は米20万トンの輸入を計耐（内半分はタ

イから）中であると言苦った。

28日 V親衛隊解散一一大統領親衛隊は陸軍憲兵降下部隊と交代した。ヘジ、ルゴ准将

がそのイ壬にあたることになる。

V 日本，新内閣支持表明一一日本政府は公式に新内閑を歓迎する旨声明をだし

たり

f KOSTRAM声明一一KOSTRAMは新内閣は前内閣のやき直しにすぎなし、と不

満足の意を声明した。またパンチャシラ戦線も同趣旨の声明をだした。

29日 f 45年憲法復帰を一一カルタウイナタ前国会議長（PS1I幹部）は45年憲法復

帰は重要であり，議会はその理念に沿うものでなくてはならぬとアンタラ記者に

語った。

V比大統領見舞電報 マルコス・比大統領はスカノレノ大統領宛て中部西部ジ

ャワの洪水に対し見舞電報を送った。

f KAMI声明－－－＇－－－KAMI中央委員会は，新内閣は未だ要求していたものとは程

遠いとして不満足の声明をだした。

vイスマン大使談 イスマン・駐U.A.R大使はジャカルタで記者団に対し

スパンドリオ外交の非難，対中国関係は中国側の出方次第であることなどを語っ

fこ。

30日 Vス大統領新内閣認承一一スカルノ大統領は，新閣僚就任式上で今度の内閣改

造は自分自身の意志に基づくものであると述べその立場を明示した。

Vマ外相談一一一マリク外相は記者会見で外交方針，特にマレーシア問題をめぐ

って語った。席上外相は，まだマレーシアと接触はしていないがフィリピンとの

話合はすで、に行なわれていることを述べた。

f MPRS召集を一一カリドNU議長はMPRS召集は最近の情勢からみて行なわ

れるべきであると要求した。
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v力ポック計画一一サチスマン・カポック会社支配人は，南スラウヱシはカポ

ックヰ主！ffにj直してし、るとして，，，可Jli!,［；｛でのプロジェクトをえミ唆した。

vランポン製鉄プロジェクト一一ユガサラ・ランポン製鉄プロジェクト支配人＼

は，同事業は近い将来年産30万～4()Jjトンの鉄鉱を生産できようと語った。

V東独農業技師来イ一一一東独の農業技師団の一行が精米過税視察のため在イ 1j1

である。

31日 , 66年度輸入計画 政府は物資輸入計両の下に 66年度の輸入計両として610

万ドルをt1;1J当てることを決定した。それによると，

a) 通信原料 300万ドル

b) .タイノレ工業代替原料 150万ドル

c) 製薬工業代倖原料 160万ドル

であるo

vズック袋工場一ーセマランのインドネシア最大のズック製袋工場が建設開始

した。同工場は67年までに完成され年産400万袋を生産する計画になっている。同

計両責任者によると現在インドネシアは需要の30%しか国産品がないが，これが

完成した時は自力更生に 4 役かうで、あろうと語った。
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4月の概況一一先月27日の新内閣成立によりブオノ，スハルト，マリク副

首相を中核とする政権が施策表明を行ない，内外ともに新しい動きが活発化

しはじめた。

新政権の課題

後述するようにブオノ副首相は4日に対外経済政策，マリク副首相は外交

政策を表明し，さらに12日にはふたたびブオノが国内経済政策について声明

を発表した。これらを通してうかがえることは経済政策に関してはかたくな

な自力更正原則からの脱皮，政治的スローガンから日常生活への重点移行を

基礎に，独立以降20年間の経済困難を率直に認め意欲的な方向で政策を打ち

出していることである。

またマリク芦明あるいは一連の同副首相・外相の発言からは，バンドン精

神にもとづく相互不干渉に立脚した穏健な対外政策を目指すことがうかがわ

れる。そしてこれに呼応するかのように63年秋からのマレーシア対決政策以

降，冷却化の一途をたどっていた米国，英国から援助再開の申し出が行なわ

れた。特に米国との経済関係、の復活はインドネシアの今後の国民経済に大き

な影響を与えるというだけでなく，新政権にとっても死活問題であろう。今

回の米国援助は援助というよりはインドネシアに対し5万トンの米輸入代金

820万ドルを5年間のクレジットとして供与するという形をとっている。ま

たこの借款はルピアで支払いが可能であり4.75%の利息付きであることが指

摘されている。ついで英国においてもスチュアート外相が29日下院で「英国

はインドネシアの経済危機を救うために 100万ポンドを無条件で緊急援助す

る」と言明している。

日本との関係においては日本側で中旬帰国した斎藤大使の報告をもとに新

政権との接触を打診する動きがみられ来月には経済使節団の訪日も予定され

ている。日本側の動向としては24億ドルに達するといわれるインドネシアの

債務問題，それと関連しての“東京クラブ”結成問題と国連復帰マレーシア
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紛争における仲介の労ということが課題として上っている。

その他外交関係として KOGAMでのシンガポール承認問題，韓国との領

事関係樹立化の動き，翌月にかけてのマレーシア問題討議のためのパンコッ

ク会談と明らかにマリク外相の意向に沿った線で対外政策がすすめられてい

る。他方，こうした近隣，西側諸国との親密化に反比例するかのように対中

国関係は冷たくなってきた。殊に14日には反中国運動のピークともいうべく

中国大使館乱入事件が起った。この事件はインドネシア国籍中国人が多数参

加していたといわれるが，いずれにしても中国外交部の「今回の反動的暴行

は明らかにインドネシア政府が直接組織し指揮したものである。これはイ政

府が両国関係を決裂させるためにとったきわめて重大な段取りである。中国

政府はこれに対して，イ政府にもっとも緊急かっ厳重な抗議を提出すると共

に，この事件についてただちに中国政府を満足させる措置をとり回答を行な

うよう，イ政府に要求する」旨の強硬声明となって現われた。またジャカノレ

タはじめジャワ，外島各地で中国入学校が地方当局の下に置かれ中国関係に

微妙な影響を与えている。

一方，内政面においてはスカノレノ大統領の地位がいよいよ名目的なものに

なりつつあるとの印象がつよい。マリク外相の度々の国連復帰表明に対して

「国連の組織が変更されない聞は復帰しない旨反論を加えるがこの論争も実

力者スハノレト副首相のマリク説同意発言（9日）により今後の展開は大統領

の意向と反対の方向に進む可能性が濃い。またスカノレノ大統領のかつての盟

友で56年以降大統領とたもとを分って以来野に下っていたハッタ副大統領が

大統領の威信低下と共に俄かにその存在を大きくしはじめた。特にスイスで

死亡した故シャフリーノレ首相の国葬において（19日〉その西欧民主主義的理

念を高く評価すると共にスカノレノ政治下においてとらえられた政治犯を釈放

せよとの発言を行ない現首脳もこれを受け入れるなど，今後ともその政治的

影響力は非常に注目される。以上新政権の近い将来に横たわる問題点を中心

に整理を行なってみたがやはり最大の課題は新政権首脳がたびたび表明する

如く経済一特に日常生活面におけるーの安定であろう。
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多国内・対外経済政策について

ブオノ副首相（経済担当）は， 国際経済関係について記者会見で声明を発表した。

1. アダム・マリク外相の外交政策についてのステートメントは経済分野におけるわ

れわれの目標と密接な関係があり， 自分がこれから述べる一般的原則は同外相が述

べた主要点と調和するものである。現在のインドネシアの経済困難は深刻なもので

あるが， hopelessではない。過去20年間にわたるインフレーシヨンはこの2年間に

極度に悪化し，手がつけられない状態になる危険があり， これを速やかに抑えなけ

ればならないが，他方われわれの経済の基盤たる農村経済は依然健全であり， 比較

的強固である。われわれが直面している問題は多面的なものであるが， われわれの

手段は限られている。従って問題解決に当っては正しい優先順位を設置することが

喫緊事である。

1. 国内においては，われわれは政府予算を均衡させ， あるいはその赤字を最少限に

抑えるように努めることによりインフレの終息に全力を挙げる。右に関連し経済安

定計画の策定が直ちに始められ， 右計画においては米の供給問題に最高の優先順位

が与えられよれわれわれの安定計画の最少限の目標は現存の生産能力を完全に回

復させることと，食糧の増産を計ることになるo

1. 過去1年以上にわたりインドネシアは，西欧国であると非西欧国であるとを問わ

ず，また社会主義国であると非社会主義国であるとを問わず， 多数の国からの援助

を受けて来，それから利益を得て来た。われわれは取極や利用の仕方の改善により

従来以上にこれから利益を得ることを望む。われわれの非同盟主義外交政策に従い

われわれはわれわれの主権と国民感情に然るべき尊敬が払われるならば， すべての

国からの政治的紐付きのない経済協力を歓迎する。 しかし経済再建の成否は最終的

にはわれわれ自身に依存することであり， その意味でわれわれは自力更生の力を増

加するための政策を不断に開発し，遂行しなければならない。

1. われわれにとりまず大事なことは，経済再建安定計画の成功を保証することであ

り， このため関係外国政府との友好的話合いにより国際的債務の支払いスケジュー

ノレを再検討する必要があるが， これに関連してインドネシア政府はその安定計画を

ファイナンスするための国際的支持につき，幾多の方面で種々のアイデアが出され

ていることを喜んでいる。インドネシア政府はわれわれの努力を助ける意思のある

すべての国が効果的な援助を行ない得るように前記の点に関しての同政府の政策を

近いうちに明らかにするつもりである。

1. われわれの経験は先進国の側からのより多くの実際的善意が必要とされているこ

Q
d
 
po 
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とを示している。後進国がその深刻な経済問題を解決するため十分に援助されるに

は先進国はより多く与え，より少なく取ることを考えなければならない。

さらに同副首相は12日記者団を前に国内経済政策に関する声明を発ー表した。要旨は

1. 総論

(1) この声明は，国民の3大要求の一つである物価値下げ即ち経済改善に対する自

分の考え方と今後の執るべき措置を国民の前に明らかにしたもので，すべての経

済開発部門関係の官J-j'に対する指針ともなるべきものである。

(2) 自分はこの声明の中で，国民に対し非現実的な希望を与えるような約束をしな

いこととした。実行出来ないことを約束して国民の期待を失望に変えるようなこ

とをしたくないからである。ただ，一つだけ約束出来ることは，国民の3大要求

貫徹のため誠意をもって職務を遂行するということである。

(3) 4日の発表の骨子と同じく国内経済の分野でも経済の復興と安定を重点とする

が，これは可なりの長期間を要する。従って自分としては今後6ヵ月ないし12ヵ

月以内に処理を要する緊急問題に重点を置く。

2. 現在の情勢

(1) 現在の経済情勢は重大である。

(2) わが国の国家機構は，その仕事量や国民の財政負担能力からみて非常に膨張し

ている。しかも権限の分担がはっきりせず重複しているところが多いので必然的

に非能率，かつ，非効率な仕事を余儀なくされている。更に公務員，軍人の給与

が最低生活を保障する限度よりはるかに低いことが一層円滑な仕事を妨げること

になっている。

(3) 財政面を展望してみると通貨の流通量は1945年以来2回の平価切り下げ， 1回

の新旧ノレピアの切り換えを実施したにもかかわらず，常に膨張を続けている。生

産力を伴わない通貨の流通量の膨張は，最近2年間にすさまじいインフレを招来

することとなった。 1965年中の物価の値上りは5倍，米にいたっては9倍以上で

あった。もし必要な抑制措置を執らなければ1966年中の物価の上昇は10倍を越す

ことが危↑具される。

(4）予算は50年代は，歳入の10ないし30パーセントの赤字であったが， 60年代にな

ると100パーセントとなり1965年には3000パーセントを記録した。最もひどかっ

たのは1966年の 1月， 2月， 3月の3ヵ月の赤字だけで1965年中の政府の全支出

額とほぼ同額であった。

(5) インドネシアの今日までの対外債務は24億ドノレになり，本年も債務の支払いを
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しなければならないが，若し，この義務を履行するなら，通常輸入に割当られる

外貨は全くないことになる。このためこれまでわれわれは不利な延べ払い制度に

よる輸入を余儀なくされてきたのであるω

(6) インドネシアの過去の輸出実績は，石油を含まないで年間平均6億5000万ドノレ

台であったが，しかし， 1961年以来，下降線をたどり昨年は，僅かに4億5000万

ドノレで，平均の30パーセント減であった。

(7) 農民は自給自足の状態にあるため，余りインフレの影響を受けなかったが，

1950年以来現在まで人口が30パーセント増加したため，米の増産は人口増に追い

つくことが出来なかった。

(8) 食糧やその他の園内における生産は輸送機関が整備されていたら，もっと効果

を挙げることが出来た。輸送は道路の整備がうまく行かなかったことや外貨不足

による部品の入手難等のため，経済を円滑に動かすという期待には応じられなか

った。

(9) 外貨不足により工業開発に必要な物資の輸入が制限されたので，工業生産は低

下した0

(10) これらは，すべて前の内閣の政策の誤りによるものであったが，この結果民間

企業は期待したような発展を遂げることは出来なかった。民間企業は，生産部門

におけるいろいろの障害をきらって容易に利益を上げることが出来る貿易部門に

努力を集中した。これは無論経済発展を不利にするものであった。

(11) 以上のことから，自分の見方は非常に悲観的と言われるかも知れないが，自分

は国民の協力を得て経済の改善は出来るとの楽観的な見通しをもっている。

3. 経済改善の基礎

(1) 国民の聞に経済の復興と安定を維持するような心理状態を作ること。

(2) 経済開発に重点を置くこと。

(3) 公務員の意識向上と奉仕精神の泊養。

(4) 政府の冗費節約と国民の倹約。

(5) 汚職， Mismanagement,Misadministrationおよび官僚主義の4悪追放。

4. 今後執るべき経済措置

(1) 流通通貨の引き締め。

(2) 緊縮財政による赤字の抑制。

(3) 国営企業の正常化と機能回復。

(4) 外国の為替制度の再検討。
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(5) 米の増産，濯瓶施設の拡充，肥料農薬工業の振興。

(6) 工業の振興，特に食糧，衣料増産に直接関連する工業の優先的振興。

(7) 輸送部門の優先的整備。

(8) 民間企業に対する保護育成。

(9) 民間企業家連合（Bamunas）の活動方針是正。

なお，この要旨は「外務省発行在外公官経済速報」による。

多マリク外相対外政策声明

マリク副首相・外相は4日の記者会見で対外政策路線に関し次のように語った。

1. インドネシア政府はナショナノレ・インタレストにもとづ、いた独立・積極外交

を推進する。

1. 政府は政治的・経済的・社会的・文化的に，東西諸国と可能なかぎりの協力

関係を探求する。

1. 政府はパンドン10原則にもとづく相互不干渉に立脚した対外政策をとる。

1. マレーシア対決は継続するが平和的解決にはいつでも応じる用意がある。

1. アメリカとは善隣関係に戻る。中国ともそうありたいが中国が反インドネシ

ア態度をとる限りそれは難かしい。

多スハルト副首相言明一一ースハルト副首相・陸相は4月， スギ・アノレト准将の検事総

長任命式において45年憲法に基づく政府機構に関して以下の如く言明した。

1.インドネシアは単なる権力に基づく国ではなく法律に基づく国家である。

1.政府は立憲制度を基礎とするものであり絶対・無限の権力によるものではない。

1.国権の最高機関は暫定国民協議会（MPRS）にあるO 大統領は協議会によって決

定された国策を遂行するものであれこれに従属するものであるυ

1.大統領は国民の声を代表する国会に対しでも責任がある。

移DPA新メンバー決定

スカルノ大統領は23日付けの大統領令No.83で新DPA（最高諮問会議）議員66名を

任命した。 DPAは45年憲法にもとづいて1959年7月にスカルス大統領によって制定さ

れたもので大統領の諮問に答申し，政府に勧告する機関である。

1.サルトノ， 2，スヨノ・ハデ、イノト， 3. ヒダヤット女史， 4.イドハム・カリ

ド， 5.チョクロアミノト， 6. ワヒド， 7.シレガノレ， 8.アスマラ・ハディ， 9. I・
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Jカシモ， 10.マワノレディ， 11.ムナシlレ， 12.ムノレティオソ， 13.サリム， 14. ウ

トヨ・ウスマン， 15.A・M ・ダトク， 16.スドノ， 17.A・M・ダサアド， 18.マ

サグン， 19.ギンティングス， 20.モコギンタ， 21.アブダラ， 22.サケミ， 23.ウィリ

アデイナタ， 24.マスクノレ， 25.パダウィ， 26. ドリヤノレカラ， 27.ハノレトヨ， 28. 

マストラ， 29.スラストモ， 30.マンスノレ， 31.ヘノレリナ， 32.プラディレジャ女史

33.パリイド， 34.タナ女史， 35.シトモラン， 36.スラトマン， 37.イスマイノレ，

38.ジュナイディ， 39.ナハノレ， 40.サユティ・メノレキ， 41.ブロジョネゴロ， 42. 

モノスト， 43.ニチサストロ， 44. シンフナタ， 45.スバノレジョ， 46.オウ・エン・

リアン， 47.ブラタナタ， 48. ヨハネス， 49.R・アプドlレガニ， 50.ハムコレム，

51.ディマラ， 52.M ・アフミッド， 53. シワベセイ， 54.メノレタ， 55. ララムンテ

ィク， 56. コスフ， 57. ワノレタボネ， 58.マシイ， 59.リウト， 60.シャフラニ， 61.

ブラタクスマ， 62.モカタノレ， 63.サマデ、イクン， 64.パヌア， 65.イサ， 66.アダ

ム・マリク

またPNI右派であるオサ・マリキ総裁も29日任命された。

多PNIC国民党）新体制一一・PNIのオサ・ウセップ派（右派〉， アリ・サノレトノ派（左

派）の内部対立は先月来， スハノレト陸相らの斡旋により和解の方向に向っていたが，

24日からパンドンで行なわれていたPNI統一の臨時総会でオサ・マリキが新総裁に

選出され右派の優勢という形で統合がなった。

同会議で選出された役員は以下の通り。

総 裁 オサ・マリキ

第 1副総裁

第 2副総裁

第 3 " 

第 4 " 

第 5 グ

第 6 グ

書記長

第1副書記長

第2 " 

会 計

第 1副会計

ハノレディ

サピラノレ・ラシャツド

M・イスナエニ

ハディスブノ

スナワノレ

マンイデイ

ウセッフ。ラヌウイノ、ノレジヤ

ジャクサ

アパデイ

リー・ポー・ヨー

ハノレジャント
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第 2副会計 ノトスカノレジョ

なお前書記長でもあったアリ派のスラフマンは4日に党中央委員会により追放され

月末，軍により射殺されたとの新聞報道がはいっている。 また上記役員のうちアリ派

はアシディ第6副総裁と，ノトスカノレジョ第2副会計のみである。

日誌（ 4月）

3 月

30日 ’滞蘭商社員会合 アムステノレダム滞在の30名の民間商社員は貿易・経済特

4 月

にインドネシア産品の輸出促進に対して最大限支援を行なうことなどを討議し事

務局を設置した。

1 日 Vスラバヤ中国入学校当局下一一スラパヤの中国入学校は同地方軍司令官の管

理下におかれることになった。

2 日 Vス大統領コネフオ一一スカルノ大統領は，ムノレデ、カ宮内の回教寺院での礼拝

が終わったあと演説し「ジャカルタでひらかれる CONEFOの成否はとくにわた

くしの権威と威信にかかってくる」とのべた。

Vナ将軍声明 ナスチオンKOGAM副司令官は PWIに対するメッセージ

の中で45年憲法にのっとった革命の遂行，革命において果す若い世代の役割，国

家と国民に対するジャーナリストの使命等を述べた。

Vス副首相，経済再建談話一一スハノレト副首相は国内資源が有効に使われるな

らば経済再建に役立つであろうこと， 国民の希望は議会またはMPRSを通して

伝わるべきこと等を語り，現在の経済困難を建て直す機会を新内閣に与えてほし

い，生産部門を優先したい旨強調した。

V議会， MPRS開催を要求一一議会はカリド副首相を通じ政府に対して MPRS

を近々の内に開催するよち要求した。

l MPRS決議－MPRS幹部は PKIその翼下団体系のメンバーの追放を決定

した。また拘禁中のサレーに代ってプスポユド少将を MPRS副議長に指名したo

vパンチャシラ戦線要求一一パンチャシラ戦線バンドン支部は政府に対し45年

革命の見地からパノレチンドとパベルキを解散するよう要請した。同支部のカトリ
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ツク党， NU,PNI/マノレハヘニスト戦線，パノレキンド， PSII, Perti, ムハマデ

イヤが参加した。

T PWI決議一一PWI中央委員会は9-30事件以前，活動停止処分中であったジ

ャーナリストを復帰させることを決定した。ジャカノレタ，パレンパン，メダン，

スラパヤ地区で、の関係者は73名である。

3 日 T KOGAM開催一一スカルノ大統領はKOGAM総会でマレーシア対決を強調し

た，また会議後マリク外相は大統領は対決と同時に平和的解決の途も聞かれてい

ることを述べた旨発表した。同会議には6名の副首相，ラフマット内相，更にナ

スチオンKOGAM高lj司令官（病気〕，ムノレヤディ海相（不在中〉を除く KOGA

M全幹部が出席した。

4 日 ，対外経済政策一一ブオノ副首相は対外経済政策に関する声明を記者団に発表

した。 （多特記事項参照〉

V マリク外相記者会見一一マリク外相は会見で当面の経済外交問題について意

見を明らかにした。

V新駐日大使着任一一新任のノレクミト駐日大使は椎名外相を儀礼訪問した。な

お昨日空港での記者会見で政府は今月下旬経済使節団を日本に派遣することを決

定していると語った。

vスラフマン追放－PNI中央委員会はスラフマンを書記長の座から追放し

た。

vパキスタンから洪水見舞一一フク・パキスタン大使はマリク外相を訪問し，

先の洪水見解として1万ドルを贈呈することを伝えた。

5‘日 Vス大統領，国連問題を語る一一スカノレノ大統領はオランダ人記者との会見

で，国連がその機構をかえない限りインドネシアは再加盟しない方がよいと語っ

た。なお大統領は7日にもその旨をくり返し強調した。

vスハルト陸相言明一一スハノレト陸相は「大統領は国民協議会（国会）に従属

する」と言明した。

同陸相はさらに「インドネシアは1945年の憲法で統治されており，人間によっ

てではない。大統領は行政の最高権力を持つものではあるが，国民協議会にたい

し責任を負い，それに従属するものである。また大統領は独裁者ではなく，無限

の権力を持っているものでもない」とのべた。

V幹部会，経済問題を討議一一内閣幹部会はスマlレノ蔵相，イカサン国務相，

ムゲン幹部会書記を交えても先にブオノ副首相により発表された経済政策を具体
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化するための討議を行なった。特に今回は4重要品（米，砂糖，石油，塩）につ

いて検討した。また各面で、節約主義をとることを申し合わせた。

v副首相会談一一レイメナ第1, カリド第2副首相は議会， MPRS指導者と

会談し， MPRS，議会問題を討議した。

v駐U.A.R.大使談一一イスマン駐アラブ連合大使はジャカノレタでスパンドリ

オ前外相のアフリカ政策（いわゆるブソレディカリ・サファリ）は失敗であるとジ

ャカルタで語った。

l KAMI声明一一中央委員会とジャカルタ支部は新内閣は完全なものではない

が勝利への第1歩として支持する，マリク外相によりとられた新華社通信閉鎖を

歓迎することなどを発表した。

，ジャカルタ中国入学校閉鎖一一マフムッド・ジャカルタ軍司令官はジャカノレ

タの全中国入学校を閉鎖することを通達した。

6 日 V マ外相演説一一マリク外相は多くの閣僚の新任式で政治意識をもった国民は

口先だけの，あるいは自分達の利益だけを追う指導者には我慢ができないことが

証明されているとしこの教訓を生かすようにと演説した。

V中部ジャワ，デモ禁止一一スノレヨスンベノ中部ジャワ軍司令官は学校・大学

が平常に戻るようよびかけ，政府は学生デモや大衆集会を正当としないと指示し

fこ。

V 日本からの援助一一斉藤大使はマリク外相を訪問し，日赤を通じ，米1万ト

ン，綿糸5000梱（計250万わけを贈与する旨の日本政府決定を伝えた。

V 日本に援助要請－｝レクミト駐日大使は，椎名外相に対し日本からの長期経

済援助を要請した。

7 日 V西部ジャワ，ス副首相を支持一一西部ジャワ地方政府はスハルト副首相を全

面的に支持する声明をだした。

’挑大使，マ外相を訪問一一挑仲明中国大使はマリク外相を訪問し両国関係を

討議した。

vプルミナ国営会社業務一一フOJレミナ国営石油会社の石油および天然ガス開発

配給業務は次の5地区にわけられることになった。

1. 北スマトラ，アチエ

2. ジャンピ，南スマトラ，ランポン

3. ジャワ，マドラ

4. カリマンタン
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5. 東インドネシア

v関税収入822億ルピア ジャカノレタの関税事務所は2月の関税収入は約

822億ルピア（旧）であると発表した。

V 日本人ジャーナリスト救援一一ジャカノレタ駐在の日本人ジャーナリストは

450万旧ルピアをソロの水害被災地におくった。

vジョグジャの米価値上り一一ジョグジャカルタの上質米のキロ当り値段は先

の3ノレピアから3.5！レピアに値上りした。

8 日 Vボルネオで紛争 東カリマンタンのヌヌカン島で、マレーシア防衛軍との間

に数回にわたり紛争が生じた。

v北スマトラバムナス管理←ー北スマトラのパムナスは同区ドウィコラ実施司

令部下におかれることになった。

v南力リマンタン中国入学校接収一一南カリマンタン・ベルラダは同医内の中

国人学校をその監視下におくことを決定した。また7日付けで南スラウェシにお

いても同様の措置がとられた。

夕日 V内閣幹部会開催一一ースカノレノ大統領の下で内閣幹部会が開かれシンガポール

承認問題を中心に討議を行なった。

vシャフリール元首相死亡一一シャフリーノレ元首相（PSI,56才）はスイスのチ

ューリッヒで病死した。

11日 Vナ将軍談一一ナスチオンKOGAM副司令官はMPRSと議会を整理した後

45年憲法にそって召集されるべきであると語った。

，シャイチュ NF書記長談一一シャイチュ NF書記長は NFはスカノレノ戦線設

立に利用されたりいくつかの誤りをおかしてきたので大きな修正が必要であると

語った。

V フク大使，ブオノ副首相を訪問 フク・パキスタン大使はブオノ副首相を

訪問し経済問題を中心に両国関係を語った。

v産油開始一一プラプムリ地方の石油井が生産を開始した。これは今年初めに

PTシェルが政府に移行して以来はじめての井である。

V蘭外相援助示唆一一スジヤノレウォ駐オランダ大使はノレンス外相を訪問し非公

式にオランダ援助の可能性を討議した。

12日 v国内経済政策一一ブオノ副首相は国内経済政策について圏内記者団に対し声

明を発表した。 （多特記事項参照）

vス副首相談一一スハノレト副首相はジョグジャカルタで先月11日の権限委譲後
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の立場を語り， 24名の新内閣に時を与えてくれるよう表明した。

Vシンガポール承認問題ー一一マリク外相は記者団にシンガポールの公式承認は

目下技術的検討の段階にあると語った。

Vコネフォ計画中断中一一スタミ・コネフォ計画司令官は目下，中断されてい

る，その労働力は経済開発計画に向けられるべきであると諾った。

vバンドンの米価一一バンドンの米価はリットル当り4.5ノレピアから3.5！レピア

に低下した。

13日 Vナ将軍談一一ナスチオンKOGAM副司令官はバンドン学生代表団を迎え国

民の要求実現， 45年憲法復帰問題は最も重要なものであると語った。

v中国人帰還要求 中国政府は帰国を希望している中国人に船を用意してく

れるよう政府に要望した。

T SEKKIB解散一一内閣幹部会は学生デモの対象となっている SEKKIBを解散

し外務・内務省下におくことを決定した。

14日 T MPRS来月開催一一プスポユド MPRS管理議長は大統領副首相， MPRS幹

部会談の後，記者団に対しMPRSは来月12日に開催されるだろうと発表した。

T HMI代表ナ大将を訪問一一HMI代表はナスチオンKOGAM副司令官を訪問

した。将軍は学生団体の団結を要請しアンペラ闘争を強調した。

v北スマトラ中国入学校閉鎖一一北スマトラの31の中国人学校が閉鎖され基礎

教育・文化省の同区支部の下におかれた。

vメダン大衆集会一一北スマトラ・メダンで、KAMI, KAPPI等40万の学生・

青年が集会を聞き中国断交，スハノレト支持を表明する声明書をだした。

v中国大使館へ侵入一一中国人を中心とする数千の群衆が中国大使館を襲っ

fこ。

v南スラウェシたばこ生産一一南スラウェシのソプンたばこセンターは昨年の

たばこ輸出（482相）により 6万9000ドノレを獲得した旨， 農園省官報は伝えた。

15日 Vス大統領，選挙に同意一一スカノレノ大統領は各政党が要求していた議会の総

選挙実施に同意したとジャカノレタ放送は報じた。

’ス副首相演説一一スノリレト副首相／陸軍司令官はRPKAD14周年記念でRP

KADの業積を讃え，大統領と軍の連帯を強調する演説を行なった。

V マ外相，中国大使館へ一一マリク外相は昨日の中国人を中心とする中国大使

館襲撃後の状態を視察するため中国大使館を訪ずれた。

Vジャカルタ華橋集会一一一ジャカノレタで数万人の華僑が中国断交を要求すると
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共にインドネシア革命に忠誠をちかう旨大衆集会で声明をだした。 KAMI,KA 

PPI，政府軍関係者も列席した。

Vユーゴ大使，タ副議長を訪問一一ロンカー・ユーゴ大使はタイエプ国会副議

長を訪問し意見交換を行なった。

16日 Vジャウォト大使辞任 ジャウォト中国大使は北京で正式に大使を辞任する

と発表した。なお新大使着任までスタディサストラ経済担当官が代理をつとめる

ことが伝えられている。

v駐日大使談一一ノレクミト駐日大使は両国経済関係について日本人記者に語っ

た。その中でインドネシアは現在，食糧と肥料を必要としている旨強調した。

Vバムナス新経済政策を支持一一一パムナス・ジャカノレタ支部は先のブオノ副首

相の経済政策声明を支持すると発表した。

V絹生産開始一一国営森林組合は絹生産計画を発表したが，それによると1966

～70年に8000ヘクタールにわたり桑の木が植えられこれは32万キログラムの絹を

生産するよう見込まれている。

17日 曹ス副首相演説一一スハノレト副首相はアンペラ実現に向ってたえず闘争するよ

うKAMI系の学生に呼びかけ軍との団結を強調する演説を行なった。

18日 vス大統領会議開催一一スカルノ大統領は， ジャウォト大使辞任問題を中心

に， レイメナ，マリク，ブオノ副首相，ラフムット内相，マフムッド・ジャカノレ

タ軍司令官と討議した。

vス大統領意見聴取一一スカルノ大統領は，内外諸問題について，マリク，レ

イメナ，ブオノ副首相，ラフマット内相，マフムッド・ジャカノレタ軍司令官，イ

カサン国務相，ジャミン次官と討議した。

v外務省粛清一一外務省は18名の上級官吏を追放することを最近決定した。

曹米大使，マ外相を訪問一一グリーン米国大使はマリク，ブオノ副首相を訪問

し，経済問題，両国関係を中心に意見を交換した。

Vナ将軍談一一ーナスチオンKOGAM副司令官は， 現在の陸軍主流派による独

裁はありえないと言明した。

V青年戦線決議一一青年戦線幹部会は同戦線，からマノレハエニスト・アリ派と

追放，その代りとしてのオサ・ウセップ派の承認を決定した。

Vスラパヤのガス生産一一スラパヤ国営ガス公社は年ガス生産は900万立方メ

ートノレで、あると発表した。

’中国援助停止一一新華社は，中国政府はパンジャランの織物工場建設援助を
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打ち切った事を伝えた。

, Bukaret凍結一一ブオノ副首相は Bukaret（ゴム問題協議会〉の活動を国家機

構簡素化のため凍結した。

’中国入学校閉鎖一一一東部ジャワは44の中国人学校を閉鎖する旨，同区ベベノレ

ラダで決定した。なお16日には西部ジャワで同様の措置がとられている。

V米援助一一アメリカから，緊急援助として米5万トンを購買することを決定

した。

19日 V 力リド副首相談一一カリド副首相は現在では経済政策を優先すべきでコネフ

ォも必要だがそれは一時延期した方が良いと語った。

, KENSI，ブオノ声明支持－KENS1（国民経済会議）は 4, 12日のプオノ副

首相の経済政策を支持する旨，明らかにした。また中部ジャワ Bamunasも同様

の声明を出した。

Vパキスタン大使談一一フク・パキスタン大使は両国関係の一層の友好関係に

ついて語った。

vカポック生産目標達成一一カポック PTは65年カポック生産目標6000トンを

達成したと発表した。その内3000トンは輸出向けである。

vマ外相談一一マリク外相はユーゴ記者との会見で外交路線をかたり非同盟諸

国との関係強化，国連復帰の可能性，マレーシアでの武力行使の非必然性を強調

した。

，シンガポール承認決定一一KOGAMはシンガポール承認を決定した。 スカ

ルノ大統領の下にレイメナ，マリク，アブドノレガニ，スハノレト副首相，ナスチオ

ンKOGAM副司令官， 4軍司令官， スナノレヨ KOGAM情報局長が出席したo

，シャフリール元首相国葬一一シャフリール元首相の国葬がカリパタ英雄基地

で政府・軍首脳多数出席の下で行なわれた。

20日 V華橋の反中国デモ一一一ボゴーノレの華僑約1万人は中国政府との断交支持をう

たいつつデモを行なった。

21日 以力ルノ大統領演説ースカルノ大問は全体閣僚会議で「わたくしを象徴

的な“立憲君主”のようにタナ上げしようとするものがいるが，わたくしはそん

な君主にはなりたくはない」とのベ，広汎な権限を譲る意向のないことを明らか

にした。またインドネシアの経済危機解決のため，ジャワ島からボノレネオなどの

外島に住民を移住させる計画を提唱し，新内閣がこれをもっとも優先的にとり上

げるよう命じた。
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Vス陸相談一一スハルト陸相は，近頃物議をかもしている政法犯問題は早急に

検討・解決されるだろうと語った。

Vイラン議員来イ一一一来イ中のイラン議員団はブオノ副首相， ナスチオンKO

GAM副司令官を訪ねた。

22日 Vハッタ元副大統領談一一ハッタ元副大統領は， ハーグでの T.V会見で最近

のインドネシアの事態は反スカルノではなく反スカノレノ体制的なものであり，ま

た軍主流派は独裁に走ることはないだろうと語った。

V中国抗議ー一一中国政府は先週来ジャカノレタでの反中国デモに対して駐北京イ

ンドネシア大使館へ抗議した。

T KA州，華橋に要求一一KAMIメダン支部は同市の華僑小売高に対しインド

ネシア共和国に忠誠を誓うならその具体的証拠を示すよう要求した。

V 日本250万ドル援助一一一日本政府はインドネシア向け緊急援助として250万ド

ノレ相当をおくることを決定した。

23日 T DPA新メンバ一任命一一スカルノ大統領は，大統領令No.83でDPAの新

メンバ－66名を任命した。

’45年憲法復帰を一一シャイチュ NF事務局長は， 45年憲法の復帰の重要性を
力説すると共に対中国関係にふれその干渉政策を非難した。

Vスラバヤの華僑デモ一一スラパヤの華僑集会で中国との断交，中国による内

政干渉非難等が決議された。さらにマナド他各地で同様の動きがみられる。

24日 V閣議開催一一スカルノ大統領は DPA幹部も交えて閣議を開催した。

Vス陸相談ー一一スハノレト陸相はパンドンで聞かれたPNI統一会議でPNIの慎

重，パンチャシラへの忠誠を要請した。また9-30事件に関連してPKIの極左主

義，政治的日和見主義，経済的冒険主義を非難しPNIはこれらの誤ちをくり返

してはならないと警告した。

Vアジェ将軍談一一アジェ・西部ジャワ軍司令官はPNI統一会議への声明書

のなかで，われわれは国家と民族の進むべき道を誤るべきではない。スカルノ大

統領は革命の偉大な指導者であるがわれわれは彼が誤りを犯すことのないよう見

守ることも必要である旨語った。

T PNI大会一一PNIは再統ーをはかるために4日間にわたってバンドンで臨時

大会を開催する。

T NU系集会一一ナスチオンKOGAM副司令官は， 45年憲法が一貫して遂行さ

れるならば，革命は正しい路線に戻るであろうと NU系大衆集会で語った。スハ
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ノレト， レイメナ，カリド副首相も列席しスハノレト副首相はアンソーノレなどNU系

青年団体の役割を強調した。

25日 , MPRSを討議一一スカルノ大統領は副首相・閣僚と来月12日に予定されてい

るMPRSについて討議した。またそれに先立つて大統領はスハルト副首相， ユ

スフ基幹工業相と打合せを行なった。

, KAPPI, PNI解散要求－KAPPI幹部会は PNIアリ派解散，中国との即時断

交・容共係大使追放を政府に要求した。

Vクルト山爆発一一東部ジャワのクノレト山（1731メートノレ〉が噴火し甚大な被

害をだした。

26日 V情報省使節訪日一一ハノレソノ大佐を団長とする 4名の情報省使節団が外交政

策の明示などを目的として日本，アメリカ，ヨーロッパへの旅に向った。

vドウィコラ・プランテーション産品輸出一一1966年第1四半期における pp

ドウィコラ・プランテーション産品の輸出見込は以下の通りである。

1. ゴム 9708トンーヨーロッパ，アメリカ， 日本，パキスタン，ソ連

2. 茶 2万0601箱一アメリカ，オーストラリア，オランダ，ベルギー

3. パノレムクノレネノレ油 1万1796トンーベルギー， 日本，西独

4. パノレムクノレネノレ 3500トンーベルギー， 日本

, KASI, DPAを批判一一KASI（学士行動戦線）は，新DPAは法的にも，政治

的にも承認できないと声明をだした。

27日 V外国負債一一インドネシア大学のワノレダナ博士は現在の外国負債は長期のも

の23億5500万ドル，短期のもの17億5000万ドルで、あり，その対象はソ連，日本，

米国，西独ヨーロッパ諸国で、あると語った。さらに年内に返却すべきものは長期

3億5400万ドノレ，短期1億7500万計約5億3000万ドノレに達しこれを今の外貨事情

からみて遂行することは非常に困難であると KAMI経済部に語った。

v外国援助順調一一マリク外相は新政権に対して外国から続々経済援助の手が

さしのべられており，既にタイ，日本，ピノレマ，オーストラリア，アメリカ，欧

州諸国からなされていると記者団に語った。

, PNI新体制一一PNIの内部統一会議で新幹部が決定された。 （多特記事項〉

, KA州， レーニン展非難一一KAMIはジャカノレタのソ連文化センターで開催

中のレーニン展は時機にかなったものではないと抗議した。

Vシェル購買否認一一マリク副首相は， KABMに対してシェル石油会社を購

買することは現下の経済事情からみて承認できないと語った。
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28日 V新ジャカルタ知事任命一一スカルノ大統領はジャカノレタ知事兼第4副首相付

次官にサディキン少将（海軍〉を任命した。この任命式には政府ジャカノレタ市の

高官も列席した。

Vアジェ将軍，ス大統領を訪問一一アジェ西部ジャワ軍司令官はスカノレノ大統

領を訪問しバンドンで開催中のPNI統一会議を中心に討議を行なった。なおブ

オノ，マリク，アブドノレガニ副首相も列席した。

vムルバ党復活要求一一禁止中のムノレパ党系団体の代表者はスチプト准将を訪

ね，ムノレパ党KAMIの復活を考慮するよう要請した。

, NU系団体新DPAを拒否－NU系のアンソーノレ， Sarbumusi,Pertanu, PM 

II, Lesbumiは先の新DPA任命は45年憲法に違反するとして禁止するようにN

U中央委員会に要請した。またKAMI幹部会， GMKI, 南スマトラ・パンチャ

シラ戦線， NF職能クVレープ中央委員会新DPAを受け入れることはできないと

声明を発表した。

, NF内部粛清一一シャイチュ NF事務局長は7名の局員は930事件とのつな

がり，職務怠慢の廉で追放した。 NFでは事件以後既に41名が追放されている。

曹斉藤大使，ス副首相を訪問 斉藤大使はスハノレト副首相とマレーシア問題

を中心に意見を交換した。

29日 V最高諮問会議を延期一一スカルノ大統領はDPAを5月8日に招集する予定

だったが“現在の政治情勢を考慮”して，これを延期したと政府から発表された。

Vマ外相，訪タイ一一マリク外相はスカノレノ大統領を訪問した後ノミンコクに向

け出発した。

Vオサ・マリキ， DPAメンバーに一一スカルノ大統領はPNIの新議長オサ・

マリキを DPAのメンパーに任命した。

V斉藤大使談一一斉藤大使は天皇誕生日に当ってラジオ放送で両国関係につい

て語り特に経済協力，文化交換等を強調した。

Vナ将軍メッセージ一一ナスチオンKOGAM副司令官はイスラム系教育研究

所（IDMS）の開講に当りメッセージを送り，革命の歴史的経過等にふれ66年世

代の革命に果す役割を鼓舞した。

V 日本，木材購入一一南スラウェシの木材2500立方メートノレの売買契約が日本

会社との間で結ぼれた。

30日 V英国援助一一スチュアート英国外相は不院でインドネシア向け緊急援助280

万ドyレを与える用意がある旨言明した。
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資料

I 圏内経済政策に関する声明書

B.N.紙4月13日社説

今日我々はノ、メンク・ブオノ経済担当副首相の圏内経済に関する声明書を読んだ。

周知の通り 4月4日においてもハメンク・プオノは国際経済関係に関する政府見解

を発表し，重点を財政困難の軽減，経済安定への基礎固めにおくことを表明した。

我々は，全社会がかかる現実的で，問題に対する新鮮な接近を約束し，意欲を持つ

ものに新しい可能性を開く政府見解を喜び迎えることを望んでいる。

今日，この圏内経済政策に関する声明は， 国際経済政策に関する声明の諸原則をさ

らに押し進めようとしている。

しかし対外経済政策は国民の信頼回復の方向への諸施策なしには， 空虚なものとな

るであろう。このことを考慮して， 経済担当副首相は今日政策声明を行なうものと忠

われる。

我々が市井に聞くまず主要な意見は， 政策の性格はかなり分析的であるが大衆が待

ち望むものは実施計画であるということである。 しかしおそらく，実施計画は副首相

によってかれの下に働く閣僚達に伝達されるであろう。

経済政策の発表によって，我々は現在の状勢がいかに悪化しているかを知るのであ

る。

外国に対する我々の債務は， 24億ドルにのぼろうとしている。一方我国の輸出実績

は平均7億～7億5000万ドルから約4億5000万ドルに低下している。 これは30%以上

の低下である。ところで、通貨流通量については， 副首相は言及していないけれども，

1955～1960年の流通量をみると，同期間に12倍にも増加している。そして1961～1965

年をとると，我々の計算では40倍の増加である。 したがって， 61年末に通貨量は640

億旧ルヒ。ア， 65年末には2兆5000億旧ノレヒ。アにも達っしょうとしていた。生産はあま

り多くないのに，通貨発行高が多すぎるのである。 1966年末まで財政の赤字に関する

報告から，我々は通貨量を12兆旧yレヒ。アと推定することができる。 したがって状勢は

副首相の説明よりさらに暗いものである。

ところで同声明は国家機構の問題にも言及し，経済活動の全分野における官僚の介

入は消滅さるべき要素であると述べている。我々が国家機構，その管理体制，組織を

論議する場合，泥沼のようになっている官僚制から目をはなすことはできない。 この

官僚制の泥沼は， 過去数年間の聞にそれを一掃しようとする各人各集団に侵透するこ
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とに成功した。我々は数十万にもおよび各省その他に拡がっているこれらの官吏をい

かにしたら一掃できるであろうか。

したがって我々が有効性および効率性の問題を検討する時，望まれるものはこの二

つの概念に関するより深い組織的な規定である。

この概念について論議する場合， 客観的な基準を決めることが必要なのは当然であ

る。またさらには客観的基準のみでなく，すべての当局者がその任務を客観的に実施

することを可能にする環境も必要である。我々は現在好悪をこえて，この根深い病源

を一掃できるであろうか。嫌われた人物は日の当たる場所を獲保できない状態だが，

それを後援する能力も， 客観的な基準がいまだ存在しない時には発揮されえない。し

たがって，我々はこの二つの概念がより具体的な計画の中にもり込まれることを希望

する。

ところで，民間部門に対する態度は， 喜ぶべきもので，より現実的な態度を示すも

のである。しかし政府の技術指導を必要とする数百万の農民，小売店，漁民等からな

る民間部門が存在することが確認されてもよかった。かれらに対する助成は我々全体

の特に政府の責任である。 さらに言及すれば，民族私企業集団は，妥当な分野を与え

られており， 我々の意見ではこれがインドネシアから消滅することを危’｜其する必要は

なく， その発意は発揮されることができるであろう。したがって政府以外に存在する

最大部分は民間であり， これが現実であるといえよう。 （抄訳）

II 各省管括の BPUおよび国営企業一覧表

I 財政経済および開発部門の副首相

A. 商業省

1. 商業局

a. 国営商社総管理委員会

(1) Aduma Niaga国営商社

(2) Aneka Niaga " 
(3) Pantja Niaga " 
(4) Satya Niaga II 

(5) Dharma Niaga ，， 

(6) Pembangunan Niaga " 
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(7) Dirga Niaga国営商社

（旧 AdumaNiaga II) 

(8) Tjipta Niaga国営商社

（旧 PembangunanNiaga II) 

(9) Kerta Niaga国営商社

（旧 AnekaNiaga II) 

帥 Sapta Motor国営商社

。。 KaryaTjotas 
(12) Fadjar Ternak グ

0-3) Mega Electro " 

(14) Pengolahan Tjatdan Pernis Pabrik Tjat “Utama” 11干土

帥 PermataNusantara 11社

B. 財政省

1. 財政局

a. 信用・貯蓄局

2. 中央銀行監督局

(1) 国営質屋

(2) クパヨラン国営印刷所

3. 保険監督局

(1) Sraja国営生命保険会社

(2) Sraja国営財産保険会社

(3) インドネシア国営一般再保険会社

(4) Djasa Raharaja国営保険会社

(5）不明

C. 公共事業省

1. 電力・動力局

a. 国営電力会社

2. 濯瓶・マノレガ建設・ TjiptaKarya.省

a. 国営建設会社総管理委員会

(1) Virama Karya国営建設会社

(2) Indra Karya 

(3) Jodya Karya 
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(4) Nindya Karya国営建設会社

(5) Kumala Karya 11 

(6) Hutama Karya 11 

(7) Waskita Karya グ

(8) 国営住宅建設会社

(9) Widjaya Karya国営建設会社

帥 Adhi Karya国営建設会社

帥 IndahKarya " 

(12) Amarta Karya グ

M Nabuka Karya 11 

(14) Bina Karya " 

帥 AspalKarya 11 

D. 鉱山・石油・ガス省

1. 石油・天然ガス局

a. 国営石油・天然ガス総管理委員会

(1) Fermina国営企業

(2) Pertamin グ

2. 鉱山局

a. 国営石炭会社総管理委員会

(1) Ombilin国営石炭会社

(2) Bukit Asam グ

(3) Sebuku グ

b. 国営錫会社総管理委員会

(1) Belitung国営錫会社

(2) Bangka 11 

(3) Singkep グ

c. 国営一般鉱山会社総管理委員会

(1) インドネシア・ボーキサイト国営鉱業会社

(2) Tjikotok国営金鉱業会社

E 基礎及軽業省

1. 基礎及軽業局

a. 化学工業総管理委員会
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インドネシア（ 4月〉

(1) lglas国営化学会社

(2) Intirub " 

(3) グレシック国営セメント会社

(4) Blabak国営会社

(5) Zatas 

(6) 国営製塩会社

(7) 国営ソーダ会社

(8) 国営貴金属会社

(9) Asam Arang国営会社

。。 Padalaran乞グ
(11) Padang国営セメント会社

(12) Letjes国営会社

帥 Pemata昭 Siantar国営製紙会社

帥 Pusri国営会社

M Peprida グ

0-6) Gaja Motor国営自動車会社

b. Milatronika国営企業総管理委員会

(1) Sabang Merauke国営会社

(2) Barata グ

(3) Ralin グ

(4) Metrika グ

(5) Boma " 

(6) Bisma グ

(7) Indr_a グ

2. 海運工業局

(1) Pakin国営会社

(2) Alir Mendjajia国営海運会社

F. 繊維および手工業省

1. 国民工業・手工業局

a. 国営国民工業総管理委員会

(1) Nupiksa Yasa国営国民工業会社

(2) Daya Y asa 
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インドネシア（4月〉

(3) Karya Yasa国営国民工業会社

G. 農業省

1. 農園局

a. 国営砂糖会社総管理委員会（国営砂糖会社51社）

b. 国営ゴム農園総管理委員会（国営ゴム会社I～XVIまで）

c. 国営タバコ農園総管理委員会（Antan国営農園I～VIIまで）

2. 農業局

a. 農業機械化ブ。ロジェクト（Mekatani）総管理委員会（MekataniI～VIIまで）

b. Aneka Tanaman総管理委員会（Antan国営農園I～XIIまで）

(1) Pertani国営会社

(2) Perhewani グ

3. 林野局

a. Perhutani総管理委員会

4. 漁業・海産局

a. Perikani総管理委員会

(1) Hasil Laut国営会社

H. 運輸省

1. 陸運局

a. Damri国営内燃機関輸送会社総管理委員会

(1) 国営鉄道会社

2. 海運局

(1) インドネシア国営海運会社

(2) ジャカノレタ・ロイド " 
(3) 国営スラパヤ・船渠および造船会社

(4) 国営Tundabara曳航船会社

(5) 国営スマラン海運および船渠会社

(6) Eka Djaya国営海運会社

(7) Tridjaya " 
(8) 国営タンジュンプリオク船渠会社

(9) 国営造船および運輸会社

(lo) Kodja国営会社

帥国営Belawan第l地方港湾会社
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ω 国営TelukBajur第2地方港湾会社
M 国営Palembang第3地方 " 
(14) 国営タンジュンプリオク第4地方グ

M 国営Surabaja 第5地方グ

。。 国営Surabaja 第6地方グ

。カ国営Bandjarmasin 第7地方グ

(18) 国営Makasar 第8地方グ

同インドネシア Biroklasifikasi国営会社

3. 空運局

a. 国営空運会社総管理委員会

(1) 国営ガノレーダ・インドネシア航空会社

(2) 国営MerpatiNusantara " 

(3) 国営AngkasaPura Kemajoran航空会社

(4) 国営Tjandradimuka航空機整備会社

4. 逓信局

a. Postel総管理委員会

(1) Postel国営会社

II 社会政策部門の副首相

A. 文部省

(1) Balai Pustaka国営会社

B. 情報省

a. 国営印刷会社総管理委員会

(1) Gita Karya国営会社

(2) Eka Grafika グ

(3) Dwi Grafika グ

(4) Tri Grafika " 
(5) Lokananta " 

皿 治安および防衛部門の副首相

A. 空軍省

(1) 航空調査国営会社

(B. N.紙4月18日）

一（ 88）ー -190ー



III 国別輸入実績 C1月〉
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金額（1000ルピア）

2,585 

13,485 

16,070 
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21,285 

21,862 
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インドネシア（4月〉

重量（1000kg) 金額（1000ルピア）

1,961 12,024 

スペイン 1 

西ヨーロッパ 15,754 59,747 

オーストラリア 61 681 

デンマーク 6 56 

ノノレウェイ 3 4 

スウェーデン 20 151 

フ、ノレガリア 25 405 

東ドイツ 16 137 

ハンガリー 13 74 

欧州部ロシア 1,468 4,051 

チェコスロパキア 1,591 2,877 

ユーゴスラピア 1,234 3,838 

ポーランド 89 1,177 

他のヨーロッパ諸国 4,528 13,451 

輸入合計 97,451 238,896 

IV 1月の輸入実績

品 目 名 重量c10ookg)＼金額（1蜘レピア）

1. ミノレクおよびミルク製品 63 I 242 

2.塩干魚

3.米および嬬米 13,615 23,020 

4.小麦粉 66 76 

5.果 実 50 122 

6.薬 ロロロ 75 2,918 

7.縫 糸 54 1,532 

8.末晒綿布 3 30 

9.晒綿布 160 2,929 

10.色物綿布 374 5,058 
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インドネシア（ 4月〉

品 目 名 （重量（1000kg)l金額（1伽レピア）
11.車両および部品 116 658 

12.書 籍 36 1,097 

13.丁 + 158 1,088 

14.葉タバコ

15.化学薬品 2,204 5,520 

16.化学製品 652 5,735 

17. コーノレタール染料 33 713 

18.黒色染料 245 288 

19.アンモニア硫酸塩 10,659 17.394 

20.精 油 11 304 

21. 月巴 料 4,456 48,042 

22.カーボード，新聞用紙 833 1,249 

23.包装紙 62 98 

24.タパコ巻紙 116 468 

25.綿織糸 876 22,503 

26.その他の織糸 577 6,103 

27.シャーティング・スーバー 534 6,592 

28.キャンブリック・シャーテイング 737 10,492 

29.包装用袋 16 171 

30.石油製品 7,712 7,751 

31.セメント 30,642 7,736 

32.棒鉄鋼 2,038 4,533 

33.高炭素鋼 272 332 

34.非絶縁鉄線 2,848 3,866 

35.鉄 板 3,081 4,580 

36.錫 板 145 178 

37.非鉄金属 486 3,499 

38.ネジ，止め金，カスガイ等 20 148 

39. 自動車および自動車タイヤ 563 7,935 

40.鉄鋼ノξイプ 39 354 

41.原動機 30 222 

42.内燃機関 146 2,816 

43.機械装置 1,349 11,340 

44.機械装置部品 24 737 

45.バッテリーその他 25 235 
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インドネシア（ 4月〉

重量（100削除額（1伽レヒ。ア）

28 192 

145 1,015 

4 39 

40 261 

149 2,339 

80 1,873 

171 3,912 

97,449 238,897 

名品 目

46.電信機

47.絶縁鉄線

48.絶縁体

49.鉄道車両および部品

50.通常乗用車

51.ノミス・トラック

52.シャシー，モーター車両

A 
ロ L

l
 

－一コ日

出所中央統計局 （B.N.紙， 4月25日）
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インドネシア

5月の概況

国会でブオノ，スハノレト，マリク副首相が各々の管轄問題につき正式にその

見解を表明した。これに基づきいくつかの重要問題が着手されるに到った。

ブオノ副首相を団長とする訪日経済使節団の援助協力要請，あるいはマリク

副首相・外相の 3年越しのマレーシア対決をめぐるマレーシア外相との会談

というこつの対外経済・政治関係もこの新政権の指向性の中で捉えることが

できる。また内政に関しては軍が4軍共同声明という形で，正式に政治参加

の決意を明らかにし（5日〉， 名実共に軍の政治的発言力が強固なものとな

った。他方，スカルノ大統領の実質上の地位は内閣改造以来低下していたが

さらにその象徴的地位に対する批判の芦すらきかれるようになった。 MPRS

（暫定国民協議会）開催をめぐる軍との駆引き， KAMI,KAPPIら大衆団体

からのつき上げ，あるいはマレーシア問題解決のためのマリク副首相への外

交権限の範囲確定問題等々，自らの意志と逆へ逆へと流れる現実の厳しい移

り変りに直面している。こうした事態がヌルヤジン空相・准将の少将昇任式

(30日）での「私は今，口を閉しているが将来いつか自分の意見をのベるで

あろう。その時には私は自分の感情をぶちまけ大統領として，国軍最高司令

官：革命の偉大な指導者としての考えを述べるであろう」との演説となって

現われたものといえよう。

対外使節団派遣

中旬のウマルヤジ外務次官を団長とする経済使節団との事務折衝につづい

て， 24日にはブオノ副首相を団長とする経済使節団が訪日し経済再建に対す

る日本の援助協力を要請した。ブオノ使節団一行（スマノレノ蔵相，アズハリ

貿易相，ジャマノレデ、ン・マリク議員，スマノレジャン教授〉は来日以来佐藤首

相，椎名外相，三木通産相，福田蔵相，藤山経企庁長官らと会談したが，結

局28日ラ日イ関係首脳会議で，日本側からそれに先立つて開かれた関係閣僚

会議での結果に基づき「日本側は3ヵ月以内に3000万ドルの円借款を供与す
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インドネシア（ 5月）

る」との方針が伝えられた。そしてその後，外相・ブ副首相会談に基づき共

同コミュニケを発表した。（移特記事項参照）この3000万ドルに関しては多分

に政治配慮が働いているということがいわれているが事実，関係各省は現在

のインドネシア政治・経済情勢の不安定，使節団の具体的援助要請プランの

不十分，などからかなり消極的であった。やはりこうした行政レベルでの反

対を押し切ってまで、踏み切ったという背後には，日本政府のインドネシア新

政権に対する様々な期待感と思惑があったということに帰着するであろう。

この間の事情の一端を物語るものとして，佐藤首相も「日本にも事情があっ

て，決定した金額は決して楽なものではない。インドネシアの経済安定は重

要であり，それがアジアの平和に必要である。新政府が対マレーシア紛争の

早急な平和解決に努力することを期待し，国連や国際機関への復帰を心から

希望する。緊急援助はインドネシア経済の再建に大きく貢献するよう民生安

定のために積極的に使用することを期待する」と表明した。

こうして，細部にわたる具体的項目，あるいは国際債権国会議，貿易再開

といった懸案条項については今後の課題として残されたが，日イ両国の経済

協力関係は新しい時代をむかえる時期にきたといえよう。また，こうした使

節団派遣とは別に政府はジャカルタの日本大使館に対して，長期的な政情安

定のため食糧自給自足を目指しているが，とくに稲作農業の近代化に重点を

おき，産米増産計画を推進するとの方針で協力を要請した。これは，（1）ジャ

カノレタの米需要量をすべて自給自足するために，周辺の西部ジャワ 6県で計

62万0800ヘクターノレの水田を開発し，これを東南アジア随一の稲作地帯とす

る。この計画は66年から 2ヵ年の予定でこれに必要な農業機械として日本か

ら害虫防除機2万6000台，耕うん機1000台，脱穀機200台，濯概用ポンプ100

台，ジープ15台，肥料28万5000トン，農薬1400トンなどを輸入したい。その

ため費用約2100万ドルを全額借款の形で日本政府の供与を受けたい。（2）ジャ

カルタ近郊のボゴールを中心とする国内 6ヵ所に農業センターを設け，日本

の稲作の技術指導を受けて，この年間必要金額1000万円以内を全額日本の海

外技術協力資金による贈与にあおぎたい。という 2項目が中心とな勺てい

包コ。

他方，政府がとなえるバンドン精神に立脚する積極独立外交路線の第 1の
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課題ともいうべき対マレーシア問題は，前月からくりこされたマリク外相，

ラモス・フィリピン外相会談，スハノレト副首相のマレーシア記者への「対決

終鷲のための会議を前提条件なしで開くべきだ」との発言，あるいはシャア

フ海軍中将ら軍人使節団の日帰りのマレーシア訪問等の結着として，マリク

外相がパンコクに赴いた。 3日間にわたるラザ、ク副首相の会談は，今回は抽

象的な原則確認だけにとどまったが事実上，両国懸案の宣言なき戦争状態は

終止符を打ったことになる。しかし基本的には東南アジアの一角の政治的安

定化，経済的互恵の促進，西側諸国との関係改善といった要因をもたらすで

あろうこの会談の今後も，現実的にはマリク外交に対するスカルノ大統領ら

の反対的態度，あるいは停戦に基づく兵力撤退等からおこる軍の既存権益と

の複雑なからみ合いといった要因をも苧み，マレーシアとの具体的・個別的

問題との利害不一致等と併せて，その前途を楽観視するのはむづかしいとい

えよう。

多ス冨！！首，議会で演説

スハルト副首相は4日夜の国会で演説を行なったがその骨子は，

1. 国防・治安分野における政策の基本は，パンチャシラを放棄することなく，

現実主義と政治的現実を承認する勇気に基づかねばならない。

1. 国民経済は政治より優先的に考えられねばならない。

1. 45年憲法の下において，大統領は国政の大権を掌握するが，国民協議会に責

任を負わなければならない。

1. 国家は恋意的権力により動かされるものではなく立憲的法律により運営され

なくてはならぬ。

1. 国民協議会は国権の最高権力を有する。

1. 私は大統領の補佐役に過ぎないが，十分なる責任をもって，行政力を行使す

ることができる。また各閣僚はその職務を通じて大統領を助けるべきであるが崎大

統領が恋意的になるのを避けなくてはならない。

1. コネフォ問題については，次のことが考慮されなくてはならない。付）930事

件で生じた共産主義者から受けた国民の心理状態がどうかによって決定され主1もの

である。（ロ）国内経済安定化と国内治安の改善のいかんによる。

1. 議会は本来の機能と職務を遂行しアンペラ（国民の苦悩の芦）に奉仕すペ
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インドネシア（ 5月〕

きである。

多マリク副首相国会演説

マリク副首相・外相は5日議会で対外政策路線に関し演説を行なった。その骨子は

1. 政府はパンチャシラと革命の終極の目標に基づく対外政策を維持する。

1. 革命の終極的な目標は第1に統一共和国の確立，第2にパンチャシラにたっ

社会主義の確立，第3に搾取のない新世界の確立である。

1. 以上を原則とし国際の現実を考慮して国家の利益を優先させる。

1. 政府は国連復帰のために聞かれているあらゆる機会を利用する。

1. マレーシア問題をマニラ協定に基づいて平和的に解決するよう検討している

マレーシアに対する領土的野心はない。ただサパ・サラワク地区住民の自決が保証

されることに関心がある。

1. 対中国関係は，中国の態度により悪化している。しかしインドネシアは依然

として中国との友好関係を希望している。

物マリク・ラモス比外・首相共同声明（ 1日〉

インドネシア，フィリピン両国の理解と友好関係の緊密化を希念して， アダム・マ

リク副首相およびナルシン・ラモス外相は4月30日から 5月1日までパンコクで会談

し， 両者はバンコク滞在中タナト・コーマンタイ国外相の暖かい歓迎と好意ある待遇

をを受け， これに対して深く感謝する。

両者の会談は率直かっ友好的に行なわれ， 両国が関係するあらゆる問題について話

合った。明らかな理解が重要問題に与えられ，有効な経済協力と通商関係の具体的手

段をとることに意見の一致を見た。

このために商工相を団長とするフィリピン経済使節団が， 近くインドネシアを訪問

することになるであろう。 さらに移民問題およびこれに関連する諸問題の取扱いに双

方が協力することになり司 近く移民に関する両国間の取決めの改正を検討することに

なった。

今回の会談は両外相就任いらい初めてのものであり， 両国首脳の会見の第一歩とな

るものである。今後あらゆる問題についてしばしば意見を交換し，話合精神で相談す

ることが望ましいことを認め合った。

両国は1955年のパンドン原理を両国に適用することを再確認し， さらに1963年8月

フィリピン，インドネシアタ マラヤの3国首脳が結んだマニラ協定が3国の相互協力
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インドネシア（ 5月）

だけでなく， この地域の平和安全保障の有効な手段であると確信することを強調し

た。 また3国間の諸問題は，マニラ協定を基礎として解決できることを信ずると述べ

た。パンドン原則とマニラ協定は相互関係と平和，安全，安定および繁栄への貢献へ

の指導的原則たるべきことに意見の一致を見た。

マリク副首相はインドネシア政府はマニラ協定の精神および条文に従ってマレーシ

ア問題の平和的解決を望むことを明らかにした。

この会談中両国外相はヲそれぞれの顧問の助けを得た。会談のあとラモス外相はス

カルノ大統領へ， またアダム・マリクはマルコス大統領へ，それぞ‘れあいさつの伝達

を求めた。

受診パンチャシラ戦線結成

7攻党と左翼系の3団体は3日ジャカノレタで「パンチャシラ戦線」を正式に結成し

た。 「パンチャシラ戦線」は今年2月に組織されたが，参加各党，団体の10代表は3

日夜， 同戦線の憲章草案に署名した。

この新憲章によるとラ 同戦線の目的は，第1にインドネシア国民の自由を獲得する

ことであり，第2にはインドネシアにさらに平和と繁栄をもたらすために国民， 軍隊

大統領の3者が結束しなければならないとしている。

スハノレト陸相は3日夜の同戦線結成式にメッセージを送り， そのなかで「パンチャ

シラ戦線はインドネシア革命の最終目標に向って前進しなければならない。私はパン

チャシラ戦線が5月12日の暫定国民協議会開会式， 5月20日の国民祝日， 6月6日の

スカルノ大統領の誕生日の三つの機会に活発な活動をおこなうことを切望するJと述

べた。

ジャカノレタの消息筋は， 同戦線の結或は暫定国民協議会に対する圧力団体が生れた

ことを志味するものとみている。

考多国軍声明

国軍は5日現下の情勢にかんがみ次のような声明を発表した。 これは4軍による政

治参加への決意を表明したもので，パンチャシラ戦線， KAMI等軍支持グノレーフ。はこ

れに対してその直後から賛意を表明してし、る。

1. 国軍は三つの目標をパンチャシラに基づいて達成するインドネシア革命の保

護者・である。

2. 国軍はインドネシア革命の指導者，大統領の権威，その教えの擁護者であり
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また革命の申し子として，インドネシア革命指導者に対して，勇敢かつ誠実に報告

と判断を提供し，現在だけでなく将来においても国民の心からの芦が反映されない

ために適切を欠く決定や政策について，国軍は以上の責務を果さんとするものであ

る。

3. これに関連して，国軍は大統領に対する義務，国民の願望にもとづき45年憲

法の根本精神により，この憲法実施のために正しい大統領の地位を明確ならしめる

ことを希望する。

4. 大統領がとらんとしている政策を国軍は支持する。その法案の諸点はつぎの

通りである。

（入）大統領と国会の同等権威に基づいた総選挙法の確立。

(B) 大統領と議会の同等の構成権限に基づいた最高諮問会議に関する法の確立

。大統領および国会の話合いによって9.30事件以後欠員中の議会， MPRS,

DPAの補充を決定すること。

(D) 45年憲法の精神によってつぎの機関の機能を決定すべきである。

1. 暫定国民協議会

2. 大統領および国会

3. 最高諮問委員会

4. 最高裁判所

5. 会計検査院

6. その他の国家機関

署名者はナスチオン・ KOGAM副司令官，スハルト陸，ムルヤデ、ィ海，ヌルヤディ

ン空およびユドディハyレジョ国警司令官である。

場参ブオノ副首相の経済政策演説要旨

1. 政府は当面の経済政策として4月12日にも発表したとおり経済の復興と安定に

重点を置く，経済の復興とは経済と財政の立直し，国家の経済財政機関を正常な地位

と機能に戻すことで，「安定とは財政インフレを抑制し，一般物価を適当な期間内に安

定させることを目的とするものである。政府は現在の急変する政治経済および社会情

勢に鑑み長期の経済計画を立てる時期ではないと考え， 当面は短期計画に限定する。

2. 政治は当面の困難な経済状態と財散インフレの現状から政府と国民がこぞって

緊縮政策を実行することを当面の経済政策のテーマとしている。緊縮は国民に節約精

神の油養という精神的なものと， 国家の経済機構および経済財政開発部門における行
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政的手続きの簡素化という建設的なものを含まなければならない。

3. 国民生活に悪影響を及ぼしているのは，財政インフレであるが1962年以降の通

貨流通量および年間増加率は次のとおりである。

1962年末

1963年末

1964年末

1965年末

1360｛意ルヒ。ア

2650,(j意ルピア

7030｛意ルピア

2兆9820億ルヒ。ア

98%増

162%増

309%増

1966年3月末 5兆310億ルピア 3ヵ月で68%増

通貨の急激な増加の第1の原因は予算の赤字補填によるものである。最近の予算赤

字は次のとおりである。

1963年 1390｛意ノレピア

1964年 3350億yレピア

1965年 1兆5270億1レヒ。ア

毎年の赤字はインドネシア銀行からの借入金即ち紙幣の増刷で補なって来た。

4. インフレはインドネシアの輸出，ひいては外貨保有にも影響を及ぼしたがう 最

近の輸出額（石油を除く）は次のとおりであった。

1962年 4億7000万ドル

1963年 4億1200万ドル

1964年 4億3000万ドノレ

1965年 4億ドノレ

5. 国際収支の悪化に伴い， 1965年10月からは支払い期限の来た対外債務の元金，

手lj子も払えないほどとなった。 1966年第1・四半期末現在の対外債務支払不履行額合

計は， 1億7700万ドル（内訳：長期債1億4900万ドノレ，延払いによる短期債2800万ド

ノレ）に達した。 1966年度中の返済必要額の合計は，前記の 1億7700万ドノレラプラス 3

億5300万ドル（長期債2億0400万ドノレ，短期債1億4900万ドル〕計5億3000万ドルに

及ぶ。

6. 開発プロジェクトについて再検討した結果， 次の方針により優先順位を置くこ

ととした。

(1) 経済的に重要な意味を有するプロジェクトは継続し，できれば完成する。

(2) 目下建設中のプロジェクトで経済的に有益ではあるがヲそれほど重要でない

ものは，工事をスローグウンするか，資金が調達できるまで、当分の問工事を中止す

る。
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(3）新規プロジェクトでまだ着工していないものは， Lイ）経済的に重要な意味を持

つもの，（ロ）短期間に生産開始がで‘きるもの，り資金の調達のメドのついているもの

を除き工事は行なわない。

7. 1966年度予管案は目下検討中であるが， 予算案が成立するまで1965年予算を基

礎とする。

8. 輸入は次の優先の優先顧位により行なう。

(1) 食糧，特に米

(2）輸出の増加を粛す物資および原料

(3) 生産の増大を粛す物資，原料および部品

(4）繊維品

9. 政府は対外債務の返済猶予問題を検討させるため， 日本，西欧並びに東欧諸国

に専門家使節団を派遣することに決定した。この使節団は対外債務の返済猶予問題の

ほか，インドネシアの経済復興と安定計画の推進に必要とする新規借款の借入れの可

能性を打診することとなっている。 この専門家使節団の予備交渉が順当に行けば，外

交使節団が最終的取極めを行なうため関係国に派遣されることになっている。

米国に対しては，イ・米両国間にインドネシアから使節団を派遣せず、 ジャカyレタ

で政府と米大使の問で話合いを行なうことに合意を見ている。

なお，とれは「外務省発行在外公館経済速報Jによる。

（詳細は資料参照）

移ブオノ富IJ首相・椎名外相共同コミュニケ（28日）

ハメンク・プオノ・インドネシア共和国経済・財政・開発担当副首相はスマルノ麓

相アスハリ商務・協同組合相，マリク国会議員その他の随員を伴い‘ 5月24日から日

本を訪問し， 30日まで滞在する。

滞日中， ブオノ副首相は佐蔵首相，椎名外相ほか日本国政府首脳とそれぞれ会談し

た。 これらの会談は，きわめて友好的かっ率直なふんし、きのうちに行なわれた。

会談においてブオノ副首相はインドネシアの政情が着実にその安定を確立しつつあ

り， またインドネシア政府は同国とマレーシアとの聞に存在する紛争の平和的解決を

近い将来に達成するための努力を重ねつつある旨述ベラ これに対し，日本側はかかる

インドネシア政府の努力を心から歓迎した。

またブ、オノ副首相は国内経済について， その再建への強い決意をひれきするととも

に，日本国政府の協力を要請した。
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なおその際， インドネシア側はできるだけ早い機会に国連および国際通貨基金等の

国際機関に加入する意向がある旨を付言した。

これに対し日本側はインドネシアにおける安定が東南アジアひいてはアジア全体の

平和に寄与するところは大なるものであるとの見地からも， 同国の政治経済の安定に

多大の関心を有するものである旨を表明するとともに， これが実現を容易ならしめる

ため， 日本側としても真塾（し）な協力を惜しまない所存である旨を述べた。

また日本側はかかるインドネシア経済の安定と再建のためには日本一国のみならず

多数国の共同の協力が必要であり， そのためにできる限り早い機会に国際的協議を行

なうことが必要であることを指摘した。

インドネシア側は， これに対し他の関係国が同意するならば，この種の国際会議を

早急に開催することにつき賛意を表明した。 日本側としてはこのような会議が開催さ

れた場合には，他の関係国と協力して債権の繰延べおよびインドネシア経済再建のた

め必要な新規借款の供与につき，応分の協力をする用意がある旨を述べた。

なお日本側は当面のつなぎとしてインドネシアが緊急に必要としている物資を供給

するため， 同国に対し，とりあえず3000万ドル相当の円借款供与を約した。

両国首脳は今後両国が経済をはじめとする諸般の分野において， より幅広し、協調関

係を育ててゆくために一層の努力を続けることについて意見の一致をみた。

ブオノ副首相の今次訪日は， 日本国とインドネシア共和国との間の相互理解と友好

関係の増進に大いに貢献した。

プオノ副首相は滞日中，日本国政府より寄せられた協力に対し感謝の意を表明した。

日誌（5月〉

4 月

30日 v対比バンコク会談一一ーバンコク訪問中のマリク外相はラモス・フィリピン外

相とマレーシア対決問題を中心に会談した。

5 月

1 日 V マリク・ラモス共同声明一一一マリク副首相とラモス・フィリピン外相は共同

声明を発表し，そのなかで両者はマニラ協定が相互協力の基礎となること，また

東南アジアの平和と秩序回復の有効な方法を発見するための基礎であることを確

認した。 （多特記事項参照）

司
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v無条件で和平会談一一ースハルト副首相はマレーシアの有力紙ストレート・タ

イムズ特派員と特別会見し「インドネシアとマレーシアの対決を終わらせるため

の会談乞前提条件をつけずに聞くべきだJと語った。マレーシアの新聞特派員

がインドネシア政府首脳と会見を許されたのはこれが最初である。

2 8 V議会指導者辞任一一議会は満場一致で現在の議会指導者の辞任を決議したこ

なお現議会は議長スパミア，副議長ムyレサリ，シャリフ0 ・タイエブ，シャイチュ

アスマラ・ハデ、ィである。代りにムルサリ，タイエブ，シャイチュからなる暫定

指導部を選んだ。なおスカノレノ大統領は6日これを承認した。

V中国断交要求一一一ポンチァナックで約2万5000名の中国人が大衆集会を開き

対中国断交を要求した。また 4日にはパンジャラマシンで同様の決議が同区中国

人たちによりなされた。

T KAMI政治声明－KAMI幹部会は政治声明を議会に送った。声明は45年憲

法からの布離は修正されねばならぬとした。その'.'/ff3離は次の通りである。

1. 大統領の終身制

2. 革命の偉大な指導者の称号

3. 副大統領の空席

4. 45年憲法に適合しない大統領令

vパンチャシラ戦線， DPA非難一一一パンチャシラ戦線は先月任命された新DPA

は45年憲法にのっとっていなし、との理由で非難声明を出した。

V中部ジャワ食糧生産一一中部ジャワ農業局は昨年度の食糧生産は稲作以外は

目標額に達しなかったと発表した。それによると（単位トンλ

目標額 達成額 1964年

稲作

陸稲

メイズ

カツサパ

3,319,935 

32,000 

1,100,050 

2,949,093 

甘東 423,943 

3,150,456 

86,858 

382,162 

1,674,402 

316,685 

2,683,434 

76,374 

958,722 

2,728,348 

626,970 

落花生 57,367 41,562 45,994 

大豆 77,048 69,260 82,501 

T KOPEDASAN, KOGAMに編入一一スカノレノ大統領は KOPEDASAN（辺境地

域開発司令部）は KOGAMに編入されることを決定した。なお該当辺境地域は

1. サパン自由港
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2. スマトラの全1級区

3. カリマンタンの全1級区 である。

3 日 ’マ外相帰国一一マリク外相はバンコク会談をおえ帰国したが，空港での記者

会見で次の如く発言した。

1. マレーシア対決政策は近い内に平和裡に解決されよう。

2. シンガポール貿易の前途は明るい。

3. 国連等国際機関との協力を望む，これら機関の改革は内部にし、てこそで

きる。

4. イギリスからの援助は何らひもつきのものではない。

Vパンチャシラ戦線正式に結成一一一政党，大衆団体，職能グ、ノレープから成るバ

ンチャシラ戦線が正式に結成された。 （番多特記事項参照）

Vス副首相，パンチャシラ戦線で語る一一スハノレト副首相は正式結成されたパ

ンチャシラ戦線のレセプションで，同戦線はゲスタプ分子の粉砕，ノミンチャシラ

の強化というこつの目的をもっているとし，激励の言葉を与えた。

V東力リマンタン経済計画一一東カリマンタンは今年度から 3ヵ年経済斗争計

画を実施する。それによると立法議会場建設に2億6700万ルヒ。ア，病院建設に1

百万lレヒ。ア，橋建設に 1－百万ノレピア，開発計画ピ、ノレに1000万ノレピア， モスク建設

に2億ルヒ。ア，道路復旧に 1億ルピアである。

4 日 Vス副首相議会演説一一スハルト副首相は議会で演説を行なったが（移特記事

項参照）その後，議会世話人代表ムリサソン海軍中将は「本当の議会の姿につい

て聞くことができた。 45年憲法によって議会の本当の責務を果せなかったのは，

大統領命令の続出のためであった」と語った。

T 18 DPA議員任命拒否一一オサ・マリキ，カリドら18名の DPA議員はその任

命手続が45年憲法に合致していなし、から任命は受け入れられない旨，スカノレノ大

統領，スハノレト副首相，内閣幹部会に伝えた。

Vスラウェシのパルテインド禁止一一一南および、南東スラウェシ・ベベノレラダは

同区内のパノレテインドヲ同党系団体の活動を930事件後の路線に非協力的である

との理由で活動を禁止することを決定した。

Vルクマン殺害一一アンペラ誌はノレクマン PKI副議長は4月29日， クパヨラ

ンで逮捕されたが『その後逃走を企て殺害されたと報じた。

Vナサコムは不適当ラシ書記長談一一シャイチュNF書記長はパレンパンでの

KAl¥11, KAPPI主催の集会で， ナサコムはもはやインドネシアにとって適当な
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ものではないという事を語った。

V 日本向け木材輸出一一66年2月に計9073立法メートルの木材が，プノレタニに

よりプロンガン地区から日本へ輸出された。

5 日 , MPRS延期一一スハルト副首相は5日夜の全国向けラジオ・テレビ演説で「12

日に招集が予定されていた国家権力の最高機関である MPRSを当分延期する」

と発表，これは大統領の威信を守るためにとられた措置であると述べた。スノリレ

ト副首相はさらに次のように述べた。

1. 暫定国民協議会にはまだ共産分子が残存しており，この点からも延期は

必要である。

1. この延期措置は軍部の指導権の下にとられたものである。軍の義務は，

国民の福祉を守ることであるが，また大統領の安全と権限にも責任を負ってい

る。

1. 軍はスカルノ氏を終身大統領あるいは革命の偉大な指導者として置u、て

おきたいとは望んでいない。スカルノ氏が終身大統領になったのは暫定国民協

議会が決めたものである。

Vナ将軍メッセージ一一ナスチオン KOGAM副司令官は， 2～5日開催の西

部ジャワ KAPPl運営会議に宛てたメッセージの中で KAMI,KAPP！の団結を

維持するよう要請した。

Vマ外相，大統領訪問一一マリク外相はスカルノ大統領を訪問しバンコク会談

の報告を行なったが，その内容は知らされていない。

6 日 Vス大統領，法案提出一一スカノレノ大統領は議会指導者への手紙の中で，近々

MPRS, DPR, DPRDに関する法案を選挙法と共に議会に提出することを伝え

fこ。

’4副首相，大統領訪問一一ーレイメナヲアブドルガニ，ブオノ，マリク副首相
はスカルノ大統領を訪問し，議会に対してなした政府説明について報告した。

Vハッタ元副大統領談一一ハツタ元副大統領はインドネシア大学講堂で66年世

代精神を論じて大学生を激励した。その中で、パンチャシラ路線からはみだしたイ

ンドネシアを，本来の路線に戻すために献身している66年世代を讃えた。

V終身大統領は違憲一－KASI北スマトラ支部は，スカルノ大統領を終身大統

領とする l'vIPRS決議は， 45年憲法の精神とは相入れないものであるとメダンで

記者団に発表した。

v軍声明支持ー一一5日の軍声明に対しパンチャシラ戦線，バルキンドラ議会lb]
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教徒グノレープ，カトリック戦線， 45年世代暫定指導部は十分なる支持を声明した。

V綿糸発売国一一ハデ、ィ・タイエブ織物軽工業相は，民間企業の綿糸は政府管理

下におかれていたが， 4月14日付けで PNAneka Niagaを通して売られること

が決定された。以下の会社の綿糸と織物が対象である。

-PT Abdulrachman Aslam 

-PT Karkan 

-Jajasaan Danar Dana 

-NV Sumurung 

7 日 V経済会議を招集一一新政権はジャカノレタで経済会議を招集した。この会議に

はブオノ，スハルト，マリク各副首相，ハツタ元副大統領，ナスチオンKOGAM

副司令官らが出席したほか，有力政治家，官吏，学者，労働者，学生，宗教家も

参加した。

出席者は経済再建のために，西側からの援助と資本を受入れる必要を認め「以

前の政策は政治，ことに国際政治優先であったが，新政権は国内経済再建を優先

せねばならない」という点では一致している。

Vセダ農相談一一一セダ農相は，同省高級官吏の任命式で演説し，現在農産物は

世界的な激しい競争に直面している。特にタバコがそうであり，これに対処する

には品質改良，事務能率の向上，土地利用の改善からはじめなくてはならぬと語

った。

V英代理公使・貿易相会談一一ムライ英国代理公使はアスハリ貿易相を訪問し

両国の経済・貿易関係の拡大可能性について討議した。

’BNI，供出米に3兆2845億ルピア一一第1インドネシア国立銀行は， 4月～

5月の供出米買付けに3兆2845億ノレピアの臨時支出を行なった。地方別支出分布

は，北スマトラ2792｛意ノレピア，西スマトラ1218億ノレピア，南スマトラ1851億ノレピ

ア，ランポン1252イ意ノレピア，西部ジャワ5852億ノレピア，中部ジャワ7042億ルピア

東部ジャワ8460億yレピア，南カリマンタン1257億ノレピア，南スラウェシ1308億ノレ

ピア，メナド1085億ノレピア，クパン30億ルピア，西部スサトウンガラ 698億ルピ

アである。

8 日 ’マリク富IJ首相演説一一マリク副首相は国民経済会議で対外経済関係の拡大の

必要を力説する演説を行なった。

9 日 Vス大統領，コネフォを主張一一スカルノ大統領は内閣幹部会においてレイメ

ナ，ブオノ，スハルト，アブドルガニ副首相ラマフムッド・ジャカノレタ軍司令官

ヴ
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インドネシア（ 5月〉

の前で，政府はコネフオを延期する意図はないと語った。

V情報省使節訪米一一ハルソノ情報省新開局長ら一行は新聞用紙購入のため，

東京を発ちアメリカに向った。

T PSII決議一一ジョグジャカルタ PSU運営会議は副大統領復活， DPR,

MPRS, DPA等の本来の機能復活を要求する決議を行なった。また政府に総選

挙は年内に行なうことを要求した。

v政府，工業管理一一ユスフ軽重工業相はPPNo. 7により地方行政府の管理

下にあった軽重工業産業を軽重工業省に戻すことを発表した。

10 13 V マドキスモ砂糖産出一一ジョグジャカノレタのマドキスモ砂糖工場の産出量は

1966年に10万7914キンタルに増えるだろうと発表した。なお最近数年間と比較す

ると，

1961 37,755キンタノレ

1962 44,099 II 

1963 30,756 II 

1964 70,208 II 

1965 98,795 II 

V織物用原料を討議 タエブ織物・軽工業相は，ブオノ副首相を訪問し織物

工業用原料の不足問題につき討議した。

1 1日 曹終身大統領制の廃止を要求一一バンドンでKAMI,KAPPIの学生と労働者

ら数千人が，終身大統領制廃止と， 1945年憲法に基づく任期5年の正副大統領任

命を要求する大ヂ、モを行なった。

v開発銀行活動一一開発銀行活動について，パノレマウィ総裁は， 1961～5年に

61万2845.04ルピアの開発計画をくんだ。また66年第1・四半期には8万5731.45

ルピアの支出であったと語った。

V高収穫種子の流通機構一一農業省は村落農民に直接，高収穫種子を分配する

組織を準備中である。

12日 V対日予備会談一一ウスノレヤディ外務次官ら使節団はブオノ使節団に先立つ予

備会談を日本側と東京で行なった。なおルクミト大使も同席した。

Vアチェ代表団，ブ副首相を訪問一一ジュアノレサ・アチェ運司令官らアチェ自

治領の代表者はブオノ副首相を訪問し同地方における開発治安問題を討議した。

vジョグジャカルタ中国人声明一一ジョグジャカルタの中国人は，第7軍司令

官，外相， LPKBに宛てた声明書の中で中国との断交，在外中国人と中国系イン
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インドネシア（5月）

ドネシア人を区別するよう要求した。

13日 v国民党，軍戸明を支持一一一マリキ PNI総裁は記者団の質問に答え，去る 5

日の軍声明は革命遂行のための軍の意識と責任を反映するものであると語ったo

T KA州，軍声明を支持－KAMIは議会宛ての声明書の中で5日の軍声明な

らび、にスハノレト陸相のラジオ演説は， 3月11日大統領令履行の第1歩であるとの

見解を述べた。

T AFRASECへ出発 モロツコで開かれる AFRASEC（アジア・アフリカ経

済協力会議）へ出発するためザ、ヒルデ、インら BAMUNASの代表者がカサプラン

カへ出発した。

Vス教授，自治拡大希望一一スタント・インドネシア大学教授は，経済問題解

決には奇跡はありえないことを訴えると共に，通信・運搬制度の悪いインドネシ

アでは，地方自治の拡大が重要である。ジャカルタへの権限集中は，地方の経済

発展を害するとし，オランダ式連邦制とは異なる意味での自治の拡大の必要性を

言吾った。

v北スマトラ青年，中国断交要求－KAPPI,KAMI, KAGIを中心とする

北スマトラ各種行動戦線は中国断交，当地中国人の蓄財はしかるべき持主に返す

べきであること等を要求した。

14日 v国会一般討論終る一一12日から開催中の国会で‘の一連の一般討論が終った。

最終日はマクノレフが節約主義の要請，ユサフ・ウィピソノが国民生活向上につい

て， ジュナイディ夫人が政治・経済面における PIG分子の警戒等について百十7

名が演説を行なった。

, NF書記長，中国核実験を非難一一シャイチュ NF書記長・議会副議長はイ

ンドネシア大学で演説し中国の第3回核実験を非難すると共に，今後の政策の基

調は現在の世界情勢を考慮してラすべて国々との友好関係を求めることである等

語った。

, Seskoad開始一一バンドンでSeskoacl(Army Staff Command College）が始

まった。これは13週間続き24名の高級軍人が出席する。

V 日本，酉イリアン銅に注目一一一日本の通産省は西イリアン・エノレツベノレグの

銅埋蔵量に注目しており近く政府と話合いを行なう予定である。

Vユーゴラ造船所設立に信用供与 南カリマンタン当局とユーゴ、スラヴィア

はパンジャラマシンにユーゴ・クレディットで造船所を建設することに同意し

た。これが実現すると副次的に3000キロワットの能力を持つ発電所が生れること
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になると当局は発表した。

' 3月の関税・消費税収入実績一一関税・消費税局長Pure］は税収実績を次の

通り792億0700万3073；レピアと発表した。

輸入税

輸入統計税

特別徴課金（HPN)

特別附加金

輸入付加金（PadjakMasuk) 

アルコール蒸溜税（特別附加金を含む）

ビ－Jレ税（特別附加金を含む）
石油税

タノミコ税

砂糖税

輸入許可書附加金

その他収入

物量税

倉庫税

者修品附加金

義務納付金

21,022,944,799 

5,247 

32,370,661 

340, 181,809 

40,383 

163,446,410 

40,611,315,475 

:Z, 613,635,810 

9,972 

879,035ヲ4;3ゴ

91,222 

4,009,956,181 

9,534,669,616 

V米作模範プロジェクト一一一食糧生産・供給担当副大臣は、多数の地方で食糧

特に米生産増産のためプロジェクトを実施すると次のように語った。

承認をえたプロジェクト数は6で， DwiSri Djayaプロジェクト（西部ジャ

ワの7県からジャカノレタに年間45万トンの米を供給する）， Sukamandi Djaja 

米エステート， ランポンプロジェクト（PTPangan会社によってすでに着手

された事業の延長〕， SisirGuntingプロジェクト（比スマトラ特に農園に米を

供給する〉，その他西イリアンに米を供給するプロジェクト， PalembangBatik-

papanのような石油，鉱業地帯に米を供給するプロジェクトである。

作戦実施の手はじめとして， Krawangに尿素肥料5000トン， FMF肥料l万

トン，農薬（エンドリン75トンフアルドリン50トン，亜鉛燐化物0.5トン）そ

の他農機具等が投入された。

Vナ将軍演説一一ナスチオン KOGAM副司令官は“66年世代の仕事と責任門

の旗の下に聞かれた数万人の学生集会に出席し， 45年憲法の正しい運用，。6年世

代の役割等を強調する演説を行なった。

Vス外務次官， AAIOで演説一一スウィト外務次官はAAIO(A・Aイスラム協
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会）の会合でマリク外相の代理としてAAIOがバンドン精神に基づく A・A連帯

を強化する手段であること，イスラム教徒の役割を強調する等の演説を行なっ

fこ。

Vアンソール声明一一－NU系青年団体アンソールは，その32周年記念大会で今

のインドネシアはまだスカルノの指導力を必要としている，パンチャシラに基づ

くインドネシア社会主義実現のため指導される民主主義経済をつづけなくてはな

らないと表明した。

16日 T PNI特別会議開催一一－PNI／マルハエニスト戦線は先頃バンドンで、聞かれた特

別会議において， 45年憲法の正しい運用，軍，進歩的団体が930事件以降果した

役割，また外交路線に関してはナショナノレ・インタレストに基づいた積極・独立

外交の要求，シン’ガポールの即時承認等に関する決議を表明した。

vドマイからの 65年輸出一一65年のスマトラ・ドマイからの輸出総量は3万

0541トンであると発表された。内訳は，

ゴ ム－1万9080トン

コプラ－1万1000 グ

ガンビールー 30 グ

木 炭－ 390 が

とかげ皮－ 1 /I 

djelutung - 40 グ

である，さらに木材1万3117トンが加わり主な輸出先はアメリカ，日本，中国で

ある。

v中国国籍問題一一シブリアン市民権問題担当官は最近，中国人でインドネシ

ア国籍を取得するものは1日70名に達している。なお9-30事件以前は20名であっ

争手

17日 ’ナ将軍，冨lj首相会談一一ナスチオン将軍はプオノ，スハルト，マリク副首相

と会談したが，その内容はマレーシア問題と一般的問題というだけで明らかにさ

れていない。

T 17名政治犯釈放一一一ブリタ・ユダ紙は， スパンドリオ副首相時代に逮捕され

た17名の政治犯が釈放されたと語った。

V議会人事決定一一議会は議長1名，副議長4名を選出した。

議長 H • Sシャイチュ（同教徒代表）

副議長 M・イスナエニ（氏族主義者代表）
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M・Rサイ（キリスト教徒代表〕

ムリサリン海軍少将（職能グループ代表〉

s .タイエブ、陸軍准将（職能グノレープ代表〕

Vジャテイルフール計画に 485億ルピア一一ジャテイルブール計画は，（1）ジャ

テイノレブール濯概計画，（2）ジャテイルブール水力発電計画からなっているがヲ（1)

の計画に対して，開発銀行は64年まで、に86億ルピア， 65年に 309億yレヒ。アラ 6frtf.

1月～ 5月中旬に485億ノレピアの資金を融資した。

18日 Vス大統領談一一スカノレノ大統領は西独大使の信任提出の会合で演説しライン

ドネシアは経済開発において，自国の資源を優先するが必要な時はいつでも政治

的・軍事的ひもつきのない関係を友好国と結ぶであろう旨，語ったo

v豪大使，ア貿易相を訪問一一一ラブ？ディ・オーストラリア大使はアズハリ貿易

相を訪問し，両国経済関係の拡大について討議した。

T PT Aslam, PT Karkamの資本一揮一一プオノ，スハノレト副首はPTAslam, PT 

Karkam両者の資本の一掃を決定する共同声明を発した。

19日 V北鮮， UAR大使，マ外相を訪問一一北鮮， UAR大使は個別にマリク外相を

訪問し，それぞれの共通問題を討議した。

20日 Vマ外相記者会見一一一マリク外相は外人記者会見において3年越しのマレーシ

ア紛争は閣僚級会談において解決されよう。またその会談の場所は第3国となろ

うが，その場所と時はまだ決定していないと語った。

Vマリク副首相演説一一マリク副首相は，国民再覚醒の日で演説し真理と正義

を保持するのに脅迫的手段は用いるべきでないと警告した。

T KA州，声明書提出－KAMI幹部会代表はブオノ，マリク副首相を訪問し

MPRSをできるだけ早く開催すること，物価引下げ等を要求する声明書を提出し

Tこ。

Vインドからの信用供与一一2500万ドルのインドからの信用供与を受けること

が決定し，近く関係当局者がニューデリーに赴くことになった。

21日 Vナ将軍演説一一ナスチオン KOGAM副司令官は，マハジャヤ学生連合の第

4周年大会で国民の3要求の達成はまだ程遠い，決して楽観的であってはならな

い旨，演説を行なったo

vグリーン大使，外相訪問一一グリーン米国大使はマリク副首相を訪問し会談

した。

V繊維工業省プロジェクト一一シャフィウン繊維工業省次官は，同省は三千万績
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インドネシア（ 5月）

プロジェクトを建設中であると語った。それはパンジャラン，ブカシ，パレンパ

ンの3プラントで各3万紡錘をもっている。

22日 v議会代表，ス大統領を訪問一一シャイチュ議長ら議会代表は，スカルノ大統

領を訪問し， MPRSの改革問題等に関する報告を行なった。

23日 V大統領平和会談に同意一一インドネシア放送が伝えるところによると？スカ

ルノ・インドネシア大統領は，インドネシア，マレーシア両国外相が平和会談を

行なうことに同意した。スカノレノ大統領は同日マリク外相，ハムンク・プオノ第

4副首相， レイメナ第1副首相と会談したさい，この承認を与えたものであるo

v大将軍演説一一ナスチオンKOGAM副司令官は今66年世代により行なわれ

ていることは， 45年憲法を復活させることでありスカルノ大統領を“革命の偉大

な父”から引きづりおろすことではない。またMPRSは国権の最高機関であり，

われわれは6月開催を心待ちしている等ムルデカ広場で、の大衆集会で演説した。

vブオノ副首相，国会演説一一ブオノ副首相は，国会開会式で負債問題に関し

報告し外国からの新たなクレディットの必要を述べると共に，最も緊急な問題で

ある米価2, 3月の最悪状態から脱しつつあると語った。またそれに先立ちスハ

ルト，マリク，ブオノ 3副首相は討議を行なったが，その内容は知らされていな

＼（、。

v流通通貨は24億5000万ルピア一一一ブオノ副首相は3月末における流通通貨は

24億5000万ノレピアであると， 日本出発前議会で、語った。

Vマ副首相，政党復活論一一一マリク副首相は， KAPPI主催の会合で禁止され

ているマシュミ，ムルパ， PSIなどの政党は総選挙参加を許されるべきであると

言吾った。また外交問題にもふれ国連復帰も近々行なわれるだろうことを言明した。

Vマレーシア問題討議一一スカルノ大統領は，マリク，ブオノ，レイメナ副首

相とマレーシアとの平和会談の可能性を討議した。スウィト外務次官は記者団に

対し会談の開催は大統領の決定次第であると語った。

T MPRS延期一一スハノレト副首相は，安全上の理由でMPRS開催を延期するこ

とを表明した。

T 65年の通貨流通量一一ハメンク・プオノ副首相は，議会の答弁で65年の通貨

流通量について次のように発表した。

65年における通貨発行高は2兆2790億yレピアで64年に比して 324%増加し

た。

l. 政府部門 1兆4090億ノレピア
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3510億yレピア

1960億

60億

3270億

2兆4500億ノレピア（65年末の

インドネシア（ 5月）

国営企業・政府関係公団部門

民間部門

対外部門

5. Transitory Post 

1966年第1・四半期末までにこの額はさらに，

82%）増加した。

, 66年の輸出目標一一商業および協同組合省は， 66年の輸出目標を下記のよう

に決定した。
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品目別輸出高

インドネシア（ 5月〉

品 目

I農園作物

(1）ゴム

(2）タ ノミ コ

(3）油榔子の油

(4）茶

(5）コーヒ

(6）油榔子の種子

(7）サイザル

(8）その他

E 住

(1）ゴ

(2）コ

(3）タ

(4）コ

(5）胡

(6）肉

(7）南

(8）に

(9）ざ

帥そ

民
一

ム

ラ

コ

ヒ

根

桂

豆

く

め

他マつ

計

ドノレ（100万） ｜ ノレヒ。ア (100万）

53.5 

24.7 

24.0 

13.5 

5.0 

3.0 

0.8 

0.5 

125.0 

23,375 

6,175 

6,000 

3,375 

1,250 
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200 

125 

イ乍 物
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フ。
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ノ、
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112.2 
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(4）材
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インドネシア（5月）

品 目

ボーキサイト・(2) 
、ガン・ニッケyレ

小 計

V そ の 他

(1）家蓄・同加工品

(2）海 産 物

(3）工 業 製 ロロ口

(4）そ の 他

総 計

1ドノレ＝250；レピア

ドノレ（100万〉 ｜ ノレピア（10同
6.o 1 1,500 

36.0 ) 9，側

6.0 1,5制）

2.0 5削）

6.0 1,500 

2.0 500 

360.0 90,000 

24日 Vハッタ， KAPPI；集会で演説一一ハッタ元副大統領は KAPPI集会で，ナサコ

ムはインドネシアにふさわしいものではない。 PKIを除く禁止されている政党の

復活， 55年選挙法の改正（それはあまりに民主的すぎ，従って小党分立を促す）

等を強調する演説を行なった。

’マ外相，グリーン大使会談一一一マリク外相は，外務省でグリーン米国大使と

両国の経済関係について長時間討議した。会談後，外相は記者団に対しこれは同

大使との外務省でのはじめての会談である，と語った。また外相は，当面の外交

諸問題について議会に声明書の中で表明した。

v使節団，日本へ出発一一プオノ副首相を団長とする使節団が日本へ出発し

た。一行はスマルノ蔵相，アズハリ貿易相，ジャマノレデン・マリク議員，スマノレ

ジャン教授である。

V ブ副首相，東京着一一一プオノ使節団が東京についたO 空港記者会見でプオノ

副首相は，インドネシアは経済復興のためにすべての国際機関からの協力を受け

入れることを望んでいること等，記者会見で語った。

f PNI新幹部，大統領を訪問 マリク議長をはじめとする PNIの新幹部は

スカルノ大統領を訪問した。

, 1:-5月の物価動向一一今年に入って下記の物資は値上りを続けている。

商品名 I1月 I2月 I3月 I4月 I5月 1_5月21日

ベンツ（220’S，官2) I 100 I 131 I 162 I 185 I 15s I 230 
Vespa Blusky (150cc, '65) I 100 I 117 I 100 I 128 I 114 I 235 
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商

浅野

鉄

自動車ラ

石油スト
ローヤル

NGA電

H.V.S.紙

品 名

セ メ ン ト

線（日本）

オ（モンテカノレロ〉

ブフ〈フイィ（線1タリ1タフ。ス）イラー

イ（6ンmチn{)
5×100 cm, 60 g/m2) 

インドネシア（ 5月）

I 1月I2月I3月I4月I5月 js月21日
100 104 135 135 270 

100 127 145 172 220 

100 150 233 200 420 

100 150 225 200 340 

100 140 147 153 133 200 

100 100 175 150 125 250 

100 178 222 289 333 472 

新旧ノレピアの交換に際して“価格の凍結”が行なわれ， 12月において若干のパ

イロットプロジェクトにおいて小売店の販売価格を決定する試みが行なわれたO

しかしこの試みは継続的な効果をもたなかった。外貨不足によって新規輸入は行

なわれず，物価はふたたび値上りをはじめた。商業界は静感の態度をとり，市場

に出るのは旧い在庫だけであった。この状態は4月初まで続き， 5月に入って物

価は低下しはじめた。これはこの1ヵ月間に副首相によっていくつかの新法令，

声明が発せられたためである。例えばアダムマリク副首相は近い将来におけるシ

ンガポールとの国交回復を声明した。また物価低下の一因は，ジャカノレタにおけ

る治安があまり保障されていないためであった。このため消費者は買控えし，商

人を新規買付けを手控えた。しかしこれはわずか1ヵ月だけであった。シンガポ

ールとの貿易再開はいまだ実現されておらず，在庫はますます払拭して来たc

ハメンクブオノ副首相は声明の中で，セダン，ピックアップ，ステーションワ

ゴンは極めて少なくなった外貨準備をへらさないため補足外貨（DPA）で輸入す

ることを禁ずると述べた。このため補足外貨と輸出ボーナスの取引交換比率は5

月24日には20にも達した。

vジャカルタの米，石油価格一一CungLokomotif地域のサイゴンバンドン米

は先週の575ルピア／キンタルから火曜日には620ノレピアに値上りした。消費協同

組合の米も在庫がなくなっている。若干の小売商は値段のつり上げを行なってい

る。若干の地域のチアンジュール米はリットノレ当り 6.5ルピア，サイゴンバンド

ン米は4.9ルピア，クラワン米は4.7ノレピアになっている。石油も値上りしてい

る。これはいまだ供給をつけていない協同組合があるからである。 5月20日には

リットノレ当り 0.:3ルピアが，翌日は0.75ルピア， 23日には 1.5ルピアで小売する

1, 2の商人があったo

v新輸出規則に関する GPEISの見解一一臨時インドネシア輸出業者連盟の

Naa五i理事長は，新輸出規則について次のように言明した。
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新規則は輸出実施分野における諸機関に権限を与えることによって，輸出貿

易の円滑化，適切な統制が期待される。

輸出物資の積荷引受けは，運輸会社特に民族運業者と提けU、して直接輸出業

者が行なうようにすべきである。周知の通り現在積荷引受けは Bapalindoを通

じて行なわれている。

積荷が準備され，船舶も確保されているのにBapalindoの積荷引渡しが終っ

ていないために，信用状の期限が切れるというようなことが起ってはならな

い。また船と輸出物資は目的国に到着したのに，船荷証券が買手にとどいてい

ないため，当地の倉庫保管で，買手に損失を与えるようなことがあってはなら

ない。このことは外国の買手からの外貨受取りを遅らせることにもなる。

輸出ボーナスのパーセントの引上げは，現在の段階で、多かれ少なかれ価格の

値上りを保障している。しかし運送・荷積・選別等の費用もまた値上りしてい

るため，商業・協同組合相は国の内外における上記諸費用をおさえるために引

渡し価格にある程度の弾力性を与えている。

輸出ボーナスの移譲は輸出金融にとって阻害要因ではあるが，政府の輸出金

融政策は最大の外貨獲得を目標とするものでなければならない。また国内の輸

出品商業者に対しては，輸出ボーナースの引上げによって，価格の引上げを行

なってはならない。

v外国人学校固有化要求一－KAGI（教師行動戦線〉は基礎教育省に対して、

中国人学校を中心とする全外国人学校をただちに固有化するよう要求した。

25日 V ソ連大使，外相を訪問一一一シテンコ・ソ連大使はマリク外相を訪問し，外相

の訪ソ問題等につき話合った。

Vス大統領の辞任要求－KAMI,KAPPIなどの学生はノ〈ンドンで集会を開

き，スカルノ大統領にたいし事実上辞任を要請した。

集会は新大統領と副大統領が MPRSの手で選出さるべきだとし，これらの候

補者としてハツタ元副大統領，ナスチオン将軍，ハメンク・ブオノ副首相の3人

を指名した。

V密輸横行一一一関税理事会は最近スマトラ， リァウからシンガポーノレ，マレー

シアへの組織的な密輸が活発になっていることを発表した二

V内閣幹部会開催一一一内閣幹部会で、マレーシア問題をめぐるパンコク会談，選

挙法案はじめ機構問題を討議した。その後，スハルト副首相は記者団に対して議

会はできるだけ早く開催する。 MPRS早期開催をむづかしくしている条件等につ
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いてE吾った。

Vセダ農相訪欧一一セダ農相は，財政技術的援助を求めるため渡欧し，まずオ

ランダ・アムステノレダムに到着した。その後，西ドイツ，フランス，イタリーを

廻る予定である。

V輸入用外貨割当一一ーチノレトスジロ貿易省次官は，輸入のために800万ドル，

1000万ドルがそれぞ、れ5, 6月に割当てられ，その内40%はジャカノレタの輸入業

者のためのものであると語った。

26日 Vス副首相談一一スハノレト副首相・陸相は陸軍内のポスト変更者の就任式で団

結を固めるための高級軍人の団結， ドウィコラの実施等を強調する演説を行な

った。

また同日，グリーン米国大使， UAR大使は同副首相を訪問した。

27日 V対豪国境問題討議一一ニューギニアの国境画定をめぐる会談がキャンベラで

聞かれる。プラノト団長はキヤンベラでまず国境の北部，ついで、南部が決定され

よう。また，意見の不一致はないであろうと語った。

Y MPRS開催決定一一一プスポユド ・MFRS準備委員長は MFRS開催に関する

手続き上の問題は既に完了している。また開期は6月17日に始まり 7月5日まで

にはおわる予定であると語った。

v英代理大使，マ外相を訪問一一ムレイ英国代理大使はマリク外相を訪問し，

イギリスの対イ援助問題を討議した。

v軍使節団マレーシア訪問 シャアフ海軍中将を団長とする軍使節団が正式

会談の予備会談としてマレーシアを訪問し，ラーマン首相，ラザ、ク副首相と会談

し，同日帰国した。

28日 Vナ将軍演説一一ナスチオン KOGAM副司令官は， “指導される経済”の中

で国常企業は初期の目標を達成できなかった。今後は，民間部門の発育が“指導

される経済”の枠内で推進されることが必要である。また農村地域の開発にもっ

と重点が置かれるべきであること等を，ソロ市のムハマディヤ学生会議で演説し

fこ。

Vナ将軍，メダンで演説一一ナスチオン KOGAM副司令官はメダンでの大衆

集会で，中国人との摩擦を起さぬようすべての分野における協力を要望する演説

を行ない，種族主義にはしることを警告した。

Vマ外相訪タイ一一マリク外相は29日，ラザ、ク・マレーシア外相とマレーシア

問題討議のためバンコクに赴くが，その随員は次の通りである。
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1. タイエブ国会副議長

2. シャァフ海軍少将

3. サニ

4. スナルリ陸軍准将

5. スサント海軍准将

6. エルカナ MPRS議員

7. スパノレジョ陸軍大佐

8. アドヤトマン大臣補佐官

9. スディオ・東南ア・太平洋問題理事会副理事長

曹日米両大使，外相を訪問一一一斉藤，グリーン米国大使は個月ljfこマリク外相と

会談したが内容は未公表である。

V英国議員来イ一一2名の英国労働党議員が実情視察のため10日間程滞在しヲ

内閣首脳と会談する予定になっている。

V第1四半期のゴム輸出一一一第1四半期におけるGto Gおよび自由市場によ

る貿易を除く国営ゴム農園の輸出実績は次の通り。乾燥ゴムの輸出高は2万4078

トンヲ 1078万6335.4ドノレ，乾燥ゴムおよびラテックスの輸出高は2万5566トン，

1150万4552.2ドルで、あった。 G to G ベースの輸出高は8905トンで輸出国は次の

どおり。

ソビエト

ハンガリー

中国

3975トン

700 II 

895 II 

チ ェコ

ポーランド

東ドイツ

1950トン

1000 " 

385 II 

自由貿易による輸出高は1万5173トンで，輸出国は次のとうり。

アメリカ 1万1408トン ベルギー 1420トン

日 本 575 II オランダ 990 ,. 

西ドイツ 655 II イギリス 125 グ

第1四半期の輸出実績から，国営農闘の年間輸出高は4000万ドルにのぼること

が期待される。

ちなみに過去の輸出高をみると， 1963年は5万4323トン（2742万9148ドル）， 64 

年は6万3070トン（3243万127ドル）， 65年は7万3631トン（3291万7145わけで

あった。

29日 V外相会談合意一一マリク副首相とラザ、ク・マレーシア副首相・外相はパンコ

クで会談し，スカノレノ大統領が3年間にわたって推し進めてきた“マレーシア粉
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インドネシア（ 5月〉

砕”政策を終わらせるため2回にわたる会談を開くことに合意した。

’ス大統領， PNI幹部会談一一マリキ PNI議長ら PNI／マノレハヘンスト戦線の

13名はスカノレノ大統領と会談した。大統領は革命の担い手として PNIを高く評

価する旨発言した。

Vナ将軍，ムハマジャにメッセージ一一ナスチオンKOGAM副司令官はムハ

マジャ34周年式典へのメッセージの中で，インドネシアの民族闘争は， 45年憲法

への真正なる復帰と，アンペラの実現にあると語った。

Vス大統領，ムルバ復活考慮一一スカルノ大統領は，活動禁止中のムyレパ党指

導者との会談で，その復活を考慮してみようと語った。

30日 V本格会談始まる一一マリク外相・副首相とラザ、ク・マレーシア副首相・外相

との公式第1回会談は， 30日午前10時（日本時間同正午）すぎからバンコクで聞

かれた。

タイのタナット外相によれば，タナット外相はこの会談にはどんな資格ででも

参加せず「第3者をまじえず，両当事国が直接話し合う」という方針を貫いてい

る。

会議筋は会談開始に当たって「大きな困難は存在していない。見通しは明る

い」と述べている。

Vス大統領演説一一スカノレノ大統領は，空軍参謀長ヌノレヤジン准将の少将昇進

式で演説し「私はいま口を閉ざしているが，将来いつか自分の意見をのべるであ

ろう。私はその時には自分の感情をぶちまけ，大統領として，国軍最高司令官，

草命の偉大な指導者としての考えをのべるであろう」。

，対日貿易再開一一日本政府はインドネシアへ3000万ドノレの日本円借款供与を

きめたのを機会に，昨年暮れいらいストップしている通常貿易を新決済方式で再

開することを30日きめた。しかし通産省によると輸出保険の再開は，①9月にひ

らかれる債権国会議で長期的な援助計画および返済計画がきまること，②現金取

り引きによる短期債務（約7,8百万ドノレ）は，すぐ支払うこと，③こんご再び支

払い停止の事態がおきないようインドネシア中央銀行の保証をとりつけることー

が前提になるとしており，全面的な貿易再開は早くても秋以降になる見通しであ

る。

こんどきまった新決済方式は，日本側の外国為替銀行にインドネシア中央銀行

の特別勘定を設け，わが国がインドネシアに支払う輸入代金を同勘定に振り込み

そのなかからわが国は輸出代金を受け取る仕組み。また，この方式でわが国が輸
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出超過となったばあいは，さきにきまった3000万ドルの円借款の一部を決済資金

にあてることになっている。わが国のインドネシアからの輸入は同国向け輸出が

とまったいまでも，石油を中心に年間1億5, 6千万ドルのベースで、引きつづ、き

行なわれており，新方式による貿易再開はかなりの実効があるものとみられる。

しかし，｛也の債権国はこんどの新決済方式にどのような反応をみせるか。ばあし、

によってはかなりの批判も予想される。

また，インドネシア向け輸出がとまっていらいわが国のメーカー，商社は繊維

機械，ジープなど総額約4500万ドルの同国向け“滞貨”をかかえ，円借款の利用

による滞貨一掃を求める声が強い。このため通産省では，インドネシア側の意向

を尊重しながら民生物資を中心に滞貨処理の調整にのり出すことになったが，新

決済方式による輸出再開と滞貨処理の関係がこんごの問題になりそうである。

31日 V外交関係を再開一一権威筋が31日夜明らかにしたところによると，マリク・

インドネシア外相とラザ、ク・マレーシア副首相は30,31両日の会談で3ヵ年にわ

たるインドネシアのマレーシア対決政策を終結させ，両国の外交関係を再開する

ことで合意に達した。同筋によればこれらの措置は今後両国政府当局者の会談を

通じて段階的に実現されることになろう。

同筋はさらに次のように語った。

1. 意見の対立を伝えている報道もあるが，現在までの話し合いで大きな問

題はすべて解決しており，あとはいかに両国の関係を改善し，それを実現する

かといううえでの解釈上の違いがあるだけだ。たとえば一方があることを最初

にしようとすれば，他方はほかのことを優先させようとしている。

1. 両国はすでに外交関係を再開することで合意をみたが，これはバンコク

会談終了後すでには実行されないだろう。承認問題はほかのいくつかの間題と

ともにそれぞれの政府の同意を得なければならないからだ。

1. 両国はまた国境で、の軍事行動の終結を正式に宣言することに合意した。

マレーシアとのコミュニケ起草委員会は共同コミュニケの作成で、最終的合意に

達せず，マリク外相とラザク・マレーシア副首相がもう一度会談することを要請

した。マレーシア外務省のガザ、リ次官は「われわれはなお意見のくい違いを調整

中である」と語った。

Vハッタ元副大統領，新党準備一一ハツタ元副大統領は，イスラム系“ムノレチ

ュ・スアル刊紙との会見で，必要な準備ができれば新しいイスラム系の政党を結

成する用意があると語った。
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また最近，ハッタはスカルノとの協力の可能性と国連脱退の損失等につき発言

している。

V北スマトラ米問題一一先月にくらべ40%値上った北スマトラ米価に対して当

局は住民に分配政策を開始した。リットノレ当り5.50ノレピアが相場となっている。

Q
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資料

経済指標

ブオノ経済・財政担当相の議会演説に伴う補足資料は次のとおり c

通貨流通高（単位 10億ノレピア〉

預金通貨

193.53 

303.99 

487.67 

812.24 

796.65 

44
円

i
Q
U
門

i
p
h
U

2

2

2

2

1

 

総通貨高

823.03 

1,116.88 

1,676.62 

2,982.42 

5,031.79 

ジャカノレタ生計費指数（62品目， 1957年3月～1958年2月＝100)

月｜食料品｜住 居（衣

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

 

1

i

T

A

1

i

 

6,936 

8,255 

7,458 

7,707 

7,680 

8,212 

9,843 

11,100 

14,056 

19,271 

23,354 

41,404 

3,469 

3,719 

3,719 

3,815 

4,035 

4,231 

5,226 

8,136 

9,725 

10,575 

11,574 

17,184 

料｜その他｜総合指数

12,090 

12,155 

10,862 

10,841 

11,887 

11,502 

16,248 

18,137 

20ヲ606

23,441 

32,391 

40,447 

6,740 

7,756 

8,029 

7,930 

9,369 

9,710 

11,287 

13,658 

15,349 

17,479 

22,179 

27,728 

6,968 

8,012 

7,444 

7,593 

7,938 

8,492 

10,141 

11,823 

14,371 

18,804 

22,651 

36,347 

開発予算実施実績（1961～1966) （単位 100万ノレヒ。ア）

年 歳 出 歳 入 赤 p寸よ4， 

1961 35,993 10,227 15,766 

1962 34,466 4,190 30,276 

1963 78,954 1,964 76,990 

1964 142,204 3,628 138,576 

1965 446,178 446,178 

1966 *299,300 299,300 

キ第1四半期および数字は極めて暫定的。 出所：財政局
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開発資金融資銀行金融残高（1961～1966) （単位 100万ルヒ。ア〉

年 次｜ 開発銀行外融資 開銀融資 ム口、 計

1961 22,592 3,401 25,993 

1962 16,096 18,370 34,466 

1963 10,603 68,351 78,954 

1964 7,850 134,354 142,204 

1965 58,285 387,893 446,178 

*1966 213,568 85,732 229,300 

ヰ第1四半期 出所：第1インドネシア国立銀行，開発銀行

国家予算歳出入実績（1961～1966) （単位 100万ルピア）

年次｜歳 出｜歳入｜赤

1961 I 札制 I 62,218 I 
1962 I 122,245 I 74,018 I 
1963 I 285 505 I 162,130 I 

1964 

*11965 

午：；1966

681,328 

*22 , 894, 342 

本22,585,500

283 386 I 

1,546,505 I 

,-J.一台
寸J

28,166 

48,227 

123,375 

397,942 

1,347,837 

本1.極めて暫定的数字。＊2.特別予算，信用，外貨予算を含む。 *3.第1四半期の

数字，極めて暫定的。 出所：財政局

1965年予算歳出内訳（単位 100万ルピア〉

内 訳｜内政費 l軍事費｜合 計

I (1）人件費 I 251,169.5 I 378,004.4 I 629,213.9 
12）年金； 38,023.9 I I 38,023.9 
(3）資財費 I 111,1s1.s i 136,692.4 I 307,844.2 

(4）維持費｜ 13,662.s I 47,626.2 I 61,668.3 

(5） 公共事業費（ 1,719. s i 12,948.5 I 20,295.9 

(6）地方自治体費： 39,295.9 I I 39,295.9 
(7）補助金 j 10, 1s9. 1 I --- I 10, 1s9. 1 

(8）利子支払 1 33,361.s i - I 33,361.s 

n (9）非開発予算 i 106,369.1 I 11ヲ444.8 I 123,813.9 
皿 Q.O）国営企業予算｜ n,soo.3 I 11,063.o I 82,863.3 
N a司計測予算｜ s,229.4 I 468.s I 5,698.2 

総計｜側，573.,r 刷，制1 I 1,412,921.s 
(B.N紙， 5月13日）
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その他の歳出（単位 100万ルピア〉

最高国家機関：第1回AA会議記念式典実施司令部

Bina Marga局 Predjaya実施司令部

孔1ewangi計画

基礎濯概局 Djaja洪水対策司令部

スマトラ道路建設局

森野局

農業局（農民会議〕

財政管理部 KomandProjek Nefo 

Kopronef 

PT Tavip 

LKBN Antara 
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120,143.1 

ノr入
仁I J十 180,337.8 

繊維自給状況

経済・財政・開発担当副首相は，議会の答弁で繊維自給問題について次のように述

べた。

1960年以降完成された繊維工業フOロジェクトは11で，第2Tjilatjap紡績工場（3

万紡錘）， Kudusにおける Muriateks織物・仕上工場， GunungKidul手織織機フ。

ロジェクト， Senajan紡績工場（3万紡錘〉， Tjipadung紡績工場（3万紡錘），

Setjang紡績工場（ 3万紡錘）， Grati紡績工場（3万紡錘）， Lawang紡績工場 C1 

万5000紡錘）， Tohpati紡績工場 C1万5000紡鍾〕， Maclurateks織物・仕上工場（力

織機50台，仕上機）， Makuteks織物・仕上工場（力織機60台，仕上機〉。

現在建設中のプロジェクトは， Bandjaran紡績工場（中国援助， 3万紡錘），

Palembang紡績工場（東ドイツ援助， 3万紡錘）， Bekasi紡績工場（イタリア援助，

3万紡錘〉である。

建設準備段階のものは，三つのくず綿紡績工場でそれぞれ1万紡錘， その他仕上

工場若干（日本借款）である。この他旧中国援助による Padang,Madium, Makasar 

紡績工場プロジェクトがありそれぞれ2万5000, 3万， 3万紡錘である。

現在の繊維需要（目標年間1人当り 8メートル）で考えると，紡績部門は 39万

2000紡錘で自給率30%，織物，編物，縫製部門は100%，仕上げ部門は37%である。
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国立銀行の信用利子はいぜん高い

(5月13日B.N.紙社説〉

イン戸ネシア大学シンポジュームにおいて討論された問題の一つは，輸出問題であ

るが，ここでKAMIのある代表は1966年初頭の数ヵ月間における輸出実績の数字を提

示した。この実績数字，特に3月， 4月，そしておそらく 5月は極めて憂慮すべきも

のである。

おそらく月平均750万ドルも達成で、きないであろう。 ところが政府の 1966年輸出目

標にもとづく平均数字は3500～4000万ドルとなっており， 1ヶ月分の目標も達成して

いないことが指摘された。

KAMI代表の報告はさらに，我々はもはや我慢できないというだけでなく，施設方

針演説に加えて， かかる停滞を克服するために現在将来にわたって諸方策がとられる

ことを要請すると声明した。

この声明は極めて適切なものであり， 我々すべては事業家や一般大衆のほとんどが

望んでいるものは， 来るべき日々において成功する事業に望みを与えるような具体的

な努力や方策が存在するということを示すような施策である。

我々i土KAMIの意見に全面的に賛同する。なぜなら，我々の検討するところでも，

輸出の停滞を打破するような方向へ向ってし、るとし、いうる具体的な証しはいまだ見出

せなし、からである。

我々は事業家に向って多くの官僚が行なうクラシカノレなおどしの言辞を読むだけで

ある。

経済はおどしによって動くものではなく， 事業家に停滞状態からの脱却を強制する

ような諸方策を伴ったものでなければならなし、ことはすでに知られている。

輸出を行なう者が経験する様々の障害， たとえば目に見えない附加金，運送費，目

に見えない税金， 諸費用の引上げ等の多他に，金融においても障害がみいだされる。

銀行による信用供与は，金融機関の正常な事業である。信用供与は輸出を円滑化す

るための一方法であり， この便宜の供与は各輸出業にとって不可欠のものとなってい

る。信用供与なしに輸出高を増加させうる輸出業者はほとんど皆無である。国営企業

によって行なわれる輸出といえども， まったく信用を与えられることなしには行なわ

れることができない。 ところが現在，信用を得るのは困難で極めて高価につく。

我々；土信用供与を望むある輸出の例を知っている。 この輸出業者は古くから輸出分

野で活酌しているが， 現在事業の拡張を望んで，ある国立銀行に金融を申し入れた。

かれが申請したのは輸出金融10億旧ルピアであった。数ヵ月交渉した結果，公式文
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書が作成され， かれは同国立銀行の要求する条件に関する返事を受取った。

この提示された諸条件をみて驚いてはいけない。

まず支払わなければならない利子は， 取引規定，管理費等様々な費用を計算して‘

月5%，年間60%の利率である。

この他に， 同金融額から革命基金約6000ドノレを支払わねばならないという条件がつ

いている。したがって， ノレピア換算で同輸出業者は同銀行に6億旧ノレヒ。アを支払わな

ければならない。

またさらに獲得した overpriceの3%を支払わなければならない。もし我々がこの

輸出業者によって支払われねばならない利子合計すると年間約125%になる。

ここにはまだ若干の輸出物資については， チェックプライスが引上げられたことは

考慮されていなし、。我々はゴムのチェックプライスが平均反セント引上げられたと聞

いているが， 国際市場では約対セントしか上っていないのである。

我々がチェックプライスの引上げと得らるべき金融が高くつくことを考慮に入れる

ならば， すでに現存する価格の不均衡はさらに拡大するであろう。

したがってこれらのことは政策決定者が，綿密に調査し理解しないために一つの陸

路になっているのではないかという疑問がうかんでくる。 もちろん隆路は他にも多く

存在するのであるが，金融問題は極めて重要な陸路の一つである。

1965年の輸出実績（1965年1月～12月〉
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14,034,497 
5,129,937 
80,759,926 
72,662,415 

462,510 
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インドネシア（ 5月）

通貨について

5月6日の議会においてハメンク・プオノ副首相の説明の補足の中で，通貨流通量

について報告を行なったが， これは現在のインフレ状態における経済状態を評価する

最も適切な基準となるものだということができる。

この補足説明については， すでに述べたのでここでは全体を引用する必要はない。

ここでは1965年の通貨量の推移を引用するだけで， 我々の関心を引くいくつかの側面

を提示するだけで十分である。

%
 

貨
「
l

通
一
円
い
一
レ

金
一
勧－nυ 
現
一
は
一
額

末月各

629.50 

812.89 

1,188.95 

2,170.18 

4,235.14 

預金通貨 ｜ 

額（10億ルピア）｜ %1 
193.53 I 24 

303. 99 I 27 

487.67 I 29 

s12.24 I 24 
796.65 j 16 

総通貨最

823.0:3 

1,116.88 

1,676.62 

2,982.42 

5,031.79 

この数字はいまだ暫定的なものであるが，確定数字も細部的に異るだけでァ この比

率に影響するほどではないだろう。

まず注目を引くのは， 9月末以降の流通高の増加額がそれ以前と比較してラ絶対額

でも比率でも大きいことである。 9月末から12月末までに 1兆3000億以上， 65年12月

末から 66年3月までに3兆以上増加している。 65年7月末から 9月末まではわずか

550億の増加である。比率でみると， 9月末から12月末まで、の増加率は80%以上ァ 12

月末から65年3月末までの増加率は約ア0%であり， 65年6月末から 9月末までは約50

%である。この急速な増加は9.30事件発生以降の状勢と切り離して考えることはでき

ない。

この増加高のどれだけが軍による治安行動に使用され， どれだけが反乱分子のため

に政府内のその手先によって流されたかは， 政治的な異る意味をもったものであり責

任当局によって調査されなければならない。しかし財政的な観点からみると司 このこ

とは反乱分子の手に落ちた金が経済の破壊活動に使われるということを除外すれば＼

大した相違で、はない。

したがって，通貨流通量の増加は， それほど異る内容的な変化を伴ったものではな

い。しかし1966年3月末については事情が異なついる。 ここでは現金通貨は総通貨量

の84%におよび預金通貨は16%である。またこのことだけにとどまらず，総通貨量あ
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インドネシア（ 5月）

るいは現金通貨量の増加の中で，預金通貨量は絶対的に減少を示していることであ

る。

この原因はまず国家公務員に対する 400%の賃金引上げ，民間企業賃金の引上げに

よって，より多くの現金が小所得者に流れたためで、ある。年初数ヵ月間にかかる大き

な通貨ノミランスに変化が起った（国家予算において人件費と資財予算の割合は， 通常

1 : 1であるが， 66年の予算によると資財予算は人件費のわずか10%と見積られてい

る〉ことは，当然現金通貨の比重を引上げたと考えられる。

しかし預金通貨が絶対的に減少し，総通貨量が約70%も増加したということは， 心

理的要因特に銀行および経済の将来に対する信頼が，極めて低下したことを示すーっ

の指標である。

これらの数字は，去る 3月11日スハルト少将に革命擁護の権力が移譲されて以来，

反乱閣僚の鎮圧， 閣僚改造によって始められた政治的変改の発展経過を反映していな

い。これは新内閣のスタートがいかに困難に満ちており，経済状勢を改善するために

は迅速な諸措置が必要とされているかを示すものである。

我々は BusinessNecvs第1349.1350号で4月4日における政策に関する諸声明がい

かに希望を生み始めたかを述べたが， いまや再び後退しているようにみえる。このこ

とは， 一度下った物価が1ヵ月半の後再び急上昇していることからうかがわれる。政

府はこの危険記号を監視し，禁止措置や命令ではなくて， 物資の供給を円滑化するよ

うな措置をとるべきである。
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インドネシア

6•7 月の概況

5月末からのマリク外相とラザク・マレーシア副首相とのバンコク会談か

ら始まって， 7月25日のアンペラ内閣成立までの2ヵ月間は，実質上スハル

ト副首相を中心とする政治勢力の基礎固めの時期であったといえる。

MPRS （暫定国民協議会）開催，アンペラ（国民の苦悩の声）内閣結成を

という親陸軍主流派の国民の声の中で， まず 6月20日から MPRSが開催さ

れナスチオン議長選出（従来はサレ一元副首相兼任）， スカルノ大統領から

｜終身大統領Jの地位のはく奪， 3月11日大統領令に基づきスハ／レト副首相

に組閣の主導権を与える事といった，ほぼ予期されていた内容の決定が採択

され7月6日幕を閉じた。

そしてこのMPRS決議に基づき多少の迂余曲折の後25日アンペラ内閣の

成立をみた。その構成にはいろいろな角度から評価を下せようが，組閣発表

後「66年世代」などから「国民の声を真に反映していない」との不満の声も

大きかったにも拘らず，結局スハルト派がかなりその意向を通したとみるこ

とができる。こうして基本的には近隣重視の積極・自主外交の推進，スノリレ

ト体制の確立という結果がみられたが，やはりこうした方向を支えるものは

経済の安定化以外にはあるまい。スハノレトも先月ベルワリ婦人クラブで彼を

称賛する聴衆に対し「この時期がすっかり過ぎ去らない内にあなた方全員が

街頭に出て私に反対のデモをするかもしれない」と暗に経済問題の困難性に

ふれた演説を行ない，今後の具体的政策がインドネシア債務をめぐる 9月開

催予定の国際会議の動向と併せて注目される。

多アンペラ内閣成立

スカルノ大統領は25日アンペラ内閣・閣僚名簿を発表した。構成上の主な特徴とし

て，各省を部門に大別しそれを幹部閣僚が統括する。各閣僚は幹部閣僚の調整をうけ

大統領を補佐する。幹部閣僚は内閣幹部会を構成しスハルト中将（内閣成立後大将に

昇格）を議長とする，といった点があげられる。
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インドネシア（6・7月〉

内閣幹部会議長 スノリレト中将

（ 
国防治安部門 スハノレト中将

部幹僚閣 政治部門 アダム・マリク

国民福祉部門 イダム・カリド

経済財政部門 ハマンクプオノ

工業建設部門 サヌシ・ハルジャディナタ

次に24省の閣僚名つぎの通り。

1. 国防治安部門

(1）陸 軍 相 スハルト中将

(2）海 軍 相 ムルャディ少将

(3）空 軍 相 ルスミン・ヌルャディ少将

(4）国 警 相 スチプト・ュドデイノリレジョ

(5）在郷軍人相 サルピニ少将

2. 政治部門

(1）外 相 アダム・マリク

(2）内 相 パスキ・ラーマト少将

(3）司 法 相 ウマノレ・スノアジ教授

(4）情 報 相 ブノレハヌディン・ディア

3. 国民福祉部門

(1）教育文化相 サリノ・マングンプラトノ

(2）宗 教 相 サイフディン・ズフリ

(3）社 会 相 タンブナン

(4）保 健 相 シワベシイ教授

（功労働力相 アワルデザイン・ジャミン

4. 経済財政部門

(1）通 商 相 アスハリ少将

(2）財 政 相 フランス・セダ

(3）交 通 相 ストボ空軍准将

(4）海 事 相 ヤティジャン少将

(5）農 業 相 スチプト准将

(6）農 園 相 ハルヨスデ、イノレジョ

5. 工業建設部門
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インドネシア（6・7月〉

(1) 基幹工業・動力相 M・ ュスフ少将

(2）繊維工芸相 モハマド・サヌシ

(3）鉱 業 本日 プラタナタ技師

(4）公共事業中日 スタミ技師

場参諸機関と新内閣の関係

アンペラ内閣の成立により従来その長が閣僚位を与えじれていた次の諸機関は内閣

における閣僚ポストから除外されることになった。

1. MPRS 暫定国民協議会

2. DPR-GR ゴトン・ロヨス国会

3. DPA 最高諮問会議

4. Makkamah Agung 最高裁判所

5. Djaksa Agung 最高倹察庁

6. パンク・ネガラ・インドネシア 中央銀行

a. BAPENAS 国家企画庁

b. LEMHANAS 国防研究所

c. 国家調査庁

d. 国家原子力庁

e. 革命精神高揚局

また内閣外の行政機関は次のとおり。

1. 国家書記局

2. 内閣書記局

3. 第一閣僚書記局

多砂糖の消費および輸出

イ政府商業大臣および農林大臣共同布告で 1966年砂糖の国内消費および輸出計画を

次のように発表した。

付） 1966年（1966年6月～1967年5月）生産見込 643,490トン

（ロ） 供給

（吋輸出向 100,QQQ II 

（同報奨用 130,000 ,, 

(c) 砂糖工場従業員配給 30,000 グ
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インドネシア（6・7月〉

料配分

(a）特別配給

(1) 軍用および重要企業用

(2) 農園用

(b) 一般配給

(1) 平常

(2) レパラン（正月〉用

(3) 予備

多緊急物資の輸送計画

25,700 II 

19,680 II 

320,748 " 

5,346 II 

12,016 II 

(1) 海運省は緊急輸入物資の輸送計画について7月8日付けで次のような発表を行

なった。

付） 7月6日香港より到着済

織物

持、具

100,000ヤード

82個

小麦粉 25,500袋

（ロ） 7月14日香港又は日本より到着予定

濃縮粒状ソーダ灰 743 トン

Water glass 

石けん用染料

II 香料

336 グ

7.5 11 

6.8 II 

漂白土 180 II 

鉄線 1,195 " 

トヨタ自動車部品 75,128 PCS 

ベモ用部品 29.690 グ

ベチヤ自転車用部品 39,000 II 

り 7月15日香港又は日本より到着予定

固型苛性ソーダ 2,374 トン

味の素 60 II 

宮田自転車部品 41,440 PCS 

綿糸 944 梱

日産自動車部品 21,079 PCS 
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イシドネシア（6・7月）

煙草用紙 190 トン

粉ミルク 200 8 

ベモ用部品 10,185 PCS 

アルミニュームシート 191 トン

付 7月19日，日本より到着予定

Bleaching Sulfite long五ber 544 トン

煙草用紙 641 連

日産自動車部品 50,503 PSC 

Barium chloride 15 トン

Bleaching carbon 22.6 II 

的 7月25日，日本より到着予定

小麦粉 2,628 トン

漂白土 180 韓

Bleached kraft pulp 200 II 

付 8月，日本より到着予定

漂白土 155 トン

石けん用染料 5 II 

アルミニューム・サルフェイト 316 』F

日 誌（6・7月〉

5 月

31日 V西力リマンタン派遣の軍隊解散一一司スチプト警察庁長官はマンダウ警察部隊

6 月

の解散式に出席「マンダウ部隊が解散したのは，カリマンタンでの外国人にたい

する対決政策が物理的にも技術的にも完了したためであるJと述べた。

マンタ守ウ警察部隊はマレーシア対決政策推進に伴い64年10月いらい西カリマン

タンに派遣されていた部隊である。

1 日 Vバンコク会談終了一一パンコクでのラザク・マレーシア副首相とマリク外相

の会談後，記者団に対し次のような共同声明が発表された。
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1. マリク・インドネシア外相とラザ、ク・マレーシア副首相は5月29日から

6月1日まで、パンコクで会談を行ない，マニラ協定の精神に沿って友好裏に自

由かっ率直な意見の交換を行ない，両国間の関係をめぐる諸問題を慎重かっ徹

底的に検討した結果，次の諸点について意見の一致をみた。

1. 両国代表は同1£］聞の友好関係を回復するための具体的措置の基礎となる

べき諸島〈員ljをそれぞれの政府に提示し，その承認を求めることに同意した。

1. l両国政府1111の肢触は今後，直接かっ継続的に維持されるべきである。

1. 両者は， この歴史的会談の開催に尽力したタイ国首相，｜司外相，同国政

府と国民の寛大な雅量に対する深U、感謝と喜びを記録にとどめることに同意し

た。この会談の開催は，インドネシア，マレーシア両国間の平和と協調の達成

のために顕著な貢献をなすものである。

Vウ使節団訪蘭ーウマノレヤデf外務次官を団長とする使館i団がオランダに到

着したり 10Hにわたり経済協力問題を討議する予定である。

2 日 Vブ副首相，大統領訪問一一プオノ副首相はH本，フィリピン訪問の報告をス

カルノ大統領に行なった。

v共同通信との提携討議一一アンタラ通信幹部と来イ中の岩立共同通信理事と

の問でニュース交換等について話合が行なわれた。

3 日 Vマ副首相，ス大統領を訪問一一マリク副首相はスカルノ大統領，内閣幹部会

に対してマレーシア問題をめぐるバンコク会談の結果を報告した。

v対マレーシア関係一一パンコクより戻ったラザ、ク・マレーシア副首相は，イ

ンドネシアとの聞に近々文官・武官を交換駐在させるであろうと語った。またハ

ジ・ユピノレ・マレーシア運輸相はインドネシアとの空・海輸送機関の活動が近く

再開されるであろうと語った。

V代表団，シンガポール着一一ムノレトポ陸軍中佐の一行3名はパンコクからの

帰途シンガポール承認問題討議のためシンガポール入りした。一行は4日にリ一

首相と会談したが内容は発表されていない。

v政党再登録令一一マフムッド第5軍区司令官は管轄区内の政党，大衆団体に

対して6月13日までに再登録を行なうよう命令を出した。

Vメダンの中国領事館占拠一一メダンの中国領事館が KAMIによって占拠さ

れた。後にこれは北スマトラ・ペベノレラダに手渡された。

T KAPPIの分裂防止一一KAPP！の分裂を防ぐための委員会が声明書を出しこ

れ以上分裂をひき起さぬよう呼びかけた。
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4 日 T NU人事移動一一一NU中央委員会はカリド総裁のMPRS議員，副議長の地位

をスブカンにわたすことを決定しカリド総裁，アジス書記長から発表された。

V内閣幹部会開催一一MPRS討議のための内閣幹部会の特別会合が聞かれたo

v西部スマトラの対米輸出一一一ーゴム371トン，桂皮170トン，にくづく 3トンが

最近アメリカヘ1{1］け輸出されたり

5 日 Vシンガポール承認－ 政府はシンガ、ポールに対し正式に独立国としての承

認，外交関係樹立希望を友明した。

またシンガポール訪問rjtのムルトポ陸軍中佐らはリー首相と 2回目の会談を行

なったU

6 日 T MPRS副議長交代－－ fスナコニニ l'Nl第九副総裁は， 3日付けの大統領令で

オサ・マリキ PNl総裁がアリ・サストロアミジョヨにかわ－－.）てMPRS副議長に

任命されたと発表しfこ。

V米・蘭大使，マ外相訪問一一グリーン米国，シップ・オランダ大使はマリク

外相を訪問し各々米5Jjトンの救援，コンゾーンアム問題を討議した。

Vナ将軍メッセージ一一ナスチオンKOGAM副司令官は， キリスト教労組集

会へのメッセージの中でのPKl地下活動に十分嘗戒しなくてはならないこと等

を強調した。

7 日 Vマ副首相議会報告一一マリク副首相は国会でパンコク会談の成果について報

告した。細かい討議は近々外交・防衛委員会で行なわれる。

Vサルトノ政界引退一一PNI指導者サノレトノは党中央委員会宛ての手紙の中で

6月限りで政界から引退することを表明した。

T KA州，ブ副首相訪問一－KAPPI代表はプオノ副首相，ナスチオンKOGAM

副司令官を訪問し， KAMIが直面している問題の解決に協力してくれるよう依頼

L /cこo

v政治犯釈放一一スチプト同警察長官は1025名の政治犯を釈放することを決定

Ltこo

Vコンソーシウム問題一一一ライシャワー駐日米国大使は椎名外相を訪問しイン

ドネシア経済再建のために早い時期に国際債権国会議を開くよう要請した。

8 日 T KOGAM開催一一スカノレノ大統領下でKOGAM会議が聞かれ， マレーシア

対決をめぐるパンコク会談の結果，それをより一層明白にするためにスハルト参

謀長に必要な接触をとるよう求めること等を討議した。ナスチオンKOGAM副

司令官，内閣幹部会， 4軍司令官， KOGAM高官が出席した。

4
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T NF議長辞職一一シャイチュ国会議長は兼任の NF書記長を辞職する旨スカ

ルノ大統領に文書で伝えた。

v斎藤大使，マ外相訪問一一斎藤大使はマリク外相を訪問しブオノ使節団の結

末，日本のアジア公館長会議等につき報告した。

T NU，ス大統領支持一一NU中央委員会はパンチャシラ・デーで，今後も大統

領としてスカルノを支持するであろうと声明した。

9 日 Vマ外相談一一マリク外相は“マレーシア問題解決のための今後の仕事はスハ

ノレト中将に委任された。この問題に関する外相としての私の仕事はおわった。ス

ノリレト中将が直接マレーシアを訪問することはなかろうが他の軍関係者が行くこ

とになろう”と記者団に語った。

V西部ジャワ中国入学校を管理下に一一西部ジャワ・ベベノレラダは管下の30の

中国入学校を各地区の基礎教育・文化省の長の下におくことを決定した。

v対英関係改善一一ムレイ英国大使はエリザ、ベス女王の誕生日に当りラジオ・

テレビ放送で今，両国関係は改善の方向にあると語った。

v経済復興提案，承認さる一一経済・財政・開発委員会によって，作られた経

済・財政・開発問題解決の基本原則に関する覚書が国会で承認された。

10日 V議会，外交政策支持一一議会C委員会は，マレーシア問題平和解決を中心と

する政府の対外政策に支持を与えることを表明した。

v共産活動に警戒を一一マリク副首相はパサル・ミングでの復員軍人会議への

メッセージで9.30事件残存分子と地下活動分子による政治的ゲリラ活動に対す

る警戒を強化するよう訴えた。またスハノレト副首相も同趣旨のメッセージを送っ

fこ。

Vブット外相来イ中一一スカルノ大統領は昨月から来イ中のプット・パキスタ

ン外相との会談の後，国内情勢が許せばアュプ・カーン大統領のパキスタン招待

に応じたい旨語った。また同外相はアブドルガニ副首相を訪問し両国関係，アジ

ア情勢等につき意見を交換した。

さらに夜のマリク外相主催のパーティの席で両国間の友好関係に満足の意を表

した。

11日プ外相はスハノレト副首相を訪問L，会談したがその時の内容は発表されな

かった。

12日一帰国。

11日 ' ハッタ談話ー一一ハッタ元副大統領はプット・パキスタン外相の歓迎ノミーテイ
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で、現内閣について語り，それはまだ煩雑である，有能な専門家による内閣が必要

である等自らの政界復帰可能性を示唆しつつ語った。

V英国外相来イ決定一…ーーマリク外相はムライ英国代理大使と会談の後，記者団

にSEATO会議の帰途，スチュアート英国外相が来イすることを発表した。

V比独立記念日一一一ノレイス・フィリピン大使はフィリピン独立記念日に際して

RRI放送で両国の友好関係について言及した。

12日 V東部ジャワ軍司令官談一一ースナリヤディ・東部ジャワ軍司令官は，スラパヤ

で軍はさる 5月の声明でも明らかにした通りスカノレノが革命の指導者としてとど

まることを希望する，副大統領の補充は緊急な問題ではない等“アンタデ’記者

に語った。

13日 V内閣幹部会開催一一内閣幹部会の特別会議が行なわれスハルト，マリク副首

相が報告をした。席上，ス副首相はガザ、リ・マレーシア外務次官との，マ副首相

はプット・パキスタン外相との会談結果につき報告した。 またMPRSの議員に

ついての討議も行なわれた。

T 65年中部ジャワ輸出一一西部ジャワ当局は65年の農園作物・農産物の輸出は

4億9808万6986ノレピア C1ドノレ＝45ルピア〕であったと発表した。

v西独との活動開始一一西独訪問中のウマルヤディ外務次官ら使節団は西独か

らの2億マルクの援助を要請するためボンで会談を開始した。

v国際機関復帰準備一一スマ／レノ蔵相は記者団に政府は IMF, 世界銀行復帰

の準備をしている旨語った。

また国会では国連総会の前に国連に復帰を要請する決議につき討議された。

14日 T MPRS副議長任命ープスポンド MPRS暫定議長はカリド Nu総裁にかわ

ってスプカン（NU系）を MPRS副議長として任命した。

Vス副首相談一一スハノレト副首相はマリク，プオノ両副首相と会談後，記者団

に対し，ラザ、ク・マレーシア外務次官との話合によって両国に基本的なくいちが

いは見出せなかったと語った。

Vス大統領， KAMIと会見一一スカノレノ大統領は KAMI代表団と会見し MPR

Sの諸決定に従うこと，革命の偉大な指導者の称号は名誉的なものであること，

副大統領制は45年憲法，国民がそれを欲するならば反対はしないと語った。

Vパルテインド MPRSから締出し一一一マフムッド第5軍区司令官はパルテイン

ド， その翼 F同体のメンパーを MPRSの議員となることを禁止させる決議を行

なった。
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Vガザリ次官帰国ー一一マレーシアのガザリ外務次官は首脳との会談をおえ帰国

した。マしーシア代表団に近い筋は会談は非常に満足のいくものであり，第1の

目的であった相互不信を取り除くことに成功したと語った。

V外国資本投資法再検討一一ウィピソノ議員は昨年来無効の外国資本投資法を

再検討するよう提案し，現下のインドネシアにとって外国資本は必要であると語

ったo

v行動戦線へ要求一一マフムッド第5軍区司令官は KAMI,KAPPI, KABT, 

KAGI, KASl等の団体に対し MPRS開催中は秩序を保つよう要請した。

v対日木材輸出一一南スマトラからの木材とメイズの輸出可能性についての話

合が東京で2名の専門家と日本企業との間で、行なわれた。なお2日本商社は8'

9月にランポから3000立方メートルの木材を L/c方式で行なうことを既に同意し

ている。

15日 V議会指導者任命体ースカル／大統領は議会の指導者を正式に任命した。

議 長一一一A・ジャ fチス

副議長一一 M• イスナヱニ

グ ー一－s・タイヱブ

II ---M・B・サイ

V滞中国学生召還問題♂一一マリク外相は北京留学中の学生に帰国要求を行なっ

ている旨言佐者団に語った。なお前日サリノ基礎教育は北京滞干Eの65名の内38名が

帰国を拒絶していると語ってL、るo

v日本政府正式に援助承認一一日本政府はインドネシアfi'i］け：3000万ドル緊急借

款のための日本輸出入銀行の資金使用を正式に承認した。

16日 Vナ将軍旅行終える一一ナスチオンKOGAM副司令官は 9日からの東部ジャ

ワ，スラウェyレ，カリマンタンの旅をおえジャカノレタに到着した。各地で演説を

行なったが13日には東部ジャワ・マランでマレーシアとの平和的解決が行なわれ

ているが，これは反ネコリム闘争の終りを意味するものではないと演説した。

17日 V対比使節団一一スハノレディ貿易省次官を団長とする対フィリピン貿易問題討

議のための使節団がマニラに到着した。

Vス菌lj首相放送一一スハルト副首相は全国向けテレビ・ラジオ放送で3月11日

の権限移譲令は緊急事態を打破する手段にすぎないものである。この緊急事態は

国民の希望を実現する手段を通して達成されるものである等語った。また20日か

ら開催予定のMPR日に関しさまざまな噂が流れているがこれに警戒的であるよ
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う要請した。

18日 V中部ジャワ輸出目標一一中部ジャワ当局は今年の輸出目標は900万ドノレで、あ

ると発表した。 4月までに現に300万ドノレが達成されている。

19日 v内閣幹部会開催一一スカルノ大統領下に内閣幹部会が聞かれマレーシア問題

MPRSについて討議が行なわれた。

vマレーシアへ使節団一一ムノレトポ陸軍中佐らマレーシア訪問中の4名の使節

団はラザク副首相，ガザリ外務次官と会見した。詳細は語られなかったが，同中

佐は今後も両凪聞の直接的な接触を継続することに同意があったと語った。なお

一行はその他に，スバルジョ陸軍大佐，スメンダップ，モゴットである。

20日 Y MPRS議員任命一一プスポユド MPRS暫定指導者は19日130名の新MPRS議

員を任命した。さらに今日は別の17名を任命した。なお現在の MPRS議員数は

PKI，パノレテインドを除くので532名である。

y MPRSが開会－MPRSの第4回総会がブン・カノレノ・スポーツパレスで始

まった。議員の他に内閣幹部会閣僚，政党指導者，外国外交問，報道関係者が多

数列席し，国歌演奏等につづいてプスポユド暫定議長が前会議（63年5月）から

の具体的いきさつを報告したo

v軍，パンチャシラ戦線共同声明 MPRS開催に当り 4軍とパンチャシラ

戦線は共同声明を発表L，革命の送行，パンチャシラと45年憲法に基づく革命路

線を守ることを声明した。

Y MPRS各グループ会合一一一MPRS内の5グ‘ノレープは総会後，各々会合を開き

今後の方針， 3月11日大統領令， MPRS正副議長などにつき検討した。

V西独からの緊急援助一一訪問独中のウマルヤディ経済使節団は商独政府との

話合で、3000万マルクの緊急クレジットをうけることに合意をみた。

21日 MPRS議員総数一一第4回MPRS議員数は546名である。内訳は議会代表240名，

地方代表115名職能団体191名である。なお9-30事件以前はPKIなどを含め677名

であった。

Vナスチオン， MPRS議長に選出一一MPRSの総会（夜）はナスチオン大将を

MPRS新議長に選出した。なお副議長にはスプカン（イスラム〕，オサ・マリキ

（民族主義），シレガノレ（キリスト教），マスデ、ィ准将（地方代表）が選出され

た。

y MPRS, 3-11令を支持一一MPRSのグループは3月11日の大統領令強化の計

画を承認した。このグループは軍（ユスフ陸軍少将〉， キリスト教グループ（シ
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レガノレ非軍部職能グループ（A・M• ダトラ〉民族主義グノレーフo （ノVレデ、ィ〉，イス

ラム・グループ（ハノレトノ，チョクロアミノト〉地方グループ（マスディ陸軍中

将），シナリアット・グループ（K・H・ノレスミ） 45年世代 cs・メソク，ムストポ
陸軍少将）である。

なお午前中の総会で，同令をMPRS決議No.IX/1966とすることを正式に承

認した。

T MPRS手続き上の諸問題一一MPRS総会は運営に関する諸事項を決定した。

それによると会議は迅速をはかるため，（1）民族主義者グループ（PNI,IPKI), (2) 

イスラム・グループ（NU.PSII. Perti) (3）キリスト教グルーフ。（パノレキンド，カト

リック党）， (4）職能グループ，労働者グノレープ（軍， 45年世代労働者， 労働者連

盟合同書記局，（5）地方代表者グループ（地方知事他の任命された者〉からなる。

また会議は次の六つの範曙からなりいずれもムシャワラの名を冠する。

(1) ムシャワラ MPRS総会

(2) ,, 幹部会

(3) 

μ） 

(5) 

(6) 

” ,, 

，， 

開

等々を取りきめたo

委員会

特別委員会

運営委員会

部会

vセダ農相記者会見一一ヨーロツノfから帰国したセダ農相は記者会見でその訪

欧の意義を明らかにし，ウマノレヤデ、ィ技術使節団，ブオノ外交使節団の先がけ的

役割をなすものであると語った。

Vパルヂヂ死刑宣告一一一バルデデ元PKI中央委員会委員は特別軍事法廷で死

刑を宣告された。

22日 T MPRS一般討論開始一一MPRS総会は夜9時から一般討論にはいった。ナス

チオン議長が開会に先立ち一般討論の必要を強調したのち回教徒，軍，民族主議

者，労働者を代表してそれぞれカリト・マワノレディ，ラフマット陸軍少将，ウセ

ップ・ラヌミハルジャ，スドノが先におこなわれたスカルノ大統領演説に対する

見解を表明した。

T 66年世代支持表明一一MPRSの2決議 C3-11令の承認，ナスチオン議長選

出〉に対しKAMI,KAPPI等66年世代は賛意を表明した。

Vマレーシア副首相来イ言明一一ラザク・マレーシア副首相はインドネシアが
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バンコク平和提案を承認した後にジャカノレタを訪問する用意があると記者団に言

明した。

v対比貿易会談一一ーマニラでフィリピンとの貿易促進，特に63年の貿易協定促

進に関する話合が友好裡に行なわれ今日その第3回会談がおわった。

23日 MPRS総会2日目一一午前の総会でラウパス大佐（職能グループ），チョクロア

ミノト（宗教グループ）ムストポ少将（職能グープ）， スナワノレ（宗教グループ

が演説を行ない共産主義の非合法化を要求すると共に先のスカノレノ大統領演説に

不満の意を表した。午後もひきつづき一般演説が行なわれた。

V議会， MPRSに覚書提出一一議会はMPRS総会に重要な政治経済諸問題につ

いての提案を含む覚書を提出した。

v対比貿易経済会談おわる一一一スハルディ准将を団長とするフィリピンとの貿

易・経済会談がマニラでおわり年間貿易量500ドル，深海漁業， 伐材等の共同事

業等について同意をみた。

v対比海事務協定一一マニラでフィリピンとの聞に相互海事業務，海軍士官候

補者の交換計画に関して同意がなされた。

v対シ関係一一一メノレトポ中佐ら訪、ンンガポーノレ使節団はリ一首相，ラヤラトナ

ム外相と会見し両国関係の正常化のための具体的問題について討議した。

24日 T MPRS総会3日目一－MPRS総会第4日目はまずスロソ（職能クワレープ）が

演説を行ない地方における中国人小売商禁止の厳しい実施要求， MPRS閉会直後

の内閣改造，先のスカルノ演説への不満等を述べた。次にハルジャント（民族主

義グループ）イマムジャ（地方グノレープ）が演説をした。

v外交政策討議一一MPRS総会でイスラム・グループのカノレタウイナタは外

交政策に関して演説しマレーシア対決の終駕，イスラム国家との友好，非同盟諸

国との協力について等を強調した。

V手工業者，海外と直接契約可能一一織物・家内工業省は手工業者に対し海外

の買手と直接契約を結んで良いという教示をした。

V斎藤大使，マ外相訪問一一斎藤大使はマリク外相を訪問し，経済関係を中心

に会談した。

Vセダ農相，米国大使と会談一一セダ農相はグリーン米国大使とインドネシア

農産物の将来等について意見を交換した。

25日 V副大統領の地位に関する諸見解一一一MPRS総会で空軍の副大統領の地位に

関していろいろ討議されているがそれを整理すると，
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⑦大統領不在の場合には， MPRS議長が代行する。

⑨幹部会が代行するO

③国会議長が代行する。

④ 副大統領問題はMPRSで討議されるべきである。

の四つである。

T 65年ゴム供給世界一← 国際ゴム研究グループ（セマラン）は65年において

インドネシアは世界のゴム需要量（23億3500万トン）の25%を供給したと報告し

TこO

Vス副首相記者会見一一スハノレト副首相は記者会見で3月11日令に基づく移譲

された権限を濫用しない，その権限に関して MPRSにより与えられた期限（次

回総選挙まで）は適叶であると語った。

T MPRS総会一一MPRS総会で西イリアン・キリスト教徒代表のアヤミセパ夫

人は商イリアンの運命につき政府は本腰を入れねばならないことを強調する演説

を行なった。

T MPRS一般討論終了 一MPRSのー舵討論が終了したn 全部で68名の議員が

発言の機会をもったの

T IMF関係者東イ 政府の招待で3名のIMF職員がインドネシアの IMF復

帰問題を討議するよてめ来イした。

27日 ▼MPRS 各委員会結成――MPRS総会は議論の詳細化のために各委員会の結成

を承認した。それは，

暫定議長

⑦ A委員会一法一般，政治問題 （マスデ、ィ MPRS高I］議長）

② B委員会一経済，財政，再建問題 （マリキ グ ） 

③ C委員会一一般的諸問題 （シレガノレ グ

である。

なお後刻B委員会議長にM・ユサワ少将（職能グループ）， C委員会議長にワ

ルディン（職能クワレープ〉が選出された。

Vアルジエリア大使，情報相を訪問一一アルジエリアのデマラトロウス大使は

ノレマンピ情報相と訪問し，両国間関係特に情報交換について会談した。

V容共系大使更迭一一外務省はスクリスノ駐北ベトナム大使，ハナフィ駐キュ

ーノミ大使の更迭を発表した。なお，カナフイア駐セイロン，タシン駐マリ，スジ

ョノ駐ガーナ大使が辞職を申し出ている。
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f KAMI声明－KAMIは大統領の職務代行はMPRS議長が行なう， 内閣は

MPRS決議（3月11日大統領の承認）に従ってスハノレト中将が指導権をとるこ

とが望ましい旨の声明を出した。

28日 ' 3副首相会談一一一マリク，スハルト，プオノ副首相が所轄問題につき討議し

たが詳細は明らかにされていない。

なおマリク副首相はシンガポールに総領事をおく準備をしている旨語った。

v新 DPA副議長就任一一DPA（最高諮問会議）議辰がサノレトノから S・ハデ

ィノト博士にかわりその就任式が行なわれた。

Vナ将軍テレビ会見一一ナスチオンMPRS議長はテレビ会見でその見解を表

明した。主な点は共産主義の禁止は45年憲法の理念と一致する， 3月11日大統領

令は国民に十分理解されている等々である。

vムハマジィヤ立場表明一一一サヌシ・ムハマジィヤ・ジャカノレタ支部副議長は

アンタラ記者に対しムハマジィヤは Jスノリレト副首相を高1］大統領兼首相に任命する

ようにと MPRSに提言したけ主た先のスカルノ大統領演説についてEかくいう

べき必要はないと語った。

v米国から長期クレジット一一米国農務省は1050守万附00ドルの長期クレゾヴト

完了lJ.える協定が成立L/::-. 2::発走Lたη その内990万8000ドルは7万5000俵の原棉，

残りがその他の商品にあてじれる。

29日 f PNI, PKI：を否認一一一PNIのp、ルデ f第1総裁はPKTは常止されろぺ 2-"Eの

見解を確約した。

30日 ，委員会，非公開討論おわる MPRSのA委員会の非公開討論がおわったが

その中で革命の偉大な指導者の称号，終身大統領制， PKI禁止が問題となり前二

者は恒久的な MPRSが総選挙の後で確立するまで維持すること， PKI禁止は全

国で実施されるべきことを決定した。

Vス大統領，パンチャシラを強調一一スカノレノ大統領はパンチャシラ文化戦線

所属の文化人の前でパンチャシラの必要性を力説する演説を行なった。

V行動戦線， MPRS指導者に覚書提出－KAPP!,KAGI, KASI, KAPNI, 

KABSIは共同会議の後マスディ MPRS副議長宛て’覚書きを提出し，外交政策の

自由，積極，友好性，スカノレノ大統領の教えの再評価等に関してその見解を明ら

かにLfこ。
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7月
1 B V英外相来イーースデコアート英国外相が，帰国の途中，ジャカyレタに寸．ち寄

り記者団に両国関係の緊街化について語，.，た。同タ，マリク外相と会談し，マレ

ーシア問題，経済協力問題制高議し，現2日次の訪問地，クアラルンプールに／！－＼

発した。

v対日協定成就一一日本からの3000万ドル円借款に関する詳細が東京で、決定し

た。

2 日 Vナ将軍， ス副首相演説一一ナスチオンMPRS議長は5000名のKAMI, KA 

PPIの学生を前に演説し，彼の指導下にある MPRSは45年憲法からの事離を決し

て許さないと語った。

またスハノレト副首相も“警察デー”で演説を行ない，去る 5月の国軍声明の内

容をくり返し表明すると共に当面の政治状況について語った。

T KA州，ス副首相へ要望一一一ジャカノレタ， スラパヤ， バンドンのKAM幹部

はスハルト副首相にアンペラ内閣結成に関する要望：書を手渡した。

Vス英外相，対決終息を希望 スチュアート英国外相はインドネシアとマレ

ーシアの対決が正式におわることを希望するとシンガポールで記者団に語った。

同外相は昨日マリク外相と会談したが，今日はラザク・マレーシア副首相， リー・

シンガポーノレ首相と会談し帰国したり

3 日 ，新MPRS指導部へ支持一一－MPRS第4回総会の公共関係局は2日までに新M

PRS指導部に対して28地方議会， 126政党， 505大衆団体から支持のことばが寄

せられたと発表した。

4 日 Vナ将軍，大統領を訪問一一ナスチオンMPRS議長はスカノレノ大統領を訪問

し私的会談を行なった。

vブオノ副首相メッセージーープオノ副首相は鉄道労働者組合会議あてのメッ

セージの中で当面の経済政策として輸送手段の改善に主眼をおく，高級外国車の

輸入をしないと表明した。

Vス副首相を副大統領に一一ムストポ中将（MPRSの職能グループ・45年世代

代表）は3月11日大統領令の担い手たるスハノレト中将を次回総選挙まで副大統領

として任命すべきであると MPRSへ文書をおくった。

Vアジェ将軍見解表明一一アジェ第6軍区司令官は45年憲法の完全実施にはま

だ時が必要である。従って副大統領選出についても総選挙は延期されるべきであ

る。スノリレト中将を組閣者とすることは適当である等の見解を表明した。
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Vス英外相帰国一一スチュアート英国外相は帰国後下院で演説しインドネシア

との聞には利害の衝突より，共通の利害が多い旨インドネシア訪問の成果を報告

した。

Vグリーン米大使放送一一グリーン米国大使はアメリカ独立記念日にラジオ・

テレビ放送でアメリカとインドネシアの共通の目標は相互利益関係を高めるのに

役立つであろうと語った。

5 日 T MPRS総会， 重要問題を討議 MI’RS総会はドウィコラ内閣にかかわるア

ンベラ内閣はおそくとも 8月17日までに成立することが必要であると決議した。

(No. XIII/MPRS/1966) 

また63年のMPRS決議 No.Illの終身大統領任命を無効にすること，革命の偉

大な指導者の称号は法的根拠はない，総選挙は68年7月5日まで、に行なわれるべ

きである。大統領が職務を果せない時は3月11日大統領の保持者（スハノレト副首

相）が代行するべきである等を決議した。

T MPRS総会，委員会原案承認一一MPRS総会はA・B・C各委員会がまとめた

MPRS原案決議を承認した。

特にB委員会決議は合理的原則に基づく経済，開発促進のために各地域に広範

な自治の承認， 45年憲法と合致した指導経済等を強調している。

V重要問題討議一一スカルノ大統領は内閣幹部会， 4軍司令官と会談したが内

容は報導されなかった。

vジャカルタ軍指導者共同声明一一ジャカノレタの7名の軍指導者が5月の国軍

声明と同趣旨の声明を行ないMPRS決議を支持すると共に革命の守護者として

政治参与の態度を表明した。署名者はウィラハディスマ少将（KOSTRAD), ク

スナニウォト准将（海軍）マフムッド少将（ジャカノレタ地区軍司令官〉ニムプノ

准将（海軍〉ストノ准将（空軍）グロトスディルジョ准将（警察軍）， ワルシト

長官（警視総監）であるり

Vマ副首相， IMF関係者と会談一ーマリク副首相は来イ中の山1F関係者とイ

ンドネシアのlMF復帰問題，海外負債問題について討議した。

6 日 V共産主義禁止決定 MPRS総会は九月のスカルノ大統領による PKl，そ

の翼下団体の解散令を支持ナると共に，し、かなる形態においても共産主義，マル

クス・レーニン主義が拡がることを禁ずる旨決定したの

，外支基本路線を討議ー←MPRSはNo12令／1966で外交路線は反帝， 反植民

地であると共に，バンチャシラ，積極ヲ独立性に基づくものでありナショナル・イ

-251- 一（145）一



インドネシア（7月〉

ンタレストとアンペラを指向せねばならぬこと等々の原則を決定した。

Vス大統領演説一一スカルノ大統領は MPRS閉会で演説し， MPRS決議につ

いて詳細はまだ、知らないが原則的にはそれを承認する，今朝の新聞で、スハノレト副

首相を内閣組問苫とすることがでていたが， MPRSにそのような権限はない筈で

あり，もしそれが本当ならそれこそ45年憲法の精神に反すること等を語った。

Vナ議長，閉会式で演説ーーナスチオンMPRS議長は Ml’RS閉会式で演説し

た。

v国軍指導者共同声明ー一一l且軍指導首は共同声明を発LMl’RS決議を支持す

る旨去明した＜） 'tH＇，貯はスハノレト中将（陸軍）， ナスチオン大将（KOGAM副司

令官），ム／レヤジ少将（海軍）， ヌルヤディン少将（空軍）， 斗ドデイノリレジョ国

瞥長官であるり

また各地）jの知事，州議会指導者・も同趣旨の共同声明を発Lfこ。

7 日 Vパンチャシラ戦線，ス副首相訪問一一一パンチャシラ戦綿の代表221'1がスハル

ト副首相を訪問しアンペラ内閣結成について会談した。一七：はNUカトリック党

PSll, PNl, ムハマジィヤ Perti, II》KI，ガスピンド，ノζ／レキンド， ソクツ等が

中心であるO

8 日 Vス副首相議会 MPRS指導者と会談＿！..＿スハルト副首相はカノレタクスマ少将，

スチプト准将，アラマジャ少将，スジョノオマ／レ・ダニ大佐を伴い議会， MPRS

の指導者と会談し内閣結成問題を討議した。

T KAMI, 国民戦線解散を要求一一バンドンのKAMI, KAPPI大衆集会で国

民戦線解散要求が決議された。その他ナサコムはパンチャシラに反すること，ス

ノリレト副首相のアンペラ内閣結成への指導性等を訴えた。

vゲ米大使外相を訪問一一グリーン米国大使はマリク外相を訪問し7万5000刷

の綿花取引問題について討議した。

, 66年第 l四半期の対米貿易一一米凶商務省はインドネシアの66年第1四半期

の貿易は輸出770万ドル，輸入4190万ドノレであると発表した。

v対英経済会談開始ー一一訪英中のウマノレヤジ経済使節団の一行は，ウォルスト

ン英国外務次官と経済協力問題に関する会談を開始した。

vシャイチュ議長， MPRSを語る一一司シャイチュ国会議長は MPRSについて語

りそれは万全のものでないが現段階では満足のいくものである。また当面議会

（それは45年憲法の正しい運用によって行政府の下にもはや置かれることはな

い〉にとってアンペラ内閣結成と次期総選挙に関する立法問題が重要である。
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インドネシア（7月〉

10日 Vス大統領内閣幹部会と会議一一スカルノ大統領は内閣幹部会（カリド副首相

を除く〉とアンペラ内閣結成問題について討議した。

11日 T KOGAM会議一一スカルノ大統領下でKOGAM会議が聞かれ大統領はマニ

ラ協定と照らし合せて先のマレーシア問題平和解決のためのバンコク会談の結果

を検討するようスハルト副首相に命じた。同会議にはナスチオン副司令官，カリ

ド副首相は欠席したυ

Vス副首相，政党代表者と会談一一スハノレト副首相は PNI, U’Kl, I’akindo, 
カトリック党ムハマジィヤの代表青と内閣結成問題を小心に会I淡した。

PNlからオサ・マリキ，ハノレディ，ジャクサ， lPKlからスノ・アジィ， スケ

ンドロ，サディキン， Parkindoからクムプナン，ウェナス，シィライス，パシラ，

カトリック党からカシモ，セダ，ロー・リアン・ヒン，ムハマジィヤからヤティ

ム，サヌシ，ハディクスモ，ミンタレジヤらが出席した。

，対韓関係好転一一マリク外相は記者会見で，政府は持凶との貿易関係の開始，

領事関係を開くことに同意したと語ったυ

v東部ジャワ・チーク材輸出目標一一東部ジャワ PNPerhutaniは年聞のチー

ク材輸出目標は5000立方メートルであると発表したQ これは50万ドノレの外貨獲得

を期待されている。

12日 V内閣問題討議一一ースカノレノ大統領はブオノ，マリク両副首相，経済閣僚らと

会談した。セチジャン通信相は記者団に対し“金を見つけること”とだけ答え

た。またその後両副首相とスハノレト副首相の3者会談が行なわれアンペラ内閣結

成の準備には何ら困難はない旨，スノリレト副首相を通じて発表された。なおス副

首相はそれに先立ち NU, PSII, Pevti, 職能グノレーフ。合同事務局と内閣問題に

つき協議を行なった。

Vハッタ元副大統領演説一一ハッタ］2副大統領は， Coa1】erati vc山yに当り演

説を行ない，国民の福祉を高める必要とのためには経済専門家を重視した内閣が

必要であること等強調した。

v対蘭航空協定調印一一ーハーグでオランダとの問の航犯協定が調印された。こ

れは2月10日に合意に達していたものである。

13日 V重要物資KOLOGNAS下へ一一内閣幹部会は米，石油，砂糖，塩，塩づけ魚，

食用油，石けん，粗製織物，粗製ノミティックを KOLOGNAS管理下におくこと

を決定した。

14日 V西部ジャワ行動戦線声明一一－－KAMI, KAPPL KA Wl, KAPBI, KASIら
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西部ジャワ行動戦線は共同声明を発しMPRS決議への支持， アンペラ内閣は国

民の経済利益を第1にしなければならない等表明した。

Vスマトラ NF活動停止一一モコギンタ・スマトラ司令官はラジオ放送でスマ

トラの全NFの活動停止を命ずる旨発表した。

V斎藤大使，マ外相会談一一斎藤大使はマリク外相を訪問し，コンソーツアス

ム問題，新聞用紙，食糧生産計画等につき意見を交換した。

V東インドネシア経済開発一一一アズノ、リ貿易相は東インドネシアの経済開発の

ために200)Jドルが認定されていると発表した。 これは政府の経済復興安定策の

ー－環で＇.：tに進行中の産業の部品に充当するものである。

15日 V英国と共同コミュニケ ロンドンで英国と経済問題の討議が行なわれてい

たがその共同コミュニケが技術援助，対英敵対行動への補償等に関し発表された。

V米国援助表明一一ベル開発援助局長官はアメリカは現在のインドネシア政権

が援助を要請すれば国際機関諸外国との協議の上で援助を行なう用意があると語

った。

v米国から米購買一一一アメリカから米5万メトリック・トンを買うことになっ

た。 1メトリック・トン当り 1万5268F；レである。

V農民クレジットの設定一一インドネシア国立銀行は将来の収獲を保証として

農民にクレジットを与えることの具体化を検討しており，その試験として西部ジ

ヤワのスカマンディを対象とし，同銀行と同地方行政庁と協約を結んだ。これに

対する準備金は17.5百万ルヒ。アで返済条件は5年間毎年の米売却代金の25%を返

済に充てるということになっている由。

V西スマトラ，キニーネ農園管理下一一西スマトラ軍司令部は同区内の全キニ

ネ・プランテーションは同司令部の管理下におくことを決定した。

V訪米経済使節回一一スパノレト大佐を団長とする 3名の訪米使節団が対米債務

権問題を討議するため訪米した。

17日 V政府首脳会談一一スカルノ大統領は内閣幹部会と内閣問題を中心に内外諸問

題を討議したo

vス副首相， KAMI会議で演説一一一スノリレト副首相はKAMI中央委員会での役

割を評価する演説を行な η たの

18日 Vイリアン国境問題一一イリアンでオーストラリア調査団との聞にイリアンの

国境線の第1の標が立てられた。

，中部ジャワ緊張状態一一ムナディ中部ジャワ知事はセマランのマホメット生
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誕祭で中部ジャワで共産11リラが活動している兆があると語り緊張状態にあるこ
とを表明した。

19日 債権国予備会談一一インドネシアへの10債政国が東京で予備会談を聞き本会談

についての具体的項目を検討した。参加国は日本，アメリカ，イギリス，フラン

ス，西ドイツ，イタリー，オランダ，カナダ，オーストラリア，ニュージ｝ラン

ドである。

V茶の国際価格低下一一西部ジャワ国営フ。ランテーション共同組合は最近の国

際市場でのインドネシア茶の価格低下は政治的理由だけでなく，設備更新に当局

が無関心であったことが大きな理由であるとし， 300万ドルの新設備－購入を行な

った。

Vスマトラ経済問題討議一一ブオノ副首相はモコギンタ・スマトラ軍司令官と

スマトラの経済開発，特に港湾，道路，濯i既設備等を中心に話合った。

V西部ジャワ軍司令官交代ーー西部ジャワ軍司令聞がアジェ少将からダノレソノ

少将（元西部ジャワ軍区参謀長）にかわりその就任式がスノリレト副首相の下で行

なわれた。席上ス副首相はアジェ少将の在任6年間の功績をたたえると共に今回

の更迭は何ち圧力によるものではないと演説した。

21日 V斎藤大使，ス外相訪問一一斎藤大使はマリク外相を訪問し，先日の債権国予

備会議， 3000万ドル借款内で、の物資購入等について討議した。

v内閣は来週中に一一スハルト副首相はスカノレノ大統領と会談した後，記者団

にアンペラ内閣は来週中に成立するであろうと語った。

22日 Vルクミト大使，ブ国l首相訪問一一ー帰国中のノレクミト駐日大使はブオノ副首相

を訪問し，日本からの借款の使途，追加援助の可能性等を討議した。

v南カリマンタン造船所計画一一スライマン南カリマンタン州知事はマリク副

首相がベンジャノレマシンにユーゴからのクレジットで造船所を建設することを承

認したと発表した。これは副首相が東欧訪問の際考慮するという形で約束された

ものである。

23日 V内閣結成大づめ一一内閣幹部会の後，スノリレト副首相は記者団にアンペラ内

閣は来週月曜（25日〉に発表されると語った。

V日本へメイズ輸出 マカッサノレ港当局は，南スラウエシ産のメイズ5000ト

ンがPTSerdidマカッサル会社を通じて日本（東綿〉に売られたと発表した。

24日 V対香法貿易一一香港当局は本年5月までのインドネシアから輸入は800万ド

ノレ（昨年同期は470万わけであったと発表した。
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25日 Vス副首相外国人記者と会見一一一スハノレト副首相は“マニラ・タイムズ”記者

との会見で，インドネシアは対中共関係の悪化に拘らず台湾政府を承認すること

はない，し、かなる軍事同盟をも結ぶことはなし、等，内外諸問題に関し従来の見解

を明らかにした。

Vアンペラ内閣成立 スカルノ大統領はアンペラ内閣の成立を発表した。

（修特記・j五項参照）

V中部ジャワ輸出目標一一ー国立銀行ユニット Iの総裁は政府が66年の中部ジャ

ワ輸出日標は900万ドルと決定したと発表した。なおその内700万ドノレが既に第l

四半期に実現されている。

26日 V新内閣の反響一一一ジャカルタの行動戦線会議旧共同声明でアンペラ内閣は全

体的にも個人的にも国民の意見を十分反映したものではない，スハノレト副首相が

強いイニシアティブをとるべきであると述べた。

また職能団体合同事務局は賛意を表した。 27日は KAMl中央委員会が再改造

するよう声明で要求した。ハマジィヤは現段階においては最大限の結果であると

表明した。

T KAMI代表，ス副首相訪問一一一10名の KAMI代表はスハノレト中将を訪問しア

ンペラ内閣について遺憾の意を表した。これに対し中将はとにかく実際に仕事を

させるべきことを主張すると同時にマレーシア，国連問題に関して従来の見解を

表明した。

V東部ジャワ，内閣支持一一スミトロ東部ジャワ軍司令官は同区住民はアンペ

ラ内閣に満足している，不満の人もいるが現段階においては最上のものであると

記者団に語った。

28日 V新内閣認証式一一新内閣の認証式が行なわオし席上スカノレノ大統領は新内閣の

目標，マレーシアは新植民地主義計画であるから反対すべきである等演説した。

またlr:iJl::l大統領はスハノレト陸軍q1将，ムルヤデ、ィ海軍少将，ヌノレャディン空軍

准将，コドディハノレジョ国警長官はそれぞれ陸軍大将，海軍中将，空軍少将，陸

軍大将に昇格させた。

Vス議長，マレーシア問題談 スハノレト新内閣幹部会議長は記者団に対しマ

レーシア問題に関して，もう 2週間もすれば新発展があろうと語った。

T NU系団体，内閣に不満一一一NU系のアンソ－Jレ，Sarbomosi,Pertanu PMI, 
Lesbomiはアンペラ内閣は国民の希望とはかけ離れたものであるとしてNUから

の閣僚に辞職するよう党中央委員会に要求した。
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v北スラウェシ輸出目標一一政府は66年の北スラウェシ輸出目標を950万ドノレ

と決定した。主な輸出物は，コプラで60%を占める。

V日本からの緊急援助一一日本政府は先日250万ドル相当の米 1万トン，綿糸

5000梱を贈与することを決定した。またソロの水害，クノレド山の噴火等の災害に

対して赤十字を通じ2万ドル分の薬品を送ることを決定した。

30日 T KOGAM開催←ー内閣成立後，初の KOGAM会議が聞かれ席上スカルノ大

統領はマニラ協定に基－－－－51,,、た平和的解決がインドネシアのl策であることを強調

しfこO

Vナ議長記者会見ーナスチオン Ml’RS議長はアンタラ， RRlとの会見でア
ンペラ内閣の前途を妨害しなし、ょう要請すると共に機構的にも個人的にも必要な

改革はいつで、も可能であることを表明した。

v対シンガポール会談一一一シンガポール訪問中のラジフ見シンガポール総領事

以下25名の使節団はラヤラタム外相， リム蔵相と会談した。会談後ラジフは記者

団に対し外交，貿易関係の再開についてはもう数日待つようにと表明した。

V西部カリマンタン輸出一一ポンチャナック港当局は今年6月の西部カリマン

タンからの輸出はゴム 501万7335トン， コーヒー350トン， Tengkwang 80トン

であったと発表した。

V西イリアン開発問題一一マリク外相は中央政府と地虫政府により行なわれて

きた西イリアン開発計画を再検討するよう指示した。
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インドネシア

8月の概況

先月末成立のアンペラ内閣が初会合を開き（4日） 3年越しのマレーシア

対決政策を終息させることに同意を見た。またその閣議で経済再建を最優先

課題とすると共に今後2年間を 4期にわけそれぞれ「計画調整期J 「社会，

経済，政治全部門の回復期J 「全部門の結実期」 ｜安定期Jとするという構

想、が明らかにされた。この計曲jと新内閣の4大原則たる（1）衣食問題の解決，

(2）積極独立外交の推進，（3）新植民主義，帝国主義反対，（4)1968年総選挙の実

施をめぐって中央政治は展開すると思われるが，今月はその端緒として活発

な動きが，特に近隣諸国との間に見られた。マレーシアをはじめオーストラ

リア，シンガポール，フィリピン，タイ等親西側諸国の高官が次々と来イし

昨年までとその外交基調が大きく変ったことを物語っているo またマレーシ

アとの平和協定直後の国会で国連復帰決議が採択されたことも今後の動向に

影響を与えるものと思われる。圏内面においては， 17日の独立21周年記念日

のスカルノ大統領の演説が注視の的となったが，大統領はその“歴史を忘れ

るな”（多特記事項参照）と題する 2時間あまりの演説において「昨年の10月

1日のクーデター未遂事件」をインドネシア革命に与えた物心両面における

打撃であると非難し，ナナコムにかわってナサソス（民族主義，宗教，社

会主義）の体制に移るという原則論を提唱した他は，従来と同じ反ネコリム

論が基調をなした。また対マレーシア平和協定に関しでも若干，スハノレトら

と食いちがいのある発言を行なった。そしてこのスカルノ演説をめぐって回

教系，親軍系のKAMI,KAPPIらの行動戦線，政党がはげしい反対意見を

はき，さらに KAMIと親スカルノ的集団との間で武力衝突が起り，死傷者

を出すといった事態も生みだし， スカノレノという“象徴”をめぐって今後も

混迷状態が続く気配が濃い。なお，事件後，こうした国内の社会的対立の犠牲

者は数十万名ともいわれ内外に与えている混乱と衝撃は大きいものがある。

またマリク幹部閣僚が独立記念日を祝うため西イリアンに向ったが，外人記

者団も同行を許され，彼地のインドネシア帰属以降の経済状態悪化が伝えら
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れ，こうした辺境開発も経済復興の一環として内閣で取り上げられるように

なった。

物マレーシア対決政策終息

1963年9月23日， スカルノ大統領により“マレーシア連邦”特にマラヤとシンガポ

ールとのあらゆる経済交流を打切れとの命令が発布されて以来， インドネシアはマレ

ーシアに対し全面的な対決政策に人るに至った。その政令の中で，大統領は「国の国

民戦線（N.F）や全人民と共にこの決定を完遂するよう命ずる」と述べ，この対決政

策が， NFというスカルノ体制の申し子が中心的担u、手となって行なわれる“指導

される民主主義”の一環として存在することを明言した。 こうして出発した対決政策

だが，爾来3年間遂に今月11IJ' それはインドネシア政治・経済情勢の大きな変化の

中で終息をみるに至った。またその政策推進の中核であった NFは平和協定調印後一

週間たった M.P.R. S指導者会議で「その組織が一部政治家の手段化したと同時に

PKIにより濫用された」という理由で解散決議を見るに至った。この平和協定にまだ

幾つかの間題点が残されているが， いずれにしても事実上の友好関係が再開されるこ

とは確実なので， この3年間の対決期間を国内経済面との関連に重点をおいて振り返

ってみることにする。

まず平和協定実現の背景にあるものは何といっても経済的要請であろう。対決政策

推進による直接，間接の圧迫から来る国民経済の悪化，特にインフレ昂進をもたらし

たという問題は新政権が最も真剣に取り組まなければならない課題であり， それはブ

オノ，スハノレトら政府首脳により度々力説されてきた。ちなみにこの期間の経済悪化

をみるいくつかの指標をひろってみると，（i）まずインフレ進行状況は次の表から分る

通り通貨供給量指数（巨視的側面〉ではこの期間中約19倍，生計費指数（微視的側面）

では約43倍と昂進しているO

l生計費指数（山川 通貨供給指数
1957～8=100 I 1958ニ100

1963年末 2,226 900 

1964年末 5,234 2,231 

1965年末 37,500 7,564 

1966年1月 56,020 11,500 

2月 67,312 12,100 

3月 94,549 17,200 

（出所〉 中央統計局
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この通貨供給量の増加の原因は予算の赤字補填によるものであり， その数値は63年

139例言、ノレピア， 64年3350億ノレピア， 65年1兆5270億ノレヒ。ア（これらは紙幣の増刷で行

なわれてきた〉と急増している。（ii）さらに数年間の政府財政をみてみると（62年～

4年は IMF,65年は議会承認額による。単位10億ノレピア），

入｜歳

1;2j :329. : 

赤出
伊L『・
子年（歳

62年 I 74.1 

63年 I 162.1 

64年 I 260.0 

654'- I 671. 2 

- 48.1 

- 167 .7 

- 297.0 

- 43.7 

と急増傾向を示しており，このうち 20%が対マレーシア政策に投じられているといわ

れる。（iii）また輪出（石油を除く〕は62年4.7億ドル， 63年4.12億ドル， 64年4.3億

ドノレ， 年4億ドノレ（以上，プオノ副首相本年5月国会演説〕で外貨保有に悪影響を及

ぼし， さらにこの外貨減少が対外債務問題ともからみ，国内，対外の両面に圧力をか

けている。 （この対外債務問題に関して9月に東京で国際債権国会議が開催される〉

が，現在の対外債務は約25億ドノレといわれ，前述のブオノ演説によると， そのうち，

今年中の返済必要額の合計は5.3億ドノレに及び， 現在の外貨事情でこれを完全に返却

することは全く困難な状態であるo

以上が，対決政策中止の背景にある経済状況の大まかな姿であるが， これの効果的

解決なしには，その悲願たる国内経済再建も達成されない。従ってスカノレノ体制を一

応否定しそのひずみを立て直すことを基本原則とする新政権にとって， 経済復興に際

して各方面－で陸路となっていたマレーシア対決を終息させることが， 自己の存続を維

持していく上にも不可決な課題であることは明らかである。すなわち，対決政策をや

めることにより国内経済面の充実に予算をまわすと共に， 諸外国特にマレーシア対決

政策に対し批判的立場をとっていた西側諸国からの積極的援助を期待できるという効

果も併せもってし、る。従って今度の平和協定調印は単にー隣国との敵対関係中止とい

うに止まらず，その基本的外交姿勢の転換， 経済再建への決意という 2本柱の礎石を

打ちたてたということを意味するものである。従って国会が国連加盟決議を採択した

というのもその当然の帰結であるといえよう。

また，これはスカノレノ大統領の政治的威信がはっきりと低下したことをも物語る。

というのは対決政策推進の原則としてスカノレノは， 新植民地主義反対，マレーシアは

英国植民地主義の手先である，従ってマレーシア粉砕という政治哲学をかかげ， これ

Q
d
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を行なってきた。この原則が変更され明らかに，反共ではないにせよ親西欧的な考え

方を抱く政権担当者に継がれたということは， 国内政策決定過程におけるスカルノの

影響力が後退したことを意味するものだからである。これは国内政治における新植民

地主義論者対非同盟路線論者の競合関係における， 後者の勝利であるとみなすことも

できょう。

以上で平和協定調印の経済的背景， 国内政治パランスにおける変化の意味を概観し

てみたが決して問題がこの調印をもってすべて解決したことにならないのはもちろん

である。特に，軍事費削減に伴う軍内部の再調整問題，あるいは，政府首脳とスカノレ

ノ大統領の緊張関係の2点が今後の経済政策と併せて大きな問題として残る。また当

面のマレーシアとの関係、も外交関係以外は即時再開されるとしても，何時，どのよう

な手続きを経て正式な外交関係を聞くかについては両国間で，マニラ協定（63年5月），

パンコク協定（66年6月〉，平和協定の解釈をめぐって必らずしも完全な意見の一致は

みられないが，結局， 大勢としては東マレーシア（サパ，サラワク〉における総選挙

において， 同区の民意確認が形式上再確認されてからということであろう。 （これは

マレーシアの圏内規定によると，サパでは67年3月にサラワクでは69年迄に実施され

ることになっている。〉

φス大統領独立記念日演説要旨

17日の独立21周年記念日にスカルノ大統領は例年通り演説を行なった。 9.30事件

後はじめてのものだけに大統領のおかれている政治的立場とも関連しその内容が注目

されていたが，新政権に対する大きな譲歩といったことは見られず， 強気の発言内容

であった。以下その要旨。

1. われわれが10月1日の未遂クーデタ一事件を非難するのは，すでに自明のこ

とである。わたしも同じくこれを非難する。

2. われわれは，ナサコムにかわって，民族主義，宗教，社会主義の協調を示す

ナサソスを一貫し育成せねばならない。極右であれ，極左であれ，すでに絶対化さ

れた考え方や教義に影響されずに，このナサソスの理想、を育てていかなければなら

ない。しかし，昨年の事件によってパンチャシラに基づくインドネシア革命のコー

スをかえる必要はないのである。

3. 将来についていえば，インドネシアの革命のコースを変えるべきだとは思わ

ない。民族主義，神への信仰，社会主義はあらゆる個人，単一国家の要求である。

国民がインドネシア革命の過去の業績を投げすてずに，革命のコースを歩み続ける
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ょう要請する。

4. さきのバンコク協定には，インドネシア側で作った付属文書が付け加えられ

ており，さる1113，ジャカノレタで調印された平和協定は，この改善された協定なの

である。この付属文書は，インドネシアがサパおよびサラワクで総選挙が行なわれ

た後にのみマレーシアを承認するとのべている。 11日の協定調印によってわれわれ

がマレ｝シアを承認したというのは真実ではない。従って私とスハルト将軍の聞に

意見の相違や足のひっぱり合L、がないことは明白であり，それどころかさきの平和

交渉の際には，私からインドネシア側平和交渉代表に権限の委譲を行なったほどで

ある。

5. のびのびになっているコネフォ（新興国会議）は実行可能な時に開催すべき

であるO いまが会議に適当な時期とは思わないが，できるだけ早く開催すべきであ

る。

6. （さきごろ成立したアンペラ一国民受難の声一一内閣の背景について触れ〉世

界中の友好国と相互に利益をもたらす経済協力を求め，実施するのにやぶさかでは

ないが，自力更生は物ごい政策，こじき政策を排撃するものであるO

7. 衣食に対する国民の基本的要求を満たすため政府は，われわれ自身の生産の

努力を活発にし，その一方で，インドネシア自身の生産が，不十分な場合には外部

からの追加を受け入れるようにすべきだ。

8. ベトナム戦争は世界大戦にまで発展する可能性がある。 （ベトナムにおける

アメリカの戦争を非難し〉私は，アメリカに切望する一一アメリカよ，ベトナムを

去れ，諸君は，いまのやり方でベトナム問題を解決することはできないのだ。打ち

倒され，打ち破られるのは，諸君なのだ。

9. ベトナム問題の解決は①1954年ジュネーブ協定への復帰か，②アジアの問題

はアジア人自身の手で解決されるべきだとのスカルノーマカバガル・ドクトリンの

適用，の二通りの方法のし、ずれかで見U、だされよう。インドネシアは求められれ

ば，ベトナム問題の解決に助力する。

10.帝国主義者たちは，インドネシアの自主的かっ積極的な外交政策がお気に召

さないようだが（皮肉をこめて）ラスク米国務長官はいまでは，インドネシアのこ

の外交政策を尊重すると言っている。

11.インドネシアは人間による人間の搾取のない新世界を建設するための人類の

闘争に参加したり，帝国主義，旧植民地主義，新植民地主義に立ち向かう点で中立

ではない。だからわれわれは国府やイスラエルを承認する気はない。
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12.国連に対してはマレーシアの場合と同様，インドネシアは外側からこれと対

決し，それと話合い，ついで内部で戦うだろう。

13.私はいまだに大統領，首相であり，革命の偉大な指導者であり，国民協議会

の受託者である。

ことしになって外国人たちは「とうとうスカルノ反対のクーデターが起きた。ス

ハノレト将軍が率いる“三人組”はスカルノの手を縛ってしまったJといっている。

彼らは3月11日の命令が権限の委譲と考えたのだ。事実はそれは治安維持命令だ

った。彼らは全面的に取り違えたのだ。スカノレノはいまだに大統領であり，革命の

偉大な大統領であり，またいまだに首相であるω われわれは「国威Jとインドネシ

ア共和国を確立するために戦う。

場参対マレーシア平和協定内容

11日調印された対マレーシア平和協定の全文は次の通りである。

インドネシア共和国とマレーシアは，両国間の緊密かっ友好的な関係の必要と，

マニラ協定の精神および古くから歴史と文化によって結ぼれている両民族問の同胞

愛にのっとり，両国間の協力に資するふんい気をっくり出すことの必要を認識しな

がら，インドネシア共和国とマレーシア聞の国交を正常化する協定を締結すること

に決定して次のように合意した。

第1条 マレーシア政府は，マレーシアの結成から生じた両国間の諸問題を解決

するため，直接関係者であるサパおよびサラワク住民に対し，できるだけすみやか

に，総選挙を通じて自由かつ民主的な方法によって，両地域住民がマレーシア内に

おけるその地位について，前にきめた決定を再確認する機会を与えることに同意す

る。

第2条インドネシア政府は，インドシア・マレーシア聞の協力および友好関係

を緊密化する希望から，両国間に外交関係をただちに樹立し，できるだけすみやか

に外交代表団を交換することに同意し，マレーシア政府もこれに賛同する。

第3条 マレーシア，インドネシア両国政府は上記に照らし，両国間の敵対行為

を即時停止することに合意する。

第4条本協定は調印の日から発効する。

多対西独貿易発展

B. N 誌は西独統計局発表の両国間貿易に関する統計を公表したがそれによると，
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（単位：百万マルク）
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インドネシア（ 8月〉

物肥料26億円を輸出，対インドネシア円借款第1号

日本硫安輸出会社は，化学肥料メーカ一代表とテン・インドネシア在円国営貿易総

支配人との聞で8日，円借款にもとづく硫安，尿素など化学肥料9万5000トン， 26億

7500万円（743万ドノレ）の輸出契約の正式調印が行なわれたと 9日発表した。

これはインドネシア向け 3000万ドノレの円借款のうち，肥料向けのワクとして決まっ

ていた743万ドノレをもとに， H本側とインドネシア側との間でどの肥料をどれだけ輸

出するかの話合いが進められてし、たのがまとまったもので， :1000万ドルの円借款の輸

出成約第1号となった。

成約内容は，硫安5万5485トン（12億1700万円），尿素2万9442トン（11億5200万

円），硫リン安5287トン C1億7100万円），重過リン酸石灰5000トン C1億3500万円）

で合計9万5214トン（26億7500万円）となっている。

積み出し期間は8～9月でインドネシア側としては肥料の需要期をひかえているの

で11月には園内で出荷できる体制を整えたいとしている。

インドネシア向け化学肥料輪開は，昨年12月にインドネシア貿易が中断されて以来

途絶えていたもので， 8ヵ月ぷりの再開となる。同国向けにはとれまで， 約30万トン

（硫安換算）が輪出されている。

日誌（8月〉

1 日 v内閣幹部会初会合一一新内閣幹部会はスハルト議長の司会の下に初会議を開

いたが，会議後の記者会見で同議長は次のように語った。

1. 会議ではアンペラ（人民受難の声〉内閣とその4本の政策の理念を打ち

出すために聞かれた。新内閣の第1回全体閣議は4日に開く予定である。

2. マレーシア紛争は63年のマニラ協定の精神に従って解決されねばならな

い。近く使節団をクアラルンプールに派遣する。この成果次第でマレーシア使

節団がジャカノレタにくることになる。

2 日 T KA州，スカルノ演説批判－KAMIパンドン支部は， 7月28日のスカルノ

演説でふれられたマレーシア対決政策続行は国民の平和への希望に反するもので

あり，大統領はまだ旧来の考え方を変更していない。アンペラ内閣もこの！日グル

ープとの妥協の産物であるとして非難を行なった。

vタイヤ需要大一一運輸統計によると1965年1月以来自動車は（軍関係を除い
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て〕 39万台あり，全部で 150万個のタイヤを必要とするが国産は25万個で後は輸

入に待たなければならない。

3 日 Vジャカルタ NF管理 ジャカyレタ・ペベノレラダは同地区の NFを2日づけ

で管理下におくことを決定した。これは青年・学生団体を中心に反NF活動が高

まって，秩序維持のためであるとされている。なお，すでにスマトラや東印ジャ

ワで同様の措置がとられている。

V西部ジャワ軍司令官談－ーダルソノ西部ジャワ軍司令官はHMIの集会にお

いて指導民主主義の守り手はパンチャシラ以外の何物でもない。立法，行政，司

法は一手に集中さるべきものではなく分権化されなくてはならない等演説した。

v鉱業省令発布一一鉱業省は 1日づけで，ジャカノレタ，全州地区のスタンパッ

ク，カルテックス事務所における管理チームを解散させ，同時に全外国系石油会

社の管理チームを結成した。

v砂糖生産低下 当局は今年の砂糖生産は昨年の77万5000トンから60万トン

に低下する見込みであると発表した。これは圏内需要を賄うだけで輸入できる余

地はない。政府は現在の甘庶畑経営費および地租の高騰から，砂糖価格を従来の

lkg4.5Jレヒ。アから 6.51レピアにあげた。これは各種の税をふくめた工場での価格

3.3ルピアに地租および経営費3.2ルピアを加えた価格である。

4 日 Vマレーシア対決終息近づく♂一一新内閣は初の全体閣議を聞いたが，そのあと

ディア情報相は「懸案のマレーシア紛争解決については， スハノレト，マリク両幹

部閣僚の進めてきた“平和解決”の線をスカノレノ大統領も了承した。これで8月

17日の独立記念日前に，実質的な両国間の友好関係回復が実現することはほぼ確

実になった」と語った。

T PKI活動中一一マフムッド・ジャカノレタ司令官は PKI中央委員86名の内31

名しか逮捕されていないという事実からして，まだ PKIは活動中であると思わ

れると語った。

vオーストラリア議員来イ中一一オーストラリアのウィトラム議員（野党指導

者〉は来イ中の記者会見で両国関係は50年代は不満足なものだったが再び友好の

時期を迎えていると語り， 9.30事件以降のインドネシア政情を評価する発言を行

なった。

V経済復興には 100億ドjレ必要一一ハッタ元副大統領は学生達を前に経済が復

興するには最低100億ドルが必要である。これは外国から期待するしかないが，

国民はその前に食糧増産，道路回修等に努めなければならない等，従来の経済政
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策批判と共に語った。

V木材輸出好調一一一フ。ノレタニ協同組合は，木材輸出は目標を超過する模様であ

ると発表した。

たとえば中部ジャワでは目標7000立方メートルに対し7月末迄に6875立方メー

トノレが輸出されている。また束力リマンタン， ヌヌカンの日本との PS方式に上

る伐採は2000立方メートノレ（立方メートノレ当り30わけを輸出している。

5 日 V新仏大使信任状呈出一一ケイスン・フランス大使はスカノレノ大統領への｛言任

状呈出式において両国の友好関係を強調すると共に出来る限り経済的，技術的，

文化的協力を深める用怠があると演説した。

6 日 Vマレーシア使節団来イ中一一昨日から来イ中のユスフ大佐を団長とするマレ

ーシア使節団はスハノレト，マリク幹部閣僚と会談した。記者会見で同団長は8月

17日以前に協定調印に達したい，マレーシアにいるインドネシア人囚人は調印締

結後釈放されるであろうなどと語った。

v対シンガポール貿易再開で合意一一シンガポール訪問中のラジフ・代表団長

はシンガポーノレ側との 1週間にわたる会談のあと記者会見し，両国はできるだけ

早く貿易関係を再開するこどで合意した， と発表，さらにつぎのように述べた。

1. 双方は，貿易促進のための共同機関を設立することで意見が 4 致した。

将来の貿易は相互利益を目標とした新しい形態に基づいて行なわれることにな

ろう。

2. 通信関係再開の交渉は，双方が加盟している国際機関で切手の基準がす

でにできていることなどもあって円滑に進められた。また移民，関税，海運問

題などについても意見が一致した。

T IMFに代表団派遣一ーセダ蔵相はスマノレノ前蔵相と国営銀行のオイ・ベン・

トーを IMF復帰問題を討議するために渡米させることを発表した。

V東部ジャワ・ゴム生産一一一東部ジャワ・プランテーション当局は今年の同区

ゴム生産は 1万6000トンに達するだろうと語った。

7 日 V日用品物価情況一一砂糖価格が 1kg当り6.50ノレピアから再び以前の3.38；レピ

アに｛底下した。

なおその他物価情況は以下の通り。

石けん

マーガリン

食用油

ー（162）ー

10ノレピア C1個当り）

100 " ( 2 kg当り）

90 " C " ) 
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婦人靴

紳士靴

120；レピア ( 1足当り〕

200 " 以上（ グ ） 

インドネシア（ 8月〉

8 日 V豪州外相来イ中一一来イ中のハスラック外相はマリク外相主催の夕食会で，

現会談の結果，両国関係はより栴接な理解をえようと語った。また翌日はスハノレ

ト陸相・マリク外相と会談した。

9 日 V幹部会開催←ー内閣幹部会が開催されマレーシア問題が討議されたのち，ス

ノリレト議長は記者団にバンコク協定履行の中で、相互接触が両国間で、行・なわれてき

たが，最格的調印のためにラザ、ク・マレーシア外相が11日に来イするであろうと

語った。また会議ではその他スハノレト議長は全国的に NF活動を禁止するとの

KO(;AM決定，独立記念式典は簡素なものにするなどの報告を行なった。

Vマ外相，外交姿勢を語る←一一マリク外相は外国人記者クラブ創立式で，イン

ドネシアは自由・積til.ffeJr卜交に某づいて国際的役割を再開するであろう。またいか。

なる軍事条約を結ぶ考えもない，隣国との協調関係を維持していく等外交路線に

関して演説を行なった。

10日 Vス大統領，豪外相と会談 a 寸スカノレノ大統領は来イ中のハスラック豪州外相

土会談Lたが内存は公表されなか〆〉たのその後同外相は帰国に先立ち声明を発表

し両国聞の親善関係の必要を強調Lた。

11日 V対マレーシア平和協定調印一一九年ごしの対決をおわらせるための平和協定

がマリク外相と今日来イ！たラザク・マレーシア副首相との問で調印されたの

（移特記事項参照）

マリク外相は勝利はインドネ、ンア，マレーシアという同一民族が共有するもの

であり，これから相互理解と協力の時代を迎えると語った。一方ラザク副首相も

全面的賛成の意を表し共通の目標の達成にあらゆる努力をすると語った。

またその後の記者会見で，英国軍は北カリマンタンから平和協定調印後すみや

かに撤退することを確約した。

Vナ議長演説一一ナスチオン MPRS議長は， 8月17日以前にマレーシア問題

解決が行なわれたことを讃えると共にあらゆる形態の帝国主義に反対する闘いを

続けなければならない，等々 MPRS運営委員会の3日目（最終日）に語った。

V西側諸国，調印を歓迎一一英国政府は3年ごしのマレーシア問題が平和的解

決をみたことを歓迎する。また，ボノレネオからの英軍撤退についてマレーシア政

府と会談が続けられている旨声明をだした。またスチュアート外相はマリク外相

あて感謝のメッセージを送った。
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また日本，米国，タイ国のフィリピン，オーストラリア，三ュージーヲンド等

の政府も数日内に同趣旨の声明をだした。

, KAMI, HMI平和協定を歓迎一一一KAMI中央委員会は声明を発しマレーシア

対決終息を歓迎し，スハノレト，マリク両者を賛えると共に，対決政策に用いられ

ていた費用は経済発展にふりむけられねばな九ないと要求した。主た同教系学生

同体 HMIも15日に協定歓迎の意を表した。

v英連邦軍，インドネシア対決による損害を発表一一英同防省が11日明らかに

したところによれば，インドネシア，マレーシア対決3年間の英連邦軍の損害は

戦死114，負傷者181。このほか民間人の死者36，負傷53，捕虜40 これに対しイ

ンドネシア側は戦死590，負傷222，捕虜771であった。英連邦軍はマレーシア，

オーストラリア，ニュージーランド，英国の各国軍で構成されていた。

12日 Vマ外相，マレーシアへい一一マリク外相一行：35名は，ラザク・マレーシア代表

同の帰国直後返礼訪問のためクアラlレンフ。ールに出発した。到着後ラザ、ク副首相

と共同記者会見に臨んだが府！：，副首相は，既に英軍はサパ，サラワクから撤退

を開始している。また今Hか「）1両j地区はマレーシア軍が単独で‘その防衛の任に当

ると語った。

13日 Vス大統領，協定を語る一一スカルノ大統領は平和協定はその内容においても

精神においてもバンコク協定と異なっている（特に外交関係はサパ，サラワクの

選挙後という点）から承認したと PNI幹部に語J》た。これに対して同日マレー

シア外務省はそれを荷定し，／II来るかぎり甲・く外交関係の樹立を行なうつもりで

あると語った。

V議会，国連復帰を支持一一一議会は65-6年会期の最終日で国連復帰を政府に

要請する決議を満場一致で採択した。なお66～7年会期は今月16日から開始され

る。

14日 vマ外相，西イリアン視察一一マリク外相は西イリアンでの建国21国年式典に

出席するため夫人同伴でラフマット内相，ユスフ基礎産業相らと共に西イリアン

に向った。

15日 V対シンガポール，バーター貿易再開一一シンガポールとのパーター貿易が再

関された。これはリオ諸島の船団がシンガポールに入港しコプラ，薪炭を輸出し

たものであるQ なお1962年においてシンガポールの対イ貿易額は1096百万マレー

シア・ドル（約137百万英ポンド）であり総貿易の15%を占めていた。

Vシンガポール代表団来イ中一一一昨日来イした6名のシンガポール代表団はス
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インドネシア（ 8月）

ハルト内閣幹部会議長を訪問し両国の文化・経済関係を中心に意見実換を行なっ

fこ。

V中部ジャワ・ゲリラ活動一一スロノ中部ジャワ軍司令官は全ジャワ軍司令官

会議で中部ジャワでの政治的ゲリラ活動に中国人もまざっている兆があるが西部

ジャワ，その他の地域とちがい海外の中国系同体から支援をうけているようすは

ないと語った。また同司令’店は19Flにジャカノレタで学生，軍主催：の集会におい

て， rt1部ジャワ，特にジョグジャカルタ，ソロの治安は現有ほとんど切迫した事

態にはないと語った。

v対ユーゴ技術協力一一スラパヤのパラタ械機工場はユーゴのノレドナップ。社と

技術提携を行なうことを決定した。それは毎年200台の道路ローラーを生産する

見込である。また期間は5午， 6400万ドルである。

16 B T 66/67国会会期聞かる一一一スカノレノ大統領は66/67年議会第1日でコネフォは

あくまでも推進されなければならないと強調すると共に，国会が17日の独立記念

日前に聞かれるのは遺憾であると語った。

またスハルト内閣幹部会議長．は政岸fを代表してアンぺラ内閣の基本計晶i岡につい

て報i1'i：したO 主な｝，＇i

物価引下げによる国民購買力増i生，国家支出の制限，国防は員少の費用で効果的

に行なう。外交路線はパンチャシヲ 2::45年憲法に基寸くものでありマレーシア対

決終息はこれを変更するものではないの今後は東南アジア諸国との緊密な協力と

相正利益のために友好政策をとるであろう等である。

vポゴール NF一時活動停止一一一NFボゴール支部は KOGAM参謀長の決定

に基づきその活動を見合わせることを宣言した。

V西部ジャワ学生団体の動き一一一西部ジャワ KAPP！支部はスカルノ大統領に

対して KOGAM, NFの解散等要求と併せてスカルノ非難の声明書を出した。

また KAMIパンドン支部は19日，昨日のスカルノ大統領演説は承服できないと

声明した。 HMIも同様の趣旨の声明をだしている。

V 日本綿製品積荷協定一一ー東京で日本の3000万ドル援助の一環として837万ド

ル相当の綿製品の積荷に関する協定が締結された。内訳は綿糸667方ドル，綿布

170万ドルであり， 10月から輸送が開始される。

V西独借款供与一一西独が部品，原材料買付けのため1350万マルクの借款を供

与する協定が16fl，ポンで調印された。両独は昨年も同じような借款を1650万マ

ルク供与している。
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インドネシア（ 8月〉

v独立21周年記念日一一ームルデカ宮殿で独立21周年記念日の祭典が行なわれ

fこ。

Vジ中国大使談一一ジャウォト前中国大使は，北京で日本人記者と会談しアイ

ディット PKI議長が生存しているかどうかは知じないυ党員の内わずかしか殺

されていない，いずれ復活することを希望すると語った。

18日 Vボルネオ共同防衛一一ラザ、ク・マレーシア面l情相はクアラノレンプールで、合［i,J

国防会議の会介後，記者間にインドネシアと合同でボルネオ防衛を協議するため

の合同委員会を設置することを決定したと語った。

19日 T MPRS指導者会談一一MPRS指導者会議が聞かれ NFとKOTARの解散を

決議した。 NF解散の理由としてはその組織が一部政治家の手段化したと同時に

PKIにより濫用されたことを指摘している。また KOTAR解散の理由としてそ

れが有効でなか，・＿，たこと，パンチャシラ，人間の権利，民主的権利を侵害したこ

とをあ』j'ている。

V西部ジャワ最近の情勢一一一ダfレソノ西部ジャワ軍己j令官は，独立記念日での

スカルノ大統領演説に対し特にパンドンの学生たちが反対し，これを契機にスカ

ルノ大統領支持派青年たちと衝突し死傷者をどしたことに対L，あまり血気には

やる行動はと九ぬよう要望したのまたこれら若u、G6年世代の精神と経験ある軍の

同結が必要であると語り，さらにスカルノ大統領を9.JO事件前の地位に戻すこと

は反対だが，学生たちが言うように大統領の地位からおろすことに軍は反対であ

ると語った。

Vマ外相西イリアン視察おえる一一6日間にわたり西イリアン各地を視察した

マリク外相一行がジャカルタに戻った。現地で一行は西イリアン住民の食糧，衣

類，石けん，タバコ，燃料，輸送手段等の不足に関する苦しみの声に接した。

Vラモス比外相来イ中一一ラモス・フィリピン外相が4日間にわたり友好親善

のために来イした。 22日にはスハルト内閣幹部会議長と会談し，早急に貿易関係

の強化拡大の希望を表明した。 23日朝，帰国したがそれに先立ちマリク外相との

間で両国の友好関係じ東南アジア各国との域内協力をうたう共同コミュニケを

発表した。

22日 T KOGAM最終会議一－KOGAMの最終会議が聞かれ，マレーシアとの国交回復

の具体的諸問題を討議すると共に KOGAM（マレーシア粉砕司令部〉を KOTI

に編入することを申し合わせた。

23日 V賠償実施計画で合意一一一日本と賠償協定にもとづく第9年度（ことし4月か
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インドネシア（8月〉

ら来年3月末まで〉の賠償実施計画について，日本政府と訪日中の賠償使節団と

の間で意見が一致し，日本政府から使節団に合意の書簡が送られた。

同実施計画は総額5億9868万円で，製紙，合板工場用の資本財2億円，教育訓

練計画費2億8000万円などである。

24日 V内閣幹部会開催一一内閣幹部会が聞かれ，先に西イリアン視察をおえたマリ

ク外相の報告を聞くと共に，西イリアン開発のための特別命令を決議した。また

ヶ国家安定会議”問題内備されたが，この会議はさらに生産部会，分配部会，

金融部会といった部に分けられる桟様である。

25日 V国会開催中一一国会は16口に政府が行なった胞政方針に対しi吉見をきくため

に3ici聞にわたる総会を聞いた。午前tjtの会議ではK・II・ムスリ（職能グノレー

プ），ナスノレン・イスカンダル〔職能グループ〉， ソンダ（キリスト教グノレープ），

L・ハキム（イスラム・グループ）が演説し，原則的には政府政策を支持すると

共に独立記念日の大統領演説は遺憾であると表明した。

V欧州向けタバコ一一合計4455梱のたばこが東部ジヤワ・パナルカンからヨー

ロッパに向け積荷された。

27日 Vナ議長，スカルノ演説を批判一一ナスチオンMPRS議長は来訪した KAMI

代表団を前にスカノレノ大統領の独立記念日での演説は，国民から反対行動がおこ

るのも当然な内容で、あると語った。

, IMF調査団来イ一一IMFの第2次調査団が実情調査，勧告のため近々来イ

ナる。 M 復帰の第一段階として国連脱退以前の約1億ドルの負債の解決に同

意しなければならない。なお現在の総債務は24億ドルでありうち年内に返債しな

ければならぬものは5億3000ドルであるといわれているが，年内の外貨獲得見込

みは4｛！意ドノレで、ある。

？肥料 110万トン必要一一一農民へぴ一明巴料分配機関である PN・プルタニは国内

需要をまかなうために肥料110万トンを輸入しなければなちないと言明した。ま

たスハルト長官は今年は6万トンの肥料が輸入されるべきだが現在わりあてられ

ている外貨では4万トンしか輸入できないと諮った。なお今年見込まれてし、る肥

料は尿素肥料2万トン，アンモニア肥料2万トン，混合燐酸肥料3000トン，燐配

肥料1万6200トンである。

28日 Vマリク外相演説一一一マリク外相は西部ジヤワ・パンデグランで国連等国際組

織への再加盟の必要性，先のマレーシア対決終日、をもたらしたジャカルタ平和協

定とバンコク協定の聞には原則的には何ら相異はない。こうした対決政策は前政
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インドネシア（ 8月〉

権の誤ちによるものであり是正されなければならないものであると演説した。

Vイ・比合同貿易コミュニケ←一一ジャカノレタでフィリピンとの間に合同貿易コ

ミュニケが調印された。 （フィリピンの項参照〉

29日 Vタイ外相来イ中一一タナット・コーマン・タイ国外相の一行が3日間の日程

で来イした。一行はスハ／レト内閣幹部会議長，マリク外相を儀礼訪問し両国の親

善関係，アジア情勢し・般に関して意見を交換したりまたも!Ilにはスカルノ大統領

を訪問したが，同席したマリク外相は記者団に対し双）；・は諸々の問題を討議した

が最も重要な問題点はベトナム戦争で，それをふくめてアジアの問題はアジア人

の手で解決されねばならないとの合意に達したと諮った。

30日 V北スマトラ大統領演説に反対一一一北スマトラの KAMI, KAPPI, KACIら

行動戦線は独立記念日のスカルノ大統領演説は受け入れがたいとの声明を出し

た。主な理由としてその演説は MPRS諸決議に反し，アンペラ内閣のプログラ

ムを阻害するものであり，単にスカル〆ノ大統領の個人的見解にすぎな吋ヤうも

のをあげている。

Vジャカルタ人口一←最新の統計によればジャカlレタの人口は 369万4343名で

ある。ジャカlレタは5区にわかれるがその内訳は以下の通り。

北ジャカ／レタ 479,000 

西 開 714,555 

東 韓 669,783 

南 881,005 

出＂ 954,000 

▼技術使節団，シンガポール着――15名の技術使節団がシンガポールとの貿易
再開問題を討議するためシンガポール入りした。

31日 V中部ジャワ外国人登録令一一中部ジャワ軍司令部は中部ジャヮ，ジョグジヤ

カノレタの外国系市民にたいして 9)3 1日から11月30日までに再登録と活動状況の

報告を行なうことを要求した。
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インドネシア

9月の概況

昨年の 9月30日以来1年をむかえ，政府の基本政策の具体的な内容と方向

が徐々に明確になってきた。それとともに，現政権担当者と旧グループの対

立も単に政治権力の面だけにとどまらず，その背景にある社会的な問題どL
ても注目されなければならない時期にさしかかっている。

先月のマレーシア対決政策の中止により，その近隣外交，非同盟路線復帰，

政治優先から経済優先への意志表示をした政府は，その方向で、活発な動き二

みせた。特に， 19日に，日を同じくした“インドネシア問題に関する国際会

議”と国連への復帰通告は現在の政府の真意が，中道的な外交政策，経済再

建促進という一枚の貨幣の両面にあることを示した。その意味で，西欧11占

？による対インドネシア債権問題，新規援助問題を検討する同会議に復帰占

告をからませたことは象徴的である口また，昨年1月の国連脱退と共に脱退

「で、た国連専門諸機関に対しても復帰表明を行なった。さらにM ・世界

銀行，アジア開発銀行への積極的態度も経済再建における外資導入を本腰を

入れて考慮していることの証左とみてよい。しかし，こうした国連中心，親

西町路線で外交，経済再建を推進していく反面，対共産圏外交は経済外交

も含め停滞状態となっている。特に最大の債権国で、あるソ連が日本のイニシ

アテイブ、の下に開かれた債権国会議に招請されず，また，マリク外相の訪ソ

に対して延期要請をするなど，新政権の親西欧路線はソ連には危倶の念を抱

かしめているかのように見受けられる。イズベスチャ紙が「債権国会議は一

種のユスリであり，債権国はインドネシア政府を東南アジアにおける新たな

る軍事同盟に加えようとするものである」と報道したのもこのことの端的な

あらわれである。いわんや対中国関係は， 15日の政府の敵対国（暗に中国を

さす）非難声明， KAMIらの対中国断交要求等，昨年来の国内の反中国人感

情とあわせ，極めて険悪な状態にある。

こうした方向転換は，当然国内の勢力均衡と関係することであり，その意
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味で現政府首脳とスカルノ大統領の関係が注目されるo 中・東部ジャワで根

強いといわれる大統領支持グノレーフo，特に国民党（幹部は4月の役員改選で、

右派が優勢）下部組織，軍内部の大統領派といった勢力を背景に，スカルノ

大統領は各所で強気な演説を行ない，反スカルノ団体と衝突を起している。

特に45年世代幹部会で、の演説（6日）において「共産主義はその指導者の首

切りによっては消滅しなし、。十分なる衣食を与えることだけが方法である。

・・私はマノレクス主義者であり，マルクス主義は私の心の中にある。誰がこ

のこ；を禁止することができるか」と語り，現政府首脳，特にナスチオンM

PRS議長が唱える新秩序（3月11日以降の体制）論と一種のイデオロギー

論争を始めている。しかし，こうした大統領発言に対し，大衆団体の他に議

会からもそれを規制すべきであるとの意見も生じ， 20日の国会で「今後の大

限発言は内閣と常に協議した上．で、発言することをのぞむJ旨決議された。

それに加え，かつて大統領側近としてあったダラム元中央銀行相が死刑判決

を言渡され，また，渦中の人スパンドリオ元第1高11首相兼外相も近々出廷す

ることになり，権力闘争の帰すうも時間の問題となった観がある。

経済政策の方向

新政府がその政治的基礎を一応固めた後，次に取組まねばならないのは何

といっても具体的，実効的な経済政策である。大まかな経済情勢を概観した

後，現段階での政策を吟味してみることにする。

まず経済混乱一特に異常なインフレーの最大の原因は財政に求められる。

1962年において歳出 1220億ルピアに対し，歳入は 740億Yレピア，赤字610億

ノレピア，つまり歳出の約50%はほぼ通貨の増発でまかなってきた。 65年第3

四半期までの実績は，昨ほどではないにしても，歳出1兆0332億Yレピア，

歳入5740億ルピア，赤字約4500億ルピアを示している。これが特に都市諸物

価の騰貴をひき起し，ジャカ／レタにおいて 62年を 100とすると今年7月巳米

が約175倍，魚・肉類218倍，野菜類268倍という暴騰（B.N.誌9月26日寺よ

り算出〕をもたらした。また，こうした状態は当然正常な輸出入を大きく阻

害している。
極めて大まかではあるが，上記のことを背景として経済政策が展開される
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わけであるが，それを国内政策と経済外交の両面からみよう。まず，国内面

におし、ては，①政府のたびたびの声明から明らかなごとく，原則的にはかた

くなな自立更生策を放棄し，健全な外資導入を考慮している。その場合，一

番肝心な外資受入れの具体的な計画はまだ明らかではないが，投資基本法（移

特記事項参照）を目下検討中である。②貿易為替制度η手直し，（ i ）第5分

類の輸入品（ぜいたく品，国内消費用完成品）に対し，新たに超過利益税を

課す。具体的には乾電池，食器，陶製タイル，自動車についてはCIF価格1

ドル当り20新ルピア，その他については10ルピアが課せられる。（ii ）輸出促

進のため為替デ、イスパリティを解消，そのため輸出報償率を引上げる。具体

的には（F.0.B.価格について），

分類 輸出業者への報償率 地方庁への報償率

1 50% （旧20%) 10% 

2 75% （旧60%) 10% 

3 90% （旧100%) 10% 

qii）輸出収益外貨の10%は当該輸出地域に対する地方自動外貨害1J当として外

為基金が1ドル＝10；レピアのレートで当該第1級自治体に売却する（A.D.

0.制度）。このA.D.O.は，第1級自治体が自己輸入に使用することができ

るほか，輸出入業者への売却も認められる。 3予算収支の均衡，これは歳出

抑制と歳入増加の両建であるが，歳出面においては新規事業および現在進行

中の事業は一切中止ないし延期することとしている。ただし，完成までの費

用が比較的少なし完成後ただちに大きな生産力を発揮できる事業はその例

外としている。また，歳出の50～60%を占める官公庁，軍隊の人件費の削減

も問題であるが，これは狭義の経済問題の枠を越えるものであり，早急な解

決は困難である。

歳入面に関しては，先にふれた輸入税源を確保すると共に国内における徴

税能力が改善されることが不可決だが，行政綱の不備，民生不安等これもま

た多難である。

次に対外経済政策で、あるが，これは圏内のこれ以上の経済悪化を防止する

消極的面（債権くりのべ）と，開発促進のための積極的面（新規借款）とに

わけられよう。その具体的なあらわれが債権国会議であり，ブオノ使節団の

つ臼
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各国訪問である（移特記事項参照〉。

以上，経済政策の基本的方向を見てみたが，やはり外資，新規借款等を受

入れる際の具体的プロジェクトが，経済再建のためにも，将来の諸外国との

円滑な経済外交をすすめるためにも必要となってくる。また，理念と現実の

ギャップ（たとえば人件費，軍隊縮少問題とそれに対する抵抗）をいかに指

導者が調整していくかが今後の重要な課題であろう。

〔債権国会議について〕

I 会議の内容

インドネシア債権国会議，正しくは「インドネシア問題に対する国際会議」

は19,20日の両日東京で行なわれた。これに先立ち7月にはその予備会議を

聞いたり，プオノ蔵相が参加予定各国を歴訪するなど，準備は整えられた。

正式参加国は，アメリカ，イギリス，フランス，西ドイツ，イタリア，オ

ランダ，日本の7債権国にオーストラリアを加えた8ヵ国で，それにカナダ，

ニュージーランド，スイスの3ヵ国がオブFザーパーとなり，他に IMF当局

と，インドネシアが出席したが，共産圏諸国は招待されなかった。

会議の目的は，インドネシアの総額26億9千万ドルにのぼる対外債務のう

ち，西側諸同分合計12億九千万ドルをどう処理するかにある。債務総額の年

間利子のみでも平均年間九億ドルに上.IJ＇今年度中の返済額は 5億3千万ド

ノレである。

これに対して，今年の輸出目標（石油を除く）は3億6千万ドル，外貨保

有は， 9月現在で2千万ドルにすぎず，返済能力は殆んどない。

従って，主要な議題は次の3点となった。

1. インドネシアの各国に対する債務履行をいかにするか。

2. インドネシア経済再建のため，どの程度の新規借款を与えるか。

3. 共産圏諸国を次回からの会議に参加させるか。

会議は， 19日午前中のパンデラキ首席代表（財政省調査局長〉による政府

の経済再建計画説明によって始まった。パ代表は， 67年末までにはなお大幅

な国際収支の赤字が見込まれる事を述べ，債務返済の繰延べを要望し，新規

借款にはふれなかった。なお，この時， スハyレト内閣幹部議長の経済窮状を

率直に認める声明が読みあげられた。
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次にIMFのタン・ティン・アジア局次長がIMFの調査に基づく見解を表

明した。即ち，第1に，インドネシア経済はインフレと輸入増加のため，国

際収支の好転を望めない事，第2に，そのための援助の必要性，第九にイン

ドネシア経済は均衡予算をとる必要がある事などである。

午後は債権繰延べなどの実質的討議にはいり，まず各債権国がそれぞれの

立場を説明し，最後に日本が債権取立てについての具体的提案を行なった。

日本案は次のようなものである。

1. 1957年末までに返済期限のくる債権の取立てを 4～5年間猶予し，

後5年程で返済させる。 （これは自由諸国に対する債務1:1億ドノレ中約2億

ドルで、あり， 日本の分は約8千万ドノレで、ある〉

2. 1968年以降に返済期限のくる債権の扱いは，次回会議で検討する。

これに対する各国の立場には，繰延べ対象の債務の範囲，据置返済期間，

金利等について相異があったため本会議を一時中断し，債権国のみ別室で意

見調整をした結果，日本，アメリカの努力もあって，ほぼ日本案の線で各国

の合意が成立した。なお，新規借款については，日本が各同に呼びかけたが

結局，結論は年末の次回会議に持ちこされることになった。

20日の会議では，午前中，共産圏諸国の参加問題が検討された。

インドネシア対外債務26億9千万ドル中14億6千万ドノレがソ連，中国，東

欧等の対共産圏債務であり， うち11億ドノレがソ連の分である。

日本の態度は，西側債権は商業借款のこげつきが多いのに対し，共産圏諸

国のそれは軍事援助が多く，両者の性格が異なるから，共産圏は会議に参加

しない方が良いのではないかというものである。これに対し，アメリカはソ

連招請を主張して対立したが，結局，次回会議にソ連を招請する事となった。

2日間の会議の合意点、は次の通りである。

① 1967年末までに支払わるべき債務については支払い繰延べを行なう。

② 1966年12月にパリで第2回会議を行ない，その時はソ連も招請する。

なお，債権繰延べの範囲は‘ 「①既にこげついている債権，②1967年末ま

でに返済期のくるものとし， 6ヵ月以内の短期借款は繰延べの対象としない」

ことになった。

II 会議の背景
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債権問会議開催の背景には，第1に，インドネシアについてみれば，経済

の逼迫がある。これは，前述したように，インドネシアの対外債務は膨大な

額に上っているが，さしせまったものとして， 67年末までに支払うべき金額

が（対共産圏も含めて） 7億2790万ドルあり，これに対して輸出目標は3億

6000万ドルであるから，どうしても支払繰延べをしなければならない。また

国内的にも，インドネシアは，政情が不安定で，経済も行きづまっており，

国民の不満をおさえるためにも，まず経済を安定させなければならない。

第2に，日本の立場からみれば，外交的にはこの会議は春の東南アジア閣

僚会議以来のアジア重点経済外交の一環をなすものといえよう。特に，イン

ドネシアに対する場合，東南アジアにおけるその政治的地位の重要性と9・30

事件以来の親西欧的傾向による政治的配慮が働いていたといえよう。スハノレ

ト体制が固まると共に，日本が250万ドルの無償援助， 8千万ドルの円借款供

与を行なってきたが，その延長線上に今度の会議が位置すると考えられる。

さらに，日本の経済的意図としては，先の3千万ドル借款が捨て金になら

ぬよう各国にも緊急借款の足並みを揃えさせようというものであろう。

第九に，各債権国としても，インドネシアに対するこれまでの膨大な債権

をこげつかせないためにも，協力しあってインドネシア経済再建に協力する

必要があったのである。

田会議の影響，効果

会議の成果としては，日本，米国，西欧等の利害関係や姿勢にへだたりが

あったにも拘らず， 2日間で各債権国の足並みを一応揃えることができた事

があげられる。

一応の債務返済繰延べが決定された事により，インドネシアの国際収支を

一時的につくろうことになった事も一つの成果があるが，それまでバラバラ

だった西側諸国の援助が，協同歩調をとり始めた事が一番の成果といえよう。

反面，会議で合意に致らなかった点は，繰延べ条件や新規借款供与等具体

的問題の取決めが成立しなかった事である。これについては，インドネシア

代表が9月22日のファイナンシヤノレ・タイムス紙上に不満を述べていた。

しかし，インドネシア政府の経済再建計画の報告が具体的な内容に欠け，

各債権国を納得させる程のものでなかった事が，具体的取決めに至らなかっ

一（176）一 -234ー



インドネシア（9月〉

た主要原因といえるのではなかろうか。

次回会議への展望

次回年末のパリ会議では，第1に具体的な繰延べ計画（即ち何年の据置き，

何年の分割払い，金利は如何）等を話合う予定である。

次に，ソ連の参加問題に関しては， 11億ドルもの巨額債権をもっているソ

連の協力の有無は，インドネシア自身のみならず，西側諸国の援助の成功の

可否にも大きな影響を与える。

ソ連が債権取立を急げば，インドネシア経済再建は難しくなるからであ

る。ただ，ソ連は，先にも触れたように同会議に，批判的評価を下している。

従って，今の所は，その次回会議への参加の有無は解らない。

多債権国会議共同コミュニケ （要旨次の通り〕

会議は，インドネシア代表団から， インドネシアの経済情勢ならびにインドネシア

政府が経済再建のために計画している具体的な諸施策に関する報告を聴取， 参加国代

表は，インドネシア政府によって実行されるべき新施策の説明を歓迎した。

インドネシア代表団は，債務支払いの繰延べは， 国際収支および国内生産の回復の

ために必要な諸措置の一環として， 絶対に必要な問題であるとのベ，この点について

本会議に参加した諸国およびその他の諸国のすべての債権者を一一いくつかの債務の

範ちゅうのそれぞれのなかにおいては一一無差別に取扱うことを約した。

債権国の代表団は，このインドネシアの発言に留意し， インドネシアの債務問題の

性格を検討し，具体的な解決に進む手続きについて合意に達したO 債権諸国はインド

ネシアの深刻な国際収支の現状にかんがみ， インドネシアの巨大な債務負担が緩和さ

れることが緊急に必要であることを認めた。

したがって，債権諸国は， 1966年7月IHより前に供与の約束がなされてし、たある

範ちゅうの借款および、輸出伝・用についてすでに支払いの遅滞している債務， および

1966年7月1日より 1967年12月31日までの期間に支払い期限のくる債務に対して，十

分な法的考慮を払いつつ，支払い繰延べを行なうことについて原則的に合意した。

債権諸国は， 1966年12月にインドネシア側とさらにパリで会議を行なうことを提案

した。

債権諸国は，その際にはこれらの債権について，債権諸国の衡平な取扱い，ならび

にインドネシア経済再建にかなったか法で，これらの債権について， インドネシアと
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再調整することに多数国間ベースで合意に達することができることを希望した。イン

ドネシアはこの提案に賛成し，すべての新規約束については， これを使用可能な資力

の範囲内に押え，かっ通常貿易の健－全な基調を回復するよう監視し， その実施にあた

ってはIMFの助力を仰ぐとの意向を表明した。

会議は，主要債権国で、あるソ連を次同会議に出席するよう招待することに合意した。

会議の討議を通じて，各国代表は，インドネシア経済の阿復力， インドネシア政Jf'.f

の経済再建計画を実行せんとする決意， ならびに現金決済方法による正常貿易が早急

に拡大するであろうとの見通しについて，信頼をよせている旨を表明した。

IMF使節団は，債務の繰延べのみでは十分で、なく，インドネシアは追加援助を必要

とするであろうとの見解を表明したりこの点に関して， 会議において，ある諸国は，

最近インドネシアのここ数ヵ月間の緊急の必要に応ずるために， 緊急経済援助を追加

供与する取決めを結んだ旨をゆjらかにし， また，他の諸国は近い将来に同様の援助を

申出る用志のあることを示唆した。

争各国の援助状況

債権繰延べと平行して各国（現在の所，共産圏諸国は除く〉との個別接衝が行なわ

れ，以下のような新規援助がみられた。 （④プオノ使節団により得られた借款，⑧そ

れ以前一主に昨年の9・30事件後ーに得られた借款〉

日 本 @3000万ドル ⑮贈与 250万ドノレ

オラ ンダ 1800万ドル（⑧に含む〉 6930万ドル

フラ ンス 400万ドノレ（⑮を含む〉 200万ドノレ

西 独 1900万ドル 4070万ドル

イ ン ド 1300万ドル

米 [t.=.J 3600万ドノレ 1950万ドル

英 111 贈与 280万ドル

イタリア 3000万ドノレ

重複部分を除くと，H-2 ｛患6480万ドルとなる。

多投資法案を作成

政府は経済再建の一環として，外資導入の合理化を含む投資基本法を作製し， 閣議

で検討の上国会に提出する。その要日は以下の通りである。

0資本を政府資本，共同組合資本，民族民間資本，外国資本の凹つにわける。
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0政府資本の事業分野は，道路，港湾，電力，電信，水道，濯概，航空，鉄道，

電子力発電，重要鉱山などの国家的事業，国防産業，製鋼業，化学原料各種，生産

事業など。

0共同組合資本は小規模生産業，とくに農漁業，軽工業に，また，民族資本はそ

の他の産業に投下される。

0外国資本は以上の諸資本でまかなえない大資本，高度の技術を要する事業に導

入される。ただし，以上の資本は合弁事業， PS方式，共同経営，請負制度などを

通じ共同事業をすることができる。

0政府資本以外の資本は20年間，大規模農園は30年間国有化，接収はされない。

国有化の場合は，妥当な補償を与えることを保証する。

0国内税を控除した外貨の利益金は，当該国通貨により送金できる。

日誌（9月〉

1 日 Vタイ・インドネシア共同声明一一来f中のタナット・コーマン・タイ国外相

とマリク外相との間で共同声明が発表せられた。両者は東南アジア諸国の相互協

力は，進歩と繁栄を保証するための最善の道であり，アジアの問題はアジア人の

手でという原則を再確認した。

’全国5者会議開催一一政府と全国5者会議との聞にスハルト内閣幹部会議長

の下で会議が聞かれ，政府の基本的政策を検討した。この日は各幹部閣僚，セダ

蔵相，国立銀行総裁が所轄事項について発表を行なった。なお，これに先立ち，

昨夜内閣幹部会議が開かれ， 5者会議，マリク，プオノ使節団等を検討した。ま

た，スカルノ大統領は2Hに演説を行なし、，革命の偉大な指導者，国軍，国民の

間に統a がなければ偉大な凶家とはし、えない。私の終生の義務は革命を指導する

ことであり，内外の帝国主義とたたかうことである等Mi-Jた。

’ス大統領，大使任命ースカノレノ大統領は，アジェ駐英，ヒダヤット駐カナ

ダ，マルタデイナタ駐アラブ連合の大使任命エにで演説を行ない，英雄崇拝は悪い

ことではない。もし，英雄をもたないなじば，その凶は偉大な凶にはなれなし、と

一主五 件
語った。

V日本へのニッケル輸出←一一ニッケルPTPomalaaは，今年7片までにH本へ
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向け合計6万1500トンのニッケルを輸出したと発表した。これは日本との聞に今

年1月結ぼれた第7回目の契約で，契約の総額は15万トンである。

2 日 V対豪貿易減少一一一オーストラリア当局の発表によると，両国貿易は65～66年

の間減少した。前年とくらべての傾向は次の通り。

イ→豪

i長→ f

64～65年

64,034,000 

7,431,000 

（単位 u Sド〉レ）

65～66tf'・ 

61,960,000 

5,359,000 

V中国人帰還－ 190名の中国人が中国にlnJけ帰還した。 これは第3次帰還で

あるが，これまでの登録者・は約560名である。

V輸入に対する余剰利益税一一一財政省令により余剰利益税が規定され， CIF輸

入商品価格1ドルごとに 1万ルピア（旧通貨〉を付加し，これを輸入税と共に支

払わなければならないことを決定した。

3 日 Vマリク，ブオノ幹部閣僚海外旅行へ一一ーマリク外相は海外旅行出発を前に記

者団に対し，今回のアジア，ヨーロッバ旅行は，それらの諸国との関係を強化す

ることである。また，ソ連訪問が中止されたことに関し，それはソ連首脳が多忙

であるからだと表明した。さらに国連帰還に関しては，スカルノ大統領の指示を

まっており，それは実現するものと確信していると語った。

また，ブオノ幹部閣僚もヨーロッパ，アメリカ，インド旅行は，これら諸国と

の経済関係の強化にあることを表明した。なお，この席上で，経済使節団はブオ

ノを団長とし，セダ蔵相，アスハリ貿易相，ユサフ基幹工業相らオランダ，イギ

リス，フランス，インド，西独，およびアメリカ訪問グループと，プラウイロ中

央銀行相を団長とするH本，アメリカ訪問グループからなることが明らかにされ

た。

4 日 f PNI指導者，ス大統領擁護一一一イスナエニ PNI第3副総裁はKBM（マルハ

エニスト労働者組合）東部ジャワ会議で，スカルノ大統領を誹誘することはMP

RS侵害であるのみならず，革命の正道をはずすものであると語った。

Vマリク外相訪イ中一一マリク外相一行はタイ経由でインドに入った。 5日に

はラダ・クリシュナン大統領を訪問すると共に，スワラン・シン外相と会談し，

アジア問題一般に対して原則的一致をみたυ また，両国の経済協力問題も討議さ

れた（インドからは既に l億／レピアのクレジットが与えられてし、る）υ
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記者会見では，国連復帰は時間の問題であること，両国間には政治的見解に関

してはちがいは存在しない。特にベトナム戦争に関して両国の態度は同じである

ことを強調した。

v使節団マレーシアへー－KOTIのプロジョミスノ大佐を団長とする18名の代

表団が国境防衛，通商，文化問題を討議するためマレーシアに入った。一行はク

アラルンプーノレで原則的同意に達した後， 10日にサパ・サラワクを訪問し，国境

防衛問題を討議した。

5 日 ’KOTI開催一ーースカルノ大統領ドに KOTI(KOGAM改称）が開催され，対
マレーシア平和協定を促進するために，マレーシアに軍事使節団を派遣すること

が検討された。

v対蘭経済問題討議ー一一プオノ使節団はノ、ーグでオランダ政府との話合いに入

った。主要論点は，インドネシアの対蘭債務であるが，オランダは9億ギルダー

(9千万スターリング）を主張してし、るO これに対して政府は， 5億ギルダーを

認めてし、る。 71::1には債務支払いに関して基本的協定に達し，詳細発表はされて

いないが， 6億ギノレダーを支払うもようである。その他オランダの経済援助諸問

題が討議された。

f KAMI中国との断交要求一一バンドンでの集会で，中国との外交関係を即時

断絶することを要求する決議を行なった。

6 日 V政府議会で答弁一一一スノリレト内閣幹部会議長は国会で，議会が政府方針に対

して率直に意見表明をしたことに感謝の意を表し，こうしたことは45年憲法の原

則へ近づくものであると語った。また，マレーシア問題に言及して，インドネシ

アは，パンチャシラ，反帝原則を放棄することはないが，去年からの情勢，経済

との関係で，その原則の枠内で新政策をとることが必要である。 67年度予算に関

してはいろいろ批判を浴びたが，政府の苦労を理解してほしい。また，現在わが

国は債務返還延期と新規借款の2種の援助を必要とする。そのために使節団派遣

や IMF関係者の来イなどが行なわれていると語った。

なお，この答弁は14日の国会で承認、主れた。

Vス大統領談話とその影響 ースカルノ大統領は45年世代幹部会に対し，共産

主義はその指導者の首切りによザ〉ては消失しない，十分なる衣食を与えることだ

けが方法であると語った。また，私はマルキストであり，マノレキシズムは私の心

の中にある。誰がこのことを禁止することができるか，だが，共産主義者の活動

は禁止できるとつけ加えたO 同時に，インドネシアに加えられる国防帝国主義に
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対して警戒することを要求した。この談話に対し，翌日ラヌウィハルジョ議員は

もし大統領がマルキストであるならば，パンチャシラ国家の元首としては不適当

であると語った。その他KAPPI代表が MPRS指導者と会見し，スカルノ大統

領不信声明を提出するなど，反スカノレノ運動が目立っている。

v対マレーシア会談開始一一一プロジョミスノ大佐を団長とする代表団がクアラ

ルンプーノレで，マレーシアとの防衛，安全，貿易，通信，文化諸問題を討議する

ための会談を開始したり

v対印共同声明一一インド訪問をおえたマリク外相とシン・インド外相との聞

に共同コミュニケが発せられた。

7 日 V対シンガポール通信再開一一一ティティヘノレ使節団一行はシンガポール政府と

の会談で， 9日から両国の郵便業務が再開されることを公表した。これはマレー

シア対決政策開始以来3年ぶりのものである。

8 日 T MPRS・議会会談一一MPRSと議会の幹部が会合を開き，次の2点に合意が

みられた。

① MPRS第4回会議以降，パンチャシラ， 45年憲法を含む建国理念、をたか

めることは，全機関の義務である。

② MPRSと議会の聞の仕事の分割は， 45年憲法に基づくものである。

Vナ将軍， ムハマジィヤに語る一一ナスチオンMPRS議長はパダンでの全イ

ンドネシア・ムハマジィヤ学生会議で“新しい秩序”におけるいかなる事離も徹

底的に排除せらるべきであり，われわれは新世代を旧秩序から守る義務があると

演説した。なお，同様の趣旨の発言を同議長は各所でくり返している。

’閣僚尊厳審議会設置一一スカルノ大統領は閣僚の尊厳を守るため，閣僚尊厳

審議会を設置した。これは閣僚の業績を調べ，法律，道徳に違反がないかどうか

を大統領に報告する機関であり，プオノ，スハルト幹部閣僚が名を連ねているが，

国会はじめ反スカルノ系の各団体は反対の意を表しているυ

Vマレーシアと合同安全計画一一マレーシア放送は，インドネシアとの聞に国

境附近の共産活動を防止するための安全計画を設けることを決定したと報じた。

これによると，マレーシアはジャカルタとイ領ボルネオに2ヵ所，インドネシア

側はクアラノレンaプール，クチャン（サラワク），タワウ（サパ〉に事務所を設置

する。

V対英会談開始一一プオノ使節団とブラウン英国外相との問で経済・財政問題

に関する話合u、が開始された。政府首脳が訪英するのは対決政策開始以来初めて
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のことである。

英国は5千万スターリングの債権を主張し，一方，政府はマレーシア問題をめ

ぐる反英闘争中に与えた損害として65万スターリングを支払うことを約束してい

る（このうち， 12万スターリングが支払済みである）。

Vナセル大統領特使，政府首脳を訪問一一ナセルUAR大統領のファイェク特

使がスカノレノ大統領を訪問し，国際問題一般，当由．の非同盟路線に関して意見を

交換した。また，その後スハ／レト内閣幹部会議長を訪問し，経済問題，非同盟路

線問題を話合ったo

v中国語新聞等閉鎖一一情報省は，中国語新聞10紙を1966年 MPRS決議 No.

32 Cローマ宇でない外国語の新聞の発行は，政府だけが行ないうる）により，閉

鎖することを教示した。また，同令に基づき，近々政府は中国字新聞1紙を発行

する予定である。また， 10日にはインドネシア・へラノレドら政府系4紙の停止を

発表した。

V公共事業省会議一一スタミ公共事業相は，全国の同省官吏を集め，その政策

の基本的戦略を検討する会議を開催した。この会議に対しスハルト内閣幹部会議

長は，地方開発特に外領開発は極めて重要であり，軍と協力して努力するようメ

ッセージをおくった。

9 日 Vダラム元閣僚に死刑判決一一一特別法廷は， J ・M・ダラム元中央銀行相に対

し，（1）国家に対する破壊の罪，（2）国家資金の着服および流用，（3）武器の不法所持，

(4）一夫多妻のカドで死刑判決を行なった。

V対英共同声明一一ブオノ経済担当副首相ら代表団は2日間にわたる英首脳と

の会談を終え，共同コミュニケを発表した。両国はこのなかでインドネシア，マ

レーシア対決が終結した現在，両国の密接な関係回復を希望するむね再確認する

とともに， 19,20の両日東京で聞くインドネシア債権国会議でイギリスが建設的

な役割りを果たす意図を表明したの

v北鮮大使，友好を強調 一朴北朝鮮大使は同国18周年記念日に当り，ジャカ

ノレタで放送を通じ，両国は帝国主義，楠民地主義反対とし、う共通基盤にたっ両国

の友好関係を強調した。

V 日本からの綿糸近々到着 －－－－ 3千万ドソレの緊急円借款の枠内で、輸入決定をみ

た綿糸2万7392梱と亜麻布1983布梱が今月中出荷される。双方の価額はそれぞれ

667万ドル， 70万ドノレである。

10日 Vス議長， HMIへメッセージーーースハノレト内閣幹部会議長は，サラ市でのHMI

4
4‘
 

ヮ“ 一（ 183）ー



インドネシア（ 9月〉

第8回大会にあてメッセージを送り， “新しい秩序”を強調すると共に，インド

ネシアが輸出を拡大するのは1973年頃であろう。今後2年間は諸物資，衣料を十

分に調達するため，とりわけ政治的安定が必要であると述べた。

v対シンガポール貿易協定調印一一ーシンガポールでティティヘル貿易省次官と

シム・シンガポール財政相との聞に貿易協定が調印された。

なお，この協定に基づき， 14日に国営銀行と貿易事務所がシンガポールで、業務

を再開した。

v印パ紛争で、パを支持ーマノレタデイナタ新駐パキスタン大使は信任状呈出の

後，インドネシアは印パ紛争においてパキスタンを支持すると語った。また，パ

キスタンがマレーシアと国交回復することを歓迎すると語った。

11日 Vマ外相，椎名外相に要望一一訪H中のマリク外相は椎名外相を訪ね，インド

ネシアの最近の情勢を中心に話合った。

この会談で、マリク外相は，政府の当面の課題は経済建設，経済復興を短期間に

達成することであり，これまでの日本の協力に感謝するとともに，今後ともさら

に協力を続けてもらいたいと述べた。とくに日本はインドネシアに対し，緊急経

済協力することをすでに決めた3千万ドルのうち，まだ商談が成立していない残

りの部分について，その促進をはかつてほしいと要望した。

12日 l ECAFE再加盟一一ー政府はECAFE再加盟をウ・ニュン事務局長に報告した。

マリク外相名におけるこの文書で政府はECAFE諸活動に積極的に参加すること

を表明した。

Vハッタ元副大統領，ナサコムを批判一一ハツタ元副大統領は， NU系青年団

体アンソールのマカッサノレで、の集会で，ナサコムは PKIにより利用されてきた。

現在われわれには神に通じる道と悪に通じる道があるが，ナサコムは後者である

と演説した。

Vマ外相，在アルジエリア・UAR訪問一一アルジエリア訪問中のマリク外相は，

ブーテフリカ外相，ブーメデ tイエン大統領らと内外諸問題について討議したりな

お，翌日マ外相のカイロ 111Jけ出発を前に，友好関係を強調する共同コミュニケが

発表された。

Vジャカルタ在住外人15万人一一アワルデ、イン労働相は，ジャカルタには現在

約15万人の外国人がいるが，その殆んどは中国人である。これは，最近外国人雇

傭状況調査と関連して行なわれたものだが，その内11万人がいかなる税の対象と

もならない失業者とされているが，こうした事態は国家収入を著しく害するもの
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であると語った。

V日本に監視委員会設置ーーノレクミト駐日大使は，外務省決定に基づき，政治・

経済・社会等すべての面における監視をするための委員会を日本に設置した。こ

れはスマノレノ海軍大佐がその長になる。

Vカポック輸出増加一一一PT・Kapokによる 1965～66年（6月末）のカポック

輸出は昨年同期にくらべ120%に増加した。合計126万2千キログラムだが，主な

内訳はアメリカへ 107万1千キロ，ヨーロッパへ 16万6千キロ，日本へ2万5千

キロである。なお，ここ数年の輸出は， 1962年107万7300キロ， 1963年132万8200

キロ， 1964年 14:3万8300キロであったが， 65年はマレーシア対決政策のため激減

している。

13日 Vナ議長，新NFを示唆一 一ナスチオンMPRS議長は，解散された NFに代る

統一促進団体を設置することを Pevti党の代表者との会談で語ったのこれは，パ

ンチャシラ戦線，職能同体連合書記局，各行動戦線からなることになる。

14日 V対マレーシア共同コミュニケ一一日プロジョミスノ使節団はクアランプールで

の10日聞の話台U、をおえ，防衛，貿易，通信，文化諸問題に関して原則的合意を

みたことを喜ぶという趣旨の共同コミュニケに調印した。

T KASI，大統領辞任を要求一一一ジャカノレタ，バンドンの KASIは， J・M・ダ

ラムの裁判の結果，スカノレノ大統領が9・30事件に関連していることが明らかと

なった。大統領は PKIの発展に貢献した等を理由に， その辞任を要求する声明

をだした。また，先のスカノレノ演説にふれ，大統領は自らをマノレキストであると

いうことにより， MPRS決議に挑戦するだけでなく， PKIと共謀したことを示す

ものだと非難した。

V 口ンボック島の米緊急需要一一ロンボック島当局は中央政府に米の不足を訴

え，急を要す3200トンをふくめ， 1万5千トンを輸送するよう要請した。これに

対しスマノレモ内務省書記長は，近々，内務，社会，保健省，赤十字からなる実情

調査団を派遣する旨語った。そして17日にはその一部として数百万トンがタンジ

ュン・プリオク港から出荷された。

vパキスタンからのクレジット一一一パキスタンはジュート，白麻，綿織物を売

る代りに500万ドルのクレジットをインドネシアに与えることに同意した。

V日本へ藤輸出一－Perhutaザ日本支局は日本藤協会との会談で 3千～4千ト
ンの藤を輸出することに合意をみた。現在インドネシアは世界最大の鱗輸出国で

その主要輸出先は香港である。なお，その積出港としてパンジャノレマシン，サム
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ピット，マカッサyレ，パリクハハン， コタパノレ，スラパヤがさかんで・ある。

15日 V内閣幹部会開催一一スハノレト議長の下で内閣幹部会が開催され，国連復帰，

中国人帰還問題が検討されたとスダノレモノ事務局長は語ったの その席で， IMF 

債権国会議と関連して経済企画委員会を設置することが決定された。

V第 l回名誉閣僚会議開催一一ースカルノ大統領は第1回名誉閣僚会議を開僻し

た。これは法的権威はもたない形式的なもので，大統領の諮問機関に過ぎないと

ディア情報相は記者団にかたった。

V政府，中国を暗に非難一一政府は声明発表を行ない，その中で，名指しはし

なかったが暗に中国をさして，その反インドネシア的態度を非難した。

’対仏会談開始一一一ブオノ使節団はパリでクープドミュルピル外相と会談し，

債務問題を討議した。

Vアジア開銀参加表明一一東京でのアジア開発銀行の会議に参加しているパル

マウィ・サルウィ博士は最終日の演説で，インドネシアは同銀行の設立を歓迎す

ると共に，それに参加する用意もあると語った。同博士一行は23日にマニラに向

い，銀行関係者と非公式会談を行なうことになっている。なお， 19日のアンダラ

との単独会見において，参加することの利益の一つは，外貨で長期のクレジット

を受けられることであると同時に，それは政府の推進している国際団体加盟の方

針とも合致してU、ると語った。

16日 Vカルテックスと契約一一ーニューヨークのカルテックス本社は，インドネシア

Pertamin国営会社との聞に， 5年期限 5千万ドル相当の潤滑油とグリースを供

給する契約が調印されたと発表した。

17日 V国連にオブザーバー派遣一一スカルノ大統領はスハルト内閣幹部会議長，ア

ブドルガニ大統領顧問らと会談後，国連総会にオブザーパーを派遣することを決

定した。なお，この会談直前，オサ・マリキ MFRS副議長（スカルノ主義修正委

員会の一員〕が大統領と会談した。これに基づき19日ディア情報相は一行の顔ぶ

れを発表七た。それによると，マリク外相を団長とし， R・アブドyレガニ国家企

画庁長官，ヌルヤディン空相，ムノレサリン海軍中将，ユスフ基幹工業相からなる。

V債務内容発表一一サヌシ鉱業相は国会でこれまでの対オランダ債務に関する

交渉に関して報告した。それによると 6億ギルダーのうち3600万ギルダー（ 1千

万米わゆは66～67年末に支払う。残りは7年間すえおきとし， 1973年から30年

間に年利1分で支払う。また，オランダはインドネシアの国連復帰後，国連勘定

として貸すはずであった西イリアン開発のための3千万ギルダーを支出する。
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18日 , KAMI，ス大統領を非難一一－KAMIは昨日， マディウン事件が起った (1948

年）日に大衆集会を聞いたが，それと関連して戸明を発し，し、かなる形態をとろ

うとも，共産主義，マルクス・レーニン主義はパンチャシラを侵害するものであ

る。また，スカノレノ大統領が依然としてマノレキストであり，ネコリムは非難する

が中国ネコリムを非難しないとし，激しく大統領を非難した。

V住宅問題に力を入れよー一一サディキン・ジャカノレタ知事は，政府は首都の住

宅問題を十分に考慮していないと語った。

19日 V正式に国連復帰一一パラノレ駐米大使はウ・タント国連事務総長に対し正式に

国連復帰を伝えた。ユーゴ滞在中のマリク外相は記者団に対し，今度の函連総会

にはオブザーパーではなく正式参加国として出席するつもりであると語ったっ

V東京債権国会議一一一日本外務省でインドネシア債権問題討議のための10ヵ国

会記が開催された。 （移特記事項参照〉

20日 Vス副首相，経済問題を語る一一スハノレト内閣幹部会議長はラジオ演説で経済

問題を語った。その中で，今のインフレ状態はこれ以上我慢できない。インフレ

の原因の一つは国家予算の赤字である。また，国民所得の低下は少数の人聞が所

得の大部分をしめてUるからであり，今後の政策として高額所得者からもっと効

果的に徴税を行なうことを表明した。

V議会諸決議一一一国会は総会でスカルノ大統領の独立記念日（ 8月17日）の演

説に強く反対し，今後の発言は内閣と常に協議した上で発言することをのぞむと

いう決議を満場一致で採択したの他方， 8月16日と 9月6日のスハルト内閣幹部

会議長による政府声明は承認された。その他，大統領は PKIを非難せねばなら

ない。ナサコムの考え方は葬らねばならない。現下の情勢にかんがみ国内でのコ

ネフォ開催は延期されねばならない等を決議した。

v対ユーゴ共同コミュニケ一一マリク外相一行はユーゴを離れるに当り，ユー

ゴとの聞に共同コミュニケを発し，ベトナム戦争に対する憂慮，世界に緊張をも

たらす帝国主義，新植民地主義政策に反対する旨うたった。

Vマ外相，非同盟路線を語る一一マリク外相は， 5日間のユーゴ滞在をおえワ

シントンに出発するに先立ち，非同盟はもう単なるスローガンではない。非同盟

諸国間の関係は今うまくいっている。また，今回のインド，アノレジエリア，アラ

ブ連合，ユーゴ諸国訪問は，自由積極外交政策を推進する諸国との関係を強化す

る上に非常に重要であったと語った。

v南カリマンタン開発計画一一モクタール南カリマンタン・ベペノレラダは，同
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区のいくつかのプロジェクトに対し30億yレピアを分配すると語った。それによる

と，コタパルの合板フ。ロジェクトに20億万ノレヒ。ア，輸送のためのディーゼル機械

36億1千万ノレピア，飲料用パイプ建設112億5千万ノレピア，タピンの学校施設に15

億8千万ノレピア，輸送用自動車35億ノレピア，教育援助8億2千万ルピア，送信機

6億1千万ノレピア，地域開発協同結合66億 1-f・万／レピアである。

21日 Vブオノ幹部閣僚訪印一一インド訪問中のプオノ幹部閣僚はガンジ一首相と会

談し，席上，インドからの1366万ドルのクレジット提供に謝意を表明した。

翌日はシャー蔵相との聞に同クレジットに関する協定が調印きれると共に，両

国は過去の不幸な関係を忘れなければならないことを強調した。

T 66年の西部ジャワ農産物一一西部ジャワ当局は8月末までの集計で， 66年の

同区の米生産は目標が540万トンで、あったが，その90%が達成されようと発表し

た。目標より Fった理由として，濯i慨計両の未完成と肥料の質が不適当であった

ことがあげられている。また，甘しよ，豆類，とうもろこし以外の他の農産物も

肥料不足のため目標を下回る模様である。

23日 V西部ジャワの外国人所有企業一一両部ジャワ当局は同区内の外国人所有企業

数は 1万3265であると発表した。これは大中小にわけられるが，小は9159C内都

市に6995，農村に2164），中は4115C都市に3095，農村に1020），大は99C全部都

市）である。さらに，これを区域別にみると，プリアンガンに8371，チレポンに

1176，ボゴールに1057，ジャカノレタに1057，パンテンに31という状況である。

vパレンパンの外国人約3万一一パレンパン当局は，同地方に3万0940人の外

国人が居住し，その内3万0459人が中国人であると発表した。また，同区内25の

中国入学校が閉鎖命令を受けていることも発表した。

V錫密輸活発化一一錫鉱山会社 TTB当局は，最近パンカ島からシンガポー

ル，マレーシアへの錫の密輸は対決政策中はとまっていたが再び活発化してきた

と語った。同社は，発見した場合には 1kg当り 4；レピア，また，もし密輸犯が逮

捕された場合には5ノレピアを報償として支払うということを通達した。

V西部スマトラ輸出低減一一テノレク・パユノレ港当局は，今年の西部スマトラの

輸出は昨年にくらべ低減したと発表した。それによると， 65年は毎月3717トンが

輸出されたが，今年は8月現在3369トンに過ぎない。

24日 ’ナ議長演説一一ナスチオンMPRS議長は，国軍アカデミーの設立と関連し，

その教官達に国軍一新しい秩序一七つの誓い－1945年憲法の重要性を訴える演説

を行・なった。
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T IMF復帰問題一一泊IMF復帰を推進しているスマノレノ前蔵相は， IMF脱退時

の分担金は15億ドノレだ、ったが，今度は20億7千万ドルである。その内25%を復帰

にあたって払わなければならないが， IMFはその遅延を認めており，参加条件

としての10%をfムえ』i＇よし、ことになっている。

26日 Vス大統領，国連復帰を語る一一スカルノ大統領は，国連の再組織化に努める

ため，国連への積極的復帰を決定し，これをマリク外相に指示したの （なお，外

相は目下外遊中である）

Vス大統領，ベトコンを激励一一スカルノ大統領はグエン・フー・ト南ベトナ

ム解放民族戦線議長にメッセージを送った。北ベトナム通信によると，スカルノ

大統領はその中で，ネコリム反対のベトナム，インドネシア人民の闘争の勝利を

希望すると共に“英雄的なベトナム人民”を讃えたo

vス元外相の裁判準備一一スハノレト内閣幹部会議長は特別軍事法廷にスパンド

リオ元外相の裁判に関する書類を提出した。

v韓国との貿易要求ト』 一アジア議会会議（ソウルで、開催）から戻ったウィジャ

カ議員は政府は，すみやかに韓国との経済・貿易関係を再開してほしいと要望し

た。

27日 Vマ外相米首脳と会談一一マリク外相はジョンソン米大統領，ラスク国務長官

と会談した。このあと両国の協力増大をうたうとともにインドネシアへの米，綿，

機械部品の緊急援助および米国内での留学生教育再開に同意したラスク・マリク

共同声明が発表された。援助額は発表されないが6千万ドノレ弱といわれる。

V西独が新規借款供与一一一西独訪問中のブオノ使節団にたいし，新たに5千万

マルク（約45億円〉の借款を供款することを約束した。

T FAO復帰一一FAO本部は， インドネシアが正式に FAOに復帰したことを

公表した。政府はさる 8月18日付けの手紙で FAOへの積極的参加を意志表示し

ていた。

28日 Vインドネシアの復帰，国連総会承認一一国連総会本会議は，インドネシアの

国連復帰を全会一致で承認した。

このあとマリク外相ら 5人の代表団は，議場に紹介され，マリク外相が「復帰

を承認されたことを感謝するJとあいさつした。

29日 V全政府機関に耐乏計画指令一一スハノレト内閣幹部会議長は全政府機関に「す

べての経費を必要最低限に押えるよう」指令し，つぎのような新耐乏計岡を発表

した。
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0緊急やむをえないものでない限り政府職員の海外旅行禁止。

0政府職員用の外国車の輸入禁止。

0新官庁ピルの購入禁止。

0人事異動にともなう官費使用の祝宴，送別会の禁止o

vソ連の勧告一一一ソ連は29日のプラウダの無署名記事で，インドネシアのこれ

以上の共産主義者の粛清はインドネシアの独立を傷つけるであろうと警告した。

また，イズベスチャは，債権国会議は一種のユスリ計画であり，債権国はイン

ドネシア政府を東南アジアにおける新たなる軍事同盟に加えようとするものであ

ると伝えた。

30日 V国会第 1会期終了一一一66/67年度国会の第1会期が最終日を迎え， 席上， シ

ャイチュ議長は共産主義追放を強調した。

’南スラウェシ開発計画一一南スラウェシ当局は，区内の諸フ。ロジェクトの資

金として，中央政府から18億ノレピアのクレジットを利用したと公表した。これは

政府から南スラウェルに割当てられた37億ノレピアの1部である。これは公共施設

のためのものであり，特に初等学校建設が中心である。なお，現在，同医内には

102の初等学校， 30の高等学校， 10の職業学校， 2の大学があるo

vマ外相，復帰後初の国連演説一一マリク外相は，国連総会で一般演説を行な

い，インドネシアは伝統的な非同盟，自主独立そして積極的な外交政策を続けて

いくと言明したの

同外相はこの演説で政府の最高政策の方向を，①国内経済の発展と安定，⑦2

年以内に総選挙を実施するための準備，⑤積極的な，片寄らない独自の外交，⑨

植民地主義ならびに帝国主義との戦いの4点にあると述べ，この方針は政策作成

の最高機関である MPRSの方針を受けたものであると述べた。

さらに同外相は，①ベトナム紛争の早期平和解決を希望する，②南西アフリカ

問題にかんし他の固とともに反植民地闘争に協力すると述べた。しかし，中共問

題については一言も言及しなかった。

l IMF復帰承認一一第21回IMF世銀総会は，インドネシアのIMF復帰承認決

議案を可決ののち， 5日間にわたる会議を終えた。
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10月の概況

1日からスパンドリオ前第1副首相兼外相が，特別軍事法廷で裁判を受け

ることになった。この日はちょうどスハノレト将軍が9・30事件で巻返しを行

なった日でもあり，新勢力と旧勢力の現時点での力関係をこの裁判によって

浮きぼりにしようとする新勢力側の政治的効果も併せもっている。裁判は，

結局，スパンドリオが直接9・30事件を指揮したという十分な証拠はないま

まに，予想されていた通り死刑判決が言渡された（25日〉。

それに先立ち， 1ヵ月余にわたり新政権の外交・経済外交面における基礎

固めのため，各国を歴訪していたマリク外相，ブオノ幹部閣僚が帰国し，そ

の所期の目的がある程度達成されたことを明らかにした。また，マリク外相

は，数日を経ずして，延期されていたソ連訪問の途に出たが，結局，債務問

題，次回パリ債権国会議については合意に達しなかった。 （なお，ブオノ使

節団に関しては前月号参照〉他方，西側要人の来イもみられ，スパンドリオ

前外相に死刑判決が下された日に，政府招待により日本の椎名外相が友好訪

問を行ない，つづいてアメリカからはハリマン大統領特使がマニラ会議から

の帰途立寄り，政府首脳と会談した。

インドネシア外交はまた，国連復帰後，国際機関との交流に対しても熱意

を示し， 11月のアジア開発銀行の創立式， 12月のアジア農業開発会議に代表

を送ることを明らかにした。

ジャカノレタを中心に， KAMI, KAPPI等学生・青年戦線のスカノレノ退陣

を要求する動きが活発に見られるが，これに対して，従来，放任している観

があった軍当局も，ジャカノレタでは警備隊が復学命令，デモ・集会禁止令を

出したり，あるいは武力行使によって流血さわぎをおこすなど，軍対学生運

動の関係にも一つの転機が見られるような機運になった。

また，各政党も活動を活発化する方向にあり，これに関しては，回教政党

の統合化論，昨年禁止されたムノレパ党の復活（移特記事項参照〉などが注目
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される。

物インドネシア産品の国際価格低下

、アムステルダムで、発表されたところによると， インドネシア産品国際市況は次表の

ように｛民下の傾向にある。

I 1月3日 I 4月1日 I 7月1日 I 9月29日

コーヒー（ポンド当り） I 42.75ドル I 41.so " I 40.50 グ I 40.25 " 

ゴ ム（キログラム当り） I 1. 99ギルダーi1. 94 " I 1. 84 " I 1. n " 
ヤシ油（トン当り） I 92ポンド｜ 90 グ I 84 グ I 90 グ

コプラ（トン当り） I 22s.sドル i 193 " I 185.5 グ I 174 " 
錫 （トン当り） I 1,409ポンドI1 , 359 " I 1, 2so グ I 1,222 " 

修ムルバ党再建について

スカルノ大統領は，昨年来禁止されていた民族共産主義政党たるムルパ党のスカル

ニ代表をムノレデカ宮殿によび，同党禁止令を解除することを決定したと伝えた(19日）。

スカルニは21日に同党の立場を明らかにするために記者会見を行ない， その中で，か

つてPKIが犯したような誤りをくり返すようなことはしないし， 同党はムyレパイズム

と呼ばれるタン・マラカの教えに基礎をおくものであり， 左翼的インドネシア革命の

遂行のために戦う左翼政党である。 と述べると共に，その政策の基調について下記の

ように語っている。

すなわち，同党の闘争は反フアツシズム，反資本主義，反帝国主義を原則とする

ものであり，クーデター，テロなどの戦術には反対するが，大衆闘争の形でその闘

争をつづける。また PKIとの聞に大きな差がある。たとえば， PKIはマデ、ィウム

反乱， リンガノレジャディ，レンヴィル，円卓協定に賛成であったが同党は反対であ

る。同党の基礎はパンチャシラに基づく，公正にして繁栄する社会を目指すことに

ある。最近の情勢に関していうならば，反ネコリム諸国の統ーを破壊した反革命・

PKI革命を非難し， また，新帝国主義，反社会主議的な方向での右傾化に反対す

る。生産分与方式による経済協力には賛成だが，外国投資には反対する。 45年憲法

からの事離，政治的・経済的分野における自由主義には反対する。

アンペラ内閣とそのフ。ログラム，インドネシア社会主義に基づく新秩序を確立す

るための闘争を支持する。マレーシア対決政策がおわったので経済安定に努力をす

るべきである。
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国連復帰は，新興諸国，非同盟諸国との連帯に反対することではない。アメリカ

のベトナム侵略に反対する。ベトナム問題はジュネープ協定あるいはスカノレノ・マ

カパガノレ協定に基づいて，ベトナム人自身により解決すべきである。中共のインド

ネシア政府への内政干渉にも反対である。これらはすべてバンドン精神に反するも

のである。

以上がスカノレニの記者会見における発言の要旨であるが， これに対する国内の反響

の多くは歓迎の意を表しているが， 回教政党 PSIIはムノレパ党の復活は共産主義， マ

ルクス・レーニン主義の伝播を禁止する第4回MPRS決議No.XXVに反するのでは

ないかと疑いをはさんでいる（もっとも，スカノレニはこれを否定している）。

また，行動戦線，特に西部ジャワ KAPPI支部は， ムノレパ党復活はむしろ政治的問

題をなげかけるものとして， MPRSに対して再考を求めている。

場参日本・インドネシア共同声明

25日から28日迄，インドネシア訪問を行なった椎名外相は， インドネシア出発に先

立ち，次のような共同コミュニケを発表した。

0椎名外相は，インドネシア滞在中， 10月26日スカルノ大統領と会見した。外相

はまた，スハノレト内閣幹部会議議長，ハメンク・ブオノ経済・財政担当幹部大臣お

よび、ディア外相代理と会談し，現下の国際情勢，とくに東南アジアにおける情勢と

日本およびインドネシア両国が関心を有する諸問題について率直な意見の交換を行

なった。両国大臣は近年，日本・インドネシア両国の間で，政治，経済，文化その

他の各分野における友好的かっ協力的関係がますます強化されつつあることに完全

な意見の一致をみた。

0椎名外相は，また，インドネシア・マレーシアの紛争が解決され，次いでイン

ドネシアの国連への復帰が実現をみたことに対して，衷心より歓迎の意を表した。

Oまた，これらの会談において，椎名外相は，インドネシア政府および国民によ
る国造りの真撃な努力に対して深い敬意を表した。

0ディア大臣は，インドネシアの対外債務の返済問題を解決するためのインドネ

シア債権国会議開催に当たって，日本がイニシアチブをとったことに謝意を表明し，

日本よりインドネシアに供与された3千万米ドル相当の円借款に対し感謝するとと

もに，インドネシア経済安定，再建計画のための協力に対する希望を表明した。

0両国大臣は12月に東京で開催される東南アジア農業開発会議を成功させるため

に両国が緊密に協力していくことに合意した。
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日誌（10月）

1 日 Vスパンドリオ裁判始る一一スパンドリオ前第1副首相兼外相に対する特別軍

事法廷が午後8時すぎから始った。 9・30事件，スカノレノ大統領との関係を中心

に約2週間の裁判が行なわれる予定である。なお，同氏に対する起訴状は以下の

i重りである。

0 64, 65年に副首相として在任中， アイジット PKI（インドネシア共産

党）議長らに対し，クーデターを企てるための情報および機会を与えた。

0 65年5月，被告は 1人の警官から「将軍評議会」がクーデターを計画し

ているとの情報を受けとり，その真偽を確めずに，いわゆる「将軍評議会」に

ついてのうわさを広めた。

0 スカルノ大統領の病気を理由にアイジット PKI議長を中国から呼び返

した。このさい大統領の名前を乱用した。

0 PKIに対しスカルノ大統領が病気であること， 「将軍評議会」がクーデ

ターを計画していることを伝えた。

0 被告はインドネシア内の他の地域を訪れ，人々に行動を起こすよう呼び

かけた。

0 65年10月，被告は某共産党指導者から電話で革命評議会が設置されたこ

とを知らされた。被告は事件後において，治安を妨げる目的で経済混乱をつく

り出した。これにより被告は反革命派を防衛しようとした。

0 65年11月末には被告はクーデターに共産党が関係していたことについて

の報告を受けていた。 11月， 12月にはジャワ中部を彼らの根拠地とする点につ

いて共産党指導者と討議した。

0 被告はスイスの銀行に50万ドルを秘かに預け，また，東京のある銀行に

も預金していた。

V反大統領学生デモ一一ジャカノレタで数万の学生がムルデカ宮前広場で集会を

開き，スカルノ大統領を公然と非難した。なお，その時大統領はボゴール宮にあ

ったが，不慮の事故に備え厳重な警備が行なわれた。また， 2日の KAPPI集会

は，大統領と共和国を同一視することをやめよ，現在の闘争は反スカルノ闘争に

向うべきであり，スパンドリオの次にはスカノレノが非難されるべきである等，激

しく大統領を非難した。
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3 日 ’韓国との交流希望一一フセイン議会外交委員会副議長は，最近ソウノレで聞か

れたアジア議会同盟会議から戻ったが，韓国と友好関係を持つべきであると語っ

た。その中で，必らずしも外交関係の樹立ということではなく，友好関係を促進

するためのある種の関係で良いことを示唆した。また，インドネシアはアジアに

おいて諸紛争の解決に大きな役割を果すべきであると語った。

Vブオノ，外資に要望一一滞米中のブオノ幹部閣僚はニューヨークの極東・ア

メリカ商業産業会議で演説し，インドネシアに投下される外国資本は単に利潤追

求を目指すのみならず，インドネシアの発展と福祉に貢献するよう努めてほしい

旨要望した。

v対ユーゴ債務支払延期一一ユーゴ訪問中のスプラヨギ使節団団長は，対ユー

ゴ負債の支払いは1969年6月1日まで延期する協定が結ぼれたと（9月29日）語

った。また，詳細は近々の内に話合われるが，同団長は会談はユーゴ側の良き理

解により順調にすすんでいるとアンタラ記者に伝えた。

V学生デモで流血－KAMI, KAPPI所属の男女学生数千人は， ジャカルタ

警備隊軍司令部が2日夜出した“デモ，集会禁止令”を無視し，大統領官邸であ

るムルデカ宮殿めざして押しかけ，阻止しようとする騎馬隊と衝突，多数の負傷

者を出すなど，市内は緊迫した空気に包まれた。

4 日 T 300万名失業者の存在一一セマラン当局は，全人口は66年に 105百万から 110

百万名に増加し，その内65%がジャワ・マドラ地方に住んでいる。また，全人口

中4000万名が労働人口であるが，内300万名が失業， 1200～1300万名が半失業の

状態であると報告した。

公務員数は1200万名，内25%が最下級俸給のA・B級に属している反面，最高

級のF級には 1%しかいない。その他E級2.6%, D級8.4%C級15.5%となって

いる。

5 日 ，国軍創設記念式典開催一一国軍創設21周年記念式典がスカノレノ大統領も出席

の下でスナセン広場で行なわれた。 2週間以上も記者団の前に現われなかった大

統領は，約45分間演説を行ない，自分が国軍の創設者であり，同じく自分が案出

したパンチャシラが建国以来のイデオロギーであることをくり返し強調した。

v国会外交委副委員長談一一カノレタサスミタ国会防衛外交問題委員会副委員長

は，先に国会を通過した対マレーシア対決中止は，単に両国間のみの事にとどま

らず，東南アジアとマレー民族の安全と繁栄のために資するものでなければなら

ないと，また，対決中止は国内の経済危機を打解する鍵ともなろうとアンタラ記
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者に語った。

V訪韓軍事使節団一一10月1日の韓国国軍18周年記念式典に参列したムカノレ・

アミン陸軍少将を団長とする7名の軍事使節団が東京に立寄った。

同団長は滞韓中，朴大統領はじめ韓国政府首脳と会談し，国交回復のみならず

全分野における協力が確認されたと語った。

6 日 Vムハマディヤ，ス大統領に PKI非難を要求一一ムハマディヤのミンタレジャ

執行委員は，スカルノ大統領は1938年以来，ムハマディヤの忠実なる一員である

のだから， われわれ仲間は彼に誤りを指摘しなければならない。特に PKIを非

難することはメンパーの義務であると語った。

7 日 T PNI/FM，ス大統領支持一一セマランで中・東部ジャワの PNI／マルハエニス

ト戦線の指導者はスカノレノ大統領をひきづりおろすようないかなる企てもわれわ

れの抵抗に会うだろうと語り，最近の反大統領の動きに警告を発した。また，マ

ノレハエニズムはパンチャシラであり，マノレキシズムではない，前2者はいずれも

スカルノ大統領により打ちたてられたものであると語った。

T NF正式に解散一一スカルノ大統領は 1966年 No.215令により正式に国民戦

線（NF）を解散した。これは4月10日にさかのぼり有効で，これによって以前の

NF関係の全決定は無効となる。なお， NFは大統領令1959年 No.13令により

設置されたものである。

8 日 V国会特別委設置一一国会は，総選挙，議会， MPR，地方会議，政党，大衆

団体，職能グループにつき検討する特別委員会を設置した。問委員会は政党22名，

職能グループ24名計46名からなる。

Vス大統領の健康状態一一シワベスイ保健相はスカルノ大統領の健康状態は良

好で，療養のため海外にいくようなことはないとアンタラ記者に語った。同相は

大統領の主治医である。

T KAMI，ス大統領の責任追及一一一KAMI幹部会はMPRSがスカルノ大統領に

対して9・30事件，経済悪化，道徳低下に関する釈明要求をするよう要望した。

また， 13日には KAPPI西部ジャワ支局は，これ以上スカルノを大統領として認

めない首声明した。

Vマリク外相日本滞在中一一昨夜，国連総会からの帰途訪日したマリク外相は

内外記者団と会見し，外交政策についての考えを明らかにした。発言の要旨は次

の通りである。

0 今回の海外旅行の目的は新政府の外交方針を友好国に説明することであ
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る。すでにインド，アルジエリア，ユーゴ，アラブ連合，米国，国連などを歴

訪した。

0 インドネシアはベトナム紛争解決のためのあらゆる努力を支持する。イ

ンドネシアが仲裁に乗出す可能性はいまのところなく，ハノイにもサイゴンに

も何ら働きかけていない。しかし，インドネシアは戦争当事国双方の数ヵ国か

ら仲裁に乗出すよう要請を受けている。

0 国連の中国代表権問題については，インドネシアはこれまでどおり中国

を含めたあらゆる国が国連に加盟しなくてはならない，との原則を変えていな

U、。

0 12月に東京で聞かれる東南ア農業開発閣僚会議に正式代表を送るかどう

かは，まだ日本政府から招請状が来ていないので何ともいえない。招請状が来

たら考慮する。

0 17日にソ連を訪れるが，ソ連がインドネシア債権国会議（東京クラブ）

の第2回会議（パリで聞かれる）に参加するかどうかはいえない。ソ連訪問の

あと東欧諸国も訪問したし、。

0 スカルノ大統領と私の聞に意見の対立はない。インドネシア新政権は暫

定国民評議会の決議に従って行動している。大統領でも閣僚でも，だれでもこ

の決議には従わなくてはならい。

0 インドネシアは ASA（東南ア連合）， SEATO （東南ア条約機構）には

参加できない。文化的，経済的，技術的な協力を強化するためカンボジアなど

もっと広い地域を含めた機構をつくることには賛成である。

0 今回の訪日で新しい援助を要請する考えはない。

Vアブドルガニ滞豪中一一国連総会の帰途，非公式にオーストラリア訪問中の

アブドルガニ大統領顧問は，インドネシアにとって政治的安定よりも経済的安定

の方が重要である。従って， 68年7月に予定されている総選挙が経済発展を阻止

するようなことになるならば，その延期を進言するつもりである等語った。

v捕虜，マレーシアより帰国一－435名のマレーシア対決中の捕虜が釈放，帰

国の途に上った。彼らは対決期間中にマラヤ，ボノレネオ，シンガポ｝ノレで捕えら

れたものである。

v対東独貿易関係一一バイエノレラッヒャー東独総領事は，両国間の貿易量は

1956年の1700万マルクから今年は 1億2000万マルクに増大したと東独17周年記念

日のラジオ演説で、語った。その他両国間親善関係についても語った。
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10日Vア開銀創立式に出席決定一一マニラ訪問中のプラウィロ中央銀行総裁は， 11
月のアジア開発銀行の創立式にインドネシアは代表団をおくるということを発表

した。また，フィリピンのロムアノレデス財政相と東南アジア諸国の経済協力問題

についても意見交換を行なった。

’ジャカルタ学生に復学要求一一ジャカノレタ・ペベノレラダは学生たちに授業に

戻るよう訴えた。これはまた，家庭，教職関係者にも布告された。この中でベベ

ルラダは，教育が若い世代の将来に極めて重大な影響をもつものであることを強

調した。

’中部ジャワ政治安定一一中部ジャワ・パニュマス軍司令官は，同地方のナシ

ョナノレ・グループとパンチャシラ戦線の存在が政治的不安定の要因となっていた

が，軍の力により静まっていると報告し，従来の闘争の真の原因は，釈放された

PKI分子が大衆団体や政党にはいりこんだ結果であったと語った。

V対比密貿易関係一一マニラ駐在のアンタラ特派員は，両国間の密貿易実態に

関して以下のようなことを発表した。インドネシア政府は近い将来，北スラウェ

シから南フィリピンへの物資の流れを止める措置を講ずるもようである。マニラ

のインドネシア大使館の算定によると，毎月 2千～3千トンのコプラがわたり，

それがヨーロッパをアメリカに向け再輸出されており，それにより受ける損害は

毎月25万ドルから40万ドルに達するということがその理由である。

V西部ジャワ貿易増大一一ー西部ジャワ，チレポンとメラク港の改善は西部ジャ

ワ輸出目標を225百万ドノレから 55百万ドルに増大させることができる。また，輸

送手段の改善も同様の効果を発揮するであろうと当局発表がおこなわれた。

v米国とPS方式提携ー－PTサムパガ・マムジュとアメリカの木材会社との間

で，マカッサル地方にPS方式による木材伐採計画のとり決めが近く実施される。

これは年間6千万トン量の合板の生産が見込まれている。

V日本との森林・石油開発契約一一日本との聞に木材，石油に関する技術協力

が進んでいる。

第1は，東カリマンタン森林開発協力会社がインドネシア林業公社と調印した

事業計画である。マレーシア領に近い東北カリマンタンのササヤップ川ぞいのラ

ワン材を開発するもの。日本は10年間に20区画の森林開発，つまりラワン材，ア

ピトン材の伐採を進める。

第2はカリマンタンの海底石油開発である。石油資源開発がプルミナと契約，

調印するもの。東北カリマンタン沖の地下石油資源の開発が中心である。 2, 3 

一（ 198）ー -214ー



インドネシア（10月〉

日中に調印のはこびとなっている。

調印される契約の内容は，さきに同会社が北スマトラ沖の海底油田で行なった

ときとほぼ同様で，発掘の契約期間は30年。採掘された石油の配分は， 40%が経

費の回収分として日本，残りの60%をさらに配分して日本がその35%インドネシ

アがその65%という比率で分けることになろう。結局，全体の61o/oが日本という

好条件といわれる。

l1目 曹ジャカルタの外国人に表札一一マフムッド・ジャカルタ軍司令官は同区在住

の外国人に対し，身分証明のカードを家の前に取りつけるよう布告をだした。

12日 V政府首脳帰国一一マリク外相は40日間の海外訪問をおえ帰国した。外相は飛

行場で，インド， UAR，アルジエリア，ユーゴ，アメリカ， 日本で成功裡に訪

問をおえたと語った。また，今月中旬，延期されていたソ進，さらにははポーラ

ンド，チェコを訪問することを明らかにした。

また，日本，インド，西独，イギリス，アメリカとの貿易経済討議をおえたブ

オノ幹部閣僚も同時に帰国し，西側諸国との友好的経済関係が再開されたことを

強調した。

Vス大統領，外交を語る一一スカルノ大統領はハディノト駐ノ、ンガリ一大使の

任命式で，インドネシアの自由・積極外交は帝国主義を奉じるということを決し

て意味しない。すべての真の革命は闘争の継続であること等演説した。

また， NTS（オランダ・テレビfoundation）との会見において，ベアトリッ

クス王女夫妻を招待したい旨語り，その他両国関係の改善について話合った。

Vマレーシア軍事使節団帰国一一3S，カジノレ国防次官を団長とするマレーシ

ア軍事使節団（副団長東マレーシア地区軍司令官イプラヒム少将〉一行13名ジャ

カノレタに到着，今日帰国。この間，マレ｝シア・インドネシア両国間の反共協力

体制の強化措置について会談。 ss，インドネシア国軍記念式典に参列，レセプ
ションでスカノレノ大統領と歓談，また，バンドン，南カリマンタンを視察。

12日，インドネシア訪問を終え帰国したマレ｝シア軍事使節団団長は，クアラ

ノレンプーノレ空港で「スハルト・インドネシア内閣幹部会議長は，国境の破壊分子

撲滅に両国が協力する計画を承認した。この計画は親共侵入者に対する合同作戦

を含んでいるJと語った。

Vスマトラ国軍共同声明，一一スマトラ4軍は共同声明を発し，スカノレノを大統

領， 4軍最高司令官としてその命令に服することを声明した。その中で，第4回

MPRS決議にふれ，大統領に敬意を表すことは国軍と国民の義務であり，それに
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反するものは反アンペラ，反国民であるとし，その団結を要請した。

13日 Vス将軍，軍に要望一一スハノレト内閣幹部会議長は軍職能グループ運営会議に

あてたメッセージの中で，各分野で新秩序建設のため努めるよう要請した。その

中で内閣の諸目標実現のために協力するよう，地方と中央の調和と統一を計るこ

と等要請した。

T PNI幹部談一一ハルデ、イ PNI第1副総裁は，マカッサルの PNI南スラウェ

シ会議で，最近のPNIに対する風当りは，過去における PNI/マノレハエニスト戦

線への PKI分子の流入によるものである。われわれはすべての悪を排し，批判

からは良いものを吸収していくべきであると演説した。

Vマレーシア国境問題一一シャフリ MPRS議員（宗教クツレープ）はアンタラ

記者の質問に答え，マレーシア国境で共産分子活動か防ぐことは，単に両国間に

とってだけでなく，東南アジアの平和にとって重要である。

v対蘭協定調印一一ハーグでオランダ政府との聞にパンドンに建設する技術研

究所に関する調印がおこなわれた。これは技術者養成のためのもので， 32万ポン

ドの他に3名の教官と l名の計画指導官も派遣される。

vジャワ砂糖生産低下一一一セマランのタシクマド砂糖工場の経営者は，今年の

ジャワの砂糖生産は昨年にくらべ約12.5%低下したと報告した。また， チェペ

fレ，タシマド，ゴンダンパル等を含む第4区（砂糖用地は7389ヘクタール〉は昨

年にくらべ11万7890キンタル少ない7億3749万0490キンタノレの砂糖生産で、あると

言吾っfこ。

1.4日 ’スバンドリオ裁判，死刑求刑一一特別軍事法廷の最終論告で，スパンドリオ

被告に対して死刑を求刑した。同法廷は今まで本人尋問と29人の証人の尋問を行

なった。

Vパンチャシラ戦線戸明一一パンチャシラ戦線は最近の情勢に鑑み，次の如き

声明をだした。

1. 新秩序内部の2グループ。即国軍と大衆組織（政党，大衆団体，職能グル

ープ行動戦線）の聞に意見の不一致があることは遺憾である。

2. 10月初旬のデモに対して軍が発砲したりなどしたことは遺憾である。

3. KAMI, KAPPI等行動戦線は過激主義に走らないよう警告する。

等々である。

15日 v内閣幹部会会合一一スハルト議長下に内閣幹部会が6時間半にわたって開催

され，先のごつの海外使節団の報告を，マリク外相，ブオノ経済担当幹部閣僚か
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ら聴取した。なお，この内容は17日にスカルノ大統領に伝えられた。

Vアジア農業開発会議参加一一斎藤大使はマリク外相と会い， 12月上旬東京で

開かれるアジア農業開発会議にインドネシアの参加を正式に招請した。マリク外

相はこれにたいし，閣僚が出席できなければ次官クラスを団長とする正式代表団

を送ることを約束した。

17日 V回教諸政党統合問題一一ルスリ・ハリノレ Perti総裁は，回教諸政党が一本化

されることが理想である。現実には各党の利害がからんで困難が多いが，将来の

世代はこの目標に向って前進することを期待する旨語った。

これに対し最大の回教政党 NUのI・カリド総裁は24日， 同党は他のイスラ

ム政党と融合する計画はもっていないことを明らかにした。

v国会外交副委員長外交問題談一一カノレタサスミタ国交外交委員会副委員長は

6月に締結された日本からの3千万ドル援助は4千万ドノレに増額してほしい。こ

れは日本の経済情況からみて不可能ではないし，インドネシアの復興は日本にと

っても利益となるであろうからであるとアンタラ記者に諮った。なお， 25日には

椎名外相が来イする予定である。また， 21日の記者団の質問に対して，もし正式

な要望があればベトナム戦争の仲介にのり出すべきであると語った。

18日 T KOTI，マ問題を討議一－KOT!会議がスカノレノ大統領の下で開催され，マレ

ーシア関係を討議した。この会議にはマリク外相を除く各幹部閣僚， 4軍司令官，

スギアノレト司法相，ディア情報相， レイメナ， R・アブドノレガニらが列席したo

vマ外相モスクワ滞在一一先月来延期になっていたマリク外相の訪ソが実現し

今夜モスクワに到着した。既にソ連の新聞はインドネシアの親西欧路線に警戒の

色を示しており，また，債権国会議に対ししても疑惑的で，次回パリ会議にも欠

席の意を表しているが， 2国間話合いには応ずる旨伝えている。

また滞在中，スカッチエコフ対外経済関係国家委員会議長と両国経済関係につ

いて意見交換を行なった。この訪ソは新政権成立以来初めての閣僚による訪ソで

ある。なお，コスイギン首相，グロムイコ外相との会見では，くり返し中立路線

の外交的立場を強調した。

Vクレディツト使途一一セダ蔵相は174百万ドノレのソフト・クレディットのうち

100.8百万ドノレが，すで、に物資の買付けのために使われていると語った。これは原

料，設備，部分品等のためのものが中心となっている。なお，使用されているク

レディットの詳細は以下の通りである。

アメリカから 46百万ドノレ（綿糸，米の買付）

円
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日 本から

インドグ

西独グ

30百万ドル

13.3 " 

7.5 " 

フランスグ 4 " 

残りの73.2百万ドノレはアメリカ，西独，オランダから約束されているoそのう

ちにオランダから，西イリアン開発のための30百万ドルも含まれている。

Vナ議長，回教徒団結を要望一一ナスチオンMPRS議長はパンドンで聞かれ

た第13回DjamijatolWashlijakの開会式にあてたメッセージの中で，回教徒の団

結は必要なことだが，目下の所，党派利益のためにそれは不満足なままである。

また，新秩序を成功させるためには国軍66年世代，パンチャシラ戦線，職能グル

ープ合同書記局の協力が必要であると述べた。

また，スハルト内閣幹部会議長も同じくメッセージで革命諸勢力の団結の必要

性を強調した。

V総人口増加一一中央統計局の発表によると， 1966年末のジャワ・マドラの人

口を発表した。その他地域を併せみると次の通りである。

西部ジャワ（含ジャカノレタ〉 23,162千人

中部ジャワ 20,708 " 

ジョグジャカノレタ 2,522 II 

東部ジャワ（含マドラ） 24,551グ

その他地域

スマトラ 17,879 II 

カリマンタン 4,661 II 

スラウェシ 8,043 II 

ヌサテンガラ 6,307 II 

マルク〈含西イリアン） 1,759グ

計 109,592 II 

V教員損失9万人一一マングンフ。ラノト教育相は， 9・30事件以来，計9万3

千人の初等学校の教員が失われたと語ったが， この理由がPKIとの関係による

ものであるか否かは明らかにされなかった。

19日 V軍事使節団マレーシア訪問一一一西カリマンタン司令官スジョノ准将他1名の

軍人がクアラlレンプーノレに到着した。スジョノ准将は記者会見で， 「マレーシア

とインドネシアの合同作戦によって，東マレーシアおよびカリマンタンの共産主
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義者は一掃されるだろう。両国の合同作戦第1連絡所は，サラワクのサンカリン

ツとサパのラダダツに設置される」と談。 20日，クチンを訪ずれ，東マレーシア

地区軍司令官イピラヒム少将と会見，連絡所の設立について会談した。

V訪イ 1次産品皮革調査団帰国一一日本政府が派遣した1次産品皮革調査団の

団長として約1ヵ月にわたりインドネシアの原皮，鞍（なめし〉材の資源調査を

行なって，このほど帰国した小野団長は， 「原皮，韓材とも豊富で，現地に処理

工場を建設すべきだjと次のように語った。

0 ジャワ島を中心に牛皮，羊皮の調査をしたが，非常に品質のよい原皮が

豊富であることがわかった。また，鞍材の原料確保も容易なので，ぜひ現地に

処理工場を建設すべきだと思う。

0 処理工場はオランダ政府時代に建設したものが，一部プラントを搬入す

れば実働可能なので，この辺は政府によく検討してもらいたい。インドネシア

で処理工場が操業できれば，原皮の安定供給が可能になり，価格の変動が激し

い米国もののあおりを絶えずうけている皮革業界の経営不安も解消され，まさ

に一石二鳥の効果が期待できる。

20日 Vムルパ党幹部談一一スカルニ・ムルパ党有力者は，復活した同党（昨日，ス

カルノ大統領から禁止解除令〉はPKIの轍をふむようなことはしない。と同党の

成立契機，展開を述べると共に記者団に語った。この中で特にPKIとの差異，パ

ンチャシラを基礎とする社会主義の建設を強調した。

v国会予算委開催一一同会予算委員会は， 1965/66年追加予算， 67年予算原案

を政府（ブオノ幹部閣僚，セダ蔵相〉と検討した。この原案は， 67年国会会期に

はいる以前に，即ち10月24日からはじまる今年度第2会期に提出することが見込

まれている。

21日 Vアチェの政党活動一一アチェの政党，大衆団体（特に NU,PSII, IPKI, 

Perti.ガスピンド，ムハマジィヤ， KAMI等）は同区軍司令官に対し，同地方の

PNIを禁止するよう要請した。

以前も同様の要望を出したが，その時は拒絶されている。

22日 V林業使節団帰国一一スチプト森林省は先頃，日本から帰国した林業使節団は

伐採に関する PS方式のクレディットを取りつけたと発表した。

25日 Vス元外相に死刑判決一一特別軍事法廷でアリ・サイド議長からスパンドリオ

元外相に対して死刑判決が言いわたされた。

Vマ外相デンマーク滞在一一最後の訪問国デンマークを訪問中のマリク外相は
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へッケルフ。外相とベトナム問題を中心に国際情勢に関して意見交換を行なった。

また，帰国に先立ち，ソ連での債務問題話合いは最終的におわってはいない，独

立的政策をとるが，外国の援助なしに経済再建はできない，この1年間の社会混

乱の犠牲者は約20万人で，伝えられている50万人というのはまちがいである，等

等語ったo

v東部ジャワ治安良好一一インダルト国会外交委員会議員は，最近の東部ジャ

ワの治安は調査の結果，良好で、あることがわかったと語った。

26日 V椎名外相訪イ一一昨日，インドネシア入りした椎名外相は，スハノレト内閣幹

部会議長と会談し，アジア問題を中心に意見を交換したが，その主な内容は次の

通りである。

0 椎名外相はベトナム戦争を平和的に解決すべきであると述べた。これに

対しスハノレト議長は，南北両ベトナム政府が受入れられる解決策が，得られる

よう望むと言明した。同議長はまた，国連が世界平和のため一層積極的な措置

をとることを希望すると述べた。

0 スハノレト議長は，インドネシアが12月の東南アジア農業開発会議に正式

メンバーとして参加すると述べた。

0 椎名外相は，スハノレト議長が日本を訪問するよう招請し，同議長はこれ

を受諾した。

0 椎名外相はアジアの平和が確保される必要があると強調し， 3年間にわ

たるマレーシアとの対決をインドネシアが平和的に解決した努力を称賛し，国

連への支持を続けるよう要請した。

これに先立ち，椎名外相はスカルノ大統領を訪問，そのさい同大統領は椎名外

相に対し， 「佐藤首相がインドネシアを訪問することを歓迎する」と述べたとい

われる。

椎名外相は，またこの日，ハムンク・ブオノ経済担当副首相と会談，両国間の

経済関係および12月にパリで聞かれるインドネシア債権国会議について，話合っ

たo

v新駐英大使，対英関係強調一一アジェ新駐英大使はロンドンでの記者会見で

両国の全面的友好を強化することは大使の重要な役目である。東マレーシアの国

境線に軍隊を派遣しているとの説もあるが，少数ながらあったとしても，それは

政府の命によるものではなく，個人的に対決終了に反対しているものの仕業であ

る等語った。
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V初等学校生徒数1300万一一中央統計局の発表によると，初等学校の生徒数は

約1360万名であり，来年は1460万が見込まれているO

27日 Vハリマン大使来イ中一一ジョンソン米国大統領の特使としてハリマン移動大

使がマニラ会議の報告，その他重要問題討議のため来イした。

主な行動は， 27日にディア外相代理とベトナム問題に関して意見交換， 28日に

は，ブオノ，スハルト幹部閣僚と諸般の問題を討議した。

Vイ・ヨーロッパ海上輸送会議一一インドネシア・ヨーロッパ海上輸送会議が

西部ジャワ南方のベラブハン・ラトゥで聞かれている。同会議にはスエーデン，

ノノレウェー，デンマーク，イギリス，西ドイツ，オランダ，フランス，イタリア，

日本の船会社が出席した。ヤティジャン海事相は同会議へのメッセージの中で，

関係各国はインドネシアの経済事情の困難を認識し協力してくれるよう要望する

と同時に，双方に利益となるような海運決議がなされることを希望した。

, MPRS幹部会一一MPRS幹部会が開かれ，先に45年憲法に明記された以外の

政府諸機関の活動を検討する MPRS第1特別委員会の結果， ムノレパ党復活問題

について討議した。

Vナ議長，Gasbindo大会へメッセージ一一ナスチオンMPRS議長は，Gasbindo

第19周年大会へのメッセージの中で，国民は旧秩序，新秩序のどちらを選ぶかを

決定しなくてはならない。現在，経済的・政治的社会的制度の意味においては新

秩序はまだ確立されていないが，ムードだけは達成されている等々述べた。

Vムルパ党指導層決定一一ムノレパ党は大統領令 No.233/1966に基づき，正式

に活動開始を宣言した。また，党政治会議のメンパーが暫定的に波定した。それ

によると，

総 裁スカルニ・カルトディウィルヨ

第 1副総裁 マlレト・ニチミノリレド

第2 II 未定

書記長 スギアノレト・ムノレパントヨ

28日 V青年・学生の共同声明一一青年戦線， KAMI,KAPPI等の学生団体は“青

年の誓いの日”に共同声明を発し，スカノレノ大統領に対して即時9・30事件，経

済悪化，道徳低下に関して弁明するよう要求した。また，スハノレト将軍に対して

KOGAM決定No.41のKAMI解散令を取消すこと等要望した。

V外国系石油会社の統合問題一一フ。ノレミナ（国営石油会社〉代表者はすべての

元の外国系石油会社の統合を内閣に要請した。
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29日 Vパキスタンに茶輸出一一ジャカノレタのパキスタン大使館で両国政府の問で調

印が行なわれ， 800万ポンドの茶がパキスタンに輸出されることになった。これ

はIPEC（イ・バ経済文化協力〉の枠内で行なわれているもので，インドネシア

は既に1400万ドル相当の物資を受けとっている。

V米国からの綿糸22万梱一一グリーン米国大使は，アメリカは総計22万5千梱

の綿糸をインドネシアに輸送することになっているが，そのうち7万5千梱はす

でにジャカルタに到着しており，残りは15万梱である。この中の7万5千梱は第

3国で加工され，織物として到着，残りは直接輸送されることになると，ハリマ

ン移動大使見送りの飛行場で、語った。

31日 V国会指導者，中国核実験を非難一一S・タロヱブ， H・カノレタサスミタ国会

外交委員会正副委員長は，最近の中国の核実験は人類の生存一一特に日本一ーを

危険におとしいれるものだとして非難した。
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資料

I 我々の生き方

ジャカノレタ・タイムス社説 10.1. 

人聞の歴史を通じて，我々は国家の生き方がいつも，発展し，確立されていくよう

な過程ではない事を観察することができる。それはしばしば暴力によって影響され，

形成される。暴力は戦争や革命の形をとるだろう。それは静的ではないが，幾世代も

変わり続けるだろう。しかし，ある種の基本的な性格は保持されるだろう。

インドネシア共和国の場合もそうだ。

我々が1945年8月17日に独立を達成した時，我々の国家は既に， 以後の年月におけ

る民族の状況を決定するような種子を保持していた。その種子は， 3世紀以上もの間

植民地化された人々の全ての経験によって， そして，独立国になろうとする意志と期

待によって，芽を出すような多くの特徴を含んでいる。土着の哲学は，輸入されたイ

デオロギーと混り合って，インドネシア的と呼ばれる目に見えない思考様式になった。

このインドネシア的思考様式は，我々の古いパンチャシラ哲学の中に含まれている。

そのパンチャシラ哲学はインドネシア的生き方の羅針盤となってきた。

我々の独立の年月を通じて，我々の生き方は，しばしば， 右や左への色々の影響力

によってひどい試練をうけてきた。 これらの影響力は左翼分子による政治的努力や連

邦的傾向や歩装蜂起やイデオロギー闘争等々によって記録された。その発端から，我

我の共和国は，激動によって揺さぶられてきた。 しかし，我々の共和国は，パンチャ

シラの原理によって導かれ， その基本的な進路に立ちもどる事に成功した。

一番最近の衝突は，一年前，予想もしないでいた国民に対して， 9 • 30クーデター

が突然勃発した時に起った。国民はそれまで何年も，インドネシア共産党によって支

配されるような暗中模索の地位と利益の為の進路へと教えこまれ， 「指導され」てき

たのであった。その衝突は軍部の上層と民間の指導者の無慈悲な，非人道的な苦悩と

殺害とを伴った。国民はそれらの悪魔的な行為によって，唖然とさせられた。しかし

それはほんのつかのまだった。それから国民は警戒心を取戻し，インドネシアの歴史

にかつてなかったような，猛烈な勢力で報復をした。その結果，国民は，あたかも和

解が不可能な位に，深くひき裂かれた。

信頼しがたいクーデターの1年後も，我々は9月の激動から完全に回復してはいな

qδ ワh同qA
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い。忠節は未だに，一つの権力の中心から他の中心へと移行しつつある。社会的，政

治的安定は達成されていない。 しかし，以前のように，パンチャシラの本当の支持者

は，我々の国民的哲学の固有の価値を取戻そうと決意している。必要なら，彼らは彼

らの信条を暴力によって保持する事を決意している。 あまりにも多くの犠牲が既に我

我の生き方を保持するためにささげられた。我々がこのように高くかかげている価値

を，我々が守る決意をもし示さなかったならば， それはこの大義のために死んだ人々

に対する背信となるだろう。

それは時間を要するだろう。 しかし，我々は次のような事を信じる。即ちこれまで

成功したように，我々はそのために多くの血と涙が流されたような，そのような我々

の生き方を守る事に成功するであろう，と。

II ベトナム平和報告におけるインドネシアの役割

ジャカルタ・タイムス社説 1-0.18. 

全世界はベトナムの戦争状態に大きな関心を払っている。 この関心は，あの騒乱地

域に平和をもたらそうとする運動と，模索とによって示される。一連の平和計画が世

界的地位にある色々な政治家によって示唆された。今まで，努力は一つも，大体成功

というところまでさえもいかなかった。その原因は，主に紛争にまきこまれている当

事者の地位が，一方からの殆んど不可能な譲歩をさせる事を困難にしたからだ。戦争

を会議の席へと変えるという簡単な示唆でさえも実現されなかった。インドネシアは

ベトナム戦争の仲介者としての最新の候補者である。インドネシアが未だに，共産圏

と「特別な関係」にあるという仮定の上に， 明白に，その選択がインドネシアにかか

ってきた。これは少なくとも半面の真理である。

インドネシアが， 未だにヨーロッパの社会主義国と交渉しているという事は事実で

ある。しかし，これらの国々は， 東西抗争に対する， 9月30日クーデターの後も，イ

ンドネシア状況と地位に関して，保留した権利を持っている。アジアの社会主義国に

関しては，インドネシアはもはや， 1年前の信頼を享受してはいない。インドネシア

が北京では全く立場を持っていない事は疑いない。ハノイには，インドネシアは未だ

に大使館を置いている。 しかし，それは下位の外交官によって率いられており，ハノ

イの指導者と， トップレベルでの会談をする事はで、きない。前駐北ベトナム大使スク

リスノは， その間，北京に亡命した。ハノイ放送と雑誌「ナム・ダン」に表れた記事

は，インドネシアとその指導者達を， 北京放送や人民日報によるのと同様に，ひどく

非難する事をやめていない。ハノイは，彼らの状況に於て，インドネシアが仲介者と
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なる事に対しては，沈黙を守っている。

インドネシアに仲介者の役割を与えるという示唆は， インドネシア外相アダム・マ

リクが資本主義諸国と非同盟諸国を訪問した時になされた。示唆のこの背景は，モス

クワ，ハノイ，北京に， その考えがアダム・マリクから始まったという事を信じさせ

るのに適当なものではない。それから，ニューヨークに於けるマルコス大統領の不幸

なる「秘密のもらし」は， マリクが実際に動ける前にさえも，マリクの手足を拘束し

た。簡単にいえば， タイミングが非常に悪かった。

上述のような状況を別にしても， まず，ハノイが平和会議を始めるための直接的申

し出をするのに正しい方向かどうかを見出さなければならない。ベトナムに平和をも

たらすのにホー・チ・ミンが唯一の当事者ではないという事を示す強い徴候がある。

モスクワと北京の芦は， アメリカおよびその同盟国との可能な平和会談を行なうに当

って，ハノイの意志と同様に決定的に，会談を温和なものにするべきである。

多くの国が，既にベトナム紛争の交戦者達を一堂に会させることに失敗したところ

において，インドネシアが成功する可能性は全く少ない。従って，我々は次のような

意見である。即ち，ここに述べられたような条件と， インドネシアが今，さらに純粋

に行動的で，独立的な外交政策への道を再び、見つけ始めたところだという事実とを与

えられたならば， ベトナム戦争に於ける仲介者としてのインドネシアに与えられる役

割は，インドネシアの非同盟国としての地位を強めはしないだろう。

同様に，インドネシアは未だに， 1年前の共産主義者のクーデターによってひき起

された国内情勢に於ける最近の不幸から回復しつつあるところであり， これまで解決

を見出せなかったベトナムのような国際問題に努力を集中するという知恵は，少なく

とも，疑わしい。
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ll月の概況

67年（暦年〉の予算案が国会に提出された。これは現政権の経済政策が具

体的に展開される基盤となるので極めて注目される。この予算案には政府の

従来の方策と経済理念がもられているわけだが，これは特にブオノ幹部閣僚

が3日国会本会議において行なった基本政策に関する演説において集約され

た形となって現われている（移特記事項参照〉。 その他経済復興・安定策の

一環として投資基本法，外資導入法も検討がはじめられ国連，関連諸機関の

調査官の往来等とあいまって経済政策前進の第1歩をふみだした。

国内政治面においては，軍指導者列席下に開催された国防セミナーにおい

て，新秩序への意志確認がみられたが，実際には軍内部の対立の顕在化が伝

えられるようになった。特に“パドリ”を呼ばれたグループがナスチオン大

将，ダノレソノ西部ジャワ司令官等主流派（スハルト中将は含まれていない）

と見られている将軍たちを排するという事件が未発におわったが，こうした

事件もスカルノ大統領の根強よい勢力温存等と併せ，新たに左右対立に代る

ものとしてあらわれた対立契機として注目できょう。

場参67年予算案，国会提出

67年度（ 1月～12月）予算原案が17日国会へ規出された。 この原案は今秋初めの

IMF調査団による勧告， あるいは， 対インドネシア債権国会議（第1回は9月に東

京で，次回は12月パリで予定されている。）への考慮等，圏内面からの要望以外の作用

もあり， 1949年独立以降初めての均衡予算原案となっている。

具体的には歳入，歳出とも813億ノレピアとなっており，これを IMF調査団報告書に

従って最近2' 日年の数字と較べると以下のようになるの
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OJi.{3',: 10億ルピア）

予 算

I 粗歳入 粗歳出 赤字 ｜ 現金赤字

：；）実績 I . I I 74 0 122.1 

J I .1 329. 8 -167. 7 

-48.1 I -61.7 

I -141.4 

64実績－暫定 I 283.4 681.3 -397.9 （ー356.0

65 修正一推定 I 923.4 2,526.3 -1,602.9 I -1,438.o 

66 原 案 1 81.3 81.3 C新ルヒ。ア〕

次に原案の内訳を見てみると，

（単位億ノレピア）

歳入合計 813 歳出合計 813 

1. 直接税，間接税，関税 335.66 1. 政府各省開発予算地 114.44

2. 地方開発課金 20 2. 地方開発予算 20 〉開発部門

3. 輸出為替販売収入 142.3 3. ＊国軍開発予算 12 

4. 外国借款 295 4.＊＊経常予算 420 

5. そのf也 20.04 5. 債務分割支払い 130.84 

6. 68年総選挙準備費 13 .13 1経常部門

7. 地方自治体に対する交付金72

8. 思給 21.66 

（＊料使途については各々地方自体，国軍がこれを決定する。〉

そのうち政府各省に対する開発予算は以下の通り。

（単位億yレピア〉

合計 114.44 
一一一ー

1. 歳入増加 8.16 5. 下部構造復旧 42.55 

2. 食糧増産 27.19 6 生産能力増産 4.78 

3. 輸出物産 9.55 7 心性（教育・情報〕 10.51 

4. 繊維品 6.19 8. その他 5.51 

この原案が例年と較べて著しく特徴的な点として大統領の専決による特別予算が全、

廃されたことがあげられる。 P. L. Kin, H. W. Ardnt両教授が最近調査した報告に

よると，大統領特別プロジェクトとして65年には第3四半期までに 123.8百万新ルピ

アがつかわれている。そしてこれがなくなったということは政治的にスカルノ大統領
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の地位が低下したことを端的に物語るものといえよう。

また，従来60～70%といわれていた国防費が25%に抑えられているとみられてし、る。

これは何といっても過去数年間予算を圧迫した対外的対決政策が， マレーシア対決終

了をもっておわったことが大きな要因である。

その代りにセダ蔵相の説明によると， 政府各省に対する経常予算の中では，教育・

文化省への割当てが大きく， 25%をふり向けるべきだとの先の MPRS決・議には下回

るものの1C3%を占めるに至っている。

多経済復興および安定に関する基本政策

ハメンク・ブオノ財政・経済担当幹部大臣は 3日国会本会議において経済の復興と

安定に関する政府の基本政策を明らかにした。同大臣の説明は従来の経済復興と安定

措置ならびに今後とるべき措置について総括的に述べたものであるが，その趣旨は

1967年度予算案の骨子をなしている政府の基本方針を明らかにしたものであるのハ大

臣の説明要旨次の通り。

1. 経済安定のために政府のとった措置

(1) 政府機関の縮少と補完

(2) 租税収入の増大

(3) 政府支出の節約

(4) 融資制度の健全化

(5) 対外債務の支払い繰延べ

(6) 新規借款の獲得

(7）外貨の合理的活用

(8）輸出増大

(9) 輸入制度の改善と輸入関税の増収

帥物価，公共料金，政府補助金対策

2. 緊急に実施を必要とする経済安定・復興計画

(1) インフレの抑制

(2) 食糧の確保

(3) インフラストラクチャーの復興

(4) 輸出促進

(5) 衣料の確保

3. 経済復興・安定計画の目標
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(1) 復興計両

げ） 食料，輸IH産品および衣料生産力の復興と増大

（ロ） 前記3部門を支えるインフラストラクチャーの復興と増強

(2) 安定計画

収） 財政計画の実施に必要なyレピアおよび外貨資金の確保

（ロ） インフレ抑制

4. 具体的実施計阿

A 金融部門

1. 国家財政

歳出・歳入の均衡

(1）歳入

付） 租税および関税の徴税強化

（吋課税規準引上げによる関税増収

付ぜいたく品の付加金の課税

付石油収入の増大，地租税，鉱産物税の改正による増収

納外国為替レートの調整による増収

(2）歳出

納軍人，公務員給与支出の削減

（吋 政府による土地，建物，家屋，車輔の購入中止，内外旅行出張旅費の節減

け地方政府に対する補助金の中止

助 国営企業に対する補助金の中止

肘経済安定に直ちに効果の挙がらぬ国庫負担のフ。ロジェクトの建設中止また

は延期

付 国家予算または政府外貨支出による新規フ。ロジェクトの禁止

2. 国際収支

(1）為替レート

政府は外国為替局からの外貨購入レートは最近において 1ドル95！レゼアと定

め， B, E, （輸出ボーナス〉とほぼ同額とした。これにより外貨輸入による

不当所得の弊害は解消した。このレートは国営企業，政府機関，軍および民間

にも適用されるが，かかる現実的レートの設定により，仔）輸出の促進，（司輸入

の限定，付国内経済の国際的位置付けが出来るようになる。

(2）輸出
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政府のとった措置

付）輸出促進措置

付輸出より得た一部外貨の地方還元による地方の輸出促進

け 国軍の協力による地方のインフラストラクチャーの復興

科輸出手続きの簡素化

的輸出を停滞させる賦課金の撤収禁止

付鉱産物，農産物および軽工業品等輸出品の生産増強

(3）輸入

政府のとった措置

付） 輸入為替レートの合理化

（吋輸入手続きの自動化

け B, E制度の採用

付輸入制度の改革により需要に見合った原料，スペア・パーツ類の輸入実現

(4）外資と国内外資（ForeignDomestic Model) 

付） 目下外資法案を準備中

（吋 国内外資の役割りは未だに非常に大きいので，逐次これを減少させる政策

をとる。ただし当分は経済の安定と復興とに役立てる。

(5）外債支払い

外債処理の基本方針次の通り。

付） 同じカテゴリーの債権国は無差別平等に取扱う

（吋現金債務の返済

付最低限の輸入確保可能の範囲内による外債支払い

3. 銀行業務・融資

(1) MPRSの決定に基づき中央銀行の地位と機構および一般銀行業業務は近日

中に国会に法案を提出して定める。

(2) 融資政策

政府は流通通貨を抑制し，これを生産部門に振り向ける手段として融資は出

来るだけ抑える方針をとってきた。これにより通貨の膨張を抑えると共に融資

の効率を最大限にすることが出来る。

B 生産

1. 食糧

1967年の食糧生産は専ら集約生産（intensi五cation）に重点、を置く。濯概の改苦＝
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は作付けの［111*1；の己支持と作付けi市積の増加を可能とする。しかし19昨年度は作付

け面積の附力n,t1・1向iはまず事前調査と研究を重点にしたものとする。

2. 工業用産品および輸出

この部門は1967年度輸出目標（ただし石油を除く〕の85%を占め，重要な外貨

収入源である。今後融資，肥料，原料，部品の供給を行なうと共にインフラスト

ラクチャーを改：守する措置をとる必要がある。また品種改良，土地利用の改善，

品質向上を行なう必要がある。民間農岡部門では生産と市場の維持お上ひ、協同組

合の組織化に屯点を置く。

3. 鉱産物

鉱産物輸出は石油を除く I愉/Jjの10%を占める。輸出品の中では，石油と錫が特

に重要な位置を占めているので、今後は石油，錫の生産に関心を払う必要がある。

このため石油生産の明強，錫の生産同復ならび、に品質改善に重点を置く。

4 衣料

繊維生産は稼動三千ミ30%から50%に引上げるよう努力する。繊維産業の復興には

部品が必要であるつこのほか紡績および仕J：げ機，綿花の栽培強化が必要であ

る。

C 配給

配給の円滑化を図るためには次の措置が必要である。

1. 国営企業に対する優遇措置の廃止

2. 政府の直接干渉の排除

3. 予算より支出を要する財政援助の廃止，銀行による融資制限’

(1）生、活必需品

国家公務員，軍人等の給与生活者に対しては米，砂糖，石油等の生活必需品

を協同組合を通じて配給するの

(2) 政府補助金を受ける物資

政府は米，肥料，新聞用紙，薬品および教材等の輸入品には補助金を支出す

る，かかる物資は真にその消費者が思恵をこうむるように配給しなければなら

ない。

(3）軍輸

運輸機構の復興は最優先とする。特に食糧，輸出および衣料部門の復興に影

響あるものを優先する。

(4）通信
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インフラストラクチャーの重要な部門として通信機構の復興には特別の関心

を払う。

D その他

1. 物価と公共料金

国営企業の非常に安い公定価格は国民大衆に利益をもたらすものではなく，こ

れによりもっとももうけるものは，配給者として割当を受けたものである。安い

公共価格は企業の生産費をカバー出来なくさせるため，インフレをこう進させ，

国民の購買力を減退させる赤字を増大させ，政府からの補助金を必要とする。

今後物佃i騰貴を抑えるため，

付） 物価と料金に関する調査

（ロ） 部品，繊維品，食糧等の物資の確保を行なう必要がある。

2. 労働者の賃金

(1) 労働者の最低賃金を定められでも，インフレが激しい限り，インフレに遅れ

がちな賃上げも常にインフレのためくわれることになる。従って労働者の福祉

は経済の安定を確立して初めて達成出来る。

(2) 国家公務員（軍人を含む〉の給与はすべて政府の責任に属する。インフレが

こう進する限り給与引上げは常に物価の上昇に追いつかない。給与は予算の重

要部分を占め，大幅の引上げは不可能であるので，公務員の生活安定はインフ

レを効果的に抑制して初めて達成出来る。

(3) 政府は目下赤字のない大規模の予算を実行することとしているので，公務員

給与は実質的に改善することができる。

(4) 公務員の削減はまず政府機関の機構および札織の改苦：より始め次いで順次行

なう。しかし経済活動が発展した後，初めて削減を効果的に行なうことができ

る。

3. 国営企業

国営企業の法的地位，機構の再検討を行ない，経営の完全化を期する必要があ

るO しかし当面は国営企業に対する官僚主義制と統制を排除する必要がある。

（外務省経済速報による）

多輸出物生産に関する指標

セマランで発表された統計によると輸出用フ。ランテーションは67年の輸出目標の85

%を占め主要な外貨源である。総計（除石油） 450百万ドノレの内，大プランテーション
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は175百万ドノレ， q，小フ。ヲンテーション275百万ドノレとなっている。

その内訳は次の通り。 （単位 1,000トン〉

種 知 生産国； 生産能力

A. 大プヲンテーション

1 コ ム 420.0 215.0 

2. 茶 67.0 44.0 

3. コー ヒ 一 36.0 12.0 

4. キニーネ 2.5 1.5 

5. コ コ ア 3.7 0.65 

6 ヤ 、／ 90.0 155.0 

7 繊 手ff: 4.0 9.0 

8. タ ノ、 コ 12.0 100.0 （梱〉

9. 砂 糖 75.0 600.0 

B.民族プランテーション

1 小規模ゴム 1,500.0 480.0 

2 ご1 』ー ヒ 一 250.0 120.0 

3. 茶 60.0 40.0 

4. タ ノ、 コ 175.0 100.0 （桐〉

5. コ コナツ 1,800.0 1,300.0 

6 胡しょ つ 39.0 49.0 

7. にく ／〉 く 16.0 5.0 

8. クロ ーフ 67.0 10.0 

9. シナモン 8.0 11.0 

10. コ コ ア 2.8 2.0 

11 カンドノレ・ナット 16.0 13.0 

12. カポッ ク 140.0 25.0 
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日誌（11月〉

10月30日

' 3法案国会通過一一国会は満場一致で，①インドネシアの IMF, 世界銀行

への復帰，②アジア開銀加盟，③対蘭協力協定の 3法案法をnJ決した。それに先

立ち民族主義者，イスラム，キリスト教，職能団体の各代表が賛意の演説を行な

った。これに対してブオノ幹部閣僚はこの決議は国際社会におけるインドネシア

の地位を高めるのに極めて適切なものであると演説した。

11月1日

Vス大統領，アルジエリア祭典に出席一一ースカルノ大統領はホテノレ・インドネ

シアで聞かれたアルジエリア革命12周年式典に参列し，両国が搾取のない新しい

自由な世界に向って絶えず進むということを誓うと語り，共通の全能の神に感謝

すると述べた。

V西イリアン銅開発一一グラタナタ鉱業相は，西イリアン開発の一環として，

米国のフリーポート・スノレプーノレ会社と銅開発のための協定が結ぼれたと発表し

た。そのための費用は7500万ドルと見積られている。インドネシア側は鉱業省公

共関係局が取扱う。

v鉄鋼プロジェクト再開要求一一セラン地方議会は政府にトリコラ鉄鋼プロジ

ェクトの建設を再開するよう要請した。これは新規フ。ロジェクト生産禁止条項に

ふれていないからという理由で行なわれた。

2 日 V西側諸国とカポック協定一一PTカポックは米国，フランス，日本とカポッ

ク輸出に関する協定を締結した。同社幹部によればインドネシアのカポックは，

タイ，カンボジアの拍頭と合成カポックの出現のため困難に直而しており，他の

輸出物同様その価格は低下気味である。

Vスマトラ・ハイウェイ15年後に一一スマトラ・ハイウェイ建設当局者はパレ

ンパンでの記者会見で，来年建設開始の同道路は15tj'.後に完成するだろうと語っ

た。 2500キロで総費用17億ドノレが見込まれている。

V東部ジャワ・シルク計画一一東部ジャワ PNプノレタニ・シルク計画では絹布

25万7350メートルを産出することが見込まれているO この3ヵ年計画（1966～68

年）はマラン，クディリ，ブリターノレ，ラウ地域で行なわれる。計画によると66

年に 17]9950メートノレ， 67年に7万3100メートル， 68年に16万5000メートルに増
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加することが見込まれている。

v教育予算拡充要望一一タイエブ国会副議長（前高等教育科学相）は，政府に

対し教育費は国家予算の25%は占めるべきであると要望した。またサリノ・マン

グンフ。ラノト基礎教育相は1日 KAMIに対して，現在初等教育教員は9万3千

人不足していると語った。

3 日 Vナ将軍演説一一ナスチオン MPRS議長は，海軍学校の学生達への講演の1J1

で，国軍は，サプク・マノレガ原貝ljにより指導されねばならない。 45年憲法の正し

い道に従帰するに際していろいろの妨害がある等々演説した。

Vムハマディヤ，ムルパ党検討一一ムハマデ‘ィヤ・北スラワェシ支部長は，復

活されたムノレパ党の幹部は，同党の政治路線とマノレキシズムの関係を明らかにす

べきであると表明した。

奉ずるマルクス主義がインクー・ナショナリズムに基づくものであろうと，ナ

ショナノレなものに根ざすものであろうと，インドネシアに存在する余地はなヤ。

またマシュミ党の復活を考慮すべきであると述べた。

Vハッタ，新秩序擁護演説一一ハッタ元副大統領は，南スマトラの6行動団体

の会合へのメッセージのrt1で，新秩序は十分に成長していない一方，旧秩序はあ

らゆる11J能性を狙っているからその移行は困難が多いとし，ノミンチャシラと45年

憲法に基づく新秩序側の団結を要請した。

4 日 Vマ外相，パキスタン滞在中ー一一昨日からパキスタン訪問中のマリク外相はア

ユプ・カーン大統領，シャリフディン・ピノレザダ外相らと国際問題，両国関係を

話合った。またイスラム系団体主催の夕食会で，両国経済・文化協定に基づき両

国の親善関係は増進するであろうと語った。なお6日に共同コミュニケを発表し

たあとliiJ外相らは7日， 3週間の東欧，パキスタン訪問をおえ帰国した。

V食用油プラント建設一一PTサリプランは，パレンパンにブルガリアの援助

で1700万ドノレの食用油フ。ラントが建設されることになったQ これは68年半ば頃か

ら生産を開始し，日産30トンを見込んでいる。

V西イリアン開発促進を一一タイエプ国会副議長は，最近議会防衛・外交委員

会の調査団が西イリアンを視察したが，同地は旧体制の政治により大きな痛手を

受けており民生向とのためより大なる関心が払われねばならない。特に67年度予

算において西イリアン開発のための全面的開発計画において強調されなければな

らないと語った。

5 日 Vパンチャシラ戦線，ムルバ党に反対一一パンチャシラ戦線は，ムノレパ党復活
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は MPRS決議のマルクス主義禁止に触れるものとして，承服できないと声明を

発し，大統領にその取消しを求める要求を行なった。

V西部ジャワ軍司令官談一一ダノレソノ西部ジャワ軍司令官は第12歩兵旅団を前

にスカノレノ大統領をめぐる対立関係は，国家的統ーを妨害する目的をもっ見解に

より誇大祝されている。

今年はじめのスカルノ戦線の禁止も，国家的統ーを作り山すおそれがあるから

禁止したものである。またわれわれの当面なすべきことは，新秩序を実体化する

ことである等演説したQ

v対香港貿易増加一一香港当局の発表によると今年9月までの対インドネシア

貿易は増加した。それによると， (1:ji位 100万香港ドノレ）

であるQ

イ→香港

香港→イ

1966年 1～9月 1965年

95.6 

228.0 

89.0 

186.4 

V土地改革問題一一マフムッド・ジャカノレタ軍司令官は，土地改革の実施は昨

年以来とまっていると，農民ノξンチャシラ・ジャカノレタ支部の会合にあてたメッ

セージの中で、述べた。その中で，われわれは PKIなしにも土地問題全般に関し

ての解決ができることを示すべきであると強調した。

V中部ジャワ・チーク材輸出一一中部ジャワ当局は｜司区のチーク材輸出は昨年

の3倍が見込まれていると語った。最近の傾向をみると，

1962年 660立法メートノレ

1963年

1964年

2,770 

2,510 

1965年 4,100

" 

" 

1966年目標 10,000 グ

また主要輸出国は日本，香港，欧州十諸国であるQ

V 日本との石油開発計画一一一ベノレミナと日本石油資源開発会社との聞に，カリ

マンタン東部および北部において3万4千平方キロにわたる石油資源開発30年契

約が結ばれたと発表された。この契約は10年間に石油が発見されない時は自動的

に解消されるものである。その鉱業権はベノレミナが所有し， リスクは日本が負担

することになっており，受取りは日本が生産原油の40%，残りのうち35%が日

本， 25%がベノレミナとなっている。
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7 日 Vムルバ党幹部，ス大統領訪問ー一一スカノレニ総裁らムノレパ党幹部はスカルノ大

統領を訪問し，同党復活会に謝意を表した。その他スハノレト内閣幹部会議長，ナ

スチオン MPRS議長，シャイチュ国会議長ら政府首脳，政界要人を同様の目的

で訪問することになっている。

Vムルバ党声明一一ムノレパ党中央委員会は，党創立18周年記念にあたり反・以

革命の諸勢力問での国家的平和の達成を訴える声明をだした。その中でアンペラ

内閣がその目標を遂行する事はインドネシアのパンチャシラ社会達成のための絶

対的条件であり PKIゲリラは徹底的に粉粋さるべきであると述べた。

V東部ジャワ輸出一一東部ジャワの 3ヵ年開発計画の輸出目標は66年2500万ド

ル， 66,67年1460万ドノレ（砂糖除〉と設定される模様である。これはスラパヤで、

聞かれた東部ジャワ開発セミナーで、決定をみたものだがそれによると， 66年の内

訳は，たばこ 1万5000トン（1000万ドノレ〉， ゴム 1万3000トン（550万ドノレ〉， コー

ヒー7000トン（350万ドル），カッサパl万トン（175万ドル〉，大豆2万5000トン

(100万ドノレ〉， とうもろこし 2万5000トン（70万ドル〉，茶1500トン（75万円レ〉，

カポック700トン（150万ドノレ〉，その他木材等々 200万ドノレとなっている。

V外貨管理計画一一政府は国会経済委員会における声明のなかで，現在，外貨

の単一管理すなわちすべての外貨は国営委艮行に手渡たすことを規定しようと考え

ているということを明らかにした。

8 日 Vマ外相，大統領に報告一一マリク外相は， 10月中旬から昨日までのソ連，ポ

ーランド，チェコ，パキスタン訪問に関する報告をスカlレノ大統領に行なったo

vソ連，革命49周年一一クズ不ッソフ・ソ連代理大使は10月革命49周年記念に

さいし，ジャカlレタでのテレビ演説で、両国の聞には永年にわたり真の友好と相互

尊敬があり，それはネコリムに対する共同闘争の中で強化されたが今後も益々強

まることを希望すると語った。

Vイリアン国境画定一一パラントアスモロ・イリアン国境調査団団長は，西イ

リアンと豪領東イリアンの国境画定の第1段階がおわったと語った。これは5月

にキャンベラで、聞かれた両国話合いの席での取決めに基づくもので，第1段階は

両国調査団による事実上の画定，第2段階は外交上の批准である。

9 日 V内閣幹部会開催一一スハノレト議長下に内閣幹部会が開催され，マリク外相の

東欧，パキスタン訪問の報告，ブオノ幹部閣僚による昨日の経済関係閣僚会議の

報告を聞いた。この中でブオノは66年の輸出目標（3億6千万ドノレ〉は既に達成

され， 10月20日現在それは約3億8200万ドルであることが明らかにされた。
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Y 9.30事件，ス議長が言明一一スハノレト内閣幹部会議長・はムノレデカ宮殿で聞か

れた回教の祭典に出席し「スカノレノ大統領が9.30事件に関係したというのはデマ

である。大統領は共産党粉砕に努力している」と演説を行なった。

またスカノレノ大統領も同夜，短し、演説を行ない「私に対する批判はいくらなさ

れてもよい。欠陥があれば改めよう」と語った。

Vブラック特使，来イ中一一一ユージン正ブラック米国大統領顧問はマリク外相

を訪問し，経済計画を中心に討議を行なった。席上ブラック特使は，米国はイン

ドネシアに援助する用意があり，そのデ｝タを集めるのが今凶の目的であること

を明らかにした。

10日にはスハルト将軍を訪問し現在の情勢，経済再建のための計画等について

話合いを行なった。またその後のブオノ閣部閣僚との会談においてブオノは，イ

ンドネシアのアジア開銀への参加，外資導入法等について説明を行なった。同特

使は11日に帰国の途に着いたが空港で，現政府を高く評価する旨発言を行ない，

援助特に緊急輸入のためのクレディットを増加したいと述べた。

10日 Vスハルト議長演説一一スハノレト内閣幹部会議長は「英雄の日」式典で，国軍

もまたパンチャシラ護持のためたたかってきた事を強調し，特に9.30事件でその

ことは証明されたと語った。さらに軍は，現在，旧秩序によってもたらされた経

済困難の打破，規律の維持に能力を発揮することを期待されている旨演説を行な

ったo

v小規模の対マレーシア貿易一一一マレーシア滞在中のムノレダニ連絡将校は，両

国は既に小規模の貿易を再開していると語った。その中で外交関係再開の前に両

国貿易は拡大されるべきことを強調した。

Y KAMI，大統領批判一一－KAMI幹部会は「英雄の日」のメッセージの中で，

スカルノ大統領は現在の所まで MPRS決議に従っていないと述べ9.30事件，経

済・道徳の低下，自称マノレクス主義者の発言，等々を非難した。

11日 V基本新聞法制定一一国会は大統領令63年”No.6にかわるものとしての基本新

開法を制定した。これには新聞の機能，責任，権利，等々に関する規定の他に，

反パンチャシラ的，親共産主義的新聞は禁止されるものとされる条項も合まれ

る。その直後デ、イア情報相は政府代表で、同法が新秩序発展のため円滑に運用され

ていることを望むと演説した。

▼中国在住学生，ソ連を非難――中 [:ru留学q-1のインドネシア学生団体はソ連が

マリク外相1を歓迎し，援助を続けるのはインドネシア人民に対する明白な裏切り
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インドネシア（11月〉

であるとしてソ連を非難したことが新華社通信により報道された。

12日 V国防・治安セミナー開催一一一カルタクスマ陸軍少将を議長とする凶｜出セミナ

ーが開催されるが，同議長はセミナーの任務は，革命遂行のための国防の基本的

教義を完成することによって国軍全体の共通の決意，団結をもたらすことである

と語っfこO

このセミナーには軍管区司令官全員と 112人の高級将校が出席，ナスチオンM

PRS議長，スハ／レト中将も含まれている。席上，スノリレト中将は「軍は単に闘防

のみの具ではなく，革命の兵であり，イデ、オロギー，政治，社会，軍事のあらゆ

る面で政策に参加しなければならない」と強調。またナスチオン議長は「スカル

ノ大統領は9.30事件と経済混乱について公開の席で釈明しなければならない，も

し拒否すれば MPRSの特別会議が招集されるかもしれない。また必要とあれば

大統領を裁判にかけることができると演説した。

スカノレノ大統領はメッセージをおくれその中で9.30事件をおさえた軍を称賛

はしたが，そのグループがPKIであったことは認めなかった。

VムJレバ党への反響一一PNI中央委員会は，声明の中でムノレパ党が， MPRS決

議に反対しないなり復活を認めると語った。

またその中で，いくつかの党からムノレパ党と MPRS決議事項の関係に疑惑が

かけられているが，これは政府と同党との話合いで解決されるべきであると述べ

た。なおパンチャシラ戦線は5日付けで声明を発表し，ムノレパ党復活には断固反

対すると明らかにしている。

V中国人財産凍結一一マフムッド・ジャカルタ司令官は，帰国する中国人が貴

重財産をもち帰ったり，他人に売却することを禁じる布告をた、した。これには重

要文書を含む動・不動産を含んでいる。このため当局は特別の調査委員会を設置

することになった。

V台湾米輸入一一台北の新聞“イブニング・ニュース”は政府がインドネシア

に米2千トンを輸出することを決定したことを伝えた。

14日 V内閣幹部会開催一一スハノレト議長下で67年予算，外資導入法を検討するため

の内閣幹部会が開催された。会議後ディア情報相は，予算原案は813億ノレピアに

達する均衡予算であり，税，輸出収入を主財源とするものであり，その中には66

年総選挙のための費用も含まれている。また，多くは述べなかったが歳出のうち

25%を国防のためにつかうが，その他教育，情報面にも力を入れるつもりである

等々語った。
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この会議の模様は翌日，スハlレト議長によりスカノレノ大統領に報告された。

15日 V新政権転覆計画一一アンペラ紙（職能グループ労組）は現政権中核の軍幹部

を誘拐または失脚させることを目的とした“パドy’という非合法組織の存在を

明らかにした。同組織は将軍技致，交通要所の橋を破壊して政府の経済安定計画

と軍の治安維持活動を妨害する一方，親共華商を利用してサボタージュをたくら

んでおり， 10日から 3月311::iまでに新政権転覆を企てていたと伝えられた。

Vムルバ党決議，ス議長へ一一スカノレニ総裁らムノレパ党幹部はスハノレト内閣幹

部会議長を訪問し，同党政治会議で、採択された決議を提出した。その主内容は，

(1) MPRS決議事項を承認するO

(2) パンチャシラに基づく社会主義に基礎をおく。

(3) インドネシアの歴史の中においてインドネシア人民の以I鼠反日闘争H年

以外，明白な対立は存在しなかった。

(4) 新秩序促進のために社会主義者ノξンチャシラ戦線を結成することが望ま

しい。

というものである。

17日 V新予算案提出一一回会に813倍ノレピア（実勢で1ドル＝100；レピア）の67年度

予算案と投資基本法案の2法案を提出した。同予算案は経常支出667億ノレヒ。ア，

開発支出 146億yレピアの均衡予算で，追加予算は認めないことになっている。

Vマ外相，帰国報告一一マリク外相は，ソ連・東欧旅行についての報告を国会

で行なった。その中でソ連はインドネシアの外交政策の基調が変っていないこと

を歓迎していたという事を強調した。その他発言の要点は以』ドの通り υ

0インドネシアの外交政策は

(1) 諸国の信用を回復すること。

(2) 国際連帯，特にA・A，非同盟諸国との団結強化。

(3) 各種国際機関への復帰。

今回の海外訪問は次の基本目的をもっQ

(1) 9.30事件以後の実情を正しく知らせること。

(2) 外交政策の基調は反帝，反資本主義，自由・積極外交であることを知ら

せること。

(3）訪問国と財政・経済問題，特に債務に関して話合うことu

これに対して各訪問国は理解と満足の意を表明した。

v国連活動再開一一マリク外相とD・オーエン国連職員との間にジャカノレタに
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おける国連活動再開の取決めが調印された。席上，外相は経済の復興と安定，商

イリアン計画実現のために国連がインドネシアを支援するよう希望を表明した。

この取決めの結果，インドネシアが受けとることができる援助は，技術援助250

万ドノレ，社会的間接資本500万ドル，食糧援助200万ドル，さらに西イリアン開発

費としての 3千万ドノレが再び、脚光をあびることになる。

18日 V来年度，債務支払いインドネシア蔵相表明一一セダ蔵相は記者会見で， 67年

度予算を説明したが，そのなかで政府は同年度に 1億3千万米ドノレ(1ドノレ＝100

lレピアで換算）の対外債務支払いが可能であり，そのうち 9千万ドルは各債権国

に，残りの4千万ド、ノレは国連， IMF（国際通貨基金）などの国際機関に支払われ

ることを明らかにした。インドネシアの対外債務は，総額27億ドノレにのぼって

いる。

19日 Vスハルト議長命令一一スハノレト内閣幹部会議長は，経済・財政関係閣僚に対

し幹部会令 No.13に基づいて，輸出ドライブを円滑にするために必要な措置を

とるよう命令した。

この中で，輸入と67年国家収入に必要な外国クレデ、イツトを保護するためのス

テップがとられるだろうこと等が述べられている。

V政府首脳，食糧問題を討議一一スハルト，ブオノ両幹部閣僚らは，来年5Jcj 

までの米の端境期における食糧供給の問題を討議した。スチプト農相によると政

府は67年第1四半期に16万トンの米を輸入する計画である。また増産のため肥料

7万トンを海外から輸入する計画だが，うち日本からの輸入は5万トンを予定し

ている。

T KAMI代表，ス議長訪問一一スハノレト内閣幹部会議長はKAMI代表の訪問に

際して，その内部団結をくずさぬよう要請すると共に各種質問にこたえた。その

中で、ムルパ党問題にふれたが，同議長はこの問題は MPRS決議の見地から十分

討議されている，また9.30事件以前は同党は中傷の犠牲者であったと語った。

21日 T IC円U 参加問題一一国際自由労連が派遣した調査団が帰国したが，在イ中

GASBINDOがICFTU参加の申請を行なった。 GASBINDOは回教系の労連で

15の下部組合と 300万人以上のメンバーを有している。 22～24日まで、パ／レパドス

で聞かれるICFTU実行委でその加盟が検討される。

V硫黄開発問題一一スモノ駐香港公使は香港で、政府は鉱業発展に役立つ外国投

資は歓迎すると語った。これは最近アメリカがインドネシアの硫黄に注目をして

いることによるQ その中でスモノは，政府は鉱業特に硫黄の開発促進のための外
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インドネシア（11月）

資投入を可能にする法令を準備中であり，特に PS方式によるものを希望すると

述べた。

V農業研修センター設立一一農業研修センターが日本との協力の下に設置され

る予定である。そのため先に調査団が来イし，デゥィ・スリ・ジャヤ計画地域を

調べたが暫定的な計画として，

(1) ボゴールにおける種子専門家訓練施設。

(2) スカブミにおける農機具センター。

(3) チヘナにおけるモデル農園。

(4) ボゴールにおける高等農業学校の施設改善。

なお，この技術協力は 3ヵ年で実現されることがのぞまれている。

22日 V対マレーシア通商会議開始一一スナノレヨ陸軍准将を団長とする13名の将校一

行はクアラノレンプールでマレーシアとの聞に商業，工業，郵便，通信，情報，移

民等の諸問題に関する話合いを開始した。 24日には放送・通信・文化活動等に関

する円滑化について合意をみた。

V対ソ負債問題一一ソ連当局と債務問題を討議中のスプラヨギ少将は，ソ連が

先日おこなった即時返債の要求を一時引延ばすことを希望する旨表明した。過去

3週間行なわれている話合いは，今日おわる予定であり，ソ連外国経済関係国家

委員会との聞に議定書がかわされる。

v国連の対イ援助一一D・オーヱン国連開発援助計画委員は，最近インドネシ

ア調査から戻ったが，記者団に対しイ政府が経済再建のためにとっている努力を

評価するとともに，来週の委員会で第1段階として 250万ドルの技術援助を検討

する予定であると語った。

その他，再建のためには友好国，国連の果すべき役割は大きいものがあり，特

に教員訓練，児童のための食糧の緊急供給，等が考慮されなければならないと語

った。

T GATT調査団訪イ中一一19日から 3週間の予定で GATTの係官が訪イ中で，

貿易促進に関して政府と協議中である。特に市場，市場調査，市場情報に重点が

おかれている。協議は貿易相，農相らとおもに行なわれる。

v民間エステートの困難一一中部ジャワ当局は同区内の民間エステートは資金

不足のため悲観的な状態にあると語った。それによるとこれらエステートは手持

資金のみで運用されており，現在の所銀行クレディットは得られる見込みはない

ということが明らかにされた。同医内のエステートは数は多くはなし、が，外貨獲
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得に大きな力を果している。

Vモルッカ諸島の学校閉鎖一一lド部モルッカ諸島にある数十の初等学校が，次

の公示がでるまでということで、教師たちの手により閉鎖された。これは教師たち

が月給を受けとれないことによるものだと伝えられている。

23日 V東部ジャワ米事情一一東部ジャワ地方議会で同州は70万トンの米目標のうち

わずか15万トンしか実現できないと報告された。

V急行料金 3倍増一一PN・ベルニの急行料金が何の予古もなしに300%増加

した。これによるとたとえばジャカルタからベラワンまでは285；レピアから875；レ

ピア，また 1等料金は820｝レピアが2500；レヒ。アとなる。

25日 V議会，マリク外相を招喚一一議会・防衛外交委員会は，外交政策， 67年国家

予算（外資法を含む）を討議するためにマリク外相を招喚した。その他南北朝鮮

南北ベトナムとの関係についても検討された。

V リァウの徴税活動一一ーリアウの税務当局は最近の徴税活動は満足のいくもの

であると語った。この20日間で、60億ノレピア（！日ルヒ。ア〉が徴税された。また今年

末まで、に400億ルピア（旧ルヒ。ア〉が徴集される見込みである。

当局によると徴税手段が不足しており， 130万住民で徴税吏180は名であると語

られた。

26日 V対マレーシア会談おわる一一マレーシアとの間で貿易，商業に関する協定が

達成されたが，近い内に貿易正常化の最終決定のための話合いが行なわれる予定

であると 1週間にわたる会談の後，共同声明が発表された。一連の会談において

情報，放送，映画等の交換，電信・郵便の再開，等も決定をみた。

この会談の内容は， 28日スナルヨ団長からスハノレト内閣幹部会議長に報告され

fこ。

V蘭知識人，ス前外相の釈放要求一一一100名以上のオランダの知識人は芦明書

をスカルノ大統領に送り，死刑判決をうけたスパンドリオ前外相を助けるよう要

請した。

27日 V北スラウヱシのコプラ信用回復一一北スラウェシからの政府調査団は北スラ

ウェシから輸出されるコプラに対する諸国からの信用回復に成功した。これは同

州副知事から記者団に報告されたものである。特に最近の27日間において同州史

上はじめての6千トン輸出を記録し，こうしたことが諸国のバイヤーにコプラ取

引きに安心感をもたらしたものである。

さらに同副知事は政府調査団が日本，香港，フィリピン，欧州数ヵ国を阿った
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さい，日本から410万ドノレのクレディット獲得に成功したことが明らかにされたの

これは主に魚のかんづめ工場のためのものだが，これに基づき 300名の専門家と

必要な諸施設が送られることになる。その他オランダから10万ドル，フィリピン

から 1万ドノレのクレディツトが得られた。

また今年の政府から割当てられた輸出目標950万ドルは， 11月23日現在すでに

達成され，年末までには1144万7926ドルが見込まれている。

28日 V東南アジア文相会議開催中一一マニラで開催中の東南アジア文相会議に／JI席

中のサリノ文相は4提案を行なった。それは，

(1) 村落社会，農業発展のための地方センターの設置。

(2) 農業，生物学における大学教員の訓練のための地方センターの設置。

(3）熱帯農業のための調査センターの

(4) 生物学調査センターの設置。

を提唱するというものである。

29日 V空軍内部の粛清続行中一一ヌノレ．ヤディン空相はメダンで記者団に対し，空軍

将校内部の粛清は現在も進行中である。オマノレダニ前空相の裁判はまもなく行な

われる，次に裁判が予定されている空軍将校の名はいえない等々語ったO
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12月の概況

いわゆる“旧体制”対“新体制”論争が政治指導層の間で続けられていた

が， 24日には後者にとって有利な事態がごっみられた。特別軍事法廷におい

て9・30事件との関連で取り調べを受けていたオマノレ・ダニ元空相の死刑判

決がその一つである。これはスカノレノ大統領に近い大物の死刑判決としてダ

ラム（元中央銀行相〉， スパンドリオ（元外相）につづく 3番目のものであ

る。

さらにもう一つは，先月国会に提出された67年予算案が可決されたことで

ある。一度は否決されたものの，スハノレト内閣幹部会議長らの懸命な国会指

導者への説得で、遂に原案通り， 独立以来初めての813億ノレピアの均衡予算が

可決された。同時に，諸方面から抵抗もあったが，外資を国益にそぐわない

限りで積極的に導入する旨うたった外資導入法が可決された。これらは，今

年後半たびたび来イした IMF調査団， ティンパーゲン教授らの勧告を結果

的には受け入れた形となった。

こうした現政府主流の地固めが見られる一方，これに対する反対派一一特

にスカルノ大統領の抵抗も続いている。大統領の高姿勢は， PNI系の学生，

青年団体， あるいは PNIとの会合において強くみられ， その都度， KAMI

らのデモによる巻き返しにあっている。

さらに政府内部でもマリク外相， ナスチオン MPRS議長を中心とする対

大統領強硬発言が強い。こうした喧喋の中で22日には4軍が各司令官により

5, 7月につづき3度目の共同声明を発し現政権への支持を表明している。

多インドネシアに関する第2回債権国会議について（バリ債権問会議〉

インドネシアに関する第2同債権問会議は 1966年12月16H,19fJ, 20日のHI問，

バリの国際会議場で開かれた。

参加国は，主な債権国7ヵ国，即ち，米，英，仏，西独，伊，日本，蘭と， オブザ

ーノミーが4ヵ国3機関，即ち，カナダ，オーストラリア，スイスタ ニュージーランド
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IMFおよびOE仁D，世銀である。

なお， IMFは，インドネシア経済に関する報告を行なった。オーストラリアは，イ

ンドネシアに関する政治的関心から参加した。他のオブザーパー 3ヵ国は少額債権問

である。なお， 19,20日の両日はインドネシア代表も出席した。

パリ会議宇の決定：〔！

で、あるO

第1に｛白務返還に.，，）v、て、 10G1{r*=:tで司に期限切れとなるインド宇シアの中期，

長期対外債務および，現在すでに期限切れとなっている全債務について，13年間（5

年据置き， 8"Tミ払い）の繰延べとする。なお， 13年もの繰延べというのは国際的に

例はない。

第2に別個の会議開催について，まず， 1967年未までに再び会議を聞き，インド

ネシアの国際収支状況を検討し，さらに債務軽減について検討するのそれとは別に

1967年春までにオランゲのハーグで会議を聞き，新規借款など再建立！神1への容与に

ついて見解の交挽をする。一一以J・.で、ある。

なお，コミュユケには 5年加問き，お年払いということは述べていない。

また，暗黙の了解事項として次のものがある。即ち，インドネシアは，共産圏諸国

の債務に対しては，今lnJの条件以上に有利な条件を与えないということである。

会議の状況について述べてみると， 主ず日本はインドネシアに対する最大限にゆる

い条件を主張し，新規借款供与も主張した。 これに対して，仏，独，伊等は条件の大

幅緩和をしぶり意見が対立したが，結局，債務繰延べについては日本の主張が通った

といえる。しかし，新規借款供与についてはまどまらなかった。 また，ソ連は，東京

会議で招請を決定したけれども参加しなかった。 なお，ソ連はすでにインドネシアと

の債務返還の協定を終えている。

次にこの会議の評価については，ジャカルタでは，日本の立；1坊がイム， 西独などの反

対にあい苦境に陥ったとの見方がある。例えば14日の予備会議で日本は，賠償担保，

期日 180日以内の短期債権に対する特例扱いを主張して仏等西欧諸国の反対を受け，さ

ちに，本会議においても日本が他国から批判された，とジャカルタ各紙は伝えている。

なお，次期会議への各国の態度aについて， 日本はインドネシアの必要最低輸入総額

2億ドル程度の借款供与を必要と考えているのに対し，西欧は借款供与に批判的であ

る。従って，次期会議は難航が予想される。

インドネシアの債務状態について述べてみよう。債務総額は利チを含めて約22億ド

ノレとみられている。そのうち，西側諸国が10億ドルで、ある。そのうちH本は1億ドル
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である。共産凶への｛責務がソ連を含めて12億ドノレといわれている。

多外資導入法可決

経済再建の一環として政府が提出した外資導入法案が1ヵ月余の審議を経， 1度は

否決されたものの， 24日満場一致で採択された。 （資料参mn

多インド・インドネシア共同コミュニケ

インドとの間の共lrijコミュニケがジャカノレタで，シャー・インドi部業大t:IのJ}jイ（26

l"l～28日〉の終りにあたって発表された。 これは，インド，インドネシア問の貿易と

商業関係について述べている。インドネシア首席代表はアズノ、リ貿易相である。

要旨は次の通り。

0この会談は’66年に期限切れになった協定の代りに新しい協定を締結すること

を主目的としfこO

0新協定の効力は2年である。

0この協定の下で両国は，阿国間貿易の水準を上げ多様化させる O

インドネシアはインドに石油産品，ゴム，ヤシ油，コプラ，びんろうじ，その他

インドネシアの輸出入規制で許可されるものを輸出する。

インドはインドネシアに種々のものを輸出する。例えば，織物，ジュー卜製品，

化学製品，薬剤，塗料とニス，鉄鋼および鉄鋼製品，土木工事器具，その他インド

の輸出入規制で許可されるもの。

0両国経済技術協力増大について

多くの合併事業の可能性が考慮された。また，インドの凶有産業開発公社がイン

ドネシアとの合併事業およびその研究について助けになるということも会談で述べ

られた。

両国は両国の技術者と産業問題専門家が与川、機会に会って以上のようなitfプJにつ

いて会談する事が望ましし、ことを感じた。

0 阿国は両国の技術者に，各々自国の必要な技術を提供しあうことおよびi叫｜司の

設備は最大限に利用されるべきことにー←・致した。

0インドの大t,:Iは，インドネシア青年にインドで，銀行実務，会）'ii-，鉄道，発電

設備，各種産業技術を訓練するため招いた。これは，発展途上国間の地域的経済協

力技術援助の考えによっている。

。同1:n'l;:Jiv、の悶で、産業博覧会を行なう可能性も論じられた。これは互いの国の

什
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産業人に互いの国の技術や製品の進歩発達を知らせあうのに役立つだろう。インド

政府は1967年にジャカルタでその博覧会を行なうことになり，その後インドネシア

も適当な場所で行なうだろう。

0両国は両！14間の貿易を盛んにするため， 1927年には少なくも二つの経済｛史的｜、1・1

を受け入れるようにする。

0最近インドからインドネシアに与えられた1億ルビー（1:t13万ドル）の借款協

定の修正が必要なことに意見が A致した。

0両国は， ECAFEやVNCTADやGATT等の｜司｜際機関において相互協力を続

け，他の諸国とも共同して活動することに一致した。

0両国間の貿易協定や拡大された技術経済協力のための手段の進歩を調査するた

め，両国の高級職員が定期的に会談する。

日誌（12月）

11月
30日 V内閣幹部会聞かる一一一内閣幹部会がスハルト議長干‘で、聞かれ， Bengkuluを

12月

第1自治区に昇格させることを承認した。この承認は直ちに議会に送られる。

また， スハノレト議長は KOTIの司令官として， 地方当局にムノレパ党の活動許

可の指示を与えた。ムルパ党の政策声明や党の復活を見れば， MPRSの決定に

反対する理由はない。

華僑問題については，華僑の帰国に関する政府の態度に反映している芦明に地

方当局が注目することを希望した。

インドネシア政府が国連で中国の加盟を支持していることについては，これは

国際政治の観点からみらるべきもので，インドネシアの中国への対外政策からは

切りはなしてみらるべきである。

1 日 V日本との石油契約一一日本の九州石油会社がジャワ海100平方マイルの石油

を開発する権利をベルミナとの協定でインドネシアから得た。パンジャルマシ

ン，北カリマンタンP ボルネオで石油を開発することができ，期間は試掘期間6
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年を含めて30年である。その期間は10年延長されるかもしなない。契約地域の4

分の lは始めの2年後にインドネシアに返還され，さらに4分の 1がそれから 3

年後に，さらに4分の1がまた3年後に返還される。残りの4分のlは始めの8

年間は日本の会社に委ねられる。九州、｜石油会社は少なくとも 100万ドノレを始めの

年に， 25万ドノレを次の年に投資する子定である。 3if三から 8年目までは毎年少な

くとも50万ドルから500万ドノレ投資する予定。石油を掘り当てた場介， 40%は投

資代金として日本の石油会社に’｝；1Jり当てられ，残りの60%は65:35の割合で，ペ

ルミナと H本の会社に分配される。原油が3月以上毎日 571ノ〈ーレルを越したIHi

は500万ドノレがボーナスとしてベノレミナに支払われる。九州！石油会社によれば，

日本とインドネシアの認可の後6ヵ月以内に試掘にとりかかる。

v対西独貿易増加一一ジャカルタの西独大使館は，西独とインドネシア貿易関

係は東独・イ間より上IE.!るものだとし，次の事実を指摘した。

1. 1955～65年に西独は28億マルクを輸出したのに反して，東独はその10%

以下である。

2. 他方，輸入は26億マルク，東独はその5%以下。

3. },Lj国の貿易関係の収支はおおむね均衡を保っている。

4. 援助は民間・政府レベノレを併せるとこの10年間に年間1億マノレクをこえ

ている。

2 日 Vス大統領が非難演説一一スカノレノ大統領はムノレデ、カ宮殿で PNIの指導者約

100人と会見，演説をおこない，当面iの政治情勢について所信を明らかにしたが，

同大統領はこの演説の中でインドネシアの革命はいまやその本来の路線からそれ

て反革命の道を歩み始めていると強調，すべての進歩的革命分子は結束してイン

ドネシア革命を本来の軌道に引き戻せと主張した。

3 日 ' 2大使任命一一スカルノ大統領は新駐米国，ベルギー大使を任命した。駐米

はスウィト・クスモウィダグド，駐ベノレギーはアプ・プラチトヨだが，その任命

式に：＇1り，国内情勢を客観的に伝えるよう要望した。なお，新駐米大使はスパン

ドリオ外相i時代に第1外務次官をつとめていた。

v債務返却は69年一一一マリク外相は記者会見で，インドネシアは69年に対外偵－

務を支払うことを東京債権国会議で提案したと語った。それによると，支払いは

年間所得の15%があてられる予定である。また，同趣旨提案は同会議後訪問した

ソ連に対してもなされた。

Vゴム輸出低下一一一北スマトラ旅行中のハノレヤソディノレジャ農園相は，最近10

戸町
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年間にゴム輸出が4億3100万ドノレから昨年の2億ドルに低減したと指摘し，ゴム

はインドネシア経済において大きな役を果さなければならない，ゴム質を改苦し

なければならない等述べ，国営，民間を問わず努力するよう要望した。

5 日 Vダニ元空相裁判始まる 一トランゴノ検察官は起訴状のljlで，

0 被告がジャカノレタ郊外ハリム空軍基地をPKl（インドネシア共産党）占

年部の訓練所に提供し， PKIの計画に便宜を｜主卜1たことり

0 スカルノ大統領の死後は被告を大統領に推すという PKI指導部の存え

につられて以政革命派の動きになんの措置もとらなかったこと。

0 ヰrftj：当夜はハリム基地に泊まり込み，ウントン中佐（大統領親衛隊長〉

らの決起をインドネシア放送で確認したあと， lO)J1日午前9時，ハリム基地

内から全空軍将兵に呼びかけ反乱派支持を命令したこと。

などを中心に被告の罪状を追放した。その後被告は，尋問にこたえて罪状を一切

否認した。また，翌日の裁判で検察側は「アイデ、イツト PKI議長が射殺されたj

というエジエ RPKAD司令官の声明をよみ上げた。

l IPECC共同芦明一一ダッカで行なわれていた IPECC（対パキスタン貿易，経

済，文化協会）会議は最終日にコミュニケを発し， IPECCの下で両国の経済・

文化関係を促進することを確認した。アズハリ貿易相ら一行は8日帰国したが，

両国の貿易関係は65年8月四日に IPECCが設置されて以来憎加している。パキ

スタンは2300万ドノレ輸出を行ない，他方，インドネシアは300万ドル輸出を行な

っていると語った。

Vジヨグジャカルタの物価情況一一日本からの織物とプリントが大量に出刷っ

たため，ジョグジャカノレタにおけるこれら物価は平均20%低下した。だがそれに

もかかわらず，まだ買手はいない。また，食糧，野菜，他の生活必需品は依然高

値で，特に上質米はkglliり9.5！レピアとなっている。

6 日 V官吏，軍人の給料倍増一一一スダノレモノ内閣幹部会書記は，来月から官吏，：ボ

人の給料を倍増するという政府決定を報告した。また，新年）目に未婚者には 100

ノレピア，既婚者には150；レピアの特別金を与える決定もなされた。

7 日 Vス大統領，ティンバーゲン教授と会談一一一スカノレノ大統領は米イ中のティン

パーゲ、ン教授と会談したが，その後記者団に対し政府の経済政策について言及し，

地方分権化はよいが適当な計画を伴ってこそ有効である等語った。また，スハノレ

ト内閣幹部会議長との会談では，現在の経済・財政々策に賛成である旨語った0

8 日 V外資法への反響一－KABI（労働者戦線）は国民の利益となるものだったら
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外資導入法を認めるが，害するものなら受け入れることはできないと声明した。

また，その中で，外国系企業，特に西欧系のそれを無H音に接収すべきではなヤと

述べた。

, OPS外資に反対一一－－OPS(IE！営商船組合）は，｜在i船数増加と技術11,J上のため

による以外の，造船事業における外国投資に1x対する旨点i則した。これは， OPS

会議後の共同コミュニケでうたわれたものであるω

V中部ジャワ輸出ボーナスー 中部ジャワ当局は，10月までの同 Iベにおける輸

出ボーナス収入は， 41億2678万9779ルピア（15587}3159ドル1セント）であり，

また，輪山は目標の65871ドルをこえ， 10月現在 1700万ドルに達Ldていると活っ

fこO

Vティンパーゲン教授演説一一来イrj1のオランダのティンパーゲ、ン教段は，

BAPPENASで講演を行ない，インフレ特有の諸現象にっし、て説明した後，イン

フレに悩む国にとって，均衡予算，クレジットの効果的利用，外貨交換率の現実

的実施が必要であることを述べた。また，それと関連して， BAPPENASが日常

品，下部構造のための短期計阿とならんで工業部間のための瓦・期HI-両をつくるこ

とを要望した。

9 日 Vスヂィスマン逮捕一一10日の“ブリタ・ユダ”紙は，アイジット議長死亡後

のPKI指導者スディスマンがタンゲラン近辺で軍当J,";jにより逮捕されたことを

幸Rじた。

10日 Vス将軍メッセージー÷ースハルト将軍は， l旦l教学士連盟会議へメッセージをよ

せ，新秩序を守り，維持することはパンチャシラ， 4判定：法， MPRS決議に基づ

く全国民の義務である旨述べた。

1 1日 , PNIリァウ支部解散一一リァウ地区のPNl支部が解放させられたということ

が伝えられている。これは，先月末の北アチェ支部解散と関連して行なわれたも

ので，こhによりjじアチェj也｜豆から PNIは← ・1詰さオLたことになる。

他方，［HJI）（の日》KI（独立擁護党）はうiとるべき総選挙に備えて準備を若々すす

めているとし、わjLてし、るυ

Vジャカルタの学校不足一一サデ fキン・ジャカノレタ知事は，今年の新学期に

15万人の学童が学校に入ることができず3 緊急、解決が必要であると語った。また

現在ジャカノレタでは600の校舎が不足しており，人口130万人のバンドンでも50の

不足がみられると指摘した。

V債務問題討議一一訪英中のウマノレヤディ使節はワノレストン外務次官とインド
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ネシアの対外債務問題を討議した。これは， 10～22日に予定されている債権問パ

リ会議に先立つてなされた予備会談で、ある。

Vアジア労相会議開催一一一アジア13ヵ国からお名の代表が集まってのアジア労

相会議がマニラで開催された。人的資源の利用，労働条件の改善等といったこと

が審議される。

12日 Vマリク外相演説ー マリク外相は内務省シンポジウムの山上でいj省官吏におI

し，パンチヤシラ， 45年憲法， MPRS決議に基づいた行動をとるよう，また“新

秩序”体制の－lei,として働らくようにと演説を行なった。
Vス議長，国会演説 ースハノレト内閣幹部会議長は， 67年予算と外国投資法を

検討するため国会を石集した。同議長はそこで演説の中で国会が政府予算案を支

持することを希望すると語ると共に，経済再建のためには外国債権の再調整と新

規借款とクレジットが必要であることを強調した。

これに対してシャイチュ国会議長は， 24！二lに両案は可決されることになろうと

語った。

v外国系企業保護対策一一内閣幹部会は， No.28/U/ln/12/66令で幹部閣僚

に対して，マレーシア対決期間中政府の監視下にあった外国系企業の復活を検討

するよう命じた。

さらに当該企業の生産の円滑化と安全を要望した。

v北・中部スラウェシ中国人圧迫一一一スダルモノ北・中部スラウェシ軍司令官

は，同地域において1tJ国人が商取引に従事することを禁止する，また，違反した

場合には厳罰が加えられるだろうことを通告した。

V全ジャワ KAMI会議終了一一一パンドンで聞かれていた全ジャワ KAMI会議

が終了した。その会議でスカノレノ大統領と 9・30事件の関係を明らかにするため

大統領を裁判にかけることを要求した。また，旧秩序は全体主義的秩序あるし、は

スカノレノ的秩序，新秩序は民主的秩序と改められるべきであると主張した。

V新秩序戦線決議一一西部ジャワ新秩序戦線は MPRSに対して， スカルノ大

統領が新秩序の生成を傷つけた廉でその地位を検討するよう決議を行なった。そ

の他中国人の追放，国連における中共支持の徹廃，中共断交等の諸要求を出した。

14日 V西イリアン国民投票問題一一マリク外相は西イリアンにおける国民投票は，

63年国連のたちあいのドでなされた対オランダとの協定に基づいて行なわれると

語った。これは，先に内務省が国民投票を否認するかのような発言を修正する形

で行なわれたものである。
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Vス大統領p 純正秩序を主張 スカルノ大統領は北スラウェシからの舞踏団

との懇談の席で，私は主！？・旧いずれの秩序にも属していない。私は革命の路線と

目的に忠実であり，いわば純正秩序に属するものであると語った。

これに対し22日には西部ジャワ・カトリック青年戦線幹部は，これは新秩序を

百しすものであると反対表明を山した。

v対香港貿易増大一一今年l()Jjの対香港貿易は，輪山1708;j47'.26香港ドル，輸

入5704万7175香港ドルで、あった。また， 10月まででは輸出1億1260万香港ドノレ，

輸入2億8500万ー香港ドルフ 1昨年同WJではそれぞれ7170万香港ドノレ， 1億5840万

香港ドノレであった。

15日 T KOTIは単なる政府機関に一一一スハノレト内閣幹部会議長は67年1-h!家予算に関

する国会答弁における憲法外機関についての関連の中で， KOTIはもはや政策立

案機関でなく，単なる政府の1機関であるに過ぎないと語った。

Vメイズ輸出6万トン一一一農務省当局は，今年度のメイズ輸出は6万トンに達

したと発表した。各地域毎の内訳は，東部ジャワ 2万5千トン，ランポン2]j 5 

千トン，南部スラウェシ1万トンである。

16日 V法曹界，ス大統領調査を要求一一－Persahi,Ikahiのjrl,j法官凶体は， “正義と

真実の宣言”の中で， 9・30事件との関連でスカノレノ大統領を調査することを要

求する声明書をだした。この声明に対して，ジャカノレタの 9行動戦線は直ちに支

持する旨声明した。

17日 Vス将軍，スラバヤで、演説一一スハノレト将軍はスラパヤで行なわれたプラウィ

ジャヘァ師団21）司年記念式で、演説を行ない，新体制内のすべての諸勢力が結集する

ことは，現在非常に重要である。国民的規模の闘争においては個人崇拝があって

はならない等々語り，同師団がこの21年間果してきた貢献をたたえた。

Vイスラム統合の必要性一一イスラム青年連盟幹部は，イスラム系の政党，大

衆団体の代表によるイスラム会議が開催されることは， イスラムの統合にとっ

て必要なことであると述べた。 これは PKI分子が「11傷を強化せんとしている現

在，特に必要であり， PKI 排除こそが新秩序形成のために必要であることを強

調した。

V西独大使，クレジットを約束一一リカード西独大使はマカッサノレで，同地方

のいくつかの開発計画に対してクレジットを提供することを確約した。また，マ

カッサノレ市長は西独他4ヵ国が水平lj，発電等諸施設の開発に対してクレジットを

申し出ているが，政府はまだ反応を示していないと語った。

-169- 一（239）ー



インドネシア（12月〉

T GPEI代表，セダ蔵相を訪問－－GPEI（輸出業者連盟）代長はセダ蔵相を訪

問し，蔵相の輪山に関する見解を蛍した。その席でGPEI側は，先の総会で決議

した政府に対して取引高税を免除してほしい旨要請し，政府側はそれを受理した

と伝えられている。また，現イE，クレジットに関して引きしめ政策がとられてい

るが，事↑占がよくなれば緩干lトー特に輸出部門， F部構造詐i)Jllj－－ーの方向にむけ

ることを）説相は確約した。

19日 Vマリク外相談一一グリーン米国大使は←・Hii'HJ}I司に先tちマリク外相を訪IUJ

し，両国関係，：tW＝に経済問題を討議した。会談後，外相1は；l:に1千ドル相当の部

分品の早急な船荷が111心で，ベトナム問題については今回は論じられなかったと

語った。

さらに同外相は記者団に対して，内閣幹部会はスカルノ大統領がナセ／レUAR,

チトー・ユーゴ大統領と会談するために海外旅行をするということを支持すると

語った。この時期はまだ決定してし、ないが，ナセル大統領は来年4JJ以前にスカ

ノレノ大統領と会談したい旨申し入れがある。

また， MPRSは，現在の混迷状態を打破するために，近ャ将来 MPRS総会を

開くであろうと語った。

v対イ債権国会議一一パリで対インドネシア債権を討議する｛占権国会議がはじ

まった。 （場参特記事項参照）

V米国援助について米大使談一一グリーン米国大使はーll}1Jn!JJilに先立ちジャカ

／レタで記者会見を行ない， 46年以降の米国の対イ経済援助について語った。その

中で過去，現在，将来の三つに経済援助を分類し，過去は教育・農業・保健・運

輸・工業・動力等にむけられたが，これは， 65年初打ち切りとなった。そして66

年6月にイ政府から経済援助の再開が要百－青され， 66年末までに綿2万5千梱を送

ることを約束した。将来の援助については，多角的に行なわれることになってお

り，最初のステップは外国債務の再調整と地域協力であると述べた。

' 』1111議会歴史の書きかえを要求一一西部ジャワ州議会は政府に対して，インド

ネシアl11史をただちに書きかえるよう要求する決議を満場一致で、要求した。その

中で，従来の歴史は権力者の特殊利益に奉仕するために悪用されてきたと告発し

た。同時に西部ジャワの歴史を再検討するための要請を西部ジャワ知事に行なっ

fこ。

v対アラブ関係一一一スハルト内閣幹部会議長はMENA紙特派員どの会見にお

いて，インドネシアはパレスチナ問題をめぐるイスラエルとのたたかし、において
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アラブ側を支持する。対アラブ連合との関係は，特にマリク外相の訪問後好調で

ある。非同盟諸国会議は国際情勢，参加国の情勢による等々詰った。

V公務員給与引上げと物価 大蔵相当局は， 67年にも物価上昇は見られるが

これは，先に決定した公務員給与100%値上げにより相殺されるであろうと語っ

た。また，来年の物価上昇は，年初に較べると30%増加するかもしれぬが，それ

は工業部門，原料4:t！＇？.，農業部門における生産 JWt加により侭く折lえられ上うとい

うことがイ土；えられたO

20日 Vスハルトら，ス大統領訪問 スハルト将軍は最近東部ジャワを回ったが，

同地の情勢は良好であるとスカルノ大統領に報告したことを記者団に語ったが，

先の MPRSを開くべきとのマリク外相の言葉にっし、ては返答をさけた。また，

これに先立ちマリク，ブオノ両幹部閣僚が大統領を訪問したが，いずれもコメン

トをすることをしなかった。

Vス大統領演説 スカルノ大統領はマノレハヱニズム青年戦線の約1万3千名

をfifjに演説し，インドネシア革命はまだおわっていない。今後もつづけられるべ

きであり，革命がおわり強化の時期であるという見解を否定した。また，最近私

は毎日攻撃されているが，これは陛史の進行の中で、避けがたし、ものである。わオし

われの民主主義は指導民主主義である。 KAMIの声に耳をかたむけることは凪

民の声に耳をかたむけることではない。マ青舟L戦線は進歩的革命的グループと結

んで常に前進しなければならない。西イリアンの最終帰属問題に関してオランダ

は住民投票をもとめてし、るが，それは不要である等語った。

V青年戦線， MPRS開催要求一一ジャカルタの青年戦線は，大統領の地位と仕

事を明確にするために早急に， MPRSを開催すべきことを要求する声明を発し

fニO

T KAMI，ス大統領非難一一←KAMI幹部会は， スカルノ大統領が9・30事件に

関連していたとの事実を示した文書をスギ・アルト検事総長に提／Hしたの KAMT 

はその文書でス大統領の9・30事件前後の動静を列挙した。主な点は，

Oナサコム提唱により PKI，大衆団体を鼓舞した。

0対北京接近により自由・独立外交を歪めると共に， 9・30事件に誘因を与

えた。

等が混乱の要悶であるとしている。

21日 V内閣幹部会開催一一内閣幹部会が開かれ，政治，社会，経済問題全般が討議

された。会議後スポークスマンは，政治問題に関してはパンチャシラ革命を守る
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ための方法の十分な審議，経済に関しては，国内生産増加の可能性（砂糖，キニ

ーネのよ円！照合），社会問題に関しては， rf1同人の改名の手続きを簡素化すること

等を協議した。

Vアイディット夫人逮捕一一“ジャヤ”紙は元 PKIアイディット議長の夫人が

逮捕されたことを報じた。それによると，ジャカルタ駐屯部隊により昨日朝，ク

パヨラン地12-：チペタで偽名を用いて潜入している所を逮捕された。

22日 ' 4軍共同声明一一－4軍司令官はスカルノ大統領に対して，国軍はパンチャシ

ラと45年憲法から不離するものは個人であろうと集団であろうと断同反対する旨

共同声明を提／1¥した。

これに対して大統領はこれを受け入れたとスチプト警察長官から伝えられた。

なお，司令官会議の直前，スカルノ大統領，ラフマット内相が参加した会議が聞

かれた。

これに対して直ちにジャカノレタ・ドウィコラ司令部，西部ジャワ・パンチャシ

ラ戦線， KAMIらは賛意を表明した。

また， 4軍司令官と大統領は同声明をめぐって23日にも会合を持ち，さらに26

日にも行なわれることになっている。

v北部モルッカ省昇格要望一一一北部モルッカ県代表5名はシャイチュ国会議長

らを訪ね，岡県が省（第1級自治区〕に昇格するよう要望した。これは，去る 4

～6日聞かれた，同県大会議の決定にもとづくものであり，現在｜司県は1千島，

400平方マイルの而積をもち，過去 13年間その昇格を要求していた。これに対し

議会B委員会は，原則として昇格に賛成であり，さしあたり中部カリマンタンの

場合がそうであったように，第2級自治区（県）プラス第1級自治区昇格準備中

のI自治体という構成となろうと返答した。

V西イリアン代表，ス議長訪問一一商イリアンからの代表がスハノレト内閣幹部

会議長を訪問し， Ii可地方の最近の政治，経済，社会的発展について報告した。同

議長らは西イリアン開発のために尽力することを確約し，代表団はアンペラ内閣

の政策を完全に支持する旨返札を行なった。

Vハンガリーからの援助一一来イ中のハンガリ貿易顧問はハンガリー・クレジ

ツトでたてられて，酸素プラントの完成にたちあうためにマカ、ソサルに滞在して

いるが，ハ政府はいつでもインドネシアの開発のための援助の用意があると語っ

fこ。

V軽工業用ブリキ需要ー一一軽工業省は，軽工業に必要なブリキは2万トンであ
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ると報告した。他方，紙，丁字はそれぞれ2万7千， 1万3千トンであるが，こ

れらは輸入をまたなければ十分ではない。

23日 Vス議長，国民に寛容を要望 ースハノレト内閣幹部会議長は SOKSIへのメッ

セージの中で，国民に対して，互いに憎みあうことをせず，寛容の精神をもつよ

う要望した。また，内閣の仕事は政治・経済の安定を通して国家と民族性建設の

基礎を作ることであるとし，国民が社会参加において内閣に十分なる支持をく

れるよう要望した。

V英国，援助を示唆一一英国海外開発相は，インドネシアの工業に必要な英国

製物資と機械に対して36万0100スターリングの援助資金を提供することを認定し

た。主に織物機械，自転車部品，軽工業用化学製品である。これは，今年はじめ

の100万スターリングの緊急援助の最後のもので， 9月には64万スターリングが

染料，プラント保護薬品等々に仕1,'1jけられている。

V外国借款について一一←スパルト大蔵省次官は，諸国とのクレジット問題協議

から帰国し記者会見を行なったが，そのなかで外国クレジットの必要性を強調し

た。また， 6Mドの米国クレジットは，米I万トンと原綿7万5千梱をもたらし，

67年にはさらに7万5千桐が見込まれていると述べた。日本からの3千万ドル緊

急援助で、は，日本から各種物資を買うことがで、きた。インドからは近々 100百万

ルピア・クレジットの一部として，物資を輸入することになろうし，さらに東京

やパリでの債権同会議は，インドネシア経済に希望を与えるものであるとも語－－，

24日 V予算案，外資法可決一一国会は67年国家予算案と外資導入法を満場一致で－，1J

決した。政府側もスハルト内閣幹部会議長ら幹部閣僚全員が出席した。スハノレト

議長は両法案の可決に謝意を表し，これは政府と開会の緊密なる関係を意味する

ものである，外資は経済復興にとって有効である等々語った。

Vダニ元空相死刑判決一一特別軍事法廷はオマル・ダニ宅相に死刑判決色i干し、

渡した。

v南スマトラ輸出一一GPEI当局はパレンパンで南スマトラの今年10月までの

輸出は， 2314万8195ドル4セントであると発表した。主にゴムフコーヒー，干ぶ

どう，藤，へび，わに皮等である。輸出先は日本，香港，米国，ソ連が主な輪Ill

同であるが，今年の南スマトラ輸出目標6千万ドパ〆（パンカ品ーからの錫も合む）

は達成困難となっている。

2.S日 V特別軍事法廷で今まで16名取り調べ一一特別軍事法廷スポークスマンは，現
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在まで16名の9・30事件容疑者の取り調べがおわったと述べた。その氏名は，
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Vス大統領・軍首脳会談一－4軍司令官（スハルト陸軍司令官は代理〉はスカ

ルノ大統領を訪問，会談を行なった。会談後ユドディハノレジョ警察長官は，双方

に合意がみLれたと記者団に語った。これは，先の4軍共同声明について説明を

与えたもので，その中で内閣の主要目的の遂行においての行動主たる閏軍の機能

を強調したものである。

Vスハルト将軍，地方司令官に指示一一スハノレト将軍は全国の地方軍司令官に

指示を与えた。それは66年末と新年にあたってのもので，内容は次の通り。

アンペラ内閣の基本戦略の遂行においてなした事，今後もアンペヲ内閣の前

進を確保する事を述べた。さらに1967年国家予算と外国資本投資計画に関する

説明をし，これ（：）[fl・両に関して均衡予算政策に治円た助言をそれぞ、れの地区司

令官かむ求めたり

f KAPPI，ス大統領裁判を要求一一KAPPIは大衆集会を聞き，スハルト将軍に

スカルノ大統領を特別軍事法廷で裁判にかけるよう要求する声明をだした。

，対印貿易関係一一インドとの貿易関係の統計が発表されたが，それによると

主なインドへの輸出は鉱油，潤滑油，やし油，石油製品で、あり，他方，輸入はジ

ュート，織物，鉄鉱原料，機械部品，シガレット・ペーパー，シェラ、ソク，ゴム，

フ。ラスチック製品，フィルム等で、ある。

ウィyレヨ・
マルトノ9. 

26日

27日
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（単位インド・ 1レピー）

ri Iイ→印 l印ニヱ
1962～63 I 13, 712, ooo I 40,527, ooo 11 1964～65 I 26,644,ooo I 19,397 ,ooo 

1963～64 I 16,796,ooo I 24,062,000 11 1965～66 I 22,1s1,ooo I s,104,000 

v北スマトラ，外国企業返環反対一一ー北スマトラ KABIは，政府が最近決定し

た外国系企業返環に対して，それが新たなる好ましくない緊張を生みだすもので

あるとして反対を表明した。同区内においてマレーシア対決中接収された外国企

業は米国のグッド・イヤー・エステートと英国のハリソン・クロスフィーノレド会

社である。なお， 29日に PPNKaret XVII当局は，グッド・イヤー・プランテ

ーションは66年4月28日の契約により売買がおわり，現在イ政府の所有下にある

ことを明らかにした。

28日 ，ィドリス少将のアンペラ内閣支持発言一一一イドリス参謀長は「新秩序軍Jの

全将兵に，アンペラ内閣と国軍のとっているすべての処置を保護し続するよう求

め，さらに， 次のように述べた。 PKIの政治ゲリラは「新秩序軍」を分裂させ

ようとしている。例えば，行動戦線がマシュミ党の道具になった等と主張して，

我々を戦いの主目標からそらさせようとしていると。以上の発言は，クリスマス

と新年の贈り物のために Kostradのメンパーが招かれた時の演説でなされた。

さらに非合法化されているマシュミ党とPSIについて，両党が復活させられる

かどうかは政府にかかっている。重要なことは，国民がこの問題に関する不適当

な考え方により，盲目にされないという事である。なぜなら，これは結局，国内

の不統一を招くからである。軍隊にとっては，第2回陸軍セミナーの決定の通り

PKIのみが「反革命的」だということが明白である。あるグループ連や人々が前

のマシュミ党やPSI党員を「極右」と非難しているが，私（イドリス）には「極

右」が何を意味しているか解らない。とにかく，事実は前マシュミとPSIの党員

が新秩序を熱望していると思われること，および彼らが明白に今の政府の努力，

特に PKI掃討について助けてきたということである，と語ったo

T PNI，首脳会談を提唱一一PNIは，現在の危機に対処するために， スカノレノ

大統領，国会指導者， MPRS指導者，内閣幹部会，政党・大衆団体が合同会議

を開くことを提唱した。その中で，最近マリク外相等がス大統領を公然と批判し

たことを遺憾に思うと述べ， MPRS早期開催による大統領の追いつめは事態の

解決にならないこと等表明した。
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v外国人の主要商品取引き禁止一南スラウェシ知事は外EU人，特に中国人が

9種類のi：要昨i1¥i'1を取り引きすることを禁止する旨の規則を決めた。

9主要商1¥'i11は，米，灯油，砂糖，塩，塩魚，食用油， h齢，低品質織物とろう

染布である。

V中部ジャワ木材輸出見込みと実績一一1967年の中部ジャワの木材輸出見込み

は，セマづン地からは Djatiwoodが1万立方メートノレ，チラチャップ港からは

agathis 1万立方メートノレ，テガノレ港からは松材が1万立方メートルになる予定

である。

今年のDjatiwood輸出は総額1万立方メートノレにのぼった。仕向地は，中国，香

港，日本，ヨーロッパである。チラチャップ港からは2800立方メートノレのagathis

材が輸IL¥された。 rp部ジャワからの木材輸出総額は 1962年には 660立方メートノレ

であり， 196'.1{j＇－には 770立方メートノレで、あり， 1964年には 2510立方メートノレで、あ

り， 1965年には4100立方メートルだった。

29 B Vインドネシアがビルマ米を買う一一一7万5千トンの米を 1トン， 43ポンドで

インドネシアに売ることにビ、ルマ政府は同意した。船積は2月に行なわれる。

30日 f NU：，バンドンで次の大会を開催の予定一一M ・ダフランNU中央委委員長

は， 2月18Hから23日まで、パンドンで開催の予定の第24回党大会は，現在の政治

情勢と全国民的革命下で重要な意味を持っていると述べた。

強大な宗教政党が特に，アンペラ内閣とすべての進歩的，パンチャシラ主義の

インドネシア同氏が暫定国民議会による決定を実行しようとしている時に大会を

召集するという事を指摘した。特別の重要な議題はNU党と国民とアンペラ内閣

の当面iする問題であろうと述べた。バンドン大会はまた，通常の通り大会で決定

される党綱領を決定し，新中央委員を選ぶことになろう。

V西イリアン住民住民投票を拒否一一酉イリアンの州議会は， 1969年に予定

されている西イリアンの住民投票を拒否する決議を行なったの

その決議のコピーは MPRS，国会，内閣幹部会，内閣のメンパー， KOTI，全

国の知事および地方議会委員長に送られた。その決議内容は次の通り。西イリア

ン住民は，パンチャシラと1945年憲法を支持し，新秩序と共に歩み，中央政府の

決定を守る。彼らは， MPRSの決定を履行するという枠内で内閣の計画実現を

助ける。 なお， MPRSの決定は，人々の真の良心を反映し，革命の窮極の目的

の達成ーーすなわち，正しい，繁栄したインドネシアのパンチャシラ社会主義社

会一一帽の前途を与えると彼らは考えている。
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西イリアン州議会は中央政府に西イリアン民衆の声を聞くよう主張した。その

住民の声は，現在の合憲的機関すなわち地方議会を通している。さらに，中央政

府に西イリアン民衆の名で、語っていても，実は個人的望みを主張しているある種

の団体があることを警告した。

評議会は西イリアン知事F.Kaisiepoへの支持を声明した。 1968年の総選挙に

仙えて，政治・経済の安定のため Kaisiepoが西イリアンの首長， 知事として留

まるよう主張した。両イリアンの DPRSはJ.D. Koromathをその知識と賛成な

しに地医の知事として指名する事を承認はできない。議会以外からの指名はイン

ドネシア独立のための西イリアン戦士代表と自称している西イリアンのグループ

によりなされた。それらは， 45年世代，“Trikora”世代，’66年世代である。

西イリアン議会の決議は第2第3議長D.S. AjamisebaとH.Wajoiにより署

名された。

31日 V在ジャカルタ華僑数，外人数一一中央統計局から発表された今年6月までの

在ジャカノレタ登録華僑数は， 11万5138人だった。内訳は，成人男子が2万1814,

成人女子が1万6295人，少年が4万2111人，少女が3万5248人である。

66年1月から 6月までの新規登録外人数は， 1月が214人， 2月が226人， 3月

が185人， 4月カ＇＞267人， 5月が196人， 6月が204人だった。

今年6月までに非オランダ系西欧人が1610人ジャカノレタにいる。内訳は，成年

男子706人，成年女子512人，少年216人，少女177人である。

現在オランダ系外人が1109人ジャカノレタにおり，華僑以外に3229人のアジア人

がし、るo

vシンガポール，インドネシア貿易一一ー対シンガポール貿易は，対決政策の間

途絶えていたが，今，毎月増加しつつある。 12月のみでも全貿易量は600万マレ

ーシア・ドル（約66万ポンド）を越えている。貿易が回復された直後の9月と10

月においても，月平均は約100万ドノレ（12万ポンド）だ円たの
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資料

外資導入法

第1章外資投下の定義

第1条 この法律lこし、う外資とは，資本所有者は直接投資の危険負担を負うとい

う；意味において，この法律の規定に従い，もしくは基づいて行なわれ，インドネシ

アにおける企業の運営のために用いられる，直接に投下される外資である。

第2条 この法律にいう外資の定義は次の通り o a. 政府の承認のもとに，イン

ドネシアにおける企業を賄うために使用される，インドネシアの外為資産に入らな

い外為。 b. その｝j{jj,設がインドネシアの外為資産によって賄われるものでない限り

においての， ｛i1L外からインドネシア領域に輸入される外人によって所有される新発

明品および資材を合む企業のための施設。 C. この法律に某づいて送金され得る企

業利潤の一部であるが，送金の代りにインドネシアにおける企業の財政資金に当て

られる部分。

第2章企業の法的形体，地位および領域

第3条（l) 個別の事業単位として，その全部もしくは大部分がインドネシアに

おいて運営される第1条にいう企業はインドネシア法規に従い，インドネシアに所

在するものでなければならない。（2) 個別の事業単位として汽該企業の全部もしく

は大部分がインドネシアで営まれているか百かは政府が決定する。

第4条政府は国家経済ならびに地方経済の発展状況，企業の種類，投資額およ

び国家ならびに地方経済開発計画に従った外国資本所有者の希望に留意し，インド

ネシアにおける外資企業の事業活動領域を定めるの

第3章外資のための事業部門

第5条 (1）政府は優先順位に従って外資に解放される事業部門の詳細を決定

し，事業のすべてについて外資が満たすべき条件を決定する。（2）優先順位の詳細

は，経済ならびに技術の発展に留意し，政府が中期および長期開発計画を立てるた

びに決定される。

第6条（1) 外資投下が閉鎖される事業部門は国家にとって重要な部門および国

民大多数の利益の管理統制にかかわる部門であり，次の通り。 a. 港湾， b. 公共

用電力の生産，送電および配電， C. 電気通信， d. 海運， e. 航空， f. 飲用水，

g. 公共鉄道， h. 原子力発電， i. マス・メデ、イア。（2) 国防にとって重要な役
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；刻をもっ部門，兵器，弾薬，爆薬および軍事資材の生産は外資にとって完全に禁止

される。

第7条第6条第1項に規定されているもののほか，外資投下が出来ないある事

業分野を政府は定めることができる。

第8条（1）鉱業における外資投下はカルヤ（実行）契約あるいは現行法規に従

った他の形態にもとづく政府との協力にもとづく。（2) 実行契約あるいは他の形態

にもとづく協力の方式は政府によって決定される他の事業分野においても実施され

る。

第4章労働力

第9条資本所有者は，その資本が投下された企業の取締役会を任命する完全な

権限を有する。

第10条外資企業は第11条に述べられている場合を除き，インドネシア人の労働

力に対する必要条件を満たす義務を負う。

第11条外資企業はインドネシア人をもって充当できない仕事のため外人専門家

を輸入ないし使用することを許される。

第12条外資企業は，外人従業員を漸次インドネシア人に置換する目的をもって

インドネシアあるいは外国において，規則的にインドネシア人に訓練あるいは教育

を施す義務を負う。

第13条政府は第9,10および（12条に盛られている規定の実施を監督する。

第5章

第14条その利益のために，外資企業に対しては現行法規に従った建設権，事業

権および使用権をもった土地が与えられ得る。

第6章税金および公課の免除

第15条外資企業は次に述べる税金および公課を免除される。（乱）税金および公

課の免除。 1.事業体が生産を開始した時から5年間を越えない期間を限度として，

一定期間の会社税ないしは利潤税。 2. 事業体が生産を開始した時点から5年間を

越えない時期に行なわれた利益についてなされた株主に対する配当税。 3. 再投資

から5年を越えない一定期間において， インドネシアにおける当該企業に再投資さ

れた第四条aに述べられている利潤に関する会社税。 4. 事業運営に必要な機械，

作業施設あるいは機械といった，施設がインドネシア領域に輸入されたときの輸入

税， 5. 外資投下に由来する資本割当に関する資本に対する印紙税。（同税軽減。

1. a項 lにいう課税免除期間を越えたのち最大限5年を経ない期間における比例
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課税表にもとづく会社税の軽減。 2. 11iJ述期間後の課税の対象とされる利潤に対し

て， a項1に述べられている期間内に蒙った損金の算出による軽減。 3. 恒久施設

に対する減佃i消却促進による軽減。

第16条（1) 第15条に規定されている課税およびその他の賦課金の軽減は第5条

に規定されている事業分野を考慮に入れて行なわれる。（2）本条第1項に述べられ

ている課税およびその他の賦課金の軽減のほか，政令によって，経済開発にと，Jて

極めて必要な外資事業に対してさらに軽減が行なわれる。

第17条第15条および16条に合まれる規定の実施は政府によって決定される。

第18条 すべて外資投下の言甲山こついては，投資の期間は30年を越えないものと

決定されるυ

第四条（1) 外資事業はつぎの項Hについて，当該時期の交換率で投下したと同

じ通貨で送金する権利が与えられる。 a. インドネシアにおける税金および支払義

務を控除した後の資本によって得られた利潤。 b. インドネシアにおいて雇傭した

外人労働者と関連して支払われた経費O c.追って定められるその他の経費。 d.恒

久施設の減価消却。 e. 固有化の場合の補償。（2) 送金の実施は追って政府によっ

て規制される。

第20条資本の引揚げの性格をもっ送金は，第15条に述べられている税金および

賦課金に関する軽減が行なわれている期間は許されない。これが買施は政令によっ

て定められる。

第8章国有化および補償

第21条、政府は，国家の利益はそのような措置がとられることを要請することを

法律が定めている場合を除き，外資企業について全体的やり方で固有化／財産権の

撤回あるいは当該企業の管理お上び経営権を侵害する措置をとらない。

第22条（1) 第21条に述べられている措置がとられた場合，政府は補償支払義務

を負い，その金額，種類および手続きは国際法の原則に従って双方によって同意さ

れる。（2) 補償支払いの金額，種類および手続きについて双方が合意に達しない場

合，調停が行なわれ，その決定は双方を拘束する。（3) 調停委員会ば政府および資

本所有者が選ぶ双方の各1名および政府と資本所有者が共同で選ぶ第3者1名の3

名で構成されるO

第9章外資と民族資本との協力

第23条（1）外資に開放される部門においては，第3条の規定にかんがみ外資と

民族資本との協力が行なわれることができる。 (2) 政府は輸出分野，物資および
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サービス分野における外資の効果を高めるため，外資と民族資本とのこの協力の部

門，形体および手続きを追って定める。

第24条第23条に述べられてし、る外資と民族資本との協力の結果外資企業が得る

利潤は，インドネシアにおける税金その他の賦課金を控除した後，外資の利潤取得

比率分の金額について当該外資の汁初の通貨で送金することができる。

第25条税金の軽減免除， 114有化に対する保証ならびに補償金支払いに関する本

法に規定の条項は第2:3条に述べられている外資についても有効である。

第10章外資投下者の義務

第26条外資企業は国家の利益を害うことなく，実務経済の！耳目ljに従ってその：事

業を運営，管理する義務を負う。

第27条 (1) 全部外資で、行なわれる第3条に述べられている企業は，ある・定期

間後，政府によって決定される比率に従って，民族資本がこれに参加する機会を与

える義務を負う。（2）本条第1項に規定されている企業参加が株式売却によって行

なわれる場合，売却代金は投下された外資と同じ通貨で送金することができるO

第11章その他の規定

第28条 (1) 本法の規定の実施に当っては，外資に対する政府の政策の上に調和

を保証すべく関係政府機関の調整がとらねばならない。（2）この調整は政府が追って

公布する規則のもとに実施される。

第29条本法に含まれている規定は，本法が発効した後に新企業ならびに拡張な

いしは近代化のために，既存企業において行なわれる外資投下に対して有効とされ

る。

第12章最終規定

第30条本法において規制されていない事項は，追って政府によって規制される。

第31条本法は公布の日よりこれを施行する。

（インドネシア通信 1月18～21日〉
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1 9 6 6 年のインドネシア年表

政 2・A
’ロ

1. 15 I閣議が開催されスカルノ大統領は従来の政治j経済，
外交原則を強調した。

2. 14 I特別軍事法廷が開設され9-30事件関係者の取調べを行
なうことになった。

2. 21 I新内閣成立（ナスチオン国防相解任される。〉
3. 11 Iスカルノ大統領はスハルト陸相に政治上の権限を委譲

した。

3. 12 Iスハルト陸相はPK L 翼下団体を解散した。
3. 18 Iスカルノ系， 15閣僚が拘禁された。
3. 21 I新内閣成立（ブオノ，スハルト，マリクら副首相，ナ

スチオン復帰〉

5. s I国軍は共同声明を発し政治参加を明らかにした。
6. 20 I MP  RS C暫定国民協議会〉が開催された。

7. 25 Iアンベラ内閣成立する。

8. 17 Iスカルノ大統領独立記念日で恒例演説を行なう。

10. 1 Iスパンドリオ裁判開始さる。
10. 7 I国民戦線解散される。
11. 12 I軍首脳を集め国防・治安セミナーが開催された。

12. 2 Iスカルノ大統領が現政権批判を行なった。
12. 22 I国軍共同戸明を発表す。

経 済

4. 4 Iブオノ副首相対外経済政策（12日には国内経済政策〉
の基本方針を発表した。

7. 13 I重要物資が KOLOGNAS管理下におかれた。

10. 3 I貿易・為替政策の一部改正が行なわれた。

11. 3 Iブオノ幹部閣僚，経済復興の基本政策を明らかにした。

12. 24 I国会で予算案，外資法が可決された。

対 外 関 係

2. 11 I国会は反イ活動のカドで北京放送，新華社通信を非難

しfこ。

4. 6 I日本は250万ドル援助を行なうことを伝えた。
4. 18 I中国は最終的に対イ援助を打ち切った。
5. 1 Iマリク外相とラモス・比外相がバンコクで会談した。
5. 24 Iブオノ副首相が訪日し経済協力を要請した。
6. 1 Iマリク外相とラザク・マレーシア副首相との間でバン

コク協定が結ばれた。

6. 15 I日本は3000万ドルの対イ援助を決定した。
6. 28 I米国は1050万ドルの長期クレジットを発表した。

8. 11 Iマレーシアとの聞に平和協定が調印された。
9. 19 I東京債権国会議が開催された。
9. 28 I国連復帰決定する。

12. 19 Iパリ債権国会議が開催された。



アジアの動向国別シリーズ

アジア諸国の政治・経済・社会の動きを的確に把握

する基礎資料として刊行している月刊「アジアの動向J

の1966年 1月から12月までを，各国毎1冊にまとめ、

巻頭に1966年の回顧，総目次，年表を追録したく国別

シリーズ〉のご利用をおすすめします。

1964年 1965年 1966年

韓 国 321頁 256頁 268頁

中 国 品切 519 

イ ン ド 244 241 257 

インドシナ 324 263 267 

フィリピン 167 173 274 

タ イ 247 240 332 

シンガポ｝ル 374 242 196 

インドネシア 303 296 251 

ビ ノレ ぺf 269 325 387 

ノf キスタン 406 品切 354 

シベリア開発 283 386 387 

く国別シリーズ〉 定価 800円は部数僅少のためア

ジア経済出版会（東京都新宿区市ヶ谷本村町42TEL（代表）

353-4231）に直接お申し込み下さい。

アジアの動向 〔インドネシア〕 1966 

昭和42年3月15日印刷 c 1967不
明布142年3月25日発行

定価 800円

発行所 アジア経済研究所
東京都新宿区市ヶ谷本村町42

印刷所

製本

電話東京353局4231（代表〕

株式会社第二印刷所

株式会社舟荷拠本所
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